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Ⅰ．はじめに 

 

１．背景 

プレート沈み込み帯に位置する日本列島は，有史以前から何度も地震や火山噴火に見舞われてきた。

これらの地震や火山噴火は，多くの人命を奪ってきただけではなく，歴史的に我が国の社会・経済に

大きな影響を及ぼしてきた。地震や火山噴火による災害を極力小さなものにするためには，自然現象

である地震・火山噴火への科学的理解を深めるとともに，得られた知見を災害軽減に役立てるための

方策を探る必要がある。 

地震・火山噴火が避けられない我が国においては，地震及び火山噴火の予測により災害軽減に貢献

することを目指して，測地学審議会（現在の科学技術・学術審議会測地学分科会）の建議に基づき昭

和 40 年度から地震予知計画が，また，昭和 49 年度から火山噴火予知計画が開始され，それぞれ複数

次の計画として実施された。平成 21年度からは，地震予知と火山噴火予知の計画が統合されて「地震

及び火山噴火予知のための観測研究計画」が実施された。この観測研究計画実施中の平成 23年３月に

東北地方太平洋沖地震（以下，「2011 年東北地方太平洋沖地震」）が発生し，死者・行方不明者２万人

近くに上る東日本大震災を引き起こした。 

それまでの観測研究計画では，マグニチュード９に達するような超巨大地震発生の可能性は十分に

検討されていなかった。その結果，超巨大地震による災害の発生を事前に強く警告することはできな

かった。また，地震による津波などの災害誘因の予測の研究が不足していた。科学技術・学術審議会

測地学分科会では，超巨大地震に関する当面実施すべき観測研究を推進するため，観測研究計画の見

直しを行い，平成 24年 11月に建議した。 

平成 26年度からの観測研究計画の策定に当たっては，東日本大震災の発生を踏まえ，地震や火山噴

火に関する科学的な研究成果を防災・減災につなげていくことの重要性を指摘した「地震及び火山噴

火予知のための観測研究計画」の外部評価（平成 24 年 10 月）を受けて，科学技術・学術審議会測地

学分科会で検討された。それまでの地震・火山噴火の予知に基づいて災害軽減に貢献するという方針

を転換し，地震や火山噴火の予測とともに，それらが引き起こす地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出

などの災害誘因の予測の研究を行い，それらの成果に基づき災害の軽減に貢献することを目標とした

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」が平成 25年 11月に建議され，平成 26年度に

新たな計画が開始された。 

 

２．本レビューの目的 

 本レビューの目的は，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」について，地震・

火山噴火の予知を目標とした観測研究計画からの方針転換が適切であったか，また，計画が順調

に進捗しているかを含め，総括的に自己点検し，次期計画の検討に資することである。科学技術・

学術審議会測地学分科会地震火山部会（以下，「地震火山部会」）では，計画の進捗状況を把握し，

毎年度の成果を「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」年次報告「成果の概要」

として取りまとめてきた。本レビューの取りまとめに当たっては，地震火山部会の下に地震火山

観測研究計画レビュー委員会を設置し検討を行った。 

本レビューの構成は次のとおりである。Ⅱ章では，地震火山観測研究計画のこれまでの経緯を

振り返るとともに，「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」の基本的な考え方をま

とめる。Ⅲ章では，2011年東北地方太平洋沖地震を受けた前計画の見直しと現行計画の策定及び

現行計画実施中の平成 26 年９月に発生し戦後最大の火山災害となった御嶽山の噴火を受けた取

り組みについて述べる。Ⅳ章では，近年発生した地震と火山噴火の研究成果，本計画で総合的に

取り組んでいる優先度の高い地震・火山噴火についての研究成果，さらに，地震・火山噴火に対

する科学的理解を災害軽減に役立てるために実施した東京大学地震研究所（以下，「地震研」）と

京都大学防災研究所（以下，「防災研」）の拠点間連携共同研究の成果を取りまとめる。Ⅴ章では，

計画の項目ごとに成果を取りまとめ，それぞれについて今後の展望を検討した。Ⅵ章では，計画

全体を総括的に評価し，課題を検討することにより，今後の地震火山観測研究計画の方向性など

を述べる。 

 

Ⅱ．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」の基本的な考え方 
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１．地震火山観測研究のこれまでの経緯 

地震予知に関する観測研究計画は，地震による災害を軽減することを目指して，地震予知計画

が測地学審議会において建議され，昭和 40 年度から実施された。この計画では，全国に高感度の

地震観測点や地殻変動観測点を整備し，地震の前兆現象の検出を主とした地震予知の技術を構築

することを目指した。第７次計画（平成６～10年度）までに，研究者も増加し，地震及び地殻変

動に関するデータなどに基づき地震現象の理解は確実に深まった。しかしながら，地震の前兆現

象には複雑性や多様性があり，その中に系統性が見出せるほどにはデータが蓄積されなかった。

そのような中で，平成７年に兵庫県南部地震（以下，「1995 年兵庫県南部地震」）が発生した。こ

れを契機に計画を総括し，観測データに現れる前兆現象のみに基づく地震予知には限界があると

結論付けた。平成 11年度に始まった「地震予知のための新たな観測研究計画」では，実験や理論

などに基づき地震発生機構をモデル化し，地震発生に至る一連の過程を知ることが地震予知の実

現に着実につながるとの考えに基づき，基礎的研究を重視した計画となった。平成７年には地震

調査研究推進本部（以下，「地震本部」）が発足し，国の地震調査研究を一元的に推進することに

なった。同本部が平成 11年にまとめた「地震調査研究の推進について」では，地震予知のための

観測研究は，当面推進すべき地震調査研究の一つとされた。 

一方，火山噴火予知計画は，火山噴火予知の実用化を目指して昭和 49年度から始まった。観測

網の整備と実験観測を推進し，活動的火山における高密度・高感度の多項目の観測網整備が進み，

火山体の地下構造の把握やマグマ貫入の把握，噴火現象やその先行現象の理解が進んだ。また，

地質・岩石学的調査に基づく，火山活動の長期予測や噴火ポテンシャル評価も行われるようにな

った。平成 12年には，有珠山や三宅島において，先行現象の検知に基づく噴火発生前の情報発信

が行われるなど，噴火予知の情報に基づく災害対応も実践された。このように適切な観測が行わ

れている火山で，過去の噴火事例を考慮できる場合には，観測データの異常から噴火の開始や推

移を定性的に予測することができるようになってきた。しかしながら，観測点が十分に整備され

ている火山は少ないため，研究成果を活用した火山活動の把握や噴火発生前に情報の発信ができ

る火山は限定されている。また，噴火現象を説明する物理・化学モデルは提案されてはいたもの

の部分的であり，平成 12年の三宅島のカルデラ形成と大量のガス放出活動を想定できなかったよ

うに，噴火様式やその推移，あるいは，規模について，予測方法は確立されていない。 

これまでの地震及び火山噴火予知の観測研究の成果に基づくと，地震発生と火山噴火は，主に

プレート運動に起因するという同じ科学的背景をもつ自然現象であり，それぞれの現象には共通

の発生場の理解がさらに必要であることが認識されるようになった。そこで，平成 21年度からは，

地震予知と火山噴火予知の計画は，地震・火山現象の相互作用や物理過程の理解の深化のため，

また，地震・火山活動の把握のために必要な観測網とデータの有効利用を行うため，「地震及び火

山噴火予知のための観測研究計画」として統合され，５年計画として実施された。高感度・高密

度の地震及び地殻変動観測網による観測や多項目火山観測のデータに基づき，地震研究では，繰

り返し地震の発生予測やプレート境界滑りの多様性の発見，火山研究では，小規模噴火の規模予

測やマグマ蓄積過程の多様性の発見などの成果を得た。また，それらの物理・化学過程の理解の

深化や数値シミュレーション技術の進展があった。両分野の統合により，沈み込むプレート活動

とマグマ上昇径路との関連性，マグマ貫入と地震活動への影響などの新しい成果も得られた。 

平成 21 年度から始まった新計画の成果が上がりつつあった平成 23 年３月にマグニチュード９

の 2011 年東北地方太平洋沖地震が発生した。このような甚大な災害を及ぼす超巨大地震の発生は

これまでの計画でほとんど追究されていなかったため，関連の学協会や海外研究者，外部評価委

員会の意見・提言を踏まえ，平成 24 年 11 月に「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画の

見直しについて（建議）」を取りまとめ，超巨大地震に関し当面実施できる観測研究を推進する

こととなった。これについては，Ⅲ章であらためて詳述する。 

  

２．本計画の基本的な考え方 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の発生とそれによる震災の経験を踏まえ，地震・火山の観測研究

計画は，国民の生命と暮らしを守るための災害科学の一部としてあらためて位置付けられた。災

害の規模は，地震・火山噴火などの自然現象に起因する災害誘因に加え，地形・地盤等の自然環

境や人間社会が持つ脆弱さなどの災害素因により決まる。つまり，強震動や津波，火山灰や溶岩
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流などの災害誘因が人の住む自然環境や社会環境に作用し，脆弱性のあるところに災害が起きる。

そこで，地震や火山噴火の発生予測ができればおのずと防災に貢献できるという考え方を見直し，

本計画は，災害を引き起こす地震や火山噴火の発生予測とともに，それらによる災害誘因の予測

の研究も行い，地震・火山噴火に関連する災害の軽減に貢献するという考えのもとに立案された。

つまり，地震・火山現象の理解を深め，その発生予測を目指した観測研究を継続的にかつ着実に

実施することに加えて，地震動や津波，火山灰や溶岩の噴出など災害を引き起こす現象の予測を

含め，災害の軽減に貢献する研究を進める。 

なお，現行計画の前は地震及び火山噴火の「予知」という語を計画名に用いてきたが，「予知」

は将来の現象を前もって知る意味で幅広く使われ，必ずしも科学的な内容を示さない。現行計画

では，科学的な知見に基づき将来の現象を定量的に推定することについては原則として「予測」

という語を用いている。 

本計画より前の観測研究計画にも，防災や減災につながる成果が得られていた。例えば，高密

度観測網や海底観測データに基づく地震や津波の即時予測，震源断層の詳細な滑り分布や内陸ひ

ずみ分布の推定による地震発生ポテンシャル評価，火山活動の推移を俯瞰的に理解し防災・減災

対策に活用できる火山噴火事象系統樹などである。これらの成果を踏まえつつ，理学だけでなく，

防災に関連する工学，人文・社会科学等の関連分野と連携し，災害素因との関係を意識した研究

を推進する。また，地震・火山現象の推移や低頻度大規模地震・火山噴火現象を理解するために，

近代観測データに基づく研究だけではなく，過去の事例を調査できる歴史学や考古学などと連携

して，歴史地震・歴史火山噴火研究を進める。 

上記の考え方をもとに，現行計画では，地震・火山災害の根本原因から災害発生までを視野に

据え，以下の４項目を柱にして研究を推進している。（１）「地震・火山現象の解明のための研究」

では，地震・火山噴火現象の物理・化学過程を解明し，地震・火山噴火予測や災害予知の基礎と

する。（２）「地震・火山噴火の予測のための研究」では，物理・化学過程に基づくモデリングに

よる演繹的手法や観測事例に基づく帰納的手法を用いて地震・火山噴火の発生予測を目指す。（３）

「地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究」では，地震や火山噴火が引き起こす災害に照準

を合わせ，地震学・火山学的手法による災害予測及び災害軽減に結びつける方策の構築を研究す

る。（４）「研究を推進するための体制」では，本計画の進捗状況を把握して研究を進める体制，

観測網やデータベース，観測・解析技術開発などの研究基盤の整備・拡充を図るとともに，研究

者・技術者育成，国際共同研究，本計画の実施状況の広報のための取り組みを組織的に行う。 

 

Ⅲ．地震火山観測研究計画の変更について 
 

１．東北地方太平洋沖地震の発生を受けて実施した前計画の見直しと現行計画の策定 

 2011 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では，日本海溝から沈み込む太平洋プレー 

トと陸のプレートの境界面で，南北約 500km，東西約 200km にわたる領域が破壊し，宮城県沖の 

海溝近くを中心に広い領域で数十 mを超える大きな地震性滑りが発生した。そのマグニチュード 

9.0は我が国の観測史上最大であり，世界的にも最大級の地震であった。この地震による津波は 

最大遡上高が約 40mに達する巨大なもので，日本国内では北海道から関東にかけての広い地域で 

津波による死者・行方不明者が出たほか，国外でも津波による被害があった。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の破壊の開始点である宮城県沖では，プレート境界大地震の発生 

が危惧され調査・研究が進められていたが，マグニチュード９に達するような超巨大地震発生の 

可能性については十分に追究されていなかった。また，それまでの予知計画では，地震そのもの 

の予知による災害軽減への貢献を目標としていたため，地震により引き起こされる地震動や津波 

など災害誘因の予測の研究は対象となっていなかった。このような問題点に対応するため，平成 

23年 10月に地震火山部会の下に地震及び火山噴火予知のための観測研究計画再検討委員会を設 

置し，計画の見直しの検討を開始した。計画の見直しは平成 24年 11 月に科学技術・学術審議会 

において建議され，超巨大地震に関して当面実施すべき観測研究として，超巨大地震の発生機構 

や発生サイクルの解明，超巨大地震の長期評価手法や超巨大地震による津波の予測の研究などに 

取り組むことになった。 

 「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」は平成 25年度末で終了することになっていた 
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ため，計画の見直しでは超巨大地震について緊急に取り組むべき研究への対応にとどめ，地震・ 

火山観測研究の抜本的な見直しは，平成 26年度から開始する新計画での実現を目指すことになっ 

た。平成 24年 11 月に地震火山部会の下に次期計画検討委員会を設置し，次の指摘を考慮して， 

検討を開始した。 

 地震及び火山噴火予知のための観測研究計画に関する外部評価報告書（平成 24年 10月 26日） 

において，社会の防災・減災に十分に貢献できていない等の課題に対応するために改善すべき点 

として指摘された事項： 

 

・国民の命を守る実用科学としての地震・火山研究の推進 

・低頻度ながら大規模な地震及び火山噴火に関する研究の充実 

・研究計画の中・長期的なロードマップの提示 

・世界的視野での観測研究の一層の推進 

・火山の観測・監視体制の強化 

・研究の現状に関する社会への正確な説明 

・社会要請を踏まえた研究と社会への関わり方の改善 

 

「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について（建議）」（平成 25年 

１月 17日）において，地震研究等の抜本的見直しとして指摘された事項： 

 

・東北地方太平洋沖地震のような超巨大地震の発生やそれに伴う巨大な津波の発生の可能性を

事前に国民に十分伝えられなかった。 

・人文・社会科学も含めた研究体制を構築し，総合的かつ学際的に研究を推進する必要がある。 

・低頻度で大規模な自然現象を正しく評価するとともに，防災や減災に貢献できるよう，研究

手法や研究体制の抜本的な見直しを早急に行う必要がある。 

・科学的見地から，自然災害に対して地方自治体が適切な防災対策を取ることができるよう， 

助言を行う取り組みが必要である。 

 

  平成 25年 11 月に科学技術・学術審議会において建議された「災害の軽減に貢献するための 

 地震火山観測研究計画」は，地震発生・火山噴火の予測を目指す研究を継続しつつも，計画の 

目標を広げ，地震・火山噴火による災害誘因の予測の研究も組織的・体系的に進め，国民の生 

命と暮らしを守る災害科学の一部として推進することとなった。地震や火山現象の理解にとど 

まらず，地震や火山噴火が引き起こす災害を知り，研究成果を地震，津波及び火山噴火による 

災害の軽減につなげることを目指す計画となるため，地震学や火山学の研究者に加え，災害や 

防災に関連する理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加することとなった。 

 

２．御嶽山の噴火を受けて実施した観測研究体制の見直しと取組 

2014年（平成 26年）９月 27日に発生した御嶽山（長野県・岐阜県）での水蒸気噴火は，死

者 58人，行方不明者５人（2015 年 11月６日時点）もの人的被害をもたらし，戦後最悪の火山

災害となった。この火山災害を踏まえ，地震火山部会において火山観測研究の現状に関しての

課題を整理し，今後の対応について議論が行われた。御嶽山における観測研究体制，火山観測

研究全体の方向性，戦略的な火山観測研究体制，火山研究者の人材育成，防災・減災対策への

貢献について検討され，2014 年 11 月に「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題につい

て」を取りまとめた。 

御嶽山では，2014年噴火以降の推移を把握するための観測体制の整備，噴火に至った経緯の

解明のための調査が早急に必要とされ，科学研究費補助金（特別研究促進費）「2014 年御嶽山

火山噴火に関する総合調査」が実施された。また，現行計画の開始当初，御嶽山を対象とした

課題はなかったが，2015年度からは「水蒸気噴火後の火山活動推移予測のための総合的研究－

御嶽・口永良部・阿蘇－」という課題を設定し，同じく 2014年に水蒸気噴火が発生した他の２

火山との比較研究を進めた。 

水蒸気噴火のような規模の小さな噴火に対して，現行計画当初より，火口近傍を含む火山体
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周辺における地震観測，地盤変動観測や地球電磁気観測の拡充が進められてきたが，気象庁は，

これまでの山麓部に加え，水蒸気噴火の可能性のある火山の火口周辺にも観測施設を設置した。

大学は，火山活動の活発化の認められる蔵王山において，浅部構造把握のための人工地震探査

を行った。また，水蒸気噴火からマグマ噴火への移行を捉えるためには，水蒸気噴火発生後の

観測を，迅速かつ安全に行う必要があり，遠隔観測や無人機観測の技術の実用化が進められた。

近年は，大学の法人化により限られた研究リソースで効果的に研究を進めるために，重点的に

観測研究を推進する火山を絞ってきた。しかし，御嶽山の噴火のように，現時点で活動度が高

いと評価されていない火山でも大きな災害につながる噴火が発生する可能性のあることを，あ

らためて考える必要が出てきた。そのため，重点的・集中的観測研究の他に，継続的・網羅的

な観測施設の維持と，機動的な観測研究体制の構築について再検討がなされた。重点的に観測

研究が必要な火山を研究対象とする大学に，水蒸気噴火実験観測設備や火山性流体移動検知シ

ステム等の火山観測関係設備の整備が 2015 年度に行われたが，他の施設についても今後計画的

に更新を進める必要性が指摘されている。また，当初より研究対象とされていた十勝岳，吾妻

山，草津白根山，阿蘇山，口永良部島のほか，御嶽山，雌阿寒岳，蔵王山，那須岳，箱根山，

焼岳，九重山等においても観測施設の強化や臨時観測が行われた。気象庁は，八甲田山，十和

田，弥陀ヶ原を常時観測火山として追加し，緊急増設用火山機動観測機器の整備や水蒸気噴火

の兆候を早期に把握する手法の開発も進めている。 

継続的な観測点の維持・管理に携わり，観測を基盤として火山噴火現象の解明や火山噴火予 

測研究を実施している火山研究者の不足が指摘され，地震・火山観測研究のコミュニティーと

して，有効な人材育成や研究者のポストの確保ができていなかった問題が顕在化した。状況改

善のためには，観測データの一元的な流通，他分野との連携，国際交流の促進により，火山研

究参画者を増やすこと，並びに若手人材の育成とキャリアパス確保のために火山コミュニティ

ー全体で方策を検討することが挙げられた。また，継続的・長期的な観測研究に携わる研究者

の，大学間・分野間における競争力の確保も重要な問題である。九州大学には「実践的火山専

門教育拠点」が設置され，文部科学省は「次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト」を開

始するなど，新しい取り組みが始まっている。 

観測研究の成果や火山研究者が災害軽減に貢献するためには，国の機関，地方公共団体，研 

究者間で連携し，情報の流通と人材の活用が重要である。気象庁は，火山の監視・活動評価・

情報提供を強化するため，職員の増員や大学等の火山専門家と連携した技能向上等の具体的取

り組みを行った。また，大学は，社会科学の研究者と地元の火山研究者を中心に，地方自治体

等と協力して避難計画や避難行動の調査や試行を行った。 
 

Ⅳ．重要な地震・火山現象と拠点間連携共同研究 

１．近年発生した地震及び火山現象に関する重要な観測研究 

（１）主な地震 

本節では，近年発生した地震のうち，平成 24年度以降に地震発生過程の解明・予測で重要な

成果が得られた地震や災害科学的に重要な地震を取り上げた。 

 

１）平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震と，それに関連する地殻活動 

2011年３月 11 日に我が国の観測史上最大のマグニチュード（M）9.0の東北地方太平洋沖地 

震が発生した。この地震により，宮城県では最大震度７，福島県・栃木県・茨城県では最大震

度６強の揺れに見舞われ，強震動は約３分間継続した。津波は場所によっては 10m を超え，最

大遡上高は約 40m に達し，また海岸から内陸に最大約６kmまで浸水した。これらの強震動と大

津波は広域に甚大な被害をもたらし，死者・行方不明者は 12 道都県で 18,452 人，全半壊家屋

は 400,381戸にも達し，また震災関連死も 2016年３月末までに 3,472人となった。さらに，こ

の大きな地震動と津波により福島第一原子力発電所において事故が起こり，近隣住民 10万人以

上が避難した。このような未曾有の事態をうけて，政府は今回の震災を「東日本大震災」と呼

称することを閣議決定した。この大震災により，一時は 45万人以上の人々が避難し，地震発生

から５年経過した 2016年３月現在でも，避難者の数は約 17万１千人となっている。 

今回の大震災の主たる災害誘因は継続時間の長い強震動と巨大な津波である。GNSSや海底地 
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殻変動，地震波，津波等の解析により，今回の地震では長さ約 500km，幅約 200km の広大なプ

レート境界断層が動いたことが明らかになっており，強震動の継続時間が長かったのは，震源

域がこのように巨大であったことが第一の原因である。また，この強震動は主として宮城県沖

と福島・茨城県境沖の海岸に近いやや深部のプレート境界で生成され，この継続時間の長い大

きな強震動が広域に建物に被害を与え，さらに液状化や地滑りといった地盤災害をもたらした。 

この強震動被害に関わる周期 0.1～10秒の地震波の生成域は，これまでに東北沖で繰り返し 

発生した M７～８クラスの地震のアスペリティと一致する可能性が示された。一方，長周期（周

期 10秒以上）の地震波形や津波波形データの解析から，宮城県沖の海溝付近のプレート境界浅

部では滑り量が 50m 以上にも達する広大な滑り域が推定されたが，この部分では強震動はほと

んど生成されていない。この巨大な震源域により波長の長い津波が生成され，そのために平野

部の内陸奥深くまで津波が侵入した。また，海溝付近の大きな滑りにより，パルス状の高い津

波が生じ，これが三陸地域で防潮堤を越えて，大きな津波被害をもたらした。これらの結果か

ら，強震動を作り出す周期 10 秒以下の波を放射する領域と，大きな津波を生成する大変位の領

域が異なることが明らかになった。 

強震計の波形と GNSSデータを用いて，2011年東北地方太平洋沖地震の約 30分後に茨城県沖 

において発生した M7.6の余震の滑り分布を調べたところ，大きな滑りの領域は沈み込むフィリ

ピン海プレートの北東限と沈み込む海山に囲まれた場所に位置し，大地震の発生場所と震源域

の広がりが海底地形やプレート構造などの地学的要因に規定される可能性があることがわかっ

た。本震前後のプレート境界地震の発生レートから，本震時の滑り領域はプレート境界地震の

減少域とよく一致し余震活動が低調であること，その周囲はプレート境界地震の増加域に当た

り余効滑りの発生域を示すことがわかった。このプレート境界地震増加域の北側は平成６年

（1994年）三陸はるか沖地震の主要な滑り域に及んでいない。プレート境界地震発生レートの

変化の分布は摩擦特性の違いによるものである可能性がある。 

宮城県沖から福島県沖にかけての領域では，GNSSデータの解析により，観測が始まった 1990 

年代半ばから固着の強い時期が続き，2000年代半ばから固着が緩んだように見えることが示さ

れていた。本震の発生直前には，３月９日の M7.3を最大前震とする活動があったが，それに先

立って本震の破壊開始点の北東側で 2011 年２月に Mw7.0 相当のゆっくり滑りが発生した。この

ゆっくり滑りに伴って，M５級の地震を含む群発活動が生じた。このゆっくり滑りはその西側に

隣接する地域に応力を集中させ，そこで３月９日の前震（M7.3）が発生した。この前震の余効

滑りが南側に伝播し，その南端に応力を集中させて，３月 11日の本震をトリガーしたと見られ

る。このように，非地震性滑りと地震性滑りが交互に生じて最終的に本震発生に至ったと考え

られるが，この 2011年２月と同様のゆっくり滑りは 2008 年にも生じていたことが，2011年東

北地方太平洋沖地震発生前から宮城県沖で行っていた自己浮上式海底圧力計による繰り返し観

測から明らかになっている。どのような場合に，ゆっくり滑りの発生が大きな地震の発生に繋

がるのか，その解明が重要となっている。 

2011年東北地方太平洋沖地震後の余効変動についても観測とその解析が進められ，GPS-音響 

測距結合方式による海底地殻変動観測では，日本海溝沿いの海底基準点で余効変動による西向

きの変動を含む複雑な海底変動を捉えた。これまで地震直後の地殻変動観測データの解析では

余効滑りが主たる要因であると考えられてきた。しかしこの地震では粘弾性変形が大きな要因

になっていることが示され，粘弾性変形を考慮することの重要性が指摘された。 

 

２）2013年４月 13日 淡路島付近の地震（M6.3） 

2013年４月 13 日に淡路島付近の深さ 15km で M6.3の地震が発生した。この地震は，1995年 

兵庫県南部地震の余震域の南西端に近接する領域の地殻内で発生した逆断層の地震であった。

兵庫県淡路市で震度６弱，南あわじ市で震度５強の強い揺れを観測し，負傷者 34人，住家被害

8,414 棟（全壊８棟，半壊 101 棟，一部破損 8,305棟），非住家被害 34棟を生じた（2013年 10

月 29日現在，総務省消防庁による）。 

この地域で発生する地震の発震機構解析から，震源域周辺では広域のせん断応力は高くない

が地震発生前に断層近傍で応力集中が起こっており，間隙水圧が静岩圧に近い状態であったと

推定された。 
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３）南米の海溝型巨大地震 

海外で発生した海溝型巨大地震ではあるが，ここで取り上げる南米沖地震では 2011年東北地

方太平洋沖地震などの海溝型巨大地震と共通した特徴がみられたことから，プレート境界巨大

地震を考える上で海外の巨大地震との比較検討も重要である。 

2014年４月２日（日本時間）に，チリ北部沿岸の深さ 25㎞において Mw8.2のイキケ（Iquique）

地震が発生した。この地震による津波は，北海道から九州地方にかけての太平洋沿岸，南西諸

島，伊豆・小笠原諸島を含む太平洋の広い範囲で観測された。この地震は沈み込むナスカプレ

ートと南米プレートとの境界で発生し，破壊は破壊開始点から南南東方向の深い側へ伝播した。

本震の約 27時間後には本震破壊域の南端延長部で Mw7.7 の最大余震が発生した。プレート境界

面の固着率が高い地震空白域と考えられていた地域であるが，この地震により解放された滑り

欠損は一部に過ぎず，依然巨大地震の発生が懸念されている。地震活動度を調べてみると，本

震発生の約 270 日前から間欠的に増加し始め，その増加率も時間ととともに大きくなり，約２

週間前には本震時に大きく滑った領域の浅い側で顕著な前震活動とそれに関連した地殻変動が

観測された。また，震源移動現象の発生頻度も本震発生が近づくにつれて増加する傾向が見ら

れた。地震性滑りに加えて非地震性滑りもプレート境界面上で進行し，本震破壊領域の端で固

着が間欠的に緩み破壊域への応力集中が生じたことで本震の発生が促進されたと考えられる。 

  一方，2015年９月 17日（日本時間）にチリ中部沿岸の深さ 21㎞で発生したイヤペル（Illapel）

地震（Mw8.3）では，1997年に最大 M６クラスの群発地震が発生したものの，本震発生直前に顕

著な地震活動の増加は見られなかった。この地震による津波は，岩手県久慈港で 78cmなど北海

道から九州地方にかけての太平洋沿岸，南西諸島，伊豆・小笠原諸島で観測された。 

 

４）2014年 11月 22日 長野県北部の地震（M6.7）  

2014年 11月 22 日，長野県北部の深さ５kmで M6.7（Mw6.2）の地震が発生し，長野県長野市，

小谷村，小川村で震度６弱，白馬村，信濃町で震度５強の強い揺れを観測した。この地震によ

り，負傷者 46 人，住家全壊 77 棟，住家半壊 136 棟などの被害を生じた（2015 年１月５日 13

時 30分現在，総務省消防庁による）。この地震発生の４日前の 11月 18日 18時頃から，白馬村

では M３程度を最大規模とする小さな群発地震活動があったため，地震研は 11 月 20 日から震

源域の直上に観測点を設置していた。 

この地震の発震機構は西北西－東南東方向に主圧力軸を持つ逆断層である。余震は小谷村から

白馬村にかけての南北約 20km の領域で発生し，余震分布は概ね東下がりの傾斜となっている。

強震動を生成したと考えられる領域では余震はほとんど発生していない。また，余震分布には

鉛直や西傾斜の面状構造が見られ，複雑な断層群の存在を示唆している。この地震では，白馬

村北城から白馬村神城まで既知の神代断層沿いの長さ約９kmに渡って地表地震断層が断続的に

出現した。多くの地点で撓曲変形の様相を呈する東側隆起の上下変位が生じ，水平短縮も認め

られた。最大上下変位は白馬村塩島地点で約 90cmであった。だいち２号のデータを用いた SAR 

干渉画像解析により，白馬村を中心とする東西約 30km，南北約 30km の地域において，この地

震に伴う地殻変動が検出された。GEONETによる地殻変動データも用いて震源断層モデルの構築

を行ったところ，東に傾き下がる断層面上で，左横ずれを含む逆断層運動が推定された。本震

破壊域は，水平方向に約 20km，深さ方向に約 10kmであった。 

地震本部・地震調査委員会が 1996年９月に公表した糸魚川―静岡構造線活断層系の長期評価

では，約 1,200 年前に同断層系の白馬から小淵沢までの区間（約 100km）が活動し，活動間隔

は 1,000〜2,000 年とされていた。このため将来の活動も M８程度と評価していたが，今回の地

震では活動した区間が短く，規模も小さかった。トレンチ調査によれば，今回の地震に先行す

る活動は 1714 年正徳小谷地震で，その時の上下変位量は今回の地震と同等の 0.5m 程度，その

前の活動は約 2,000年前以降に生じ，上下変位量は約２m以上であった可能性が高い。 

 

５）2015年４月 25日 ネパールの地震（Mw7.8）  

2015 年４月 25 日，ネパールのゴルカ地方において Mw7.8 の地震が発生し，震源域に大きな

被害をもたらした。特に震源域内に位置する首都カトマンズでは，歴史的な建造物が数多く倒
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壊するなど大きな被害が生じ，ネパール国内で 7,675人の死者及び 16,392人の負傷者を出した。

また５月 12日には，震源域の東端付近で Mw7.3の最大余震が発生した。 

震源断層は，インドプレートとユーラシアプレートの衝突境界に形成された３枚の主要な断

層の一つである主ヒマラヤ衝上断層と考えられている。 

 陸域観測技術衛星「だいち２号」の ScanSARデータを用いた SAR干渉解析により，東西約 160km

の範囲に及ぶ広域の地殻変動の全貌が短期間で捉えられた。SAR 干渉解析の結果からは，地表

に顕著な地表地震断層は現れていないことが示唆された。 

震央は震源域の西端付近に位置し，遠地地震波形を用いた震源過程解析から，破壊は震源か

ら東方に進展したと推定されている。また，地殻変動からは，カトマンズの北東 20～30kmの領

域の直下を中心とした最大６m 超の大きな滑りが推定された。一方で断層の浅部では滑りがほ

とんど生じておらず，ひずみが蓄積されたままである可能性が指摘されている。 

 

６）2015年５月 30日 小笠原諸島西方沖の地震（M8.1） 

2015年５月 30 日に小笠原諸島西方沖の深さ 682kmで M8.1の深発地震が発生した。この地震

により東京都小笠原村，神奈川県二宮町で震度５強，埼玉県鴻巣市，春日部市，宮代町で震度

５弱など気象庁の観測史上初めて 47全都道府県で震度 1以上を観測した。この地震による負傷

者は東京都で８人，埼玉県で３人，神奈川県で２人であったほか，東京都で火災が１件発生す

るなど，深発地震にもかかわらず首都圏で被害が生じた地震である（総務省消防庁による）。こ

の地震では関東地方を中心に約１万 9000 基のエレベーターが停止，うち 14 基で人の閉じ込め

が発生した（国土交通省による）。 

小笠原諸島周辺で発生する深発地震は，沈み込む太平洋プレートに沿って深さ 500km 付近ま

では急傾斜で分布し，それ以深では緩やかな傾斜で分布している。今回の地震は，沈み込むス

ラブが水平に折れ曲がる屈曲点付近で，横たわるスラブの下面付近の深さで発生したという点

が特異である。また発震機構解もこれまでの深発地震のメカニズム（スラブの沈み込む向きに

圧縮軸が向く）とは違い，鉛直方向に主圧力軸，東西方向に主張力軸を持つ。この地震の発生

メカニズムの解明はプレート沈み込みのダイナミクスを理解するために重要であろう。 

 

７）平成 28年（2016年）熊本地震    

 2016 年４月 14 日熊本県熊本地方の深さ 11km で M6.5 の地震が発生し，熊本県益城町で震度

７を観測した。その約 28時間後の４月 16 日には深さ 12km で M7.3 の地震が発生し，熊本県益

城町，西原村で震度７を観測した。熊本県益城町では２度も震度７の揺れに襲われ，多くの家

屋が倒壊した。これらの地震をはじめとして，熊本県熊本地方，阿蘇地方，大分県中部等にか

けての広い範囲で地震活動が活発となり，４月 15日の M6.4（最大震度６強），４月 16日の M5.8

（最大震度６強）などを含め４月 30日までに震度６弱以上を観測した地震は７回，最大震度５

弱以上を観測した地震が 22 回発生している。この一連の地震活動により，死者 161 人，負傷

者 2,692人，住家全壊 8,369棟，住家半壊 32,478棟，住家一部破損 146,382棟，火災 15 件な

どの被害が生じた（2016年 12月 14日 18 時 00分現在，総務省消防庁による）。４月 15日(M6.4)

と４月 16日(M7.3)の地震では，気象庁による長周期地震動に関する観測情報の発表の試行開始

後初めて階級４を観測した。４月 14 日の M6.5 及び４月 16 日の M7.3 の地震で震度７を記録し

た益城観測点の記録を見ると，周期１秒程度の揺れが極めて強く，1995年兵庫県南部地震で甚

大な被害を出した JR 鷹取観測点の記録と同程度の激しい揺れであったことがわかった。また，

この地震により土砂災害が 190 件発生し，10人（関連死を除く）が亡くなっている（国土交通

省による）。 

  今回の一連の地震活動領域には，布田川断層帯，日奈久断層帯，別府－万年山断層帯が存在

している。地震調査委員会は，布田川断層帯(布田川区間)については，活動時に M7.0程度の地

震が発生する可能性があり，30年以内の地震発生確率はほぼ 0%～0.9%(やや高い)，布田川断層

帯を含む九州中部の区域におけるＭ6.8 以上の地震の発生確率は 18～27％と評価していた。４

月 14 日の地震(M6.5)は，主に日奈久断層帯の高野－白旗区間の活動，４月 16 日の地震(M7.3)

は，日奈久断層帯北部から破壊が始まり主として布田川断層帯の布田川区間の活動と考えられ

ている。これらの地震の発震機構は概ね南北方向に主張力軸を持つ横ずれ断層型であった。４
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月 16 日の地震(M7.3)の断層面は走向 235°，傾斜 60°であり，破壊開始点から北東方向の浅

い方に約 20 秒かけて 30km ほど滑りの大きな領域が拡大し，阿蘇山のカルデラ内にまで破壊が

及んだことが示唆された。 

 これらの地震に伴って，布田川断層帯の布田川区間沿いなどで長さ約 28km，日奈久断層帯の

高野－白旗区間沿いで長さ約６kmにわたって地表地震断層が見つかった。いずれの地点も主に

右横ずれ変位が主体であり，益城町堂園（どうぞん）付近では最大変位約 2.2mであった。一部

の区間では北側低下の正断層成分を伴う地表地震断層も見つかっている。 

  GNSS観測の結果によると，４月 14日の M6.5の地震及び４月 15日の M6.4の地震の発生に伴

って，熊本県内の城南観測点が北北東方向に約 20cm移動するなどの地殻変動が，また４月 16 日

の M7.3の地震の発生に伴って，熊本県内の長陽観測点が南西方向に約 98cm 移動するなどの地

殻変動が観測されている。だいち２号が観測した SAR 画像の解析結果によると，熊本県熊本地

方から阿蘇地方にかけて地殻変動の面的な広がりがみられ，布田川断層帯の布田川区間沿い及

び日奈久断層帯の高野－白旗区間沿いに大きな変動が見られる。これらの地殻変動から推定さ

れた震源断層の長さは約 35kmで，地震波形解析の結果や地表地震断層調査の結果などとも整合

的である。 

今回の地震による自然斜面の地滑り・崩壊は，カルデラ内の西部とカルデラ壁斜面において

発生しており，岩盤急斜面の崩壊とともに，緩斜面でも急速な地滑りが発生したことが確認さ

れた。滑り面は，多くの場合，草千里ヶ浜火山降下軽石層やデイサイト溶岩が熱水変質を受け，

一部が粘土化した層に位置することがわかった。また，谷埋め盛土斜面の地滑りは旧谷地形と

一致していた。 

震度５強以上の揺れに見舞われた市町村は，４月 14 日の地震では熊本県 15市町村，16日の

地震では熊本県 30市町村，大分県では６市町，その他，福岡県，佐賀県，長崎県，宮崎県と広

域にわたった。被害範囲については，政令指定都市（熊本市），地方中心都市（例：宇城市，菊

池市），中山間地域（例：南阿蘇村）にわたり，地域特性に応じた対応が求められた。また，２

度の大きな揺れとその後の余震の発生が，避難行動や応急・復旧活動のあり方に影響を与えた。

地震発生後の空地(くうち)避難の必用性の認識向上，余震の見通し情報の災害対応活動への活

かし方等の検討など今後の防災対策への課題も明らかになった。避難生活は長期化しているが，

車中泊や軒先避難も多数見られる。地震発生から３か月後の避難の主たる理由については，避

難者が最も多い益城町総合体育館避難者のデータ分析から「居宅被害の甚大さ（46.9%）」「高齢

者（60歳台 46.4%）」であることが明らかとなっており，災害由来の避難行動から被災由来の避

難生活への傾向変化が見られる。 

 

（２）主な火山噴火 

本節では，平成 24年度以降に活動が活発化した日本の火山と災害科学的に重要な火山を取り

上げた。 

 

１）御嶽山 

2014 年９月 27 日の御嶽山噴火は，1979 年 10 月 28 日の噴火と比べて特段に大きくなかった

が，紅葉シーズンの好天候の休日昼時という火口周辺に多数の登山客のいる中で発生し，死者

58 人，行方不明者５人（2015 年 11 月６日時点）の戦後最大の犠牲者をうむ火山災害をもたら

した。 

火山性地震は，噴火発生の約１か月前（８月末）から発生し，９月中旬にやや活発化したも

のの，その活動は減少傾向にあった。９月中旬以降，低周波地震も観測されたが，1991年及び

2007 年の噴火前の活動と比較して地震活動は小規模であった。また，山体変形や噴気活動の変

化も認められなかった。噴火直前の 11 時 41 分頃からは火山性微動が，11 時 45 分頃からは急

激な山体膨張が発現した。気象庁では，その変化を捉えていたが，山体膨張から間もなく 11時

52 分頃に噴火が始まった。 

  噴火発生の直後には，山麓での火山灰採取，航空機による地形変化の計測や映像観測等が行

われた。加えて，火口付近で被災した登山客により記録された映像や証言も，噴火の初期過程

を知る重要な情報となった。これらのデータの分析の結果，地獄谷の中央部に新たに形成され
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た火口から噴火が始まったこと，最初の約 20 分で噴石を飛ばす爆発や火砕流が発生したこと，

その後に典型的な水蒸気噴火が起こり噴煙から火山灰混じりの雨が降る等の推移をたどったこ

と，が明らかになった。 

  噴火発生後には詳細なデータ解析が行われた。水準測量のデータ解析から，2006 年から 2013

年８月（噴火前の最後の測量）まで山頂方向が隆起する傾向にあったこと，噴火により 2006年

からの隆起量と同程度の沈降が生じたことがわかった。また，複数の GNSS観測データにノイズ

を低減する解析手法が適用され，山頂直下の浅部及び深部での微弱な膨張が噴火の１か月半前

から始まっていたことが見出された。このような膨張は，火山性地震のメカニズム解から推定

される局所的応力場の変化とも調和的であった。また，地震の自動検出アルゴリズムを利用し

た解析から，多数の火山性地震の震源が，地獄谷の火口列の分布とよく一致する北北西から南

南東方向に伸びた鉛直面上に広がったこと，噴火直前の 10 分間には北北西方向と南南東方向，

及び浅部に拡大したことがわかった。噴火開始 25秒前に発生した超長周期地震は，火山性地震

の震源域東端において，震源分布の方向と走向が一致するクラックの開口によって起きたと推

定された。 

 以上の2014年御嶽山噴火のデータ解析結果や，次節で述べる口永良部島噴火の事例は，噴火

直前に山体変形が起こったことを示している。高感度の地盤変動観測点を複数設置し，各種観

測を充実して迅速なデータ解析技術を開発することにより，水蒸気噴火であっても，直前に噴

火が発生する可能性についての情報を発信し，火口周辺の登山者らに危険を伝える体制を構築

できる可能性があることがわかった。 

噴火の約１か月前から発現した火山性地震の活動について，気象庁は，９月11日に「火山の

状況に関する解説情報」を発表して，火口内及びその近傍に影響する程度の火山灰等の噴出に

対する注意を喚起するとともに，その後の活動経過を解説情報や週間火山概況により報告した。

大学は，火山活動のさらなる活発化に備え,観測体制の点検，臨時地震観測点の設置，故障中の

長野県の地震観測点の復旧に協力した。このような噴火前の情報発信や対策は行われていたも

のの，被害を起こす噴火が発生するとの判断に至らず，災害軽減に有効な情報とはならなかっ

た。また，地域住民を対象としたアンケート調査では，噴火の未経験者や地方公共団体職員の

リスク認識が低いことが明らかになった。現行計画から研究対象に加えられている，不確実性

を含む情報の提供の在り方と住民への災害対策の普及方法について，有効な方策を研究する必

要があることがあらためて認識された。 

 

２）口永良部島 

1931 年から 1980 年まで 1～10 年ほどの間隔で噴火を繰り返してきた口永良部島は，2014 年

８月３日に 34年ぶりに噴火した。この噴火の約 15年前の 1999年７月に火山性地震活動が活発

化し，以降，地震活動は新岳火口直下 500m 以浅に集中した。また，地震活動の活発期には，山

頂直下浅部を膨張源とする地盤変動が進行した。2001 年頃からは，地下浅部の高温化が地磁気

変化として検出され，地表面の温度変化や噴気の活発化も徐々に顕著となった。2008 年 10 月

以降は，火口からの噴気量が増大し，二酸化硫黄放出量は 300トン／日に達した。2009年以降

は，地震活動も比較的高く，火山活動の高まった状態が継続していた。噴火の顕著な先行現象

は，約１時間前から始まり，20分前に急加速した山体膨張現象である。これは，2014年御嶽山

噴火直前と類似している。しかしながら，地震活動の１か月ほど前からの活発化など，中期的

な先行現象は観測されなかった。 

口永良部島は，本計画当初より重点的に研究すべき対象火山とされ，火口近傍に多数の観測

点が設置されていたが，2014 年噴火によってその多くが使用不能となった。そこで，噴火活動

の推移を把握するため，大学は，無人ヘリコプターを用いた観測点の設置や船舶を利用した火

山ガスの観測を行った。その結果，2015年噴火は，2014 年噴火よりも顕著な中期的な先行現象

を伴ったことがわかった。二酸化硫黄放出量は，2014 年８月の噴火以降やや多い状態が続き，

2014 年 11 月末には 3,000 トン／日まで急増した。同時に島全体が膨張し，地震活動や地熱活

動の活発化が段階的に進行した。2015 年５月 23 日に有感地震が発生し，山頂域での地震活動

が活発化したのち，2015 年５月 29 日に再度噴火が発生した。この噴火では，火砕流が火口か

ら２㎞を超える範囲まで到達した。気象庁は運用開始後初めて噴火警戒レベル５を発表し，全
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島民が島外へ避難した。 

大学・気象庁等は，2015年５月の噴火後も，多項目の観測・調査を継続して実施し，火山性

地震の活動低下，山体膨張の停止，火山ガス放出量の減少を捉えた。これらの結果は規制区域

の縮小や警戒レベルの引き下げの判断に有効に利用された。 

 

３）箱根山 

箱根山大涌谷では，2015 年６月 29 日から７月１日にかけて，ごく小規模な水蒸気噴火が発

生した。神奈川県温泉地学研究所，大学等の研究機関，気象庁等が協力して多項目の臨時観測

を実施し，地震活動の活発化，山体膨張，蒸気井の暴噴，大涌谷内の地表面の膨張等，水蒸気

噴火に至る過程を理解する上で有用な観測データを取得した。 

2015 年４月 26 日頃から，大涌谷付近から神山付近の浅い所を震源とする火山性地震の発生

数が増加した。箱根町湯本では震度１を記録する有感地震が５月以降に多発し，火山性地震の

活動は５月 15 日にピークを迎えた。その後，地震活動は減少傾向となったが，６月 29 日 7 時

32 分頃から１分以上の継続時間をもつ傾斜変動や火山性微動が発生し，12 時 45 分頃には，降

下火砕物が大涌谷の北から北東にかけて最大約 1.2 ㎞の範囲で確認された。地震発生数は，７

月には噴火前のレベルに戻り，2015 年 12 月頃には今回の火山活動の活発化以前と同程度とな

った。 

地震活動の活発化に先行する４月上旬頃から６月末の水蒸気噴火の発生まで，GNSSによる基

線長変化の伸びが観測された。SAR 干渉解析により検知された，５月７日から始まる大涌谷で

の局所的な隆起域は，今回の水蒸気噴火により形成された火口・噴気孔群の位置と一致した。

これは水蒸気噴火の発生位置を予測できる可能性を示す結果である。 

今回の水蒸気噴火は，2000 年代に進展した地質調査の結果に基づいて作成された箱根町火山

防災マップの想定範囲内で起こり，その降灰範囲も予想域内であった。また，噴火警戒レベル

に伴う規制範囲についても大きな問題は生じなかった。その一方で，マスコミ報道や観光客激

減対策に伴う地元からの情報発信に対する社会的反響を踏まえ，観測成果の適切な開示・説明

の方法や，火山を抱えた自治体や観光地が異常時にどのような対処をすべきか考える上での課

題が明らかになった。 

 

４）西之島 

  小笠原諸島の西之島は，2013 年 11 月に噴火活動を開始した。本土から遠く離れた離島の噴

火であっても，周辺を航行する船への影響や，海底斜面崩壊による津波の発生が懸念されるた

め，火山活動の把握や推移の予測が必要である。そこで，衛星画像解析，航空機観測，岩石採

取，遠隔地における空振観測，海底地震観測，海水分析など可能な限りの手法を駆使して，火

山活動を把握するための観測が行われた。 

  噴火は，2013 年 11 月 21 日に，前回の噴火（1973 年～1974 年）で形成された西之島新島の

海岸より南東に数百 m 離れた海底から始まった。その後，溶岩の流出によって面積を拡大し，

１年後にはもとの西之島をほぼ覆い尽くすまでに成長した。衛星画像データと海底地形の比較

により，2015 年１月までの総噴出量は 0.1km3，１日当たりの噴出量は平均 20 万 m3と推定され

た。2014年４月より，西之島から東方に 130km 離れた父島において空振計のアレイ観測を行い，

西之島の火山活動の把握を行った。2015 年２月以降，大学，海洋研究開発機構，国土地理院，

海上保安庁，気象庁が協力し，航空機や海洋調査船による西之島周辺の調査，海底地震計の設

置・回収，岩石サンプルの採取，海底探査等を行った。海底地震計のデータ解析から，観測開

始（2015 年２月 28 日）から９か月間で３万６千回以上の地震が発生していること，2015 年７

月中旬から地震活動が低下していることが明らかとなった。火山活動の低下は，航空機による

定期観測，気象庁による二酸化硫黄の放出率観測，静止気象衛星による輝度温度観測からも確

認された。 

 西之島での斜面崩壊を想定した津波シミュレーションも行われ，人の住む最も近い陸地であ

る父島に 20分弱で津波が到達すると推定された。しかしながら，この想定が発表された際，小

笠原村役場では事態を把握できておらず，研究成果の伝達の仕方について課題が残された。 
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５）阿蘇山 

阿蘇山では，1989～1995 年の活動以後約 20 年ぶりとなるマグマ噴火が，2014 年 11 月 25 日

から中岳第一火口で始まった。一連の噴火活動は，2016 年３月まで消長を繰り返しながら継続

した。2016年４月の平成 28年（2016年）熊本地震（以下，「2016年熊本地震」）直後には火山

活動の活発化は見られなかったが，2016年 10月８日に爆発的噴火が発生した。 

 2014年のマグマ噴火に先行して，2014 年１月から火口湖（湯だまり）がほぼ消失し，ごく小

規模な水蒸気噴火（土砂噴出）が断続的に繰り返されていた中で，８月 30日に噴火警戒レベル

が１から２に引き上げられた。同年 11 月 25 日に小爆発を繰り返すマグマ噴火へ移行し，数か

月間継続した。2015年５月３日には火口底の一部が大規模に陥没し，火口内で水蒸気噴火を繰

り返す様式へと推移した。火口はその後の数か月間で徐々に閉塞気味になったが，同年９月 14

日に少量のマグマが関与する爆発的噴火が起こり，小規模な火砕流も発生した。気象庁は，こ

の噴火直後に，初めての「噴火速報」を発表するとともに，噴火警戒レベルを２から３に引き

上げた。爆発的噴火の活動は 10 月 23 日まで継続したが，11 月 24 日に噴火警戒レベルは２に

引き下げられた。その後，噴火活動はやや低下しつつも 2016年３月まで断続的に小規模な水蒸

気噴火を繰り返していたが，2016 年 10 月８日に爆発的噴火が発生し，再び噴火警戒レベルは

３に引き上げられた。2014 年 11 月から 2016 年 10 月８日までの噴火活動による総噴出物量は

数百万トンで，最近 100 年間の主要な噴火期と比較すると有意に少ない。今のところは大規模

な噴火には至っておらず人的被害はないものの，農業や観光など社会活動への影響があった。 

  大学等の研究機関，及び気象庁等による常時観測や臨時調査により，2014年の一連の噴火に

関連して以下の知見が得られた。2013年の９月から二酸化硫黄の放出率が増え始め，火山活動

に変化の兆しが見られた。2014年 11月のマグマ噴火活動に数年前から先行して検知された GNSS

基線長の伸び，数か月前から観測された長周期微動の振幅の増大と発生回数の増加，１か月前

より検知された火口地下浅部の熱消磁によると考えられる地磁気変化など，多くの先行現象が

観測された。また，マグマ噴火の発生に先立ち，火口浅部の膨張によるひずみ・傾斜変動も捉

えられたほか，活動の消長に伴う火口直下の見かけ比抵抗変化も検出された。2014 年 11 月 25

日の比較的規模の大きな噴火以後は，随時，現地調査が行われ，噴出物量が測定された。2014

年 11 月及び 2015 年９月の水蒸気噴火からマグマ噴火への移行にやや先行して，火口近傍で断

続的に発生する長周期微動の卓越周期の明瞭な変化が見られた。この卓越周期の変化は，推定

されているマグマ溜まりを挟む GNSS基線長変化とも対応しており，マグマ溜まりの増圧が浅部

火道への流体供給の量や組成に変化をもたらしていたことを示唆する。阿蘇山においては水蒸

気噴火やマグマ水蒸気噴火を引き起こす浅部流体の状態監視に，地震学的手法と地盤変動観測

が特に有効であることを示す特筆すべき観測結果である。 

以上の一連の噴火活動は，次のようなマグマ活動によるものと推察された。2014 年 11 月の

本格的な活動に先行してマグマが地下浅部に上昇し，浅部熱水系との接触を経て，比較的安定

した火道が数か月間確保され，マグマ噴火が繰り返し発生した。その後，火口へのマグマ供給

の低下に伴い浅部熱水系が復活し，水蒸気噴火主体の活動形態に移行した。また，一連の噴火

活動の様式変化と分岐現象の発現時期の予測は，地盤変動観測，地震活動の監視に加え，火山

ガス・電磁気・放熱率・噴出物分析／組織解析等の情報も加えた総合的判断によってなされた。 

 

６）桜島 

2006年６月に噴火活動が再開した鹿児島県桜島の昭和火口では，2009年９月以降，噴火活動

が活発化し，年間 1,000 回近くの頻度でブルカノ式噴火が発生している。ブルカノ式噴火が特

に継続して頻発した時期は 2009 年 12月～2010年４月，2011年 12月～2012年４月，2015年２

月～６月であり，噴火活動の活発化と同期して伸縮計の伸びや，傾斜計による火口方向の隆起

が観測された。GNSS によっても桜島及び姶良カルデラ周辺の地盤の隆起・膨張が観測された。

３つの球状圧力源を仮定した解析から，活発な噴火活動を反映して南岳直下の１㎞以浅に減圧

源が求められる一方，増圧源が姶良カルデラ中央部の深さ 10㎞付近と北岳直下の深さ３～４㎞

に推定された。火山体の膨張と噴火活動の活発化が同期して起こったことは，マグマの貫入と

同時に火道最上部までマグマが移動・噴出したことを意味し，開口型火道系の特徴の一つと考

えられる。また，2012年７月の南岳山頂爆発とその前後に発生した昭和火口爆発の噴出物の比
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較により，石基ガラス組成が火道内でのマグマ上昇速度の簡便な指標になり得ることが示され

た。 

このようなマグマの貫入は，人工地震探査による地下構造の変化としても捉えられている。

桜島では 2008年以降，反射法探査を桜島の東部から北部にかけて１年おきに繰り返してきたが，

2009 年から 2010 年の観測の間で地震波の反射強度の変化が桜島北東部において検出され，深

さ６㎞付近における発泡度の高いマグマがシル状に貫入したと解釈された。 

2015 年８月 15 日に発生した群発地震活動とそれに伴う地盤変動は，これまでと全く異なる

マグマ貫入により発生した。火山性地震活動は 15日の７時ごろから始まり，９時前に増加，10

時半ごろにはさらに活発化した。15日の１日だけでも 900回近い地震が発生し，マグニチュー

ド２～３の有感地震も発生した。また，地震活動に同期して，傾斜及びひずみ量は８時 50分及

び 10 時 28 分に加速的に変動した。これらの地盤変動量は，通常のブルカノ式噴火前後に発現

する変化量の 100倍以上に達した。これらの変動は，GNSS や SAR干渉解析から，昭和火口下深

さ１㎞程度に存在する北東－南西走向の割れ目の開口，つまり，ダイク状にマグマが貫入した

ことによると推定された。これは，従来推定されていた供給系へのマグマ貫入に伴って観測さ

れる等方的な地盤変動とは明確に異なるものである。 

2015 年８月の活動の際には，気象庁は噴火警戒レベルを３から４（避難準備）へ引き上げ，

鹿児島市からの避難勧告により 77 人が一時避難する事態となった。噴火には至らなかったが，

水準測量によると，姶良カルデラ下のマグマ溜まりは，桜島の北東方向にその膨張源の中心が

あり，1993年以降マグマの蓄積を再開し，1914年大正噴火直前の蓄積量に近づいている。2015

年のダイク状マグマの貫入は，桜島が北西－南東方向に開口する場となっていることを示して

おり，多項目精密データの解析結果も合わせて総合的に考えると，北東部からマグマが貫入し

やすい場になっていると推察された。 

 

７）シナブン山 

インドネシア・スマトラ島北部にあるシナブン山では，2010年８〜９月に有史以来初めてと

なる噴火（水蒸気噴火）が発生し，休止期を経て 2013 年９月に再び水蒸気噴火が発生した。同

年 12 月初旬にかけて火山活動は活発化し，ブルカノ式噴火を繰り返すようになった。2013 年

12 月末には山頂火口に安山岩の溶岩が出現した。溶岩は，崩落を繰り返しながらドーム状に大

きく成長するとともに，溶岩流として南東斜面を水平距離約３km流下した。2015 年秋からは小

さなブルカノ式噴火を連日繰り返し，これらの噴火によって発生した火砕流は南斜面から東斜

面にかけて広く流下し，最大で火口から約５km まで到達した。このような活動は 2016 年に入

っても継続している。 

 今回の溶岩ドームを形成する噴火活動に対して，噴火前から地震観測や GNSS観測が行われた。

その結果，雲仙岳などの過去の溶岩ドーム噴火と火砕流の発生機構などで多くの類似点が認め

られた。一方，溶岩供給率の低下後にブルカノ式噴火が頻発するなどの相違点があることもわ

かった。この結果は，国内に多くある溶岩ドーム噴火を繰り返す火山（九重山，焼岳，アトサ

ヌプリなど）の活動を検討する上で，貴重な噴火事例となると考えられる。また，この火山で

は有史の噴火記録がないため，噴火前に地質調査を実施し，噴火履歴を検討した。その結果と，

類似の溶岩ドームを形成した 1991年雲仙岳噴火などの噴火推移を参考にして，噴火事象系統樹

が作成された。これは観測や防災対応の指針として評価された。 

 

２．優先度の高い地震・火山噴火に対する総合的な取組 

１）東北地方太平洋沖地震  

2011年東北地方太平洋沖地震は日本の観測史上最大の地震であり，この地震に関する知見は，

将来の災害軽減において極めて重要な意味を持つため，前計画に引き続き，本計画においても

様々な研究が行われている。 

まず，この地震においては，地震の規模や津波の高さを地震発生直後には過小評価してしま

ったことの反省から，地震発生直後に地震の規模をより正確に推定し，津波の予測を高度化す

る手法の開発が進められた。地震の規模については，GNSS データの即時処理により規模を推定

する等の手法の開発が進められている。津波予測については，海底津波計データの即時処理に
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より，津波の波動場そのものをモデル化して予測する手法の開発が進んだ。北海道から東北，

関東の東方沖でオンラインの日本海溝海底地震津波観測網（S-net）が整備されたことにより，

今後，上記の津波の即時予測のみならず，緊急地震速報もこれまでより早く，またより信頼度

が高くなると期待される。 

2011年東北地方太平洋沖地震で滑りが大きかった領域のプレート境界直上では地震波速度が

速いことが明らかになっており，今後 S-net により高精度の震源分布と詳細な地震波速度構造

が得られれば，将来の大地震の震源域の推定もできるようになる可能性がある。 

  2011 年東北地方太平洋沖地震の発生によって東北地方の太平洋沿岸は最大約５m 東に動き，

また約１m 沈降した。東北地方太平洋沿岸は少なくとも過去約 100 年にわたって長期的に沈降

を続けていたので，今回のような巨大な地震が起こった後，その余効変動による隆起でこれら

の長期的な沈降も地震時の沈降分も解消されるのではないかと考えられていた。しかしながら

本震のあとの余効変動で実際に海岸は隆起したものの，最も地震時の沈降の大きかった牡鹿半

島では，地震時の 1.2m の沈降に対して，本震の５年後でも 0.4m しか回復していない。余効変

動は本震発生直後が最も大きいことと，牡鹿半島から三陸海岸南部にかけての地域の本震前の

平均的な沈降速度が 5～10 mm/年程度であったことを考えると，今から数十年後に地震直前の

状況にまでは回復しても 100 年前の状況までに回復しそうもないように見える。このような長

期の変動について正しいモデル化ができなければ，それはそのまま地震発生サイクルのモデル

化の不確定性に直結するため，この問題の解決は極めて重要である。 

  長期の地殻変動をモデル化する上で，海域の地殻変動観測は極めて重要な情報をもたらして

くれる。本震発生直後は余効変動の大部分は余効滑りで説明できると考えられていたが，宮城

県沖の海底の観測点の大部分が西に動いていることが判明し，余効滑りだけでなく粘弾性変形

の影響が無視できないことがわかった。このような余効変動と長期の地殻変動を正しくモデル

化できなければ，次の巨大地震の予測は極めて難しくなるため，粘弾性変形と余効滑りのモデ

ル化を行い，また長期広域の海水面上昇の影響も考慮しながら，今後慎重に検討を行う必要が

ある。 

  2011 年東北地方太平洋沖地震では 1978 年宮城県沖地震（M7.4）の震源域も大きな滑りを生

じたため，一見次の「宮城県沖地震」は遠のいたかのように見えたが，その後，その周囲で余

効滑りが活発に生じていることが判明したため，この「宮城県沖地震」の震源域ではひずみエ

ネルギーが急速に増加している可能性がある。前述のような巨大地震のサイクルだけでなく，

このような M７級の被害地震の予測のためにも，粘弾性変形と余効滑りを正しく評価すること

が重要となっている。また，これまでの最大余震の規模は M7.6 であるが，M9.0 の地震の余震

としては M8.0程度の地震が起こってもおかしくない。津波堆積物の調査から，北海道の沖合で

も，約 500 年に一度程度，巨大地震が発生していたことが明らかになっており，もし今回の震

源域の北側で M８級の最大余震が生じた場合，そのまま北海道の巨大地震と連動する危険性も

ある。また，三陸沖では 1896 年の津波地震（M8.2～8.5）のあと 1933 年に M8.1 の地震が海溝

外側で発生したことを考えると，アウターライズ地震で M８級の余震が起こる可能性も否定で

きない。さらに，震源域の南側でも 1677 年延宝地震（M8.0）が再来する可能性があり，これら

の予測のためにも広域の余効変動を正しく把握することが重要となっている。 

  今回の地震により，日本列島は大きく揺れ，また東西に伸長した。これによる地震活動の変

化や地殻変動を調べることにより，内陸地震発生域の強度や地殻流体が地震発生に及ぼす影響，

ひずみ集中帯の生成原因等の解明が進んでいる。今後これらをさらに進展させることにより，

プレート境界のみならず，内陸の地震による災害軽減にも重要な知見が得られるものと期待さ

れる。 

今回の地震では，津波の被害と地盤災害が大きくクローズアップされ，その背景として土地

利用の変化が指摘されている。今後，災害誘因を正しく把握し，大きな災害誘因が予想されて

いる場所での，脆弱性や曝露性についても考慮しながら，災害軽減のための研究を進める必要

がある。 

 

２）南海トラフ地震   

  南海トラフ巨大地震の発生予測に関しては，想定される地震像（規模・震源域）を絞り込む
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ため，震源断層であるプレート境界面の固着状態を推定する研究がなされている。近年開発さ

れた GPS-音響測距結合方式による海底地殻変動観測により，南海トラフ巨大地震の震源域に展

開されている 15 点の海底局における地殻変動データが得られた。これと陸域の地殻変動データ

を合わせて解析することにより，震源域におけるプレート境界面の固着状態の分布が推定され

た。また，海域における反射法データと深海掘削データの統合解析から沈み込みに伴う堆積層

間隙率の空間変化を推定する新手法も開発された。この結果に基づき，デコルマからの反射波

の極性から震源域におけるプレート境界面の固着度の空間変化が推定された。史料・考古デー

タの調査により，過去の南海トラフ巨大地震の地震像の多様性を解明する研究も進められてい

る。地震発生サイクルシミュレーションでは，このような多様性を再現できるモデルが研究さ

れている。また，ゆっくり滑りと巨大地震の相互作用の重要性も示唆された。 

  強震動予測の研究では，広帯域震源モデルの改良が行われた。また，南海トラフ巨大地震か

ら射出される強い地震波が，大阪や京都といった大都市圏に向けて伝播する際の経路に当たる

紀伊半島や四国などの地震波速度構造の研究も進められている。紀伊半島では延べ 100 点以上

の観測点による臨時観測が行われ，陸域モホ面や海洋モホ面などの地震波速度不連続面の３次

元分布や詳細な地震波速度不均質構造が推定された。波動伝播に関しては，1707 年宝永地震の

震源モデルを用いた長周期地震波に対する破壊伝播の効果の検証が行われ，破壊進行方向での

増幅率は，均質媒質モデルでは 10倍以上になるのに対し，不均質媒質モデルでは２倍程度に抑

えられることが示された。大阪堆積盆地モデルの検証も行われ，この地下構造モデルが２Hz程

度の地震波まで適用可能であることが示された。また，2011年東北地方太平洋沖地震との比較

により南海トラフ沿いの地震で生じる得る長周期地震動の特性を明らかにするため，2011年東

北地方太平洋沖地震の震源モデルを南海トラフ沿いに置いて長周期地震動評価を行った結果，

震源距離がほぼ等しい都心周辺で，地震波伝播経路の構造の違いのために長周期地震動が２倍

程度になることがわかった。津波予測の研究では，DONET 水圧計データを用いた津波増幅率に

よる津波即時解析システムが開発され，和歌山県では即時津波予測の運用段階にある。 

 

３）首都直下地震 

首都直下地震はその地震像が統一されていないが，プレート境界部分で発生する地震に関し

ては，地震活動や地殻変動を詳細に観測することによって，プレート間の固着状態をモニター

しようとする試みがなされてきた。例えば，2014年１月に発生した房総半島沖ゆっくり滑りで

は，これまでの発生間隔は約６年であったが，2011年東北地方太平洋沖地震の発生以降，その

間隔に乱れが生じ，今後の地震発生サイクルを考える上で重要な問題が指摘された。ただ，首

都直下地震として想定される震源域は，房総半島沖だけではない。首都圏の他の地域で発生す

る地震に関しても研究を進め，地震像を明確にする必要がある。 

首都圏が位置する関東平野の堆積層構造やその地震動応答についての研究は，数値シミュレ

ーション及び地震波干渉法による，地震動特性の定量化や既往地下構造モデルの検証など，着

実に積み上げられている。また，首都圏の丘陵地帯の造成地にある谷埋め盛土では，地震観測

により特定の周波数帯における上下動の顕著な増幅が明らかになった。これは，盛土内の地下

水面や旧河川の沖積層底部といった不連続面における変換波が原因として考えられている。た

だ，首都圏は丘陵地帯だけでなく，河川沿いの低地や海岸近傍の埋め立て地など，堆積層が厚

い地域が広がっていて，強固な地盤はほとんど存在しない。様々な地盤構造をもつ関東平野に

おいて，地震動がどのような挙動を示し，地表の被害にどの程度の影響を与えるのか，さらに

研究を進める必要がある。また，具体的な首都直下地震の震源を想定した地震動評価の研究は

行われておらず，今後の課題である。 

一方，首都圏は江戸時代から 400 年以上政治の中心地としての歴史があるため，歴史時代に

発生した地震災害に関する史料が数多く残されている。それらを検討し，現代とは異なる社会

状況の下で発生した災害の対応から，今後の防災・減災施策や復興計画などの検討に資する材

料を提示することができる。例えば，元禄関東地震（1703 年）の時に日光東照宮では被害が軽

微であったことや，1855年安政江戸地震の時には発生の約１週間前から地震活動が活発であっ

たことなどが，当時の史料からわかってきた。このような史料に基づく地震災害の研究からは，

地震計による地震観測が始まる以前の地震活動を知ることができ，地震規模や地震発生サイク
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ルを考える際の重要な情報になりうる。 

 

４）桜島火山     

ミューオンなどの新手法を適用しつつ，観測研究に基づくマグマ活動発展過程の研究を中核

として桜島の火山現象の解明を進めた。また，希に発生する大規模噴火現象も取り入れた噴火

事象系統樹の作成とその事象分岐の判断指標の考察，及び火山灰拡散の予測研究を行い，火山

災害軽減研究を推進した。 

  火山灰拡散予測のため，GNSS 信号やレーダー・ライダー等複数の電磁波帯域を用いて火山灰

を検知するリモートセンシング技術を開発した。2012 年７月 24 日に南岳山頂火口において発

生したブルカノ式噴火では，噴煙高度が 8,000m に達したが，この時 GNSS 観測において，特異

な信号が検出され，南岳上空の高度約 4,000m において噴煙中を伝播してきたものであることが

わかった。このことを利用し，また，解析手法を高度化することにより，噴煙の有無だけでな

く状態の違いを検知できる可能性が示された。降雨観測に用いられる Xバンド MPレーダー（波

長 3cm)やライダー（波長 532nm)の観測においては，偏光特性を利用して火山灰と雨滴を識別す

る方法や，レーダーの反射強度から地上降灰量を即時予測する経験式の開発などが確実に進み

つつある。 

  岩石学的研究からは，上述の 2012年７月の南岳山頂噴火とその前後に発生した昭和火口噴火

の爆発噴出物の比較により，石基ガラス組成が火道内でのマグマ上昇速度の簡便な指標になり

得ることが示された。 

桜島の噴火の規模と様式に関する事象系統樹を作成し，1 日当たりのマグマ貫入量と地震活

動に注目して想定される避難行動を整理した。最近数十年の噴火については，地盤変動観測デ

ータの統計的解析からマグマ貫入量の代表的な値を評価した。これと大正噴火時の井戸水の変

化等の目撃記録とを照らし合わせることでマグマ貫入量を推定した。 

事象分岐の判断指標の提示や火山灰量の即時的な評価は，避難や復旧計画に徐々に考慮され

つつある。降灰量と道路の通行規制の有無の関係は機能的フラジリティ曲線で近似され，降灰

量に対する通行規制の確率分布で表される。この手法は噴火発生前のハザード評価にも活用で

きる。これまでの本研究計画の成果を活用し，大正噴火に至る前駆過程を考察した結果に基づ

いたシナリオに沿って鹿児島県，鹿児島市など自治体の机上防災訓練が行われた。また，大規

模噴火が発生しうる状況での避難の意向調査を鹿児島市街地において実施し，避難行動を分析

した。分析結果は鹿児島市など自治体の避難計画に活用できる。 

 

３．拠点間連携共同研究  

地震学と火山学を中核とし，防災学に関連する工学や人文・社会科学の研究者が参加する総

合的な学際研究を推進するため，「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である地震研と

「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である防災研の２つの拠点が連携

して共同研究を進めている。それぞれの研究者が中核となり，現行計画に沿ったテーマを決め

て具体的な研究計画を立て，全国の研究者の参加を募集して全国規模の共同研究を進める「参

加者募集型共同研究」と，両拠点がそれぞれに関連が深い，地震火山研究コミュニティーと自

然災害研究コミュニティーに呼びかけ，現行計画の主旨を踏まえたボトムアップ研究を公募す

る「課題募集型共同研究」を設定し，平成 26年度に開始した。 

 

（参加者募集型共同研究） 

参加者募集型共同研究については，南海トラフで発生が懸念される巨大地震のリスク評価の

精度向上を目指した多様な分野の研究を推し進めた。全体の研究を，（１）南海トラフ地震の想

定される震源過程，（２）地殻構造とそれが波動伝播に及ぼす影響，（３）強震動予測の問題点，

（４）地下浅部の地盤構造と地震動の関係，（５）津波予測と津波被害，（６）構造物の被害予

測モデル，（７）災害のリスク評価と意思決定，（８）災害情報の外部発信，（９）コンピュータ

ーシミュレーションを用いた新たな地震リスク評価手法の開発の９分野に分け，それぞれの分

野で研究を深化させるとともに，シンポジウムや研究会を実施するなどして各分野の相互連携

を図った。なお，（７）及び（９）に関連する研究をそれぞれ特定分科研究として掘り下げ型の
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研究を行う一方で，全項目をまとめて１つの分野横断型の統括研究として実施した。「災害リス

ク評価と意思決定」に関する特定分科研究では，災害の大きさに影響を与える，対象地域の人

口，社会構造，産業構造，建築基準法の改定，建築工法などの時代による変化を考慮し，それ

らが巨大地震の発生時点でどのように寄与するかを検討した。「コンピューターシミュレーショ

ンを用いた新たな地震リスク評価手法の開発」に関する特定分科研究では，人口，建築物，交

通，ライフラインが集中し，複雑な構造を持つ都市部における地震災害予測を，高分解能コン

ピューターシミュレーションにより試行する研究を，全国の大学の研究者と協力し，複数の都

市について実施した。また，シミュレーションに必要な都市モデルを，複数のデータを統合し

て自動構築する手法を開発し，新潟市と甲府市の都市モデルを作成した。これらを用いて，地

震動による建築物の応答や地下埋設物に大きな影響を与えるひずみの計算が可能となり，例え

ば，信濃川の河口の軟弱な地盤の上に広がる新潟市では，地盤増幅効果を考慮しない場合と考

慮した場合で，建物応答に大きな差が出ることが示された。 

統括研究では，（１）震源過程，（２）伝播・深部地盤構造，（３）強震動予測，（４）浅部地

盤構造，（５）構造物被害予測，（６）リスク評価の研究グループに分かれ，それぞれの項目で

南海トラフ巨大地震を想定した予測モデルの構築・選択と，それらのモデルを用いることによ

るリスク評価の不確かさに関する検討を実施し，リスクプラットフォーム構築グループがこれ

らの知見を統合してリスク評価の不確かさの定量的評価方法を提示した。 

 

（課題募集型共同研究） 

課題募集型共同研究では，災害を引き起こす地震や火山噴火の発生から災害の発生や推移を

総合的に理解しそれを防災・減災に生かすための研究を広い視野から募集することとし，（１）

地震・火山噴火災害事例の研究，（２）地震・火山噴火災害発生機構の解明，（３）地震・火山

噴火災害誘因の事前評価手法の高度化，（４）地震・火山噴火災害誘因の即時予測手法の高度化，

（５）地震・火山噴火災害軽減のための情報の高度化，（６）地震・火山噴火災害時の災害対応

の効率化，（７）実践的人材育成の仕組みに関する研究，の７項目で研究課題を公募した。 

「地震・火山噴火災害事例の研究」については，地質記録に基づく古津波履歴復元の高度化

に向けて地中レーダーによる探査を導入した。北海道十勝郡浦幌町の津波堆積物の調査では，

津波による砂層の分布や層厚変化が明瞭に追跡され，地中レーダーが津波堆積物の面的調査の

効率化に役立つことが示された。また，1847 年善光寺地震について，既往の震源モデルや断層

の地表トレースの情報に加え，微動観測により推定された表層地盤を考慮した地盤モデルを用

いて震度分布の推定を行ったところ，山側及び盆地西端に集中した実際の被害分布と整合する

ことが示された。さらに，1611 年慶長奥州地震津波の実像に迫るため，大正時代の地形図を使

って人工改変前の地形を復元し，明治時代の絵図史料を用いて寺院や街路と人工改変前の地形

の位置合わせを行うことにより，この津波に関する地域の伝承が津波の河川遡上で説明が可能

なことが明らかになった。 

「地震・火山噴火災害発生機構の解明」については，地震時地滑り発生過程に関する研究が

進められた。既往の地震時地滑りの変位量推定式を室内実験結果に基づいて過剰間隙水圧状態

に拡張し，2011 年東北地方太平洋沖地震時の塩釜の地震記録に適用したところ，斜面傾斜 14

度以上で地滑りが発生すると推定され，実際に斜面傾斜 10～20度でも多くの谷埋め盛土の崩壊

が見られたことと整合的な結果となった。また，地震及び津波による建物崩壊に伴い人間が被

災するプロセスを詳細に追跡するため，人的被害の評価方法について新たな基準を提案し，こ

れを用いて南海トラフ巨大地震を想定した高知県南国市の人的被害の発生確率を算出した。加

えて，大きな地震により損傷を受けた建物が，余震により倒壊する可能性を評価し，継続使用

の判定を支援する手法を開発した。2016年熊本地震のように余震が多い場合もあり，本震で損

傷を受けた家屋を継続使用できるか否かの判定が科学的に実施できれば，その利用価値は大き

い。 

「地震・火山噴火災害誘因の事前評価手法の高度化」においては，立川断層を横切る測線の

浅部地盤構造を微動と表面波探査から推定し，断層を境に東西で速度構造が大きく変わり，こ

の構造により断層近傍で地震波の増幅が起こることを観測データで明瞭に示した。また，古い

土木建造物である「ため池」の地震の際の安全性を確認するため，物理探査による地盤構造の
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可視化，地温測定による流動地下水の動態把握を行い，これらの結果を用いて数値解析により

地震時の堤体安定性を評価する方法を提案した。  

「地震・火山噴火災害軽減のための情報の高度化」については，企業の災害予測情報の活用

実態と減災対策を明らかにするためのアンケート調査が行われ，企業は BCP（事業継続計画）

を作成する際に，政府や防災機関の発表する被害想定を必ずしも厳密に捉えてはいないが，少

なからず参考にしていること，全般的な被害想定よりも，事業に直接関わる交通，電力，通信，

水道，ガスなどのインフラの被害や，サプライチェーンや取引先のリスク要因の想定に苦慮し

ていることがわかった。施策として実施する地震調査研究のニーズとして，被害想定をより具

体的なインフラに与える影響評価にも広げる必要性を示している。 

「地震・火山噴火災害時の対応効率化」については，地震により被災した建造物の残存性能

の定量化，巨大地震後の短期的な余震ハザード評価，建物健全性時間変動予測と意思決定につ

いて研究を進めた。 

 

Ⅴ．災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の実施状況と今後への課題 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料，考古データ，地質データ等の収集と整理 

あ．目的 

地震学，火山学，歴史学，考古学，地質学の研究機関が連携して，近代的な観測データが

存在する以前の地震・火山現象に関する情報を把握する。地震や火山噴火について記した文

献史料，考古遺跡の発掘調査資料，津波堆積物や火山噴出物などの地質調査データなどから，

近代以前にさかのぼる地震・火山現象に関する情報を収集して，解読・分析する。そして，

これまでそれぞれの分野において独立に研究されてきた史料・考古・地質データを整理し，

相互に参照できる仕組みとともに，近代的な観測データと統合しやすいデータベースを構築

する。 

 

い．実施状況 

ア．史料の収集とデータベース化 

大学では『増訂大日本地震史料』『新収日本地震史料』『日本の歴史地震史料拾遺』など，

既刊の地震史料集 35冊に収録された史料の検索，検証の利便性を向上させるために，史料本

文の電子情報化を進めた。この取り組みでは，本文中の地名に緯度・経度による位置情報を

付与することによって検索結果を地図上に表示させるとともに，考古データとの統合検索を

可能とする仕組みをつくることを目指している。 

現存する近世史料の膨大さを考えると，既刊の地震史料に収録されていない地震史料は相

当に存在することが予想されるため，それらの情報収集と分析に努めた。特に日本海側では，

19 世紀前半に連続して大規模な地震が発生しているため，これらに関する史料を調査し，地

震の被害像を明らかにした。 

南海トラフ地震に関しては，明治 12 年内務省通達により作成された高知県，和歌山県の寺

院明細帳，神社明細帳に基づいて，宝永と安政の南海トラフ地震の被害状況をデータベース

化し，広範囲にわたる被害の全体像を分析した。 

地震研究において史料を活用する場合の質を向上させるために，史料の記述から地震被害

の規模を判定するための方法を再検討した。 

火山活動については，大学は，1741年の噴火と 1792年の山体崩壊を起こした渡島大島火山

の活動に関する史料を収集した。気象庁は，地震観測，GNSS 繰り返し観測などの観測で得ら

れた記録をデータベース化し，『活火山総覧』の改訂に活用できるようにした。 

2016年熊本地震で被災した史料の救出や緊急調査も実施した。 

イ．考古データの収集・整理・集成とデータベース化 

奈良文化財研究所（以下，「奈文研」）では，全国の考古学的歴史災害痕跡について，奈

文研が所蔵する 52,600冊以上の遺跡発掘調査報告書，ならびに現在，奈文研や各地の地方公

共団体等が実施している発掘調査現場から情報を収集・整理し，データベース化を進めた。 

 発掘調査報告書からの情報収集では，都道府県ごとに悉皆的に報告書を検索して災害痕跡
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に関する記録を抽出し，遺跡情報・災害情報・表層地質情報を整理・集成した。 

これらの情報を地理情報システム（GIS）に搭載して，災害の痕跡種類・発生年代などが発

掘調査地点の緯度・経度に基づく位置情報とともに地図上に表示される仕組みを構想した。

さらに，年代や位置情報の相互参照等によって，史料データベースとの連動を可能にするシ

ステム構築を目指している。 
大学は，1751 年高田地震をはじめ，たびたび地震に見舞われている新潟県上越市の高田平

野において，地質調査の分析を行った。 

ウ．地質データ等の収集と整理 

大学は，主に北海道沿岸の地質調査で確認された津波堆積物などの試料を収集・分析し，

データベース化に向けた整理を行うとともに，ロシアでの文献資料収集や地質調査などを行

った。 

産業技術総合研究所は，地形・地質調査などによって得られた活断層や津波堆積物，火山

に関する基礎データなどの情報について収集と整理を行い，データベース化及びその更新・

維持を行うとともに，活動的火山の地質図整備を進めた。 

大学は，マグマ噴火が想定される火山について，主に姶良カルデラ噴火や富士山を対象に

火山ガスの成分量に関する分析を進め，データの蓄積を行った。 

 

う．成果 

ア．史料の収集とデータベース化 

既刊地震史料集の本文データの構造を検討し，「日本歴史地震関連史料データベース」を設

計した。これは史料集本文データを任意の語句で検索できるデータベースである。また既刊

地震史料集の本文データの電子化に取り組み，XMLテキストの作成と位置情報を付与すべき地

名の抽出を行った。また，既刊地震史料集から，地震の発生した年月日，典拠史料名を抽出

したデータベースを構築し，資料を検索できる WEBサイトを公開した。 

宇津徳治が作成した「世界の被害地震の表」より中国宋代までのデータを抽出し，「中国地

震史料データベース」を作成した。その過程で「表」に記載されていない地震史料が多く存

在することが判明し，適宜データベースに入れ込んだ。 

既刊の地震史料集に収録されてない新たな歴史地震・火山活動史料の収集のため，各地の

史料所蔵機関で調査を行った。愛知県田原市立博物館では安政東海地震に関する史料，新潟

県長岡市立中央図書館，秋田県公文書館ほかでは三条地震，飛越地震など 19世紀に日本海側

で発生した地震に関する史料，京都大学文学部では 1847 年の善光寺地震，天明浅間山噴火に

関する史料を調査し，それぞれの史料本文や図の翻刻，公開を行った。愛媛県愛南町では安

政南海地震に関する史料を調査し，既刊史料集収載の翻刻の誤りを正し，当該地域における

津波被害の状況を訂正した。岡山市立中央図書館，福山市立博物館では安政江戸地震に関す

る史料を調査し，安政江戸地震による揺れの西限とされていた史料の誤読を明らかにした。

2011年東北地方太平洋沖地震の津波被災地域である岩手県海岸部で史料調査を行い，1856年

の八戸沖地震に関する新たな史料を見つけた。 

高知県，和歌山県の寺院明細帳，神社明細帳を調査し，宝永と安政の南海トラフ地震の被

害状況をデータベース化した。その結果，高知県内では宝永地震による土砂崩れや津波によ

る被害が大きいのに対し，安政南海地震ではほとんど被災の記述がないことを明らかにした。

また，名古屋大学，徳川林政史研究所，佐賀県立図書館，唐津図書館などの所蔵する史料を

調査して，従来知られていなかった安政東海地震に関する史料を発見し，名古屋地域での被

害状況の詳細を明らかにした。さらに，名古屋大学図書館春季特別展「古文書にみる地震災

害」を開催して，研究成果を一般に公開した。 

被害規模の判定方法については，1828 年越後三条地震を例に，家屋倒壊率を算定する従来

の方法の妥当性を検討し，被害状況の全体的規模を捉える上でより適切な方法を提案した。

火山活動に関しては，北海道立図書館，国立国会図書館，国立公文書館などで渡島大島火山

の活動に関する史料を収集し，1741年以後 1790年に至るまでの期間，北海道本島や青森県地

域で降灰や異臭などの現象が断続的に発生していたことを明らかにした。 

イ．考古データの収集・整理・集成とデータベース化 
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 北海道と沖縄県を除く全国 45都府県について，発掘調査報告書を中心として情報の収集・

整理・集成を実施し，新潟県で約 11,700 件，熊本・大分・福岡県で約 220 件，その他 41 都

府県で約 1,100 件の災害痕跡考古データを収集した。また，現在発掘調査中の奈良県の平城

京跡・都塚古墳，鳥取県の青谷上寺地遺跡・青谷横木遺跡，山口県の竹久川下流条里遺跡な

どで，これまで認識されていなかった複数時期の大地震によると見られる噴砂痕跡を確認し

た。 

「歴史災害痕跡 GIS データベースシステム」を設計し，公開に向けたパイロット版データ

ベースシステムの運用テストを実施した。また，東京大学史料編纂所（以下，「史料編纂所」）

の構築した「日本歴史地震関連史料データベース」との連動や，国土地理院ならびに産業技

術総合研究所から公開されている日本地図のデータ利用，地質情報システムとの連携を視野

に入れた開発について具体的に検討した。 

新潟県上越市の高田平野はたびたび地震に見舞われている地域でありながら考古的な液状

化痕跡が乏しいことに注目して地質調査データを分析し，この地域は段丘化による地下水位

の低下と厚い粘土層の存在によって噴砂の起きにくい地層であることを明らかにした。 

ウ．地質データ等の収集と整理 

主に北海道の津波堆積物に関して，既存資料のデータベース化を進めるとともに，論文等

で記載されている津波堆積物の信頼性について，堆積構造や微化石，地球化学的性質など，

津波由来である可能性を示す上での認定項目を設け，評価を行った。 

公開中の活断層データベースについて，最新の研究成果に基づき，活動セグメントや調査

地点データ，文献の追加及び活動セグメントの形状やパラメータの見直しを行った。また津

波堆積物に関する調査地点の情報を整理し，web上で閲覧できる津波堆積物データベースを公

開した。特に青森県，宮城県，福島県と茨城県の一部地域に関しては，地質柱状図の情報と

869年貞観地震の津波浸水シミュレーション結果を表示できるように整備した。火山に関して

は，蔵王山，九重山，富士山の火山地質図を作成し，刊行した。また，公開中の火山データ

ベースについて，鳥海山，蔵王山，沼沢，新島，神津島，九重山，池田・山川，開聞岳の活

火山に関する詳細データを追加した。 

姶良カルデラ噴火の噴出物の分析を行い，噴火前のマグマ溜りの上部は 100MPa 程度の圧力

下（深さ４-５kmに相当）に置かれており，従来の推定よりも浅いことを明らかにした。 

富士山については 1707年宝永噴火など最近の噴出物を分析し，その噴火プロセスを明らか

にするとともに，マグマ溜まりの構造についても推定した。 

 

え．今後の展望 

近代的観測データが存在しない時代の地震・火山活動を把握するためには，地震学，火山

学，歴史学，考古学，地質学が連携して，史料，考古，地質データによって必要な情報を収

集することが欠かせない。それぞれの分野において，この３年間に継続してきたデータの基

礎的蓄積と電子情報化を進めていくが，既刊の地震史料集や発掘調査報告書，地質調査デー

タだけでも膨大な量にのぼる。さらに新たな地震関連史料の発見，新たな遺跡発掘や地質調

査も続いている。史料と考古データを統合検索する仕組みは現行計画中に構築するが，十分

な情報を蓄積していくためには今後も継続的な取り組みが必要である。 

津波堆積物データベースについては，現在は複数の機関で作業が進められていることから，

相互で情報共有を行うとともに，将来的な統合も視野に体制を整えていくことが望ましい。

さらには，史料・考古データと地質調査データとを統合的に把握できる仕組みを考えていく

ことも必要である。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山現象の解明 

あ．目的 

過去の低頻度・大規模な地震・火山現象について，観測データのある近代以降の現象の発

生機構などを参考に，史料，考古学的な発掘痕跡調査，地形・地質調査などのデータを収集，

解析を行うことで，具体像を明らかにする。特にプレート境界における低頻度大規模地震に

ついては，2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域や日本海溝及び南海トラフ域において海底
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での地震・地殻変動観測，地下構造・地形調査などを行い，発生様式及び発生場を理解する。

またプレート境界での掘削試料を用いて摩擦実験などを行い，プレート境界巨大地震の多様

な滑り現象を明らかにする。 

 

い．実施状況 

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火 

山現象の解明 

大学は，千島−日本海溝沿いで過去に発生したプレート境界型巨大地震の震源過程を解明す

るため，北海道太平洋沿岸の津波堆積物の面的分布を得るための現地調査を実施した。また

1611 年慶長三陸地震に関する津波の数値モデリングを行った。プレート境界型巨大地震の発

生が懸念される南海トラフ沿いの東海・南海地域や首都直下地震の発生が懸念される関東地

方などを対象地域として，史料，考古データ，地形・地質データなどの収集を行い，データ

ベース化や地図上での表示を行った。 

産業技術総合研究所は，糸魚川―静岡構造線活断層系などにおいて，断層セグメントの連

動履歴を解明するため，同断層系北部及び中部においてトレンチ調査を実施した。また同断

層系北部で発生した2014年長野県北部の地震に関する地表地震断層調査及びトレンチ調査を

行った。海溝型地震については，過去約 3,000 年間の巨大地震・巨大津波の履歴と規模を解

明するため，千島海溝から日本海溝，相模トラフ・南海トラフ沿いで，津波堆積物調査や過

去の地殻変動の調査を実施し，これら地震の断層モデル構築のため，津波シミュレーション

を実施した。 

   大学は，形成年代が新しく，VEI が６以上の規模の噴火を起こした北海道の支笏及び屈斜

路・摩周火山，九州の姶良及び鬼界カルデラについて，地表踏査を行い，先行噴火の有無と

その様式・規模の検討，カルデラ噴火の噴火様式と規模の推移を検討した。同時に高密度に

試料採取を行い，噴火推移に伴うマグマ特性の変化を調べた。鬼界カルデラについてはカル

デラ噴火の先行活動とされる，長浜溶岩を流出した活動の全体像を明らかにするために，掘

削深度 140mのボーリングを実施した。 

   大学は，磐梯山 1888年噴火に伴う山体崩壊について，崩壊直後の調査研究論文，福島県庁

文書，そしてそれらを総括した論文，解説書等の文書記録の収集を行った。また，現地調査

により，岩屑なだれの堆積物の岩石学的記載を行い，岩屑なだれ岩塊の崩壊前の山体への復

元を試みた。また，上記噴火について既存の研究や記録を再検討し，最初の噴火発生位置や

噴火プロセスを検証した。噴火以外の要因で生じたと考えられる火山体の崩壊の事例として，

南西北海道奥尻島の神威山の山体崩壊について，その発生時期を明らかにする目的で現地調

査と放射性炭素年代測定を行った。 

   大学は，気象庁と共同して1914年桜島大正噴火時の鹿児島測候所の地震記象紙を調査した。 
イ．プレート境界巨大地震 

   大学及び気象庁は，2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域や日本海溝域において，臨時海

底地震観測を継続して実施することにより，長期にわたる地震活動の推移を調べた。大学及

び海上保安庁は，2011年東北地方太平洋沖地震の震源域や日本海溝及び南海トラフ域におい

て，繰り返し海底地殻変動観測を実施した。海洋研究開発機構は，高分解能地下構造調査に

より，日本海溝の海溝軸付近及び南海トラフ前縁断層周辺の変形構造を調べた。大学は，深

海掘削で得られた日本海溝に沈み込む太平洋プレートの試料等を用いて，プレート境界の状

態を再現した摩擦実験を行った。さらに，これらの実験により得られた摩擦構成則に基づき

数値モデリングを行い，プレート境界で起こる滑り現象の多様性を説明できるモデルの構築

を試みた。 

   大学は，南海トラフの熊野灘において詳細な海底地形調査を実施し，海底活断層の分布等

に関する検討を行った。 

 

う．成果 

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・火山

現象の解明 
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   北海道太平洋沿岸の面的津波堆積物分布を得るための現地調査から，標津町で白頭山火山

灰（10世紀）の直下に砂層を確認した。また，北方四島の国後島において火山灰層や広域に

分布する薄い砂層を確認し，千島海溝沿いの津波履歴と規模の解明に資するデータを得た。

これまでの津波堆積物調査から 17 世紀に北海道太平洋沖で巨大地震が発生したことが明ら

かになっており，十勝沖と根室沖の連動型のプレート境界地震(M8.5)と推定されていた。最

新の津波堆積物調査結果を含む北海道太平洋沿岸の 11地域での津波到達範囲・地点をデータ

とし，それらを全て説明できる断層モデルを推定した結果，従来の断層モデルで推定された

滑りに加えて，海溝軸近傍のプレート境界浅部の幅 30kmの断層で，25mにも及ぶ滑りが生じ

ていたとすればデータを説明できることがわかった。この巨大地震の規模は M8.8 と推定され，

2011年東北地方太平洋沖地震と同様に，17世紀の北海道太平洋沖の巨大地震により，海溝近

傍浅部のプレート境界が非常に大きく滑った可能性を示す結果である。このほか 1611年慶長

三陸津波地震について，1896 年明治三陸地震の断層モデルを参考に，史料データを説明しう

る断層モデルを推定した結果，明治三陸地震断層より南側のプレート境界も破壊している可

能性が高いことがわかった。 

   関東地方で江戸時代に発生した 1855 年安政江戸地震について，『安政見聞誌』（全３巻）な

どを用いて被害発生場所を特定し，地震発生の 12年前の天保十四年（1843）に作成された「江

戸大絵図」を用いて地図上に図示した。また遠地での信憑性の高い日記史料に基づいた有感

記録について，位置情報（緯度経度）を導き出し，地理情報システムの試作版を作成した。 

糸魚川-静岡構造線活断層系沿いの古地震調査から，同断層系中部の諏訪湖周辺のセグメン

ト境界の連動性について検討した結果，約 3,000 年前の活動では連動して活動したが，約

1,200年前の活動では連動せず活動時期が異なっていたことを解明した。また同断層系北部の

神城断層と松本盆地東縁断層北部のセグメント境界付近は，最新の活動で約２m の変位を生じ

たことを明らかにした。 

三陸海岸広田湾海域で高解像度の音波探査記録を参考に海底掘削を行った結果，2011 年の

津波痕跡及びそれより前の津波の可能性を示す痕跡を検出することに成功した。仙台平野で

検出した津波堆積物に基づいて，1454 年享徳地震津波の断層モデルを構築し，869 年貞観地

震と同等の規模であった可能性を示した。房総半島九十九里浜において，1677 年延宝房総沖

地震と 1703年元禄関東地震以外に，歴史上知られていない津波が過去約 1,500 年間で少なく

とも２回あったことを明らかにした。静岡県沿岸及び高知県沿岸では，それぞれ過去の津波

と思われる複数枚の砂層を検出し，各地での南海トラフ沿い大地震による津波履歴を明らか

にした。 

   大学は，大規模噴火について以下の成果をあげた。まず支笏火山の４万年前のカルデラ形

成噴火には前駆的な噴火活動がなかったことが明らかになった。一方で，屈斜路火山では最

大のカルデラ噴火である 12 万年前の KpⅣ噴火に先立つ爆発的噴火を新たに見出した。さら

に KpⅣ噴火の詳細な推移を明らかにして，噴火初期に複数火道が形成されたことがわかった。

これらカルデラ形成噴火である KpⅣと鬼界アカホヤのマグマと，これらに先行した噴火によ

るマグマをそれぞれの火山で比較したところ，両者は区別できることがわかった。そのこと

から少なくともマグマ溜りとしては，両者は分離して独立に存在していたと考えられる。さ

らに支笏，KpⅣ及び鬼界アカホヤのカルデラ形成噴火のマグマシステムについて検討した結

果，これらのカルデラ噴火では，これまで大規模・均質な珪長質マグマが主体であると考え

られていたが，実際には珪長質マグマは均質ではなく，複数マグマの混合により形成されて

いること，その混合珪長質マグマに苦鉄質マグマが貫入してカルデラ噴火が発生したことが

わかった。 

   火山体崩壊現象については以下の進展があった。磐梯山 1888年噴火の山体崩壊は，爆発開

始前の異常現象は１週間前以降の鳴動・地震程度であったこと，山体崩壊は爆発開始の約１

時間半後に発生した可能性があることが明らかになった。さらに，この噴火の最初の噴火位

置は小磐梯山ではなく，沼ノ平であったことを明らかにした。また，小磐梯山の山体崩壊と

それに伴う岩屑なだれは，沼ノ平の最初の噴火の後に起こったことが明らかとなった。奥尻

島神威山の崩壊物である岩屑なだれ堆積物中から，新たに 10世紀の年代を示す白頭山テフラ

（B-Tm）を含む未固結堆積岩と多数の生木を含む土石流ブロックを見出した。テフラと生木
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の年代から山体崩壊が 13～14世紀に発生したと推定された。  
   大学は，桜島で 2015年８月に発生した群発地震のエネルギーは，大正噴火時に前駆した地

震のエネルギーに比べ５桁小さいことを明らかにした。また，1914 年桜島地震（M7.1）につ

いて，その初動の粒子軌跡方向及び S-P 時刻のデータから震源位置を再評価した。 
イ．プレート境界巨大地震 

   2011年東北地方太平洋沖地震の震源域において，自己浮上式の海底地震計や海底圧力計の

設置・回収を繰り返し行うことにより，広域の地殻活動の時空間変化を捉えた。海底地震観

測によれば，余震数は時間とともに減少していたが，陸側プレート内での余震活動は引き続

き活発であること，本震の前には北部震源域下のマントル内で地震活動が確認されていたが，

本震後はほとんど地震が発生していないことなどがわかった。また，海底圧力計の記録は，

本震発生前から本震に至るまでの震源域におけるゆっくり滑り発生の挙動を明らかにした。

一方，2011年東北地方太平洋沖地震の震源域最浅部と昭和三陸地震震源域における高分解能

地下構造調査からは，太平洋プレートの沈み込みに伴うアウターライズ上の折れ曲がり断層

の分布・比高などが海溝軸付近の断層の変形構造の発達に関連していることがわかった。 

   日本海溝に沈み込む太平洋プレート表層部の岩石試料等を用いてプレート境界での状態を

模した環境下で摩擦実験を行い，摩擦強度と断層運動の特性について調べた。海域観測デー

タと物理モデルを用いて，2011年東北地方太平洋沖地震の前震，前震の余効滑り，本震初期

破壊過程など一連の破壊過程を再現するモデルを作成し，余効滑り域に動的破壊が進展する

様子を定性的に再現することができた。 

   南海トラフ沿いの海底地殻変動観測の結果，震源域におけるプレート境界の滑り欠損分布

の地域性を推定することができ，滑り欠損速度の小さい領域は超低周波地震発生や海山の沈

み込みに関連していることを示した。 

 

え．今後の展望 

   低頻度大規模地震・火山現象の解明には，実際に過去に発生した現象を精査し，できるだ

け過去に遡って復元していくことが重要である。したがって，史料・考古遺跡や地形・地質

に残された記録を調査し，解読していくことが最も有効な手法である。 

   プレート境界で発生する巨大地震・津波に関しては，津波浸水シミュレーションなどの手

法も合わせて，過去に発生した大規模地震・津波の実態を分析し，断層モデルを構築するこ

とで強震動・津波の発生予測などの検討に資することが望まれる。千島−日本海溝沿いの 17

世紀巨大地震や，相模トラフ，南海トラフ沿いにおける過去の地震の規模と多様性などの解

明のため，引き続き歴史地震に関わる各種資料の収集，解析とともに，地形・地質の痕跡に

関する検出精度，識別技術の向上も今後は重要になってくる。このほか変動地形学的観点か

ら，詳細な海底地形データを利用し，地震学・測地学的視点とは異なる観点から巨大地震断

層モデルを検討することもまた重要である。 

   プレート境界巨大地震の発生機構解明のための各種海底観測については，2011 年東北地方

太平洋沖地震の震源域で現在も進行中の諸現象の観測を継続することにより，これまでに観

測されたことのない巨大地震後のプレート間滑りの多様性や時空間変化が捉えられ，粘弾性

変形を考慮した余効変動の解明に大きく貢献できると期待される。また，日本海溝及び南海

トラフ域の海底地殻変動観測においては，プレート間固着状態の空間分布の不均質性を捉え

ることが可能となってきており，今後は観測の空白域である地震時に大きく滑った海溝軸付

近や沈み込む直前のプレート上での観測が必要である。また，測定精度を上げるとともに，

既設のケーブル式海底観測網への接続などを検討し，連続観測手法も加えることで，時間変

化を検出することが重要である。さらにこれらの海底観測や深海掘削で得られた結果を制約

条件として，摩擦実験や数値シミュレーションを継続して進めることにより，プレート境界

での多様な滑り現象が起こる条件・要因を明らかにし，より現実的なプレート境界巨大地震

モデルの推定が可能となる。 

   糸魚川―静岡構造線活断層系に代表される長大な活断層の連動性については，内陸活断層

帯において，過去の地震に伴う複数セグメントの連動履歴を地質学的・古地震学的な調査か

ら解明していく必要がある。そこから，最近数回の地震サイクルにおける古地震シナリオを
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構築することで，地震規模予測及び長期予測の高度化につながっていくものと期待される。 

   低頻度大規模噴火としてはカルデラ噴火と山体崩壊現象を対象とする。まずカルデラ噴火

については噴火推移の詳細と先行噴火を解明するため，摩周火山と鬼界アカホヤ噴火につい

てボーリング掘削を含め調査を行う予定である。さらにカルデラ噴火とその先行噴火につい

て物質科学的解析を加える。その際には，それぞれのカルデラ噴火でマグマ供給系の基本的

な構造は明らかになっているので，複数存在するマグマシステムにおいてそれぞれの構造，

温度，圧力などの情報と内部プロセスについて明らかにし，異なるマグマシステムの相互作

用を明らかにする。その際には，鉱物内の元素移動の検討などにより，時間軸を考慮するこ

とに留意する。これらの情報から，カルデラ火山におけるマグマ溜りの深度や，そこでのマ

グマ滞留時間などが明らかになり，カルデラ火山の深部構造の解明やその観測について重要

な指針を与えることが期待できる。 

山体崩壊現象については，噴火に関連した事例や地震に関連した事例のそれぞれについて

古文書や地質調査によって現象の復元を行うことで，崩壊現象のメカニズムの共通点と相違

点を示すことが重要である。そしてこれらの結果をもとに，マグマ及び熱水系がどのように

火山体を変質させるのか，またその過程をどのように観測で検知するかを検討する必要があ

る。 

 

（３）地震・火山噴火の発生場の解明 

あ．目的 

地震や火山噴火が発生する場の構造や応力・ひずみの時空間変動などを把握し，プレート

境界，海洋プレート内部，内陸の地学的性質の異なるそれぞれの場の特徴を明らかにするた

め，地震・地殻変動観測や電磁探査などの観測研究を実施する。室内実験や数値シミュレー

ションから得られる情報を組み込み，プレート境界での地震性滑りや非地震性滑りが発生す

る場の摩擦特性や，アウターライズ地震やスラブ内地震が発生する海洋プレート内部の物理

特性を調べる。内陸地震発生のモデル化を目指し，内陸地殻の非弾性変形や応力場と構造や

地殻流体の関係から応力集中機構について調べる。火山噴火発生場の構造や応力・ひずみの

時空間変化を調べるとともに，2011 年東北地方太平洋沖地震及びその余効変動による応力場

の擾乱などを明らかにし，地震活動や火山活動への影響や，それらの相互作用について調べ

る。 

 

い．実施状況 

ア．プレート境界地震 

   大学，気象庁，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構は，海域の構造探査や海陸の地震

観測点で得られた自然地震の波形及び走時データを用いた解析を行い，日本海溝や南海トラ

フ沿い及びニュージーランドなどの沈み込み帯におけるプレート境界断層近傍の地震波速度

及び地震波減衰率の空間変化を推定するとともに，陸域の地震・地殻変動観測点で取得され

たデータとの総合的な解析からプレート境界断層に沿った地震性・非地震性滑りの分布を明

らかにした。得られた地下構造モデルと滑り分布の対応関係を明らかにすることで，プレー

ト境界における滑り特性を規定する環境要因に関する検討を進めた。これと並行して，海底

下科学掘削により得られた地震発生帯の構成物質の分析及び試料を用いた室内実験から，プ

レート境界断層上での摩擦特性を推定した。 

   海上保安庁は，和歌山県下里水路観測所において人工衛星レーザー測距(SLR)観測を 1982

年より継続して実施し，日本周辺のプレート相対運動決定の高精度化に貢献している。 

   防災科学技術研究所は，プレート境界型地震の震源モデルの精度向上のため，海洋音響波・

地震波・津波の連成シミュレーション手法及び断層破壊と地震動・津波の連成シミュレーシ

ョン手法を開発した。 

イ．海洋プレート内部の地震 

   大学及び海洋研究開発機構は，日本海溝の海側斜面における地震・地殻変動観測と構造探

査により，2011年東北地方太平洋沖地震の影響により進行している太平洋プレート内の変形

とそれに伴う応力変化を明らかにした。また，プレート内地震の震源分布と発生領域の地下
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構造の空間分解能向上を図った。さらに，沈み込み帯下の３次元的な温度構造モデルを構築

した。 

   大学は，南関東（首都圏）に展開された高密度な地震観測網のデータを解析し，その下に

沈み込んでいるフィリピン海プレートの詳細な地震波速度・減衰構造の推定を行うことによ

り，プレート内地震の発生域に対応する地下構造について検討を行った。 

ウ．内陸地震と火山噴火（火山・地震火山相互作用） 

大学は，2011 年東北地方太平洋沖地震後のひずみ速度場の変動を観測・解析し，これをシ

ミュレーションにより再現することで，東北日本弧の粘弾性構造の推定を行った。また，誘

発地震域で見られる地震活動の移動現象と地殻流体との関係を明らかにした。 

大学は，高密度な地震や地殻変動観測，比抵抗構造探査を九州や西日本，中部日本で実施

し，応力やひずみ場の推定やレシーバー関数解析，S 波反射強度マッピングを行ったほか，応

力集中機構解明のための数値シミュレーションや地震発生ポテンシャル評価手法の開発を行

った。 

大学は，列島規模及び特定地域の地震波速度構造解析や比抵抗構造探査を実施した。また，

地下水に溶け込んだガスの成分比等を準連続的に観測する装置を開発し，地殻活動に関連す

る変動の検出を目指して試験運用を開始した。さらに，火山噴火発生場における地震学的構

造，比抵抗構造，変形場，応力場，温度構造を推定するために九州，本州，北海道域の活動

的火山において高密度な地震，地殻変動，電磁気，重力などの観測を実施して応力やひずみ

の時空間変化を検出したほか，地下構造の推定やマグマ供給系に関する研究を行った。 

国土地理院は，GEONETや SARにより，日本列島全域の地殻変動モニタリングを着実に行う

とともに，ひずみ集中帯などにおいて，GNSS繰り返し観測や SAR 干渉解析等による高密度な

地殻変動観測を実施した。 

 

う．成果 

ア．プレート境界地震 

   2011年東北地方太平洋沖地震のプレート境界断層近傍において，地震波速度が平均より高

速である領域で地震時滑り量が大きい傾向があることが明らかとなった。ただし，日本海溝

軸近傍の領域に関しては，プレート境界上盤の地震波速度が極めて低速である範囲で 50m を

越えるような巨大な地震時滑りが発生している。この地震の震源域北部においては，構造探

査で検知されるプレート境界断層からの反射波の強度が，この地震の発生前後で変化したこ

とが示され，大規模な地震時滑りによる断層の状態変化が捉えられた。 

   フィリピン海プレートが沈み込む南海トラフ・南西諸島（琉球）海溝沈み込み帯において

も，プレート境界での滑り特性に対比可能な地下構造の変化が明らかになってきた。四国地

域の長期的ゆっくり滑り発生域では，プレート境界上盤側の地殻内でのＰ波減衰率の空間変

化と深部低周波微動活動のセグメント構造との間に対応関係があることが判明した。紀伊半

島の深部低周波微動発生域で認められた地震波低速度異常と高 Vp/Vs 異常は，巨大地震発生

領域よりもさらに深い位置において，沈み込む海洋性地殻から脱水が起こっていることを示

唆する。南九州のウエッジマントルの最前縁部には，沈み込む海洋性地殻との相互作用によ

る含水化を示すと考えられる地震波低速度異常があり，その直下のプレート境界は蛇紋岩化

により安定滑り特性をもつ可能性がある。 

   日本海溝に比較的近いプレート境界浅部において超低周波地震の活動があったことが示さ

れた。さらに，日本海溝沿いのプレート境界では，プレート間固着の強さに数年程度の周期

の変動があることが見出され，固着が弱くなった時期にプレート境界地震の活動が活発化す

る傾向が示された。    

イ．海洋プレート内部の地震 

   2011年東北地方太平洋沖地震の発生後に活発化している太平洋プレート内の地震の発震機

構の解析から，巨大地震後の応力場の推定が行われた。2011年東北地方太平洋沖地震は太平

洋プレート内の応力場と地震活動に影響を及ぼしたが，その様相は地域によって異なる。海

溝海側では地震前に比べてより深部にまで正断層型地震が発生していることから，引張応力

の高まりが指摘された。一方で，2011年７月 10日に 2011年東北地方太平洋沖地震の震源近
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くで発生した横ずれ型地震（M7.3）に関する解析から，この領域での太平洋プレート内の引

張応力の高まりは海溝海側ほど大きくなかったことが示唆された。また，2011 年４月７日に

宮城県沖の太平洋プレート内で発生した逆断層型の地震（M7.2）は，地震波低速度異常域を

震源として発生した。震源域の低速度異常は，アウターライズで形成された正断層が含水化

された状態にあるためと解釈され，周囲より摩擦強度が低いところに 2011年東北地方太平洋

沖地震による応力擾乱が加わったため，その断層が再活動したものと解釈される。 

   北海道東部下に沈み込む海洋性地殻の地震波速度構造を推定したところ，含水中央海嶺玄

武岩から期待される P 波速度よりも低い値を示す領域が見出されたが，そこでは含水鉱物と

水が共存し，その水がスラブ内の地震発生に寄与していることが示唆される。沈み込む海洋

性地殻の脱水により地震波速度が周囲より大きくなっていると考えられる領域は，紀伊半島

下や南九州下でも認められ，脱水により放出された水はその直上のプレート境界断層の摩擦

特性にも影響を及ぼしている可能性がある。 

また，東北・北海道と関東におけるスラブ形状を取り入れた３次元シミュレーションによ

り，千島・日本海溝下の温度構造とスラブ上盤におけるマントル対流パターンを推定した。

得られた対流パターンは火山配列や S 波異方性パターンと整合する。北海道下での太平洋プ

レート内の地震波速度構造や地震活動は，東北地方下とは異なる特徴を示すことが知られて

いたが，北海道下の温度構造が太平洋プレートの斜め沈み込みの影響により，２次元モデル

でほぼ説明可能な東北地方下と異なっていることがその原因であることが示唆された。 

   南関東（首都圏）下のフィリピン海プレートについては，マントル東端部に地震波高減衰

域が見出され，その西縁で 1921年と 1987 年に発生した２つのスラブ内地震（それぞれ，M7.1

と M6.7）が発生していることから，スラブ内地震の発生には構造の不均質が密接に関係して

いることが示唆された。 

ウ．内陸地震と火山噴火 

内陸地震発生のモデル化へ向けて地殻深部から上部マントルに至る広域の地震波速度や比

抵抗の構造が推定された。特に，濃尾断層帯周辺での集中観測により推定された地震波速度

構造から，断層直下の下部地殻に地震波低速度異常や不連続構造の存在が認められた。さら

に，電磁探査により，濃尾地震断層に沿った３次元比抵抗構造が求められ，上記の下部地殻

低速度異常に対応する低比抵抗域や，太平洋スラブ起源の流体と考えられる低比抵抗域が上

部マントルに存在することが明らかになった。その他の地域についても，流体分布や温度構

造，震源モデルとの比較から，多くの場合，規模の大きな内陸地震発生域の直下には低速度

域や低比抵抗域が存在し，大滑り域は対照的に高速度，高比抵抗であることがわかった。ま

た，近年発生した内陸地震震源域での高密度な地震観測データから，応力の主軸方向は大き

くばらつき絶対応力値は必ずしも大きくないことが示唆された。さらに，微小地震の発震機

構解から列島規模の応力場が推定され，多くの活断層が現在の応力場に対して滑り易い方向

に形成されていることがわかった。 

横ずれ断層への応力集中機構のモデル化に向けた取り組みの中では，高密度な地震観測が

西南日本地域で実施され，大量の波形データから，詳細な地震波速度構造や応力場が明らか

になった。地殻変動データに基づく西南日本地域のブロック断層モデルからは，明瞭な活断

層が見られない山陰地方と南九州にひずみ集中帯が存在することが明らかになった。地震活

動データに基づく九州地方における非弾性変形の見積もりからは，別府や熊本で大きなひず

み速度が推定された。発震機構解を用いた地震発生ポテンシャル評価手法を開発し，福岡県・

警固断層で試行した結果からは断層近傍での応力集中は見られなかった。近畿地方での詳細

なモホ面深度分布の推定からは，内陸の活断層周辺はモホ面が変形していないことが明らか

になった。地殻流体に関する理解の進展としては，地震波反射面の分布からマントル起源の

流体が活断層の深部へ到達していることを示唆するイメージが得られた。化学分析により，

兵庫県・有馬温泉の深部由来流体はフィリピン海プレート起源で有馬高槻構造線沿いに上昇

している可能性が示された。 

伊豆大島では，火山性地震の地震活動度と深部からのマグマ供給に伴う山体変形の関係を，

揮発性成分増加による断層面の流体圧の増減の効果と岩石の摩擦構成則を組み合わせること

でモデル化することができた。富士山では，その山麓部で発生した 2011年静岡県東部の地震
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（M6.4）の震源域に流体の通路を示唆する低比抵抗域が見出された。また，岩石空隙中の気

体が 2011年東北地方太平洋沖地震による震動で離脱上昇した結果，間隙水圧を高め地震を誘

発したとするモデルが提案された。御嶽山では，2014 年の噴火の２週間前から，山頂直下の

応力場が変化していたことが多数の地震の発震機構解の解析から明らかにされた。噴火前に

火山ガスや熱水が上昇して間隙圧が増大し，地下浅部で開口割れ目が形成された可能性があ

る。 

阿蘇山では，山体下の中部～下部地殻に，マグマの存在を示唆する地震波低速度域が検出

された。九重山では，電磁探査から高比抵抗域が検出され，過去の貫入マグマもしくは高温

ガス通路である可能性が示された。2016 年熊本地震の震源域を含む九州中部の地殻構造や応

力場が詳しく調査され，本震後に活発化した熊本―大分の地震活動は，阿蘇山・九重山・鶴

見岳といった活火山下の低比抵抗域を避けて発生していることが明らかにされた。 

2011年東北地方太平洋沖地震後に行われた GNSS繰り返し観測から，余効変動により広域的

には伸長ひずみが卓越する東北日本の中で，越後平野のひずみ集中帯では短縮変形が進んで

いることが明らかになり，遠方からの外力に影響されることなくひずみ集中が進行している

ことが明らかにされた。また，2011 年東北地方太平洋沖地震による列島規模の余効変動の時

空間特性が明らかにされた。東北地方の火山フロントでは，2011 年東北地方太平洋沖地震後

の余効変動として短縮ひずみが観測され，数値シミュレーションから地殻深部の粘性構造が

影響を与えていることが示唆された。2011 年東北地方太平洋沖地震後に東北地方各地で発生

した誘発地震は，地震波速度構造及び比抵抗構造の特徴から，大きな応力変化により地殻深

部流体が上部地殻へ流入したために誘発されたことが示唆された。 

 

え．今後の展望 

2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域でみられた地震時滑り量と地震波速度の空間的な相

関は，構造不均質が断層面上での滑り特性を規定する要因となっていることを示唆する。ま

た，プレート境界断層で発生する多様な滑り現象の間には相互作用があることから，高頻度

のゆっくり滑りの活動特性をもとに，将来の巨大地震の破壊域を予測できる可能性がある。

滑り現象の多様性とそれらの相互作用といった断層滑りの特性を規定する要因を特定するた

めに，構造モデルの空間分解能のさらなる向上が必要である。さらに，海洋プレート内地震

の震源近傍には，プレート変成過程の一部である含水・脱水に伴う構造不均質が存在し，地

震発生に関与する可能性があると考えている。このような構造不均質から海洋プレート内で

の含水と脱水状況を推定することを通して，海洋プレート内大地震の発生ポテンシャル評価

の実現が近づくものと期待される。内陸大地震の震源域においても，地殻流体の分布などを

反映した構造不均質と大滑り域の範囲や震源近傍の応力場との相関に関する検討が進みつつ

ある。内陸地震断層で検出されている断層スケールの不均一応力場や地殻非弾性変形は，断

層の応力載荷を規定し，構造を通して断層への応力集中により地震発生に至る過程を支配す

る要因である。そのため，精度の高い観測によって地下構造や応力情報のさらなる蓄積を図

り，シミュレーション等を用いた応力集中機構に関する物理モデルの構築につなげることが

望まれる。火山周辺では，阿蘇山で得られた中部～下部地殻の構造不均質とマグマ溜まりの

関係を示すような観測事例を増やすなどによって，詳細な地下構造をもとに深部から浅部に

至るマグマ供給系の実態の解明とモデル化を進めることが必要である。 

構造不均質と断層挙動の関係を理解するには，断層構成物質の物性の違いが摩擦特性に及

ぼす影響を調べることが必要であり，断層から採取された岩石試料を用いた室内実験の成果

が期待される。封圧が高い地下深部で発生する海洋プレート内地震の発生機構の理解には，

地震発生域の温度・圧力条件下における海洋プレート構成物質の脱水反応やそれに伴う変形

特性に関する基礎的な研究が重要である。また，海洋プレート内地震の発生場を理解するた

め，スラブ及びウエッジマントルにおける温度分布と水の移動過程のモデルを，室内実験や

数値シミュレーションを通して高度化することも推進すべきである。 

火山近傍での高密度地震観測は，噴火前後の応力場の時間変化の検出を可能とするもので，

火山活動の活発化に伴う場の変化を定量的にモデル化する上で有効である。こうした観測の

成果を活用して，火山活動の活発化や噴火に伴う応力場の変化が地震活動に与える影響を継
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続して検討するべきである。さらに，地震活動や地殻変動データからマグマ内の揮発性物質

の挙動を推定するモデルの構築のような，観測で得られる力学データから噴火様式を規定す

るパラメータを抽出する手法の開発を様々な火山についても継続することが重要である。こ

れにより，火山噴火事象分岐系統樹の構築に対して重要なデータの提供が可能となるととも

に，噴火災害誘因予測の高度化も期待される。 

長期広域的な変動場にある日本列島では，海溝型地震や内陸地震，火山噴火などの過渡的

な現象が時空間的に重畳し，相互に作用して地殻活動が起きている。2011年東北地方太平洋

沖地震の余効変動は現在も継続中であり，今我々は，巨大地震による内陸地震や火山噴火の

誘発の有無や，その機構を解明する上で極めて重要な時期を迎えている。2011 年東北地方太

平洋沖地震後の地震活動と地殻変動の精力的な観測研究から，地震活動への流体の関与や日

本列島の詳細な粘弾性構造などが解明されつつある。いずれも，地震発生域への応力集中機

構の理解に不可欠なものであり，継続した観測をもとにプレート境界巨大地震に対する長期

的な応答を定量的に把握するとともに，こうした知見を活用して地震発生ポテンシャル評価

手法の開発と試行も引き続き行うことが必要である。地震と火山噴火の相互作用については，

短期的な因果関係のみにとらわれず，数十年スケールの影響も視野に入れた仮説の提案やそ

の検証に向けた観測が，地震火山相互作用のさらなる理解に新たな道を開く可能性がある。

また，火山の存在による地殻構造の不均質が，周辺の地震活動をどのように規定するのかと

いう視点からのモデル化も，引き続き取り組むべき重要課題である。  
 

（４）地震現象のモデル化 

あ．目的 

地震発生予測のためのシミュレーションや高精度の地震動・津波のシミュレーションを効

率的に行い，地震発生機構の定量的な理解や，プレート境界での多様な滑りを再現するため

には，プレート境界面形状や地震波速度などの構造モデル，地殻やマントルの変形特性やプ

レート境界面の摩擦特性の推定が必要である。このため，これまでに得られたデータや，新

たな観測データを統合して，多様な研究において共通して利用可能な日本列島域の構造共通

モデルを構築する。さらに，摩擦構成則や複雑な破壊現象を考慮した現実をよりよく説明で

きる断層物理モデルを構築する。 

 

い．実施状況 

ア．構造共通モデルの構築 

構造共通モデルとは，震源断層モデルの構築やシミュレーション研究などでの活用を目指

し，これまでに得られているさまざまな情報から作成される統一的な構造モデルである。 

大学及び海洋研究開発機構は，既往の成果を可能な限り収集・整理し，地形・海溝軸モデ

ル，プレート境界モデル，日本列島及びその周辺の震源断層モデル，日本列島下のモホ面及

び脆性・延性域境界モデル，リソスフェア・アセノスフェア境界，日本列島下の岩石モデル・

レオロジーモデルの６つの要素について，デジタルモデルの構築に着手した。 

イ．断層滑りと破壊の物理モデルの構築 

摩擦構成則や複雑な破壊現象を取り入れたより現実に近い断層物理モデルを構築するため

には，様々な野外観察，室内実験や数値シミュレーションが必要となる。 

大学は，プレート境界，活断層，その他の地震発生域における地球物理及び地球化学観測

や野外観察，室内実験や数値シミュレーションなどを通じて，断層帯の微細構造や間隙流体

の存在が断層強度や破壊過程に及ぼす物理・化学的影響を明らかにする研究を実施した。 

大学及び防災科学技術研究所は，摩擦構成則の改良や，摩擦滑り時の複数の素過程の相互

作用を考慮した各種実験に着手した。 

 

う．成果 
ア．構造共通モデルの構築 

日本列島全体及びその周辺域を対象領域とする構造共通モデルの構築に向けて，地形・海

溝軸モデル，プレート境界モデル，日本列島及びその周辺の震源断層モデルの構築が推進さ
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れた。海溝位置と水深モデルが作成・確定されるとともに，構造探査等の既往成果を統合し

たプレート上面位置データが作成された。 

イ．断層滑りと破壊の物理モデルの構築 

断層滑りと破壊の物理モデル構築のためには，断層周辺の応力や強度の振る舞いを知る必

要がある。野外観察，室内実験や数値シミュレーションにおいてこれらの基本的な挙動の解

明が進展した。 

野外観察に関しては，地震発生帯における地殻流体の熱力学情報の精密化とフィールドで

の検証に向けて，断層の温度を計測する手法を開発した。また，地震時滑り量分布が良く調

査されている世界の純粋な横ずれ地表地震断層の形態を調べ，発達様式をまとめた結果，自

然の断層帯も階層的な自己相似性を保って進化している証拠が得られた。さらに，断層周辺

の流体挙動に関しては，野島断層におけるこれまでの注水実験やアクロス連続運転データの

解析を進め，断層近傍でのクラック密度の減少による長期的な地震波速度の増加（強度回復）

を示唆する結果が得られた。 

室内実験に関しては，沈み込みプレート境界に多量に存在するスメクタイトと石英を様々

な割合で混合した模擬物質を用いて，スメクタイト量比が摩擦挙動に与える影響を調べた。

スメクタイト量比が比較的大きな日本海溝では低速でも摩擦強度が小さく地震時に大きな応

力降下をもたらさないのに対し，スメクタイト量比が比較的小さい南海トラフでは，大きな

応力降下が発生する可能性が示された。脆性－塑性遷移領域における断層のせん断強度への

間隙水圧の影響について調べるため，温度・封圧・間隙水圧それぞれを独立に変えて岩塩ガ

ウジを用いた実験を行った。有効法線応力としては，真実接触面積に無関係に，封圧から間

隙圧を減じたものを使うべきであると結論され，その物理的解釈も提示した。また，防災科

学技術研究所の大型振動台を利用した岩石の二軸摩擦実験を実施し，断層面上で生成・成長

する応力の空間的不均質に起因して摩擦滑り特性が変化することを明らかにした。 

   数値シミュレーションに関しては，プレート境界の起伏の影響が地震サイクルにどのよう

に影響するのか，法線応力の変化を考慮した地震サイクルシミュレーションを行った。モデ

ル化したプレート境界に凸部を設けると局所的に法線応力が低下し，強度が下がって破壊し

やすくなり，地震の繰り返し間隔が短くなることがわかった。また，2011年東北地方太平洋

沖地震の震源域を念頭に凸部のあるプレート境界モデルを設定し，数値シミュレーションを

実施した結果，この地震について推定された地震時の滑り分布と同様に海溝付近における大

きな滑りが再現された。 

   地震サイクルにおけるプレート境界の固着の程度の変化を，プレート境界面からの弾性反

射波の観測から検知できるかについて，岩石の摩擦構成則に基づいて理論的検討を行った。

その結果によると，地震発生前の低速の滑りにより固着の程度が低下するが，これに伴う地

震波の反射率の増加は少なくとも５%，大きい場合は 50%程度となり，反射法地震探査により

検知可能な変化であると予測された。 

潮汐等による応力変化が地震やゆっくり滑りの発生に及ぼす影響を評価するため，簡単な

物理モデルによって周期的外力の応答を数値シミュレーションにより調べた。その結果，ゆ

っくり滑りに伴う応力変化は数 10～100kPa 程度と小さいため，数 kPa程度の地球・海洋潮汐

による応力変化によっても滑りの発生と外力の位相がそろう可能性があることがわかった。

これらは，地球・海洋潮汐などの周期的外力及び単独の繰り返し間隔を持つアスペリティの

相互作用より生じる同期現象を示唆する。 

高温高圧下での塩水の電気伝導度は，実験データが存在しないため，分子動力学シミュレ

ーションによって調べた。求められた塩水の電気伝導度を，地殻の地震発生域や断層帯の電

気伝導度構造を比較することで，断層帯や地震発生域にどの程度の流体が存在するかについ

て定量的に議論することが可能となった。 

 

え．今後の展望 

構造共通モデルの構築に関しては，これまでの研究で得られた日本列島周辺のプレート境

界面の形状や，地震波速度構造，地震発生層の下限深度などの構造情報を整理し，多くの研

究者が利用できる標準的な構造共通モデルが作成されつつある。また，構造についての情報
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が不足している領域での観測や，現時点で未推定の粘弾性などの物理パラメータを得るため

の観測を実施し，構造共通モデルを補う必要がある。構造共通モデルは，様々な解析やシミ

ュレーションの基盤情報である。観測等に基づき構造共通モデルを改良するとともに，シミ

ュレーション研究等で構造共通モデルを使用した結果なども参考にしながら，モデルを高度

化することが研究推進に不可欠である。 

断層滑りと破壊の物理モデルの構築に関しては，摩擦構成則を用いた数値シミュレーショ

ンやデータ同化において，余効滑りやゆっくり滑り及びこれらの同期現象を対象にした研究

が行われた。また，実験及び観測・観察に関しても，断層物理モデル構築に必要な破壊・摩

擦素過程に関する理解が着実に蓄積されている。ただし，地震発生メカニズムの断層物理モ

デル構築には，個々の素過程を統合してモデル化を行い，観測事実等との比較により検証す

ることが必要である。断層物質の摩擦特性のさらなる解明を進めるとともに，それらを統合

した断層破壊過程のモデル化が重要と考えられる。 

今後，これらの構造共通モデルと断層物理モデルを利用して，地震発生機構の定量的な理

解を進め，地震やプレート境界での滑り過程の数値シミュレーションがより定量的に再現さ

れるようになれば，予測問題への本格的応用が期待される。 

 

（５）火山現象のモデル化         

あ．目的 
   本項目では，各種観測や火山噴出物の解析から，噴火に先行する異常現象とその後の火山

活動を捉え，先行現象の発生機構や，各現象の相関・因果関係を明らかにする。その際，火

山の性質や噴火様式に着目し，火山ごとの類似点・相違点を比較検討する。さらに，マグマ

の挙動に関する理論及び実験的研究の成果も取り入れて，観測された火山現象の物理・化学

過程を明らかにし，そのモデル化を進めることを目的としている。火山噴火は，規模・様式・

発生機構が多様であるため，本項目では，マグマ噴火を主体とする火山と，熱水系が卓越し

水蒸気噴火をしばしば伴う火山とに大別して研究を進めている。 
 

い．実施状況 
ア．マグマ噴火を主体とする火山 

   大学は，有珠山，浅間山，伊豆大島，桜島等で，火山性地震，地盤変動，火山体の地震波

速度や比抵抗の構造とその時間変化，固形噴出物・火山ガスの成分変化を総合的に理解し火

山現象の定量的把握を行うための多項目観測を実施した。特に，活発な噴火を続ける桜島と，

2015年にごく小規模な噴火が発生した浅間山では，マグマの蓄積・上昇・発泡・破砕などの

過程に関する理解を深め，そのモデル化も行った。霧島山（新燃岳）と口永良部島について

は，噴火中の入山規制の下で，無人ヘリを利用した空中磁気測量や臨時地震観測点の展開，

火山ガス観測などを繰り返し実施した。また，海外の火山との比較研究として，米国・イタ

リア・インドネシアにおいて，地震・傾斜の臨時観測や噴出物調査等を相手国と共同で展開

した。さらに，新たなモニタリング手法の一つとして，地震波干渉法による地震波速度変化

検出システムを試作し，気象庁が配信する連続データを用いて，熱水系が卓越する火山も含

めた国内の 20 火山に適用した。 
   防災科学技術研究所は，SAR 干渉解析の高度化及び火山活動評価への応用を進めるととも

に，火山噴火数値シミュレーション手法を開発した。 
   産業技術総合研究所は，桜島，阿蘇山，浅間山，口永良部島，御嶽山において，火山ガス

や固形噴出物の分析・解析を行った。また，伊豆大島と薩摩硫黄島では自然電位観測を行い，

数値計算を通じてマグマ—熱水系の定量的モデル化を進めた。 
   国土地理院は，桜島・伊豆大島の地殻変動に対して時間依存インバージョンを用いた地殻

変動解析を行い，マグマ供給系とその時間変化のモデリングを行うとともに，解析手法の高

度化も並行して進めた。 
   気象庁は，桜島や口永良部島などにおいて，傾斜計，GNSS及び SAR干渉解析を通じて，火  

山活動に伴う地殻変動源のモデル化及び即時推定と変動予測の研究を進めた。また，大学と  

共同して桜島の反復人工地震探査を行った。 
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   海上保安庁は，南方諸島及び南西諸島の海域火山において，航空機を使用した目視観測，

熱画像撮影や磁気測量などの定期巡回監視を実施した。西之島については，海域火山基礎情

報図調査を行った。伊豆諸島海域においては，通年の GNSS連続観測を実施した。 
イ．熱水系の卓越する火山 
大学は，熱水系の卓越する十勝岳・吾妻山・草津白根山・阿蘇山・口永良部島等で，火口

近傍を含む火山体周辺において地震・地殻変動・電磁気・化学観測を行った。十勝岳・吾妻

山・草津白根山については，臨時連続観測点の増強を行い，火山体浅部熱水系の物理・化学

的特性や状態の時空間変化の検知能力を向上させた。十勝岳と吾妻山では，地質・岩石学的

調査と鉱物学的分析とを組み合わせて過去の噴火堆積物の調査・解析を進めた。さらに，他

火山の過去の噴火事例や文献も参照しつつ，発生機構を意識した水蒸気噴火の分類体系を整

理し，熱水系が卓越する火山の地下構造やその中長期的変遷について概念モデルを提案した。

大学は，上記５火山以外にも，2015 年にごく小規模な噴火を起こした箱根山で火山ガス観測

（採取試料の成分比や元素同位体比の分析）を高頻度で行った。焼岳については，2015 年よ

り地震観測・地殻変動観測を増強し，地磁気観測を開始した。蔵王山においては，人工地震

探査の他，多項目の連続・反復観測網を整備した。 
   大学と産業技術総合研究所は，2014年９月に水蒸気噴火を起こした御嶽山も比較研究の対

象に加えて，各種物理・化学観測や噴出物の分析を行った。 
   大学と海上保安庁は，海域火山の活動を評価する新手法の開発を目指して，特に西之島周

辺域の海水の化学分析を行った。 
   気象庁は，雌阿寒岳，草津白根山などにおいて，地磁気の連続観測及び繰り返し測量を実

施し，火山活動の消長に応じた時空間的な磁場変動とその原因を客観的に評価する手法の開

発を進めた。 
   産業技術総合研究所と大学は，薩摩硫黄島，雌阿寒岳，十勝岳，草津白根山，弥陀ヶ原な

どにおいて，電磁気・熱及び化学的手法に基づき熱水系の実態を明らかにするための観測を

行った。また，いくつかの火山については数値計算を活用して定量的モデルを提案した。 
   北海道立総合研究機構環境・地質研究本部地質研究所は，北海道内の主要火山において物

理・化学観測と地質調査を行った。特に，十勝岳については大学及び気象庁と共同して調査

を行い，熱水系を含む火山体内部構造のモデル化を行った。 
 

う．成果 
ア．マグマ噴火を主体とする火山 

   数理的アプローチによる研究では，ブルカノ式噴火の火道流モデルに基づく山体変形の特

徴が数値計算により調べられ，桜島で噴火時に観測された傾斜変動の基本的な特徴が再現さ

れた。これにより，マグマ破砕面の降下速度や破砕時の発泡度といった火道内過程を，力学

的観測から推定できる可能性が示された。 
   霧島山（新燃岳）では，2011年の一連の噴火に関連する様々な研究（観測・数値計算・室

内実験・噴出物解析）により，爆発的マグマ噴火のモデル化が進んだ。例えば，GNSS観測か

らは，深さ約 10km の推定マグマ溜まりでは，準プリニー式噴火に同期した収縮だけでなく，

その後の再膨張が捉えられた。SAR 干渉解析からは，主要な噴火活動が終息した後も火口内

にマグマが僅かずつ供給されていたことが明らかにされた。空振データと地震データの相互

相関をとることで，一地点の観測でも空振信号を簡便に抽出する手法が開発され，地震信号

と合わせて霧島山（新燃岳）噴火のモデル化に役立てられた。また，非定常火道流モデルの

数値計算により，実際に起こった噴火様式遷移の原因について定量的な検討が加えられた。 
室内実験では，マグマが減圧開始よりも遅れて爆発する遅延破砕という現象が確認され，

霧島山（新燃岳）の準プリニー式噴火の開始過程のモデル化に適用された。また，最新の観

察技術を用いてブルカノ式噴火と準プリニー式噴火の噴出物を比較解析することで，結晶サ

イズ分布のサブミクロンスケールにおいて明瞭な違いを検出することに成功した。これは，

火道浅部においてマグマが受ける減圧過程が噴火様式によって異なることを意味し，噴出物

解析から噴火様式を判別できる可能性を開く成果である。 
 霧島山（新燃岳）や口永良部島の噴火では，無人ヘリの活用や簡易型 SO2放出率測定装置の
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実用化が進み，噴火に伴う入山規制時における遠隔地からの状態把握に威力を発揮した。ま

た，宇宙線ミューオンを利用した火山体内部の透視技術は着実な進展を続けており，薩摩硫

黄島では噴火によるマグマ放出により火道の平均密度が低下した様子が捉えられた。 

   浅間山では，2000 年代の噴火活動に伴う地殻変動と SO2放出率変化の関係が再検討され，

マグマの蓄積や輸送過程の議論において脱ガスの効果を考慮することの重要性が示された。 
海外との共同研究では，インドネシアのロコン山における臨時地震・空振・傾斜観測網の

展開を通じて，ブルカノ式噴火に伴う火道内力学過程のモデル化と我が国の火山との比較が

行われた。一方，典型的なストロンボリ式噴火の発生機構とされる火道内スラグ流モデルに

基づいた山体変形の数値計算コードが開発され，現象の特徴が明らかにされた。ところが，

実際にイタリアのストロンボリ山で臨時展開した傾斜観測のデータは，従来のモデルから想

定されるものとは特徴が異なっており，ストロンボリ式噴火の発生機構の解明には力学的観

測とモデルの両面から調べる必要があることが示された。 
イ．熱水系の卓越する火山 

   大学や気象庁等により火口近傍の多項目観測が行われてきた火山のうち，過去に水蒸気噴

火を繰り返している火山を選定して比較した。その結果，浅部に熱水系が卓越するとされる

火山では，非噴火時にも各種観測項目に明瞭な変動が確認できた。特に，口永良部島・吾妻

山・十勝岳では，非噴火時にもごく浅部の山体膨張と岩石の磁化消失（消磁）が長期間続い

ている点が共通していた。また，この変化は単調ではなく，群発地震や間欠的な膨張・消磁

の加速を伴いつつ，一方向的に進行していた。 
   草津白根山や阿蘇山では，上記３火山との共通点も認められるものの，地盤変動と地磁気

変化の対応関係や，変化の反復性といった点で一部異なる面があった。活動的火口湖を有し

熱水系が地表に顕在化しているこの２火山では，数値モデルと放熱率観測に基づいて火口湖

の熱収支が検討された。九重山では，1995 年の（マグマ）水蒸気噴火以後，一貫して地盤の

収縮と冷却帯磁が継続していたが，2014年頃からその傾向が停滞もしくは反転を始めたこと

が明らかにされた。蔵王山では，御釜火口地下浅部の消磁や長周期微動の増加などが見られ，

人工地震構造探査で御釜火口から噴気活動域にかけての地震波減衰域が推定された。これら

の特徴は，他の熱水系卓越型火山（特に阿蘇山）とも共通性があり，比較研究の基礎情報と

して重要な知見である。 

   有珠山では，2000年火口近傍に掘削した孔井により，マグマ水蒸気噴火発生場となった地

下構造の直接的検証が行われた。500m の孔井は 2000 年噴火の貫入マグマには到達せず，最

深部の温度勾配も周辺地域と大きな差は認められなかった。このことから，地盤変動や地磁

気変化から従来推定されていた変動源の位置には，マグマは貫入していなかった可能性が高

いことが示された。孔井コアの解析からは，数百 m 以深は変質作用で生成された粘土鉱物に

富むことが明らかとなり，水蒸気爆発を繰り返した 2000 年噴火では，難透水性の粘土層が圧

力を蓄える役割を果たしていたことが裏付けられた。 

   箱根山・草津白根山・十勝岳では，噴気や温泉水等の化学的調査も精力的に行われた。特

に，箱根山では高頻度で噴気の採取・分析が行われ，2015年６月の微噴火直前もしくは噴火

に同期した化学組成や安定同位体比の変化は，難透水層の形成と部分破壊に伴ってマグマ性

ガスが上昇した結果であるとするモデルが提案された。 
   これらの事実を総合すると，熱水系卓越型の火山では，各種観測データの長期変動は，（マ

グマ）水蒸気噴火の切迫性を把握する上で重要な背景情報といえる。また，現象の一方向性

や間欠性は，浅部熱水系の変質鉱物の沈積に伴う難透水層の形成と部分破壊を示唆している。 
 

え．今後の展望 

 マグマ噴火中の火山については，噴出物の化学分析や組織解析に物理観測データを組み合

わせることによって，火道内のマグマ上昇過程に関してより詳しい情報（例えば，上昇速度

や滞留時間）を引き出すことも可能になってきた。今後は，こうした推定値を火道流モデル

などの数値計算に取り入れることにより，モデルの妥当性を検証しつつ現象の全体像の理解

をさらに進めるべきである。また，地震・地盤変動観測との比較は，モデルの検証にも利用

できる。現在噴火していない火山についても，観測的手法と物質分析的手法の連携は有効で
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ある。例えば，過去の水蒸気噴火堆積物に含まれる鉱物組成を詳細に解析し，鉱床学で提唱

されている一般的モデルと対比することで，堆積物が噴火前に置かれていた温度・圧力等の

条件を推定する試みがなされている。また，過去のマグマ噴火堆積物に含まれるメルト包有

物分析と鉱物組成の条件から，マグマ溜まりにおける含水量を簡便に測定することが可能と

なったため，現計画ではいくつかの火山について多量の分析データが得られた。こうした物

質科学的手法から得られる山体内部の描像を地下構造探査で検証することでモデルの精度を

高めたり，マグマ溜まりの条件を与えた数値計算により，想定される噴火のバリエーション

を確率的に評価したりすることが，今後の研究課題として想定される。 
熱水系卓越型火山については，今後，難透水層の実体や形成過程を個々の火山で解明する

とともに，静穏期に山体内で進行する現象を理解する鍵となる観測項目については，長期的

変動の把握を継続することが望ましい。多くの場合，未だ概念的解釈の段階にある熱水系卓

越型火山のモデルを，将来的に噴火事象系統樹の分岐判断の根拠として利用できるまでに一

般化するためには，海外の事例も参照しながら比較研究の対象火山を広げる努力や，検証の

ための継続的観測とともに，様々な条件を検討できる数値計算の援用も有効であろう。 
マグマ噴火を主体とする火山，熱水系の卓越する火山のいずれに対しても，多項目観測デ

ータの同一時間軸上での比較や，噴火様式の類似した火山間の比較は，噴火時における火道

内のマグマの振る舞いや，噴火準備期におけるマグマ供給系や熱水系の時間発展の理解を深

める上で有効性が高いことがあらためて認識された。今後のさらなる発展が望まれる課題の

一つとして，噴煙量・放熱量の定量的モニタリングの精度を高めることが挙げられる。これ

らは，噴火規模の即時的把握や噴火ダイナミクスの解明に効果的であるだけでなく，非噴火

時における準定常的な熱エネルギー輸送や，数 10年の時間スケールで繰り返す噴火のサイク

ル全体を俯瞰的に理解する上でも重要である。 
 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（１）地震発生長期評価手法の高度化 

あ．目的 

地震発生の長期評価は，計画的に地震災害に備えるために有用であり，その信頼性や精度

の向上は重要である。史料，考古データ，地質データなどに基づき推定された長期間の地震

の繰り返し特性や，変動地形の精査による活断層の特性などを理解し，さらに，近年の観測

データや高性能計算機による数値シミュレーションなどを利用する手法を開発して，地震発

生の長期評価の高度化を行う｡ 

 

い．実施内容 

   大学と海洋研究開発機構は，数値シミュレーションにより，過去に南海トラフで発生した

巨大地震の多様な発生サイクルや日本海溝域の巨大地震発生サイクルの再現を試み，観測事

実等との整合性を検討した。 

   大学は，航空レーザー測量や自律飛行可能な無人航空機（UAV,ドローン）による空中写真

撮影と３次元計測技術を利用して，数値標高モデル（DEM）から活断層とずれの量をマッピン

グする手法を検討した。 

 

う．成果 

   過去に南海トラフで発生した巨大地震の多様な発生様式やゆっくり滑りについて，数値シ

ミュレーションにより，観測事実を説明するモデルが構築された。さらに南海トラフ沿いの

陸域で GEONET により観測されている地殻変動の観測結果から，数値シミュレーションモデル

の尤もらしさを確認する手法も開発された。 

   阿寺断層において UAV による空中写真撮影と３次元計測技術を用いることにより，変動地

形学的議論に耐え得る３次元地表データの取得が可能であることが明らかになった。さらに

2014 年長野県北部の地震による地表地震断層について，UAV などによる最新測量技術を用い

た高密度の変位量分布と既存活断層の平均変位速度分布との比較を試みた結果，最近発生し 

た何回かの地震は，今回の地震と同様に破壊域が北方へ拡がる地震であった可能性が示され
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た。砺波平野を対象に，DEM を用いた詳細な変位地形の抽出を試行し，ステレオ画像により，

高岡市街地を横切る断層変位地形や法林寺断層の北延長に僅かな背斜状の変動地形が新たに

見出された。いずれも平野部を横切る長波長の変形であり，空中写真や地形図などの地形資

料からは抽出困難な変動地形であった。 

 

え．今後の展望 

   地震発生の長期評価手法の高度化は，地震現象の理解を災害軽減への貢献につなげる重要

な出口の一つである。2011 年東北地方太平洋沖地震の発生を受け，あらためて，プレート境

界で発生する巨大地震の多様性をモデル化しその結果を長期評価につなげる手法を開発する

重要性が認識された。その過程で，過去の南海トラフ沿いの巨大地震の発生様式とゆっくり

滑りを統一的に説明できる多数の数値シミュレーションモデルが構築されてきた。数値シミ

ュレーションが長期評価に使える可能性を示した一方で，発生様式を説明可能な物理モデル

やパラメータ分布は非常に多いため，実際に次の地震の評価につなげることは現時点で難し

い。海域を含む地殻変動の観測データを同化することで，シミュレーションをより現実に近

づけていくことができると期待される。ただし，これらの結果を確率評価とどのように結び

つけるかについての検討が必要であろう。さらに，上述のようなシミュレーションを用いた

高度化に限らず，従来の長期評価の枠組みの中での活用を含めて，史料，考古データ，地質

データ等から推定される長期的な地震活動履歴のさらなる利用が今後も望まれる。 

プレート境界型巨大地震の長期評価手法の高度化には，長期の陸上地殻変動データや海底

地殻変動データの解析による滑り欠損の蓄積やゆっくり滑りを定量化して，次に起こり得る

地震の規模や滑り分布を評価する手法を開発していけば，道が開ける可能性がある。 

一方，プレート境界型巨大地震と違い，繰り返し間隔の長い内陸地震の長期評価の高度化

には，まず，詳細な変動地形の解析による活断層の認定と活動性評価の高精度化が不可欠で

ある。航空レーザー測量や UAV などによる最新測量技術を用いることにより，高精度で活断

層の位置とその変位量分布を明らかにする手法が開発されており，変動地形の理解において

今後も活用していくことが望まれる。一方，2014 年長野県北部の地震における神代断層のよ

うに，想定よりも規模が小さく，短い区間での断層活動の可能性や，2016 年熊本地震におけ

る日奈久断層帯と布田川断層帯との関係のように，断層帯を跨いだ活動の可能性など，新た

に課題が顕在化してきている。今後は，内陸地震についても発生様式の多様性を明らかにし，

そのモデル化を進め，長期評価の高度化につなげる必要がある。 

 

（２）モニタリングによる地震活動予測 

あ．目的 

   物理モデルに基づく数値シミュレーションと地震活動や測地データ等の観測データを比較

することにより，プレート境界滑りの時空間発展機構の包括的理解を目指す。さらに，プレ

ート境界滑りを予測する手法を開発する。また，地殻ひずみ・応力の変動を，断層滑りや広

域応力場を基に推定し，地震・火山現象に及ぼす影響を評価する。統計的モデルを用いて，

地震活動の予測実験を行うとともに，その予測性能を評価する。 

 

い．実施状況 

ア．プレート境界滑りの時空間発展 

   国土地理院は，ブロック断層モデルを用いて日本を構成するマイクロプレートの動きを考

慮し，陸上地殻変動だけでなく海底地殻変動のデータも取り入れて日本周辺のプレート境界

の滑りの時空間発展を明らかにする手法を開発し，ブロック間の固着状態の推定を行った。 

大学は，日本列島及び世界で発生した小・中規模相似地震活動の空間分布・時間変化の特

徴及び各プレート境界における滑りの特徴を調べ，それらを利用したプレート間固着状態の

モニタリングが可能であることを示した。  

   海洋研究開発機構は，海底ケーブルネットワークを中心としたリアルタイムモニタリング

システムを構築し，即時解析に向けた取り組みを実施した。 

   海上保安庁は，海底地殻変動の観測を強化し，日本海溝沿いや南海トラフ沿いのプレート
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境界の固着状態，特に固着の強さの空間的不均一性とゆっくり滑りの発生域との関連を明ら

かにした。 

   大学，気象庁及び産業技術総合研究所は，北海道太平洋沿岸から九州・南西諸島まで日本

各地で発生する各種ゆっくり滑りとそれに誘発される群発地震，低周波地震，低周波微動の

活動を観測し，それらの時空間発展を明らかにし，ゆっくり滑りを含む多様な滑り現象との

間の相互作用を理解するモデルを提案した。さらに過去のデータの再解析を行い，ゆっくり

滑りの発生履歴を長期にわたって調査した。 

   大学，気象庁，防災科学技術研究所，産業技術総合研究所及び海洋研究開発機構は，様々

な滑り現象について数値シミュレーションに基づくモデル構築を行い，地震発生予測につな

がる知見を得た。 

   大学及び海洋研究開発機構は，数値シミュレーションと地殻活動データとの比較により，

摩擦パラメータ等を推定するデータ同化手法を開発した。さらに，観測される地殻変動場を，

データ同化手法に準即時的に適用する技術開発を進めた。また，豊後水道のゆっくり滑りを

対象として予測への適用可能性を探った。 

   気象庁，防災科学技術研究所及び海洋研究開発機構は，海陸の地震・地殻変動観測網から

得られるデータなどを逐次的に解析することによりプレート境界の滑りの異常を検知するた

めの技術の開発を進めた。 

  イ．地殻ひずみ・応力の変動 

   大学は，高密度な地震観測によるデータを利用して，内陸で発生する地震の高精度な震源

位置を求め，発震機構解のカタログから地震活動と応力場との関係を明らかにした。 

   産業技術総合研究所は，微小地震の発震機構解から応力の時空間変化を推定する手法を開  

発した。 

   大学は，南アフリカ鉱山において，震源ごく近傍で地震発生前後の絶対応力を測定し，解

析した。 

ウ．地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験 

   大学は，統計モデルや物理モデルに基づいて現在と過去の地震活動を評価し，また，将来

の地震活動を予測する手法を開発しつつ，観測データに基づいて予測の可能性・妥当性を評

価・検証した。 

   大学は，地球規模の広域な地震活動や，世界の様々な地域の地震活動の予測・検証実験を

行うために，国際的な地震活動予測可能性共同実験（Collaboratory for the Study of 

Earthquake Predictability: CSEP）に参加し，地震発生予測モデルの開発や検証方法の改善，

実験方法の改善に貢献した。  

   大学は，地震活動履歴や余震活動などを考慮して，地震サイクル中の地震活動の特徴の変

化を明らかにした。また，世界の巨大地震前後の地震活動を再解析して，各地域の地震発生

場の違いを見出した。 

 

う．成果 

ア．プレート境界滑りの時空間発展 

   ブロック断層モデルを用い，GNSSデータに加えて海底地殻変動のデータも取り入れて日本

のプレート境界の滑りの時空間変化を解析できる手法が開発され，2011年東北地方太平洋沖

地震前の日本列島の解析が行われた。その結果，2003 年（平成 15年）十勝沖地震（以下，「2003

年十勝沖地震」）の余効滑りとその北側，南側のプレート境界で生じた滑り欠損，さらに西南

日本では，豊後水道の長期的なゆっくり滑りや東海の長期的なゆっくり滑りなど様々なゆっ

くり滑り現象が統一的に理解された。 

世界で発生した小・中規模の相似地震活動について，その空間分布・時間変化及びプレー

ト境界における非地震性滑りの特徴を調べた結果，プレート境界型巨大地震発生後，その余

震発生域では相似地震の再来間隔が短くなり，余効滑りの発生が示唆された。また，ほとん

どの領域では，プレート間の相対速度と同じ，もしくは，より小さい滑り速度が推定され，

背弧拡大域ではプレートの沈み込みから想定される速度よりも速い滑り速度が推定された。

相似地震を広い領域で抽出し，活用することにより，世界各地のプレート間固着状態がモニ
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タリング可能となることが検証された。 

   海底地殻変動観測の強化により，日本海溝沿いの 2011 年東北地方太平洋地震後のプレート

境界の固着状態や，南海トラフ沿いプレート境界の固着状態の空間的不均一の把握が進んだ。

特に南海トラフ沿いにおいて，内閣府による南海トラフ巨大地震の想定震源域の全体が固着

していることがわかった。また，足摺沖では 1940年代の東南海・南海地震の震源域よりもプ

レート境界浅部側に滑り欠損速度の大きい領域が広がっていることも示された。逆に滑り欠

損速度の小さい領域は低周波地震の分布と整合的であることが初めて示された。 

   北海道千島海溝沿いの沈み込みプレート境界で，GNSS データを用いた短期的ゆっくり滑り

の網羅的検出を行ったところ，検出できたイベント数は約 20年間で２回だけであり，この領

域では短期的ゆっくり滑りは珍しい現象であることが示された。 

2011 年東北地方太平洋沖地震発生前の相似地震カタログから東北沖プレート境界上の準静

的滑りの時空間的変化を推定した結果，福島県沖における 2008 年からの長期的ゆっくり滑り

の時間推移，2011 年東北地方太平洋沖地震の半年程前から震源より北側で発生した滑りの加

速とその南への伝播が捉えられた。 

フィリピン海プレート上面における滑りの時空間発展をGNSSデータを用いた時間依存イン

バージョン解析により推定するとともに，波形相関を利用した解析手法によりプレート境界

地震の検出を行った。その結果，ゆっくり滑りの滑り速度と地震の発生個数及びゆっくり滑

りの伝播と地震の震源の移動の間には強い相関が見られ，群発地震活動がゆっくり滑りによ

る応力変化によってトリガーされたことが示された。また，房総半島沖では 2011 年東北地方

太平洋沖地震の直後にゆっくり滑りが発生していたこともわかった。房総半島ではこれまで

群発地震を伴うゆっくり滑りが約６年間隔で発生してきたが，2011 年東北地方太平洋沖地震

後，その発生間隔は一旦７か月まで短くなってから少しずつ延びており，この地域の準静的

滑り速度の時間変化を示唆する。 

相似地震及び地殻変動データから，北海道〜関東地方の沖合のプレート境界断層の広い範

囲で，周期的なゆっくり滑りが発生していることを発見した。このゆっくり滑りの発生間隔

は地域によって異なり，１〜６年の場所が多かった。また，その発生に同期してその地域の M

５以上の地震の活動が活発化しており，2011 年東北地方太平洋沖地震が発生した時期にも，

三陸沖ではゆっくり滑りが発生していた。周期的なゆっくり滑りが発生しているときに大地

震が起こりやすくなる傾向を活用すれば，それを地震・地殻変動観測で検知することによっ

て，大地震発生時期の予測の高度化に貢献できる可能性がある。  

広帯域地震観測網で得られた地震波形の相関から，南海トラフ及び南西諸島海溝の近傍で

発生する浅部の超低周波地震を検出した。その結果，その発生頻度は紀伊半島沖～四国沖で

低く，日向灘・南西諸島と南西に向かうにしたがって高くなることがわかった。この傾向は，

相似地震から推定される準静的滑り速度の地域性と高い相関があり，大きな滑り速度が浅部

超低周波地震活動を活発化させている可能性を示す。 

2003 年及び 2010 年に発生した豊後水道長期的ゆっくり滑りに伴う微動活動の活発化を詳

細に調べたところ，微動活動域は約 25 km/年の非常にゆっくりした速度で豊後水道から内陸

方向に伝播したことが明らかになり，長期的ゆっくり滑りがその深部側で発生する微動活動

に影響を及ぼしたことがわかった。 

GNSS データを用い，九州から南西諸島における短期的ゆっくり滑りの発生状況を系統的に

明らかにした。九州では四国のゆっくり滑り発生域の南西部延長（深さ 30～40km）で発生し

ているが，その数は南西ほど少なくなること，また，琉球海溝沿いでは，種子島沖，喜界島

沖，沖縄本島南部沖，八重山諸島において短期的ゆっくり滑りの活発な領域が見られ，八重

山諸島を除いた３領域の発生深度は 10～30kmと浅いことがわかった。  

   過去に南海トラフで発生した巨大地震の多様な発生様式やゆっくり滑りについて，数値シ

ミュレーションにより観測事実を説明するモデルが構築された。また，南海トラフ全域につ

いて，地震サイクル間におけるゆっくり滑りの発生を再現する数値シミュレーションを行っ

た結果，地震サイクル前半から中盤にかけては短期的ゆっくり滑りの発生間隔が減少するが，

サイクル後半では，長期的ゆっくり滑り発生により短期的ゆっくり滑りの発生間隔は大きな

擾乱を受ける結果が得られた。 
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日本海溝域に関しては，2011 年東北地方太平洋沖地震だけでなく，それまでに発生した M

７クラスの宮城県沖地震を含む過去の大地震，2011 年東北地方太平洋沖地震の前震・最大余

震・余効滑りを再現できる様々な摩擦パラメータのモデル群を構築し，次の宮城県沖地震の

発生が平均の繰り返し間隔から予測されるよりも早くなる可能性が示された。 

   東北地方太平洋沖地震の余効滑り発生領域では，データ同化実験のための３次元物理モデ

ルの構築や断層摩擦特性推定手法の開発を行った。余効滑りに適合するプレート境界面の摩

擦特性を計算したところ，摩擦特性の空間変化や滑り速度依存性を考慮する必要性が示唆さ

れた。摩擦構成則に基づく断層滑りのシミュレーションにおいて，データ同化法を用いて摩

擦パラメータを推定する手法を，摩擦パラメータが空間的に不均一である場合にも適用可能

な手法に拡張し，2003 年十勝沖地震後に GNSS で推定された地震後の余効滑り速度に適用し

た。得られた摩擦パラメータの空間分布を用いて，その後の余効滑りの時空間発展を予測し

た。さらに，摩擦パラメータと初期条件を同時推定する手法として，データ同化手法をゆっ

くり滑りに対して適用するための数値実験を実施し，精度の良い推定に必要な地殻変動観測

点分布やデータ量を求めた。 

   気象庁による南海トラフ沿いの面的監視処理では，2011年東北地方太平洋沖地震の余効変

動を除去した GNSS観測データを用い，監視範囲を変更して，東海の長期的ゆっくり滑りを検

出しやすくした。また，体積ひずみ計の降水補正についての改善手法を開発した。  

イ．地殻ひずみ・応力の変動 

微小地震の発震機構解に基づき上町断層帯周辺における詳細な応力場推定を行った。推定

された応力場と断層深部形状を考慮すると，断層帯中央部や南部に比べ，北部の活動性が低

いと推定された。 

南アフリカの鉱山で起こった Mw2.2 地震の発生前後に断層周辺で採取したボーリングコア

を新しい応力測定法で解析し，地震前後や断層と地質構造との位置関係によって有意に異な

る応力値を得た。 

ウ．地震活動評価に基づく地震発生予測・検証実験  

これまでの発生履歴と統計モデルに基づいて，日本海溝沿いの小繰り返し地震の予測可能

性を調査したところ，2010 年までに限れば良好な予測成績が得られることがわかった。地震

活動の特徴から前震である可能性の高いものを選別する手法を群発活動が特徴的な伊豆地域

に適用し，予測性能が検討された。2011 年東北地方太平洋沖地震の滑り域での地震活動の時

間変化を見ると，地震後しばらく高くなっていた b 値がほぼ平常値に近いレベルまで戻って

いることがわかった。 

地震活動予測手法の比較検証を目的とする CSEPと連携し，検証に用いる地震活動データベ

ースなどの共通基盤を整備し，地震発生の統計モデル・物理モデルに基づく地震活動予測手

法の開発や，異なる予測手法間の比較実験が実施された。2011年東北地方太平洋沖地震後は，

どのモデルでも総地震数の予測成績が相当低下し，統計モデルにまだ改善の余地があること

が明らかになった。モデルの優劣を客観的に評価する体制を構築するという目的はほぼ達成

された。 

   地震活動度を定量的に評価するために ETAS モデルでは余震の影響を取り除くことが標準

的に行われているが，そのモデルパラメータの時空間的な変化を推定することは難しい。そ

こで，地震活動の特徴に基づき日本列島域を多数の区域に分割し，それぞれの区域で適切な

パラメータを統計的手法により推定した。また，余震活動に関して，応力変化と摩擦構成則

に基づく物理的なモデルが提唱されているが，実際の余震への適応においては ETASのような

経験的な統計モデルに及ばないとされてきた。この物理的モデルを，「全ての地震が余震を引

き起こす」という仮定を取り入れ改良したところ，余震の観測事実の説明では，ETASには及

ばないまでも大幅な改善がみられた。 

 

え．今後の展望 

   これまでに，巨大地震の震源域近傍で発生した様々なプレート境界の滑り現象を包括的に

説明できるモデルが構築され，プレート境界の摩擦特性の不均一性に関する研究が進んだ。

一方，新しく北海道から関東にかけた広い範囲で周期的なゆっくり滑り現象が観測され，地
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震活動の活発化との相関も見られている。今後，広範囲な周期的ゆっくり滑り現象が定常的

プレート運動の周期的擾乱としてモデル化され，複雑なプレート運動の理解が進めば，地震

発生予測につながる可能性がある。 

上記のように発生域や時定数が異なる様々な滑り現象が観測されているが，これら多様な

滑り現象の理解を滑りの予測につなげることを目指している。その際には，データから推定

された様々なプレート境界滑り現象を包括的に説明できる摩擦パラメータの分布モデルを観

測誤差に応じた幅をもって推定し，そのような摩擦パラメータ分布モデル群を用いて将来の

プレート境界の滑りを予測する必要がある。2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域近傍で観

測された様々な滑り現象を数値シミュレーションで再現できる摩擦パラメータモデル群を作

成し，これらから次の宮城県沖地震の発生時期の予測分布を得た成果は，今後の予測の方向

性を示した。一方で，地殻変動観測データを数値シミュレーションに同化させ，摩擦パラメ

ータや初期条件を推定し，プレート境界での滑りを予測し，その予測精度を評価する手法の

開発も進んだ。今後，シミュレーションと観測データの比較から物理量やモデルパラメータ

を適切に推定し現実的な予測を目指すためには，数値シミュレーションのデータ同化手法の

高度化だけでなく，数値実験により，海溝軸からどの程度の距離でどの程度の観測点間隔で

地殻変動観測・地震観測等を実施し，どの程度の観測精度が必要であるかを明らかにしなけ

ればならない。また，それに応じた観測点配置や観測量を得るためには，どのような技術を

開発しどのような調査観測を実施すべきかを総合的に考えながら研究を進めることが必要と

なる。そのためには，これらに関係する研究者間またはグループ間で最新の研究に関する情

報交換ができる体制を構築する必要がある。 

また，過去の地震活動の評価から地震活動を予測するための研究にも進展があった。余震

活動の物理モデルが改良され，余震の発生系列を統計的モデルとほぼ同程度に説明できるよ

うになってきた。統計的モデル間の優劣を客観的に評価する手法もととのった。今後，さら

に地震活動の物理的理解を取り込みながら統計的モデルを高度化する研究を発展させていく

必要がある。 

 

（３）先行現象に基づく地震活動予測 

あ．目的 

地震・火山噴火の予測のための研究の一環として，地震に先行すると報告されている現象

の統計学的検証と発現過程理解に基づき地震発生の中短期予測を目指す「先行現象に基づく

地震活動予測」の研究を行う。これまで地震の先行現象を観測したとの報告は多いが，内容

は非常に多様であり，それらの系統性は必ずしも明瞭ではない。ここでは先行現象の捕捉を

目指した観測を行い，これまでに得られているデータも含めて，観測された現象と地震の関

係の統計的有意性を評価し，その物理・化学過程を研究する。 

 

い．実施状況 

大学は，地震活動や電磁気現象，地球化学現象などの大地震に先行すると報告されている

種々の現象の観測を行い，それらと地震発生の相関を客観的に評価した。また，衛星データ

を利用して，電磁気現象と地震発生の関係を統計的に検証した。さらに，室内実験や数値シ

ミュレーションなどのモデリングを通じて，前震や地震発生に先行する電磁気現象の発生メ

カニズムを研究した。 

気象庁は，様々な地域の地震活動から客観的な異常を抽出し，本震発生予測の性能を評価

した。 

 

う．成果 

本震の震源近傍で数日前から先行して発生する微小繰り返し地震を，国内の複数の内陸地

震で見出した。国内の複数の地域において，地震活動のクラスタリングに着目した前震の事

前識別を行い，その予測性能を評価した。南アフリカ金鉱山内で発生した地震の震源域では，

本震に先行する地震活動がいくつかのクラスターに分かれており，一部のクラスターの活動

は本震発生直前に加速したことが明らかとなった。また，南アフリカ金鉱山では，微小地震
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発生域の準静的拡大が明瞭に観測され，岩石実験やシミュレーションで確認されている破壊

核形成過程に相当する現象である可能性がある。さらに，大きなアスペリティの内部に小さ

なアスペリティが存在する場合の破壊過程を数値シミュレーションにより調べ，前駆滑りの

規模と本震の規模の関係の多様性を明らかにした。 

大地震に先行する中期的な変化としてよくとりあげられるものに，地震活動の静穏化があ

る。この現象を系統的に評価するために，1964年から 2012年までの日本列島周辺の海溝沿い

において，客観的基準により網羅的に静穏化現象を検出した。10 年以上継続する長期静穏化

は 11回発生し，うち３回は巨大地震に先行した。特に，2011年東北地方太平洋沖地震の震源

域では，2002年頃開始した長期的ゆっくり滑りと 1989 年から 2000 年にかけての静穏化領域

がほぼ同じ場所であることから，両者が密接に関連している可能性がある。また，国内の大

地震を対象に地震活動の静穏化・活発化解析手法を適用した結果，静穏化事例の約８割で地

震発生前までに静穏化領域が破壊領域を囲む現象が見られた。この他，1984年から 2011年東

北地方太平洋沖地震直前までの日本列島周辺の地震活動に対して，臨界現象の時系列解析を

行ったところ，対象期間中に６回発生した M7.6以上の浅発地震すべてに対するものを含め９

回の異常が検出された。地震活動の異常は本震に数か月先行して発生した。 

電磁気先行現象に関しては，局所的な地電位の異常が地震に先行する傾向の統計的有意性

を，神津島の 1997 年から 2000 年の活動に対して示した。また，三宅島の火口付近で繰り返

し発生したパルス状の超長周期地震波に同期して全島で観測された地電位の変化が，地震に

伴うひずみが起こす水流による界面動電現象で定量的に説明できることが示された。 

電離層に現れる先行現象に関しては，日高山脈を挟んだ VHF 電波の伝播異常について客観

的基準を用いた網羅的検出を行い，地震発生に数日先行する傾向の有意性を示した。また，

先行時間の短さから，本震破壊の開始への密接な関与が推察される現象の一つに，巨大地震

の一時間程度前に見られる電離層全電子数の変化がある。この現象について，津波による擾

乱を受ける地震後のデータを用いない手法でも，解析を行った世界の M8.2以上の巨大地震８

例全てについて同様の異常が検出され，主に太陽活動に起因する平時の電離層異常の発生率

を考慮しても，地震に先行する傾向が統計的に有意であることが示された。さらに，本震が

大きいほど，異常の振幅が大きいことがわかった。また，電離層異常のメカニズムとしてよ

く使われる正孔電荷による電流について，圧縮によって岩石中の正孔濃度が激増することを

岩石実験により直接的に示した。 

大気中ラドン濃度について，全国のモニタリングネットワークを構築し，気象要素による

変動を補正する手法を開発した。また，地下水中の様々な化学種の濃度を自動連続観測する

装置を開発した。また，中伊豆観測点の地下水中ラドン濃度について，2011 年東北地方太平

洋沖地震に数か月先行する顕著な増加を捉えた。 

 

え．今後の展望 

確率表現を用いて地震発生予測を定量化することは世界的な流れであり，本計画でも強く

意識されている。様々な先行現象候補が検討されており，多くの課題で観測事象と地震発生

の関係が，否定的な結果も含めて定量的に表現された。系統だった網羅的な検証はまだ一部

に限られているため，今後，先行現象の対象を拡げていくことが重要である。また，先行現

象のメカニズムの解明においては，先行現象が反映するものが，本震破壊の準静的な開始に

よるものか，地震発生の準備が整ったことを示すのか，あるいは，本震のトリガーとして働

いているのかを峻別することが望ましい。 

先行現象に関しても予測の試行を通じた確率論の枠組みでの評価が浸透してきており，地

震発生予測を確率化する方向性が示されている。当該情報の社会的価値を冷静に議論するた

めにも，地震発生予測の定量化及び予測成績の定量的な評価を充実していく必要がある。 

 

（４）事象系統樹の高度化による火山噴火予測 

あ．目的 

   これまでに作成されてきた噴火事象系統樹と同様に，過去の噴火履歴とマグマ系の変遷の

情報をもとに，近年も火山活動が活発であり，噴火が発生した場合の社会的影響が大きいと
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考えられる複数の火山を選択し，新たに噴火事象系統樹を作成する。また既存の噴火事象系

統樹を高度化するために，噴火履歴やマグマ進化データ，地震や地殻変動データに関する新

たなデータを収集し，噴火事象系統樹の高度化を目指す。さらに事象の分岐点について，過

去の観測データによる経験，理論・実験的な予測等に基づき，事象分岐の判断方法をまとめ

る。 

 

い．実施状況 

本研究計画開始時点から蔵王山の地震活動や地殻変動が活発になり，噴火の可能性が指摘

されるようになった。そのため大学は当初の計画にはなかった蔵王山の噴火事象系統樹を作

成することとした。まず，噴火履歴，噴火様式，古記録から見た噴火活動，マグマ変遷及び

最近の地球物理学的観測に関して，関係機関による研究集会を開き，その後に大学・産業技

術総合研究所・気象庁からなるコアメンバーにより，噴火事象系統樹を作成した。また，当

初計画した火山では，有珠山，浅間山及び十勝岳に関して大学，気象庁，産業技術総合研究

所及び北海道立総合研究機構による研究集会を実施し，噴火事象系統樹作成に必要なデータ

を蓄積し，有珠山と浅間山について噴火事象系統樹を作成した。  

大学は，雲仙岳，モンセラート島（スーフリエール・ヒルズ），シナブン山，伊豆大島，三

宅島，霧島山（新燃岳），御嶽山，口永良部島，雌阿寒岳，ストロンボリ山，エトナ山などに

ついて調査した。地震・地殻変動観測，電磁気学的観測，火山ガス観測の結果を過去の文献

等（論文，報告書など）をもとに，噴火事象・観測量の時系列を作成し，電子ファイルとし

てまとめた。 

防災科学技術研究所は，16火山において基盤的火山観測網やリモートセンシング技術によ

って得たデータを国際データベース WOVOdat に蓄積し，他の火山との比較を行った。また，

火山の噴火様式や推移予測，火山活動分岐判断に必要なパラメータとなる地震活動や地殻変

動の解析を霧島山，口永良部島，箱根山等で行った。また，火道内のマグマ挙動の数値シミ

ュレーションをおこない，噴火の過程を検討するとともに，2011 年東北地方太平洋沖地震や

その誘発地震を事例とした巨大地震発生に伴うマグマへの影響評価に関する数値シミュレー

ションを実施した。 

 

う．成果 

蔵王山は近代観測網により噴火活動が観測されていない火山であり，噴火事象系統樹を古

記録と地質調査による噴火履歴・様式に関するデータを基に作成した初めての事例である。

そのため事象分岐に確率を付与することはできなかったが，これまでの噴火活動事例を整理

し，発生の可能性の大小を示した事象系統樹を試作した。現在，火山活動は低下しており，

試作した噴火事象系統樹を現場で試用することはなかったが，国内に多くある噴火の観測事

例を欠く火山での，噴火事象系統樹作成の指針となった点は評価できる。 

一方，有珠山及び浅間山は近代的観測が始まった 20世紀入って以降も噴火活動が頻発して

おり，その観測網も日本で最も高性能・高密度である火山の一つであり，噴火事例だけでは

なく，浅間山では噴火未遂事例も複数観測されている。さらに地質学的な研究も進んでおり，

完新世あるいはそれより古い時期からの噴火履歴がよくわかっている。このような恵まれた

条件の中で作成された噴火事象系統樹は，分岐での確率を示すことができた。加えて特筆す

べきことは，浅間山では最近の地殻変動観測結果をもとに，前兆現象が観測された後の噴火

未遂と噴火発生の分岐確率を示したことである。その意味で，現時点では最も高度な噴火事

象系統樹が作成されたと考えられる。 

国内外の活動的火山の噴火事象・観測量の時系列データベースを検討した結果，より大き

な規模の噴火に分岐する前やマグマ噴火の開始前には，山体膨張の発現，地震活動やガス放

出の活発化，全磁力の変化などが多くの場合に見られ，このような観測量のモニタリングが

分岐判断に有効であることが確かめられた。一方で，観測項目によっては，噴火直前に変化

しない例があることもわかった。この結果を踏まえ，重要な分岐現象と噴火予測の判断基準

を考えるために，これまで国内外で作成されてきた噴火の事象系統樹をレビューした。 

火山活動分岐判断に関しては，マグマ噴出率変化とマグマ溜まり圧力変化の同時観測によ
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って，爆発的噴火への遷移過程を直前予測できる可能性があることを示した。また，静岡県

東部地震の影響による富士山のマグマ溜まりの変動量を評価し，応力変化として 0.1～1.0MPa

程度，変位量として数㎝程度であることを明らかにした。 

 

え．今後の展望 

    噴火履歴を基にした従来型の噴火事象系統樹は，分岐判断基準に欠けるという問題点はあ

るが，自治体や住民が火山活動を俯瞰的に理解するという点では必要不可欠な情報である。

今後も噴火履歴データ等の蓄積に応じて，新たな火山での系統樹の作成や既存の系統樹の改

訂を進めていくべきである。一方で，本研究成果を含めた火山学的知見を活用して，事象分

岐の条件や論理を明らかにすること，さらに理論的あるいはシミュレーションによって予測

を行うことに今後は重点を置くべきであろう。そのためには，噴火活動の観測事例の豊富な

複数の火山で，観測データの特徴や噴出物の解析などを進め，事象分岐基準について議論を

進めることが重要である。 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究  

（１）地震・火山噴火の災害事例の研究  

あ．目的  

強震動，津波，火山灰・溶岩の噴出などといった自然現象としての災害誘因が，地形・地

盤など災害の自然素因のみでなく，災害への曝露人口，建造物の脆ぜい弱性，社会の回復力

などの社会素因とどう結び付いて災害を出現させたかを，近代的な観測や調査データ，近代

観測開始以前の史料に残る地震・津波・噴火の記載に基づき長期的視野をもって明らかにす

る。近代的な観測・調査データや史料より，地震・火山災害の特性や地域性を明らかにし，

データベース化を図るとともに，地震・火山噴火による災害と社会環境の関係を明らかにす

る。さらに，国内外の事例研究により社会の地域的特性と地震・火山災害との関係を明らか

にする。 

 

い．実施状況  

（史料データベースによる災害と社会環境の関係解明） 

  大学は，史料データベースの構築・解析を行いながら，過去の災害事例をモデルケースとし

て，当時の人々の対応や教訓などを分析した。その際，史料が多く存在し，当日の地震対応の

様子を総合的に描くことができる江戸時代の 1703 年元禄関東地震と 1855 年安政江戸地震の災

害対応を分析対象とした。 

（社会の地域的特性に基づく地震・火山災害事例の知見集約・発信化） 

大学は，新潟県を事例に，地域特性を持つ過去の災害事例について，焼山火山災害，新潟地

震，平成 16年（2004年）新潟県中越地震（以下，「2004 年新潟県中越地震」），平成 19年（2007

年）新潟県中越沖地震等の評価・検証を行った。特に研究初年度の平成 26 年度は，新潟地震

50周年，焼山火山災害 40周年，2004年新潟県中越地震 10周年という契機の年であったために，

火山・地震災害の被害やその後の復旧状況を評価・検証した。 

大学は，イタリア，アメリカ，イギリスなどにおいて現地調査を行い，当地における地震動

の長期予測情報のリスク・コミュニケーション手法について検討を行った。特にイタリアの 2009

年ラクイラ地震についての現地調査では，地震発生に際して地震学者の情報発信のあり方と市

民とのリスク・コミュニケーション事例について分析を行った。 

 

う．成果  

（史料データベースによる災害と社会環境の関係解明） 

大学は，元禄関東地震と安政江戸地震についての史料から，当時の幕府の災害対応において

は，日光東照宮への地震伺いといったような幕藩体制の維持に重きが置かれており，また多元

的な権力構造が江戸城中心の災害対応に何らかの支障を来していたことが考えられ，現代のよ

うな被災者の救済とは異なる優先度が付けられていたことが推定された。 

（社会の地域的特性に基づく地震・火山災害事例の知見集約・発信化） 
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大学は，新潟県と共同で，2004年新潟県中越地震における経験と教訓を科学的な知見とする

ための活動を実施し，その成果として得られた災害知見を「次代の災害復興モデルの構築を目

指して～にいがたからの知見の教訓と発信～」として，(1)中山間地域の住宅再建，(2)農業を

中心とした産業復興，(3)経済の活性化，(4)中山間地域を含む被災地における生活再建，(5)

他地域への効果的な普及方策の検討，(6)広域的なコミュニティーの創造，の観点でまとめて発

信した。2004 年新潟県中越地震と 1995 年兵庫県南部地震の復興過程を被災者の主観的評価か

ら検証したところ，中山間地と都市という違いがありながら復興の時間変化に共通性が見られ

るなど日本社会における復興の構造に一般性があることが明らかになった。 

  大学は，2009 年ラクイラ地震について分析を行ったところ情報を発信する地震学者と市民と

のリスク・コミュニケーションの手段が限定的であったことと，情報を統括・整理・更新する

公的機関の脆弱性がリスク・コミュニケーションに影響を与えていたことがわかった。 

 

え．今後の展望 

  これまでの計画では，自然科学を中心に災害誘因の解明に焦点をあてた地震・火山研究が行

われてきたが，本計画を災害科学の一部としてとらえた場合，これに加えて，人文・社会科学

を巻き込んだ災害誘因・災害素因の双方の観点から地震・火山災害研究も視野に入れて進めて

いく必要がある。特に，過去の地震・火山噴火の理学的側面の現象解明は多く行われているも

のの，過去の災害事例の人文社会科学的な側面については現象解明がほとんどなされておらず，

過去の災害事例を温故知新として，自然現象の発生過程だけでなく，社会現象としての災害に

ついて明らかにする必要がある。 

具体的には，前近代の地震・災害については史料の分析により，最近の地震・火山災害につ

いては被災者への質問紙調査などの社会調査によって，災害誘因が災害素因とどのように結び

ついて災害を引き起こしたかを解明する。そのために，例えば，災害時の市民の心理・行動や

政府の災害対応などを調べることが必要である。また，2016年熊本地震の例などから示唆され

るように，地震・火山災害からの復旧過程の研究では，災害を引き起こした地震・火山噴火発

生後に引き続く中・長期的な地殻活動（余震や継続する噴火など）の影響を検討することも重

要である。 

本研究計画実施中にも，2014 年御嶽山噴火や 2016 年熊本地震など，人的被害を伴う地震・

火山災害が発生している。これらの新しい災害事例の研究も含めながら，これまでの災害事例

の検証を丁寧に行い，知見の集約化と効果的な発信手法を提案することが望まれる。そして本

研究計画によって導出・提案された知見・発信手法をもとに，一般市民，行政の災害担当者の

防災リテラシー（災害に立ち向かうために必要な能力）を向上させるための防災教育や，災害

研究者を目指す大学院学生などの教育カリキュラムの構築，災害科学の体系化へと昇華させて

いくことが望まれる。 

 

（２）地震・火山噴火の災害発生機構の解明  

あ．目的  

地震・火山噴火による災害誘因が災害素因に与える作用力だけでなく，自然環境や社会が

受ける損傷，破壊などの影響，災害による経済機能の低下，被害拡大，社会混乱などの社会・

経済的影響の波及効果を検証し，災害発生機構を解明し，誘因と素因の関係において，防災・

減災に資するための誘因研究の新たなモデルを構築する。具体的には，①人口密度が高い堆

積平野・堆積盆地を対象にして，地震災害発生機構を多面的に分析する，②地域防災対策へ

の貢献のために，火山災害発生機構を解明する，③歴史的に繰り返す災害による社会的な要

因の変化を災害発生機構から検証する，等の調査研究による成果を導出する。 

 

い．実施状況  

大学は，「人口密度が高い堆積平野・堆積盆地を対象にした地震災害発生機構の多面的解明」

について，国内外の堆積平野・堆積盆地における強震記録データベースの増強を開始し，特

に国内では諏訪盆地，国外ではカトマンズ（ネパール）を対象として，地震波の増幅特性の

地形等の効果を調べることにより，地震災害発生機構の多面的な分析を実現した。「地域防災
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対策への貢献に資する火山災害発機構の解明」については，火山の前駆活動及び噴火推移の

事象の発現に沿った避難計画策定の可能性について検討し，また降灰の長期的影響について

交通ネットワークの復旧分析を実施した。「歴史的に繰り返す災害による社会的な要因の変化

による災害発生機構の検証」では，東日本大震災の被災地において，被害から明らかとなる

脆弱性に規定された長期的土地利用の変化を検証し，南海トラフ巨大地震の被災想定地域に

おける脆弱性と事前復興対策について分析した。 

 

う．成果  

「人口密度が高い堆積平野・堆積盆地を対象にした地震災害発生機構の多面的解明」につ

いて，国内では，諏訪盆地で観測される地震波解析の結果として，地震動増幅特性の把握に

効果的な盆地端部のペア観測点を見出した。また，国外では，ネパール国カトマンズ盆地に

おいて，マグニチュード５程度の地震動記録を収集・解析することで，既往の距離減衰式と

調和的であることが確認できた。 

「地域防災対策への貢献に資する火山災害発機構の解明」については，2011年霧島山（新

燃岳）噴火の降灰を事例として，降灰量と道路通行規制の有無の関係を機能的フラジリティ

曲線で近似し，降灰量に対する通行規制の確率分布を求めた。このモデルでは，目的関数を

道路の清掃時間，交通量，交通量の低下率の積を対象とするすべての道路について和を取っ

たものとして最適解を求めた。また，桜島噴火を事例として，地盤変動から推定されるマグ

マの貫入速度に応じた噴火規模や様式を想定し避難計画案を策定した。 

「歴史的に繰り返す災害による社会的な要因の変化による災害発生機構の検証」において

は，津波の被災地において，歴史的土地利用の変化パターン（暴露性の高まり）と土地利用

の変化メカニズム（脆弱性の進展）に着目し，農村的土地利用の都市的土地利用への転換（都

市化），未利用地の都市的土地利用への転換（高度化）を空間形態に基づいて可視化・解明

した。 

 

え．今後の展望  

地震・火山災害発生機構の解明のためには，災害誘因だけではなく災害素因についても研

究し，誘因と素因の相互作用を理解する必要がある。例えば，震源での地震波の発生や複雑

な地殻構造での地震波の伝播，地形・地盤等の自然素因が地震動や地滑りに及ぼす影響など

の理学的研究に加え，建造物等への影響や構造物被害等による経済的損失を考慮して，総合

的に災害を予測する際に，地震学の成果がどのように貢献するかを検討することは，災害予

測の高精度化に資する研究につながると考えられる。 

火山噴火による降灰が道路交通に及ぼす影響の評価や，桜島火山の噴火予測に基づく避難

計画の検討は，災害誘因と災害素因をともに考慮して災害軽減の方策を検討するうえでは重

要な成果である。これらの手法を他の火山に適用することを検討するとともに，降灰や噴火

の予測精度の向上が災害軽減にもたらす効果の評価なども研究すべきである。 

 

（３）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化  

あ．目的 

地震・火山噴火による災害軽減に資するため，地震や火山噴火に伴う地震動，津波，地滑

り，山体崩壊などを，地震や火山噴火前に高精度に評価する手法を開発する。そして，本計

画で得られる地震発生や火山噴火の理解や，地下構造モデルなどの最新の研究成果を利用し

て，災害誘因の事前評価を行う。 

 

い．実施状況 

（地震動予測） 

大学は，プレート境界地震及び内陸地震やスラブ内地震において，地震波を強く発生する

場所の事前推定を目指し，地震波形逆解析などの震源過程解析手法を用いてアスペリティ領

域（大滑り域）や，強震動生成域の高精度マッピングを行い，過去の大地震の解析事例を増

やした。 
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大学は，地震動の増幅に大きな影響を持つ堆積層地盤を調べるため，探査や観測を行った。

また，平野や盆地の堆積層構造や，スラブの不均質構造を含む３次元不均質構造モデルにつ

いて，地震波伝播の数値シミュレーションを実施し，複雑な地下構造内を伝播する特徴的な

地震波の再現や，観測との比較に基づく地下構造モデルの検証・更新，過去の大地震の地震

動の再現や将来発生する可能性のある大地震による地震動予測を行った。 

（地滑り予測） 

大学は，地滑りを起こし得る斜面や人工盛土で地震動や間隙水圧などの観測を行い，土質

や地形に応じた地震応答特性を調べた。さらに，地滑りの調査を行い，発生状況や地滑り面

の地層を明らかにした。 

（火山灰や溶岩噴出の予測） 

気象庁は，火山の大規模噴火時の降灰予測において，日々変化する気象場の影響を検討し 

た。 

 

う．成果 

（地震動予測） 

2011 年東北地方太平洋沖地震の震源解析では，近地強震動，遠地実体波，地殻変動，津波

等の単独の観測データ，または，それらの統合データによる解析が行われた。周期 10秒以上

の長周期地震波形や津波波形データの解析からは，破壊開始点付近から海溝よりの浅部に大

きな滑りをもつ，広大な滑り域が推定された。 

その他，震源破壊過程解析により，国内外で発生した大地震の断層面上の大滑り域や強震

動生成域のマッピングを継続的に進めた結果，これらと地震の規模の関係が高精度化された。

加えて，断層破壊伝播速度が S 波速度を超え強い加速度を生み出す地震や，強い揺れを伴わ

ない津波地震，高周波数の地震波放射が極めて小さい地震など，断層破壊現象の多様性につ

いても知見が蓄積された。 

関東平野の地震基盤の非対称な形状が地震動にもたらす影響を調べるため，同規模の地震

が新潟県中越地方で発生した場合と，福島県東部で発生した場合について地震波伝播の数値

シミュレーションを行った。その結果，福島県東部に設定した地震の地震波は基盤深度の変

化が緩やかな北東方向から入射するため長周期地震動の振幅は小さく，新潟県中越地方に設

定した地震の場合の３分の１以下になることが確認された。 

大阪堆積盆地北西部の観測点における中小地震記録に見られる孤立的な後続波群の特徴を

波形解析と地震動シミュレーションにより調べた。後続波群は地表と堆積層／地震基盤の境

界間の多重反射 S 波であり，基盤の３次元的形状の影響で震動卓越方向が変化していくこと

を明らかにした。また，大阪堆積盆地を伝播する中小地震の地震動シミュレーションにより，

盆地内を伝播する後続波の評価に重要な堆積層減衰定数の推定や，現状では地下構造モデル

の不十分な区域の把握を行った。 

異常震域の原因となるスラブ内のラミナ状不均質構造とその起源を調べるため，太平洋プ

レートを伝播する地震波を調べ，年代が古く厚いプレートほど高周波数地震動の散乱が強い

こと，ラミナ構造は海洋プレートが海嶺で生成される際に既に形作られているがプレート年

代が古くなるとともにその厚さが増すことがわかった。 

大地震の地震動や津波の発生過程の理解と，強震動・津波の事前予測に有効なシミュレー

ション技術にも大きな進展があった。京コンピュータを用いて 2011 年東北地方太平洋沖地震

の強震動，水中音波，地殻変動の同時シミュレーションが行われ，複雑な断層運動に伴う強

震動と津波の生成過程の評価が進められた。2015 年小笠原諸島西方沖の地震の３次元構造モ

デルによる日本列島の地震動のシミュレーションでは，同地域の過去に発生した深発地震よ

り震源が深かったために従来とは異なる異常震域分布となったことを再現することができた。 

（地滑り予測） 

首都圏の丘陵地帯の人工盛土における地震観測により，地山に比べて揺れの大きさが増幅

され，特に S 波の上下動成分において特定の周期帯の地震波が顕著に増幅するなど，特徴的

な地震応答特性が確認された。2011 年東北地方太平洋沖地震など過去の地震でも，排水設備

が不十分だったり，締固めの悪かったりした盛土が，大振幅地震動により地盤崩壊や液状化
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を起こしており，人工盛土の地震動応答の解明は崩壊予測の高精度化に資するものである。 

火山地域での地震による地滑り被害研究のレビューを行い，最も甚大な被害は降下火砕物

の崩壊性地滑りによるものであることを確認した。そのような地滑りの例として，1949 年今

市地震による火山地域の崩壊性地滑りの調査を行った結果，この地震及びこの地震以前の多

数の崩壊性地滑りを確認した。また，深い地滑りの滑り面は自然含水量が高い火山礫層に当

たり，地震によって地滑りが始まると滑り面付近に高い過剰間隙水圧が発生し，高速長距離

地滑りになりやすいことがわかった。 

（火山灰や溶岩噴出の予測） 

大規模噴火時の降灰予測に気象場の変化が与える影響を調べるため，1707 年富士山宝永噴

火及び 1914年桜島大正噴火を想定した降灰シミュレーションを毎日行い，その日の気象場に

基づいた計算結果を蓄積している。桜島大正噴火を対象とした計算では，気象条件によって

は東北地方や北海道まで降灰が到達することが予測された。 

 

え．今後の展望 

地震・火山噴火の災害誘因である，地震動，地殻変動，津波，火山灰降下，地滑り現象の

事前予測のアウトプットは，観測体制の強化，事例解析の深化や増大，数値シミュレーショ

ン技術の高精度化により，非常に高度化している。また，工学研究が増強されたことにより，

事前予測のアウトプットがどのような災害につながるのかについても具体像が示されるよう

になりつつある。しかし，地震も火山噴火も複雑な地殻構造の中で起こる非線形現象であり，

発生時や発生過程の詳細など，予測精度を上げるのが難しい要素も多い。そのため，現状の

事前予測には大きな不確定要素が内在し，それが事前予測結果を利用しづらい原因にもなっ

ている。不確定要素の中でも，災害誘因の予測結果への影響が大きく，かつ，現状に鑑みて

次のステップとして妥当な要素をターゲットに据え，予測結果の幅を狭める努力を積み上げ

ていく必要がある。例えば，地震動の事前予測では，地下構造のより詳細なモデル化や，強

震動を特に強く発生する強震動生成域の形成要因などがターゲットになる可能性がある。一

方で，このような予測の現状を踏まえ，いつ，どこへ，どのような情報を発信すべきか，災

害への適確な備えに役立つ予測情報の形とその社会実装への具体的なロードマップを考えて

いく必要がある。 

 

（４）地震・火山噴火の災害誘因の即時予測手法の高度化 

あ．目的 

  地震発生後の地震波・津波などの観測データや，それらから速やかに推定される震源特性

などを用いて，強震動と津波の即時予測手法の高度化を行う。また，火山噴火の特性の即時

推定や，それらによる様々な災害の予知につながる方法を検討するとともに，火山灰の監視

技術の向上と，数値シミュレーションを用いた予測方法の高度化を図る。 

 

い．実施状況 

（震源特性の即時推定と地震動の即時予測） 

  大学は，数日以内の時定数を持つ地殻変動場を精密に捉えるため，GNSS解析の高精度化に

関する研究開発を進めた。キネマティック GNSS解析（kGNSS）における対流圏遅延と座標推

定値の分離能力の向上を試みるとともに，精密可動台の開発を開始し，リアルタイムキネマ

ティック（RTK）GNSSの精度評価を行った。 

  大学は，輻射伝達理論に基づく解析手法を用いて，九州地方の地殻における地震波の散乱

減衰と内部減衰とを定量的に分離推定し，その結果を使用して，モンテカルロシミュレーシ

ョンによる地震動エネルギー伝播の予測を行った。 

  国土地理院は，GEONETリアルタイム解析から得られる地殻変動データを用いて，矩形断層

モデルまたはプレート境界面上の小断層モデル(滑り分布モデル)等を即時推定する技術の

開発を行った。 

  気象庁は，地盤の増幅特性のリアルタイム補正，データ同化手法による震度分布の実況把

握及びその実況分布から波動伝播の物理に則って震度を予測する手法を組み合わせて実波
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形データに適用した。また，実波形データを用いた地盤の増幅特性を全国の観測点で推定し

た。  

  気象庁は，国土地理院と共同して，GNSSで観測された長周期地震動の解析によりモーメン

トテンソルを推定し，さらにそのモーメトンテンソル解と地殻変動に整合的な断層面を推定

する手法を開発した。また，データ同化手法を取り入れた，地震動の時間履歴推定法，粒子

フィルターや波形相関を用いた震源決定法，３次元速度構造を用いて高速に震源計算を行う

手法等を開発した。  

（津波の即時予測） 

  大学は，リアルタイム浸水予測手法の高度化のために，GNSS観測データのリアルタイム解

析による震源モデルの推定手法の利用や，沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波

の即時予測手法を遠洋津波波形観測データに適用することで，予測精度の向上を図った。ま

た，防災科学技術研究所で整備されつつある S-netの津波観測データを入力として津波数値

計算を実施する新しい数値計算手法の開発に取り組んだ。 

  気象庁は，房総沖の気象庁ケーブル式海底水圧計の近くに，高精度自己浮上式海底水圧計

を設置して観測を実施し，期間中に発生した福島県沖の地震（M7.0）に伴う地震動や津波に

よる圧力変化を観測し，得られた海底圧力データの周波数解析を行った。また，沖合で観測

された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システムについて，2011 年東北地方

太平洋沖地震の津波観測データを用い，その手法の改良を検討した。さらに，同システムの

予測結果を円滑に活用できるよう，統計的手法等に基づいて予測精度をリアルタイムに評価

する指標の開発を進めた。津波エネルギーの伝達過程を基に組み立てられた，津波の成長過

程を含めた全期間の振幅時間変化を説明するための数理モデルを用いて，各パラメータが津

波の挙動にもたらす効果の検討を行った。 

（火山噴火の特性の即時推定や火山灰の監視と予測の高度化） 

  大学は，桜島で噴火によって放出され，大気中を浮遊する火山灰の粒子密度の測定を実施

した。また，火山灰の粒子密度の連続測定を桜島の地上において実施した。噴煙粒子の形状

と落下速度の関係を明らかにすることを目的として，桜島で採取した噴煙粒子のサンプルを，

防災科学技術研究所の大型降雨実験施設内で自由落下させ，落下速度，形状，落下姿勢など

の噴煙パラメータを求めた。火山灰の量的把握を目的として，桜島噴火のレーダー画像を解

析し，反射されるレーダー電波の強さの時空間分布と降灰量を比較した。  

 大学は，噴火発生時にその情報をすばやく収集して解析する手法を開発するため，桜島に

おいて噴火直後の降灰を収集し，その画像データを取得して実験室におけるデータと比較し，

火山灰の単位面積当たりの質量や粒度と画像から得られる情報の関係を調べた。 

気象庁は，御嶽山噴火時の降灰域について，気象レーダーで抽出された噴煙高度の時間推

移を活用し，解像度の高い数値予報モデルを用いた領域移流拡散モデル（RATM）による予測

を行った。大規模噴火の過去事例として，1914年桜島大正噴火について，当時の噴煙高度や

降灰分布を整理し，RATM による火山灰拡散・降灰予測実験を行った。大規模噴火時に成層

圏に達した火山灰の輸送を予測する際に問題となる，高層で空気が希薄になることによる落

下速度の変化について，RATM を用いた検討を行った。３次元噴煙モデルによる計算結果をも

とに，2011年霧島山（新燃岳）噴火に特化した新しい噴煙柱モデルを構築した。  

 

う．成果 

（震源特性の即時推定と地震動の即時予測） 

 GNSS解析の高精度化のために，全球数値気象モデルから期待される６時間ごとの天頂湿潤

大気遅延量の予測値を用いた場合と，用いない場合について kGNSS を多数の観測点において

実施し，推定される湿潤大気遅延量に明瞭なオフセットが生じ得ることがわかった。これに

よって，全球数値気象モデルを用いることにより，kGNSS における座標値と対流圏遅延量パ

ラメータの分離能力を向上させ得ることがわかった。また，精密可動台を用いて kGNSSの精

度評価を行った結果，10mm 以下の精度で与えた動きを再現できることがわかった。  

輻射伝達理論に基づく地震波の分析により，九州地方の地殻では，散乱減衰及び内部減衰

が強い水平不均質を示すこと，特に火山体周辺で散乱減衰及び内部減衰が大きいことが明ら
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かになった。また，この分析によって得られた不均質減衰構造を使用したモンテカルロシミ

ュレーションによる地震動エネルギー伝播の予測は，均質構造を仮定した時よりも観測デー

タの再現性が良いことが確かめられた。  

  GEONET から得られるリアルタイム地殻変動データを用いて断層モデルを推定する手法を，

2003 年十勝沖地震時及び 2011 年東北地方太平洋沖地震時に得られた観測データと，南海ト

ラフ地震のシミュレーションデータに対して適用した結果，地震発生から３分以内に高精度

で断層モデルの推定が可能であることを確認した。 

  震源決定を行わず，地震動の観測結果と波動伝播理論に基づいて震度を予測する手法を，

2011 年東北地方太平洋沖地震，2004年新潟県中越地震，2014年長野県北部の地震で観測さ

れた実波形データに適用した結果，10～20秒後程度の近い未来の予測ならば，ほぼ実時間で

誤差１以内で震度予測が可能であることを確認した。  

  粒子フィルターに基づく震源決定手法，波形相関を用いたイベント検出法の評価試験を行

った結果，内陸地震については，一元化震源と比較して検知能力や震源決定精度が十分であ

ることが確認され，さらに海域の地震についても多くの地震の震源決定が可能であることが

確認された。 

（津波の即時予測） 

防災科学技術研究所の S-netの津波観測データを直接の入力として津波数値計算を実施す

る新手法の開発を行い，実際の S-net程度の観測点間隔に適用して長周期の大きな津波の再

現性などを確認し，S-netの観測点配置でも十分，即時津波予測が可能であることを示した。  

  沖合で観測された津波波形の逆解析に基づく津波の即時予測手法システムについて，海溝

付近の急峻な海底地形の水平変位によって生じる見かけの上下変位を考慮できるように逆

解析手法の改良を行い，実データへの適用を通してその有効性を確認した。津波エネルギー

の伝達過程を基に組み立てられた数理モデルを用いて検討した結果，減衰定数などのパラメ

ータによって津波の第一波到着から最大波出現までの時間に違いを生じることを確認した。 

（火山噴火の特性の即時推定や火山灰の監視と予測の高度化）  

 大型実験施設内で噴煙粒子を自由落下させる実験で，噴煙粒子の落下速度は，粒径と形状，

落下姿勢に依存することが確かめられた。これらの結果は噴煙のレーダー観測結果の分析に

役立つと考えられる。 

  噴煙高度が 5000mに達した 2013年８月 18日の桜島噴火のレーダー画像を解析し，反射さ

れる電波の強さの時間積算と地上時間降灰量との関係を調べた結果，まだ，一例ではあるが，

反射される電波強度から降灰量を求めることが可能であることが示された。 

  ライダー装置により，微弱な火山ガス放出時でも南岳火口上において火山ガスが冷却され

て形成された水滴及び硫酸ミストを検出することができた。散乱強度は火口から離れるにつ

れて低下するという空間分布から，約２km 付近まで微小粒子を追跡可能であることがわか

った。少数ではあるが，火山灰も検出することもできた。 

  桜島において，噴火直後の降灰の採取と，その画像データの分析及び実験室での再現実験

などにより，粒度がそろった状態の火山灰であれば，画像解析から火山灰の単位面積当たり

の重量を推測できる可能性が示唆された。 

  火山灰の落下速度の変化について RATM を用いた検討を行った結果，ミクロンオーダーの

火山灰の落下過程や広域に長期間浮遊する火山灰の輸送予測には，高層で空気濃度が影響す

ることを確認した。 

  ３次元噴煙モデルによる計算結果をもとに，2011 年霧島山（新燃岳）噴火に特化した新し

い噴煙柱モデルを構築し，数値予報モデルを組み込んだ火山灰輸送実験を行ったところ，従

来に比べ火山灰雲分布の再現性が向上することを確認した。  

 

え．今後の展望 

地震・火山噴火の災害誘因の即時予測においては，地震動，津波，火山灰の予測のいずれ

の分野においても，現象の発生源，現象の伝播あるいは拡散の過程，そして，それぞれの場

での災害誘因としての発現のそれぞれにおいて観測あるいは予測の技術を高度化させるこ

とが課題となる。従来は，これらの一連の流れで予測を行うことが基本であり，各段階での
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技術を高度化することが，災害誘因の予測の高度化に不可欠であった。しかし，近年の観測

技術や観測網の高度化により，必ずしも現象の発生源を精緻に把握しなくても，現象の伝播

あるいは拡散の過程での現象の把握と予測の技術を進化させることで，予測精度を向上でき

るようになった。 

例えば，現在，実際に運用されている緊急地震速報は，地震計データを用いて即時に震源

を決定し，その震源からの地震波の伝播を距離減衰式で予測し，各地点の震度を地盤増幅度

を用いて算出している。しかし，近年の研究では，2011 年東北地方太平洋沖地震での課題を

踏まえ，震源位置の推定を必ずしも必要とせず，伝播途中の地震動の観測結果に基づき実況

把握を行い，それに基づいて波動伝播の法則にしたがってその後の地震動を予測するという

手法の研究が進められている。このような手法の利点は，震源域の広い巨大地震でも精度の

良い予測ができることであるが，一方で，即時予測の観点では，現象の途中経過から予測す

ることから，時間的な猶予がとりにくい不利な点もある。 

このように，今後の地震・火山噴火の災害誘因の即時予測の高度化のためには，それぞれ

の分野において，従来の発生源からの予測と，近年開発された実況把握からの予測を組み合

わせて，それぞれの利点を生かしていくことが重要となる。 

 

（５）地震・火山噴火の災害軽減のための情報の高度化  

あ．目的  

平常時における「災害啓発情報（特に，地震・火山噴火に関わる科学的情報）」，発災直前

の「災害予測情報」，発災直後の「災害情報（特に，地震・火山噴火がもたらす二次自然災害

の可能性）」，復旧・復興期の「災害関連情報（特に，当該災害を受けて今後の災害発生の見

通し）」など時には不確実さを伴う情報を災害軽減に有効に役立てるための方法を検討し，災

害素因の影響も考慮したリスク・コミュニケーションの方法論を研究する。 

 

い．実施状況 

（地震の長期評価・強震動ハザードマップなどの災害情報によるリスク・コミュニケーショ

ン手法） 

大学は，長期予測情報が災害軽減に有効に役立つためのリスク・コミュニケーションの方

法論の研究を行った。具体的には，調査会社にモニター登録する名古屋市内在住の一般市民

を対象に「住民の地震リスク認知や専門家に対する信頼がどのように変化するか」という問

題を実証的に検討するため社会調査を実施した。 

（火山の災害軽減のためのリスク・コミュニケーション手法） 

  大学は，北海道内の火山をモデルケースとして，火山災害を軽減するためのリスク・コミ

ュニケーション手法を提案するために，関係機関の各種観測情報などの火山防災情報を収

集・統合させてリアルタイムで表示する準リアルタイム火山情報表示システムを開発した。

開発したシステムは，北海道内の地方公共団体をモデルケースとして実装し，ユーザー側の

実用に即したシステムの評価・改良を図った。 

大学は，桜島をモデルケースとして，避難計画の立案・実施などの地域防災対策などに反

映させることを目的として，火山現象理解のための研究や噴火規模の即時評価の研究成果を

集約しながら，地方自治体の防災担当者，一般住民，報道機関など様々な層を対象にした情

報発信実践を行った。 

大学は，2014 年御嶽山噴火をモデルケースにして，噴火の際の実際の情報伝達事例などを

分析して，地域住民，観光客等の情報の受け手や，自治体職員等の情報伝達の担い手にとっ

て有用な災害情報の内容や伝達方法のあり方について検討・提案を行った。 

（地理空間情報活用による地域開発と社会的脆弱性との関係） 

大学は，地理空間情報（G空間情報），GIS（地理情報システム），衛星測位（GPS，準天頂測

位システムなど）に基づく情報システム構築によって，地域開発と自然災害リスクとの関係

を分析し，その結果から災害に対する社会的脆弱性の関係を解明した。分析においては地方

レベル，市町村レベル，町内会レベルというように空間スケールごとに分析を行い，各スケ

ールにおける開発と災害リスクの関係や，リスク軽減のための課題などを明らかにした。ま
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た，分析結果を情報システムに反映させ，災害を軽減するための災害啓発情報・災害予測情

報・災害情報のあり方について，情報システムにおける高精度避難ナビゲーションシステム

を実装しながら「災害に対する社会的脆弱性」克服のための方策を検討した。 

大学は，災害リスクを軽減させるために，国，地方自治体，住民組織，住民個人の間で，

どのような情報流通を行う必要があるか明らかにした。また，地域防災のための公開講座の

開催，自治体防災担当者対象の講義の実施，自治体との相互協力協定に基づく防災教育・地

域貢献などを実施しながら研究成果の効果的な普及手法を検討した。 

（地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有） 

気象庁は，地震や火山噴火の災害軽減に資するため，最新の研究成果，技術の進展や社会

要請等を踏まえて実施する津波警報，緊急地震速報，長周期地震動に関する情報，噴火警報，

降灰予報などの防災情報の改善のための検討で得られた知見や成果を地方自治体・関係防災

機関と共有した。 

  

う．成果 

（地震の長期評価・強震動ハザードマップなどの災害情報によるリスク・コミュニケーショ

ン手法） 

   長期予測情報に関するリスク・コミュニケーションの方法論を提案するための社会調査で

は，地震リスク認知，地震研究の専門家に対する信頼，地震への備え，地震対応政策への支

持などについて行われ，長期評価の発信手法の工夫が重要であることを明らかにした。 

（火山の災害軽減のためのリスク・コミュニケーション手法） 

   北海道内の火山をモデルケースとして，火山防災情報の準リアルタイム火山情報表示シス

テムを北海道内の地方公共団体に実装し，ユーザー側の実用に即したシステムの評価・改良

を図った。 

  また，1914 年桜島大正噴火に関する証言から大正噴火に至る前駆過程を考察し，それに基

づいたシナリオに沿って鹿児島県，鹿児島市など自治体の机上防災訓練が行われた。 

御嶽山噴火をモデルケースにして，火山災害情報のあり方についての地域住民向けアンケ

ートを御嶽山の岐阜県側に位置する下呂市小坂地区（旧小坂町）の全世帯を対象に行った。

質問内容は，火山噴火に対するリスク認識，災害情報の伝達，火山防災対策の３点であり，

この結果を分析し，噴火の未経験者のリスク認識が低いこと，また気象庁や役所からの情報

提供を求める一方で，住民を対象とした防災学習や避難訓練の実施についても意識が低いこ

とを明らかにした。 

（地理空間情報活用による地域開発と社会的脆弱性との関係） 

   情報システムを構築するに当たり，タブレット型 PCに基盤地図情報，国土数値情報，国勢

調査（小地域）データなどをベースとし，自治体が整備した津波浸水想定，避難場所，都市

計画基礎調査などを統合した現地調査用の携帯型地理情報システムを構築し，フィールドで

運用テストを行った。また，その収集データ（特に避難行動の移動履歴データなど）を GIS

で分析する方法を開発した。このシステムを活用することにより避難訓練（擬似的な訓練も

含める）の行動情報を数値化して保存することが可能となった。 

さらに，衛星測位を利用した津波災害時避難の分析システムの構築を行い，地域情報（土

地利用及び人口等）と被害想定に関する時系列的分析，避難施設と避難圏域に関するデータ

の収集と分析，住民の避難行動に関するデータの収集と分析などを行い，地域開発と社会脆

弱性の関係について考察した。特に北海道危機対策課が整備を続けている津波浸水想定デー

タを用いて，浸水域人口の推定を行った。なかでも，津波浸水想定域人口の多い市町村に関

しては，土地利用及び人口などの詳細な分布を GIS に取り込んで空間データベースの構築を

進め，地域性を反映した市町村別の危険度を評価した。 

（地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有） 

  気象庁は，地震・津波に関する防災情報の高度化を図るため各種検討会等を開催し，報道

発表等により広く情報共有を図った。具体的には，「緊急地震速報評価・改善検討会」，「長周

期地震動に関する情報検討会」，「津波予測技術に関する勉強会」を開催した。火山について

は，平成 26年度に「火山情報の提供に関する検討会」を開催し，最終報告を受けて，1)臨時
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の「火山の状況等に関する解説資料」の提供開始，2)噴火警戒レベル１及び噴火予報のキー

ワードを「平常」から「活火山であることに留意」に変更，3)「噴火速報」の運用開始を行

った。 

 

え．今後の展望 

  災害を軽減するためには，一般市民や行政等を中心とする災害対応従事者などの災害軽

減・防災・減災リテラシー（災害に立ち向かうために必要な能力）を向上させることが必要

である。そのためには，過去の災害事例に関する研究成果をもとに，対象者にわかりやすい

災害啓発情報，災害予測情報，災害情報，災害関連情報という情報の内容そのものと，対象

者に理解してもらうためのリスク・コミュニケーション手法の両方について検討が必要であ

る。質問紙調査・フィールドワーク（参与観察や社会実装・社会実験など）といった手法を

用いることにより，これらの研究を進めていくことが重要であろう。 

災害を引き起こす地震や火山噴火の短期予測や長期予測に関する情報については，災害軽

減に有効に役立てられるように，情報の内容自体の研究，情報の伝達手段についての研究な

どを行っていく必要がある。現行計画で開発を進めた準リアルタイム火山情報表示システム

などのように，迅速に地震・火山活動の情報や災害関係の情報，避難行動に関する情報など

を伝達するシステムの構築を進めることが重要である。同時に，それらを受け手がどのよう

に利用し実際の行動に結びつけるかを分析し，避難施設などの地域的特性も考慮しつつ，地

域開発と災害に対する社会脆弱性との関係について災害軽減の観点から提案していく必要が

ある。 

本計画によって研究が進められているリスク・コミュニケーションの方法論を深化させて

いくこと，また，防災リテラシーを醸成できるような教育プログラム・教材の開発・効果測

定といった研究を進めることにより，地震や火山噴火による災害事象など災害研究全体の理

解を一般の人々に浸透させることが重要である。 

 

４．研究を推進するための体制の整備 

４．１．実施状況及び成果 

（１）推進体制の整備 

本計画では，地震・火山防災行政，防災研究全体の中でどのように貢献すべきかを十分に

踏まえた上で実施計画を立案している。特に，地震本部が策定する「新たな地震調査研究の

推進について－地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的

な施策－」（以下，「新総合基本施策」）との整合性にも留意している。2016年熊本地震の調査

研究に関しては，地震本部が計画する活断層の重点的調査に，本計画と連携して進めている

調査研究（科学研究費補助金 （特別研究促進費）「2016 年熊本地震と関連する活動に関する

総合調査」）の成果を活用する方針が，地震本部・政策委員会調査観測計画部会で議論された。 

地震火山部会は，学術的な研究の動向にも配慮しつつ，各年次の計画立案，進捗の把握，

取りまとめを行い，各年度の観測研究の成果を年次報告「成果の概要」として取りまとめ報

告書を公表している。また，計画進捗，成果について地震本部と情報交換し，「新総合基本施

策」との整合性を確認している。そのために，毎年，地震本部・政策委員会総合部会におい

て，現状及び次年度以降における基本的考え方等についてのヒアリングを受け，新総合基本

施策との整合性が評価され，基礎研究としての本計画が，新総合基本施策の推進に貢献して

いることが確認されている。地震研に設置されている地震・火山噴火予知研究協議会（以下，

「予知協議会」）では，研究分野ごとの８つの計画推進部会において研究課題の進捗状況の把

握や成果の取りまとめの作業を行っており，予知協議会企画部（以下，「企画部」）において

全体成果の取りまとめ作業を行っている。また，東北地方太平洋沖地震，南海トラフ巨大地

震，首都直下地震，桜島火山の各課題については，現象の解明・予測から災害誘因予測，研

究体制整備までを含む現行計画の実施４項目（Ⅱ．２．）を横断して総合的に取り組むため，

予知協議会ではそれぞれに対応する総合研究グループを計画推進部会の枠を越える形で設置

し，緊密な情報交換により総合的な研究を推進している。さらに，大学間や，大学と行政機

関または研究開発法人との間で企画部流動教員等の人事交流を行うことにより，関係機関の
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連携をより強固なものとしている。各年度末には，計画の全課題の成果を持ち寄り，成果報

告シンポジウムを一般にも公開して実施しているほか，計画推進部会や総合研究グループご

との研究集会や複数の計画推進部会の合同研究集会などを随時行うことにより，参加者が計

画全体の進捗状況を理解して研究を進められるようにしている。 

   地震火山部会において本計画の実施機関について検討した結果，地震，火山分野だけでな

く，防災分野や人文・社会科学分野を含めた研究体制に基づき，総合的かつ学際的に研究を

推進する必要性を認識した。そのために，計画開始の平成 26年度から新たに史料編纂所，新

潟大学災害・復興科学研究所，奈文研が計画に参加することになった。さらに，観測研究体

制を強化し研究を加速するために，平成 27年度には実施機関の公募を行い，東京大学大気海

洋研究所，北海道立総合研究機構環境・地質研究本部地質研究所，山梨県富士山科学研究所

が本計画に参画した。  

火山災害としては戦後最大の犠牲者を出した 2014年御嶽山噴火を受けて，地震火山部会で

は火山観測研究体制について検討を行い，「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題と対

応について」を取りまとめた。また，火山観測研究に関連する課題の追加，再編を行った。 

   現行計画は，地震学，火山学だけではなく，防災に関係する工学，人文・社会科学も加わ

る学際的な計画であり，また，大学，行政機関，研究開発法人等の多様な機関が参加する計

画でもある。多くの研究分野，機関が緊密に連携して研究を推進するためには，研究推進体

制の抜本的な見直しが必要であるが，そのために予知協議会の下に「災害の軽減に貢献する

ための地震火山観測研究計画推進体制検討ワーキンググループ」（以下，「ワーキンググルー

プ」）を設置して検討を開始した。これまでの予知協議会は，観測研究計画に参加する大学の

みで構成され，行政機関，研究開発法人等はオブザーバー参加であったが，ワーキンググル

ープの検討結果に基づき，平成 28年度からは観測研究計画に参加する全機関が予知協議会に

正式参加することになった。また，研究課題の連携による観測研究のより一層の推進を図る

ため，企画部内に戦略室を新たに設置した。さらに，この戦略室と計画推進部会には，行政

機関，研究開発法人等が正式に委員として参加することになり，異なる機関の研究課題間の

連携強化が図られることになった。ワーキンググループでは，研究分野，機関間の連携のよ

り一層の強化に向けて検討を続けている。 

   地震・火山災害軽減のための研究を，地震・火山の理学研究者と防災に関する工学，人文・

社会科学研究者が連携して推進するために，「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」で

ある地震研と「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」である防災研は，

平成 26年に拠点間連携に関する協定を結び，拠点間連携共同研究を開始した。両研究所が設

置した拠点間連携共同研究委員会が中心となり，課題募集型と参加者募集型の公募研究を実

施している。 

   国土地理院が事務局を担当する地震予知連絡会は，年４回開催される会議において，地震

活動・地殻変動に関するモニタリング結果や地震の予知・予測のための研究成果などに関す

る情報交換を行うことにより，モニタリング手法の高度化に資する役割を担っており，関係

各機関での情報の共有を行った。また，2016年熊本地震など注目すべき地震や，地震予知研

究における重要な問題などを「重点検討課題」として集中的な検討を行っている。 

   気象庁が事務局を担当する火山噴火予知連絡会は，年３回開催の定例会において，全国の

火山活動の総合的な評価を実施している。また，平成 26年８月３日の口永良部島の噴火，平

成 26 年９月 27 日の御嶽山の噴火，平成 27 年５月 29 日の口永良部島の噴火，平成 27 年８

月 15日の桜島の急激な地殻変動・地震多発について，拡大幹事会を臨時に開催し，詳細な火

山活動評価を行った。その内容は，拡大幹事会見解として取りまとめ，気象庁から「火山の

状況に関する解説情報」として発表するとともに，気象庁のホームページでも公表した。 

火山噴火予知連絡会には，2008 年より「火山観測体制等に関する検討会」が設置され，調

査研究の推進とその成果に基づく監視体制のあり方，観測データの流通及び共有体制のあり

方，関係各機関の役割分担と火山観測網のあり方を検討しており，2016 年３月までに計 15

回の会合を開催している。平成 26 年９月 27 日の御嶽山の噴火災害の際には，この検討会に

加えて，「火山情報の提供に関する検討会」を設置し，両検討会において活火山の観測体制の

強化及び火山活動に関する情報提供のあり方を検討し，平成 26 年 11 月に緊急提言を，平成
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27年３月に最終報告を取りまとめた。 

さらに，「御嶽山の噴火災害を踏まえた活火山の観測体制の強化に関する緊急提言」を受け，

平成 27年３月には既に設置されていた「火山活動評価検討会」において，監視・観測体制の

充実等が必要な火山として八甲田山，十和田及び弥陀ヶ原の３火山について追加選定を行っ

た。 

 

（２）研究基盤の開発・整備 

ア．観測基盤の整備 

防災科学技術研究所は，基盤的地震観測網の安定的運用を行い，データを流通，保管，公

開した。基盤的火山観測網に関しては，「今後の大学等における火山観測研究の当面の進め方

について」（平成 20年 12月，科学技術・学術審議会測地学分科会火山部会）に基づく整備を

完了し，データを流通，公開した。また，日本海溝海底地震津波観測網(S-net)の構築を進め

ている。海洋研究開発機構は，平成 27 年度までに地震・津波観測監視システム（DONET）の

基本的な整備を完了し，防災科学技術研究所に移管した。DONETが提供する地震観測データは，

緊急地震速報でも利用されている。 

大学は，陸域，海域及び火山周辺の地震，地殻変動等の観測点を維持，管理するとともに，

2016 年熊本地震等の大地震や火山噴火等が発生した際には迅速に臨時観測点の設置を行った。

火山観測点については，「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題と対応について」（地

震火山部会）を受けて観測体制を強化した。また，リアルタイム地震観測データの全国的な

流通のため，全国の大学等を結ぶネットワークを構築・管理運用した。地震研は，これまで

に整備された衛星通信システム及び地上テレメータ装置，データロガー，地震計等の観測機

器合計約千台を，共同利用の手続きにしたがって全国の大学の研究者に貸し出している。地

震研の予知協議会及び防災研の自然災害研究協議会は，地震・火山災害発生時に，緊急調査

や臨時観測の提案，調査・観測グループの組織化や経費補助を行った。 

気象庁は，津波警報や地震情報等を適切に発表するため，全国に展開している地震計及び

震度計，東海地域を中心に展開しているひずみ計などの観測を継続するとともに，文部科学

省と協力して，大学や防災科学技術研究所など関係機関の地震観測データを合わせて一元的

に処理し，その結果を大学等の関係機関に提供している。 

国土地理院は，GNSS 連続観測（GEONET）を維持し観測を継続した。御前崎及び切山におい

てひずみ計等による地殻変動連続観測を継続し，地殻変動の監視を行っている。全国の一等

水準路線の改測のほか，南海トラフ地震，首都直下地震等が想定される地域で水準測量を実

施した。日本列島域で絶対重力観測及び地磁気の連続観測を実施するとともに，地殻変動に

伴う局所的な重力の変化を詳しく捉えるため重力測量を実施した。南海トラフ巨大地震の想

定震源域においては，繰り返し絶対重力観測を実施し，富士山中腹においては全磁力の連続

観測を行っている。陸域観測技術衛星２号（だいち２号）等を利用し，SAR干渉解析により全

国の地殻変動を高精度に捉えた。地震に伴う災害発生時は，緊急的に SAR干渉解析を実施し，

その結果を迅速に提供した。 

気象庁，国土交通省港湾局，国土地理院及び海上保安庁は，潮位連続観測を継続し，地殻

変動に伴う地盤の上下動を連続的に検知するとともに，津波の発生状況を把握した。集約さ

れた全国の潮位データは国土交通省防災情報提供センターのホームページで公開されている。 

国土地理院は，火山周辺域において GNSS 火山変動観測装置（REGMOS）及び自動測距測角装

置（APS）による連続観測，GNSS測量，水準測量，重力測量等による観測を実施した。全国の

活動的な火山については，航空機 SAR 観測を実施し火口付近の地形情報を収集保存し，活発

な噴火活動によって災害が発生した際には，山体地形の変化の推定に利用した。さらに，国

際 VLBI事業に参加して国際共同観測を定常的に実施することで，地殻変動やプレート運動監

視の基準となる国際地球基準座標系（ITRF）の構築等に貢献した。 

気象庁は，全国の活火山について，全国４か所の火山監視・情報センター（平成 28年４月

1 日に改組し，以降は火山監視・警報センター）において，地震計，空振計，GNSS 等により

連続的な監視観測を行った。火山観測施設の更新計画に基づき，各年度５～６火山の観測施

設を更新した。特に，火山活動の活発化や噴火があった霧島山，八甲田山，蔵王山，口永良
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部島，御嶽山，箱根山については，臨時に観測機器を設置するなどして観測を強化した。ま

た，火山噴火予知連絡会の｢火山観測体制等に関する検討会｣における検討結果を踏まえ，防

災科学技術研究所と地震計，空振計等の観測データの交換を実施した。気象庁，防災科学技

術研究所，大学は，火山監視に必要なデータを交換するための協定を締結しデータの流通を

進めた。気象庁は，柿岡など５観測点における地磁気４成分連続観測データを，月ごとに地

磁気観測所データベースに登録，公開するとともに，４地点のデータを国際的なデータセン

ターに提供した。さらに，活動的な火山を対象とする全磁力精密観測データを継続してデー

タベースに登録した。また，平成 26年度には，48火山において，水蒸気噴火の先行現象を検

知するため火口付近の観測施設の増強を行った。 

海上保安庁は，2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域や日本海溝及び南海トラフなどで，

GPS－音響測距結合方式による海底地殻変動観測を実施するとともに，プレート境界域等にお

いて海底変動地形等の調査を実施した。また，沿岸における GNSS 連続観測点データを利用し

た地殻変動の検出を実施した。さらに，海域火山において航空機や無人測量船等などによる

機動的観測や人工衛星によるリモートセンシング技術を活用した観測を実施した。また，船

舶の安全航行確保のための航行警報等による情報提供を必要に応じて行っている。 

産業技術総合研究所は，南海トラフの巨大地震発生予測のための地下水等総合観測施設 14

地点の運用を行うとともに，平成 24年度に新たに２か所に観測施設を構築した。観測データ

は気象庁にリアルタイムで提供するとともに，地震に関する地下水観測データベースで公開

している。 

北海道立総合研究機構地質研究所は，道内５火山の火山観測を実施し，十勝岳においては

多項目の現地調査を実施した。山梨県富士山科学研究所は，富士山東麓において，地震観測

１地点を維持し，防災科学技術研究所とデータ共有を行っている。また，富士山北麓におい

て，平成 27年度に新設した１地点を含め合計４地点で地下水観測を実施している。 

イ．地震・火山現象のデータベースとデータ流通 

   防災科学技術研究所による高感度地震観測網，広帯域地震観測網，強震地震観測網等によ

る統合地震波形データベース，気象庁による全国の地震カタログ，国土地理院による GNSS観

測データや潮位観測データのデータベース等々のデータベースが整備・運用され，基礎デー

タの収集と蓄積が進んでいる。これらのデータは，2011 年東北地方太平洋沖地震をはじめと

する地殻活動の調査研究に多大な貢献をした。 

気象庁は，過去に遡って震源決定の再解析を行い，精度を大幅に改善して地震カタログに

反映させた。また，自動処理による地震検出を検測処理の基本とした作業手順により新たな

震源決定手法を確立した。これにより，品質を確保しつつ，より充実した地震カタログが得

られることになり，2011 年東北地方太平洋沖地震以降著しく増加した微小地震を地震カタロ

グに掲載できるようになった。また，発震機構解析及び大地震時の震源過程解析を実施した。 

国土地理院は，水準測量，GNSS連続観測（GEONET），潮位観測等の地殻活動総合解析システ

ムのデータベースを運用している。また，監視・観測体制の充実が必要とされた火山を対象

に，火山基本図や火山土地条件図の整備を行っている。さらに，全国の都市圏活断層図を整

備し公表している。 

大学は，ひずみ計・傾斜計データの流通と一元化を進め，全国データ流通システムを構築

した。2011年霧島山（新燃岳）噴火や 2011年東北地方太平洋沖地震等に際して，このシステ

ムの有用性が確認された。さらに，このシステムを GNSS データ等に拡張し，地殻変動連続観

測等のデータの全国流通・公開を実施している。また，過去の煤書き地震記録の電子化も行

った。データベースの統合化を行う前段階として，関連機関が構築しているデータベースの

所在情報をまとめたポールサイトを構築した。さらに，計画参加者が研究成果を共有できる

成果共有システムの開発に取りかかっている。 

産業技術総合研究所は，地殻応力場，活断層，活火山，火山衛星画像などの各種データベ

ースを統合して，地震や火山活動に関係する地質情報データベースを作成するとともに，蔵

王山，九重山，富士山の火山地質図を作成して刊行した。また，アジア諸国の研究機関と協

力して，東・東南アジア地域における過去に災害を引き起こした大規模な地震，津波，火山

噴火に関する情報を１枚の地質図上にまとめた「東アジア地域地震火山災害情報図」を作成
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した。 

気象庁は，地磁気基準観測及び全磁力精密観測の成果をデータベース化し，国際的なデー

タセンターに提供している。海上保安庁は，海域火山基礎情報図の整備を行い，海域火山デ

ータベースを更新している。 

ウ．観測・解析技術の開発 

（海底観測技術） 

海上保安庁及び大学は，GPS－音響測距結合方式による海底地殻変動観測のノイズ軽減や解

析の高精度化等の技術開発を進めた。その結果，海域によらず，年１回，３年間程度の観測

によって，変位速度ベクトルを約１cm/年の精度で推定できるようになった。大学は，長基線

での海底間音響測距観測の技術開発を行い，水深 6,000m 以深において 10km の測線長で安定

した観測ができることを確認した。 

大学は，自己埋設型広帯域海底地震計や高精度水圧計を併設した長期観測可能な自己浮上

型海底地震計の開発を進めた。これにより，水深 6,000m 以深の超深海域での地震・地殻変動

観測が可能になり，巨大地震の震源域周辺を観測可能な範囲に納めることができるようにな

ってきた。海底ケーブル式の各種観測機器の研究開発が進められ，大学は次世代型のケーブ

ル地震観測網海底地震計を開発した。海洋研究開発機構は，超大深度掘削や長期孔内観測シ

ステムの構築に向けた機器の開発，性能向上による先端的掘削技術の開発や，コア試料の高

精度高分解能な同位体分析法の開発などを実施している。 

（宇宙測地技術等によるリモートセンシング） 

衛星を利用した宇宙測地技術，航空機等を利用したリモートセンシング技術に関しては，

GNSSや合成開口レーダー(SAR)の解析手法の開発が継続的に進展し，広域の地殻変動，震源断

層や火山活動の迅速かつ正確な把握に役立てられるようになった。 

国土地理院は，電子基準点による地殻変動監視において，観測データの大気擾乱の影響を

評価する手法や誤差特性を分析する手法，観測点固有の誤差をモデル化してデータを補正す

るツールなどを開発し，観測データの精度を向上させた。また，GPS 以外の測位衛星への対応

を進め，GNSS 連続観測網の地殻変動情報を高度化している。 

大学は，リアルタイム GNSS 時系列を用いた地震時変位の自動検知及び地震時変位量推定の

高度化を進め，地震発生後 60秒以内に地震発生を判定できるアルゴリズムを開発した。国土

地理院は，リアルタイム GNSS解析システムにこのアルゴリズムを実装し運用している。 

国土地理院は，SAR干渉解析による地殻変動観測技術を向上させるとともに，研究の基盤と

なる解析ツールを開発した。また，霧島山（新燃岳）や口永良部火山のモニタリングを実施

した。PSI(Persistent Scatterer Interferometry)法によって，年間約５mmから１cm程度の

地盤変動が抽出できるようになり，長期間継続する地盤変動や噴火活動のない火山体の監視

に有効であることが示された。さらに，GNSSデータを利用して SAR 干渉画像内に含まれる電

離圏の影響による誤差を低減する手法を開発した。情報通信研究機構は，航空機搭載 SAR の

開発を進め，2014 年御嶽山噴火に際し緊急観測を実施して，情報を即時に提供した。大学は

宇宙航空研究開発機構と連携して，衛星赤外画像を用いた火山監視のシステムの開発を進め

ている。防災科学技術研究所は，SAR干渉解析ツール(RINC)による解析結果を SAR時系列解析

ソフトウエア GiANT に組み込むツールを開発した。火山ガス・温度等の把握を目的とした航

空機搭載型光学センサーの技術開発を進め，浅間山や箱根山で観測を実施した。 

（地下状態のモニタリング技術） 

大学は，宇宙線ミューオンを利用した火山透視技術を高度化した。カロリーメータ方式の

改良と解析アルゴリズムの高度化によりノイズ低減を進め，火山内部構造の可視化に必要な

観測時間を大幅に短縮し，対象距離の透視限界を延伸できた。さらに，装置のモジュール化

を進め，機動性を向上させ，有珠山，薩摩硫黄島，霧島山（新燃岳）各火山の内部構造の透

視に成功した。また，地下構造の時間変化を検出する技術の高度化を進め，新たに精密制御

信号システム（アクロス）を桜島に設置し，地下構造の時間変化と火山活動との関係を調べ

ている。また，震源装置の標準化とモジュール化を進め，低コストで製作でき，かつ柔軟な

運用が可能な第二世代震源装置を開発した。装置の回転軸を水平にすることで鉛直加振が可

能となり，すべての成分の伝達関数の取得が可能となった。 
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（活動が活発な地域や従来観測が困難であった地域における観測技術） 

大学は，火山噴火時に各種観測を火口近傍で安全に実施するために，アクセスが困難な場

所での諸観測に有効な無人ヘリを用いた観測技術の開発を行い，霧島山（新燃岳），樽前山に

おいて空中磁気測量，霧島山（新燃岳）と桜島において各種観測機器の設置・回収試験を行

った。また，二酸化硫黄簡易型測定装置の改良と高度化及び解析ソフトの改良を行った。こ

の装置は口永良部島の噴火の際に二酸化硫黄放出率モニタリングに使用され，マグマ噴火へ

の移行を判断する観測量として火山活動の評価に活用された。 

防災科学技術研究所及び気象庁は，気象レーダーを利用した噴煙災害予測の高度化を目指

し，Xバンド MPレーダーによる噴煙推定手法の高度化を進めた。 

大学は，小型絶対重力計の開発を進め，従来の絶対重力計よりも小型・軽量で同等の観測

精度を持つ装置を完成させた。また，大深度ボアホールの高温環境下における地震・地殻変

動の観測のためのレーザー干渉技術を利用した観測装置を開発し，温度 300℃まで動作可能で

あることを実証した。 

 

（３）関連研究分野との連携の強化 

低頻度大規模地震・火山噴火の解明等のため，史料や考古データに基づいて近代的観測以

前の地震・火山噴火とその災害を研究する必要がある。このため，当該分野において全国の

中心的な役割を担っている史料編纂所と奈文研が，平成 26年度から本計画の実施機関となっ

た。史料編纂所では，所内に地震史料研究チームを設置し担当教員を配置した。奈文研では，

歴史災害痕跡情報収集のために，考古・地質・歴史・年代・動物など，奈文研内の幅広い分

野の研究者による研究体制を立ち上げた。史料編纂所，奈文研，地震研は，歴史学，考古学，

地震学の研究者による検討会を年に数回開催するとともに，地震・火山噴火に関する文献史

料と考古資料を統合検索するシステムの開発に着手した。地震研と史料編纂所は，東京大学

の学内において連携研究推進を検討している。奈文研は，災害痕跡の検討のため，考古学者

と地質学者による共同研究体制を整えるとともに，GIS データベースについては国土地理院や

産業技術総合研究所と連携を進めている。また，地質考古学的災害痕跡認定基準の検討や地

質考古学的知識・技術の向上・普及のため，関連分野研究者との連携を図った。 

  地震・火山の理学研究者と防災に関する工学，人文・社会科学研究者が連携して地震・火

山災害軽減のための研究を推進するために，地震研と防災研は拠点間連携共同研究を開始し

た。研究の推進の中心となっている拠点間連携共同研究委員会は，地震研と防災研の教員の

ほか，予知協議会と防災研・自然災害研究協議会の推薦による委員等で構成され，地震学，

火山学，工学等の多くの分野の研究者が実施計画の立案から成果の取りまとめまでを行って

いる。その結果，土木工学，地盤工学，建築工学，災害学の研究者が研究計画に参加するよ

うになっている。 

気象庁は，大学等の火山研究者や火山に関する専門的な知見を習得した人材を火山活動評

価に参画させる体制を平成 28年度に整備した。 

 

（４）研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

大学は，物理学，化学などの基礎的な学術分野，観測や地質調査などのフィールド調査，

観測機器の開発や数値計算技術などの幅広い内容の教育を行い，地震・火山現象の理解と，

地震・火山噴火の発生予測及び災害誘因予測の方法の構築と検証を行うために，継続的な人

材育成を行っている。研究開発法人等は，連携大学院制度等を利用して，より幅広い分野の

経験をもった人材育成に協力している。 

大学や研究開発法人等は，本計画の推進に関係する研究員を雇用することにより，大学院

を修了した若手研究者のキャリアパスを確保している。大学院等で本計画に関連する研究に

携わった学生の多くが，地震・火山防災に関係する行政機関や研究開発法人等に就職してい

る。各大学は，総長裁量による教員の再配分などを利用し，人材の確保に努めている。 

大学は，リーディング大学院における教育，自治体職員の受託研究員等としての受け入れ，

自治体職員を対象とするセミナーの開催などにより，防災業務・防災対応に携わる人材の育

成を進めた。また，大学の教員が気象庁職員の技術研修の講師を務め，防災業務に携わる人
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材の育成に協力したり，大学の技術職員と防災業務にあたる気象庁職員と交流の機会をつく

ったりしている。産業技術総合研究所は，地震・津波に関する自治体職員用研修プログラム

や，気象庁職員向けの火山灰分析技術の講習等を行っている。 

大学は，新たに収集した歴史地震に関する古文書の解読にあたっては，若手地震研究者や

歴史地震に関心をもつ社会人も参加する研究会を組織し，膨大に存在する近世の災害関連史

料を解読できる人材の育成に努めている。 

「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題と対応について」では，火山研究者が少な

いことから，若手火山研究者の確保・育成の必要性が指摘され，これを受けて文部科学省で

は，平成 28年度から開始した次世代火山研究人材育成総合プロジェクトにおいて，10年計画

の「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」を立ち上げた。大学や研究開発法人等は，

このコンソーシアムに参加し，広く社会で活躍する火山研究人材の裾野を拡大，火山に関る

広範な知識と高度な技能を有する火山研究者となる素養のある人材の育成を目指した仕組み

作りを始めた。 

 

（５）社会との共通理解の醸成と災害教育 

各機関は，国民に地震・火山噴火の予測の現状や，地震・火山災害への理解を深めてもら

えるように，地震学や火山学だけでなく，工学や人文・社会科学などの関連研究分野と協力

して公開講座や公開講義を開催する試みを増やしている。また，報道関係者向けの懇談会等

や教員免許更新講習などでも，地震・火山噴火の予測研究の現状などについて説明し，最新

の研究の状況を理解してもらう取り組みを行っている。予知協議会では，本計画の目的や推

進体制等を国民にわかりやすく伝えるために，パンフレットを新たに作成した。また，過去

に発生した桜島や浅間山の火山災害に関するシンポジウム，内閣府における南海トラフ巨大

地震対策の検討に対応した南海トラフ巨大地震の予測可能性に関するシンポジウム，2016 年

熊本地震に関するシンポジウムなどを，一般にも公開して実施した。さらに，関係機関の各

種観測情報などの火山防災情報を収集・統合した準リアルタイム火山情報表示システムを開

発し，北海道の火山周辺自治体に試験的に設置して，地方自治体や住民に火山防災対策の重

要性を伝えている。 

気象庁は，地方自治体等と連携した防災訓練への協力，教育機関と連携した学校防災教育

へ助言・協力，防災関係機関，民間団体等と連携した出前講座・防災講演会等の実施，関係

機関と連携した合同登山・学習登山の実施，報道機関と連携した防災番組への協力など，地

域の状況にあった様々な手段を用いて地震・津波及び火山に関する知識や防災行動について

の普及啓発に継続的に取り組んでいる。 

地震予知連絡会は，モニタリングによる地殻活動の理解の状況，関連する観測研究の現状

を社会に伝えることを目的に，議事の公開，重点検討課題などの検討内容の Web 配信などを

行っている。また，地震発生の予知予測に関する研究の現状を社会に伝えることを目的に，「重

点的検討課題」において，前震活動に基づく地震発生の経験的予測など地震活動の予測手法

の現状の報告，検討を行い，地震予測研究の現状を社会に伝えた。 

   火山噴火予知連絡会は，2014年御嶽山噴火災害を受けて設置した「火山情報の提供に関す

る検討会」において，わかりやすい火山情報の提供等について検討を行い，噴火警報の発表

基準の公表，噴火警戒レベル１におけるキーワード「平常」の表現の見直し，噴火速報の発

表等の提言を，平成 27年３月に取りまとめた。 

 

（６）国際共同研究・国際協力 

大学は，低頻度で大規模な地震・火山噴火の研究に際してより多くの知見を得るため，南

米の沈み込み帯の巨大地震や，インドネシアのシナブン山の噴火等の海外の事例研究を行っ

た。各機関は，地球規模課題対応国際科学技術協力プログラムに参加するなど，海外，特に

アジア諸国（インドネシア，中国，ネパール等）に地震・火山・津波災害の軽減技術を移転

する取り組みを行った。また，各大学はアジア諸国を含む海外からの学生を受け入れ，地震・

火山災害に関する最新の研究成果を反映した教育を行っている。大学は，プレート境界浅部

で発生するゆっくり滑りの発生メカニズムの解明を目指して，同様の現象が観測されている
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ニュージーランドにおいて，日本，米国，ニュージーランドによる国際共同研究を実施して

いる。 

気象庁は，国際地震センター，米国地質調査所，包括的核実験禁止条約機構，米国大学間

地震学研究連合（IRIS）及び近隣国との地震観測データの交換などの組織的な連携・協力を

通じて，また，航空路火山灰情報センター及び北西太平洋津波情報センターの国際協力業務

や開発途上国における地震・火山の観測や津波警報の発表などの体制整備に必要な技術的な

支援を通じて，国際的な研究活動の進展に寄与している。 

国土地理院は，アジア太平洋地域（キリバス，インドネシア，フィリピン）において GNSS

連続観測を行い，日本周辺のプレートの広域的な運動及びアジア太平洋地域の地殻変動を把

握するとともに，GNSS 連続観測・データ解析等に関して現地機関への技術移転を行った。ま

た，アジア太平洋地域で発生した大規模地震について，衛星 SAR データの解析により地震に

よる地殻変動を把握した。国連地球規模の地理空間情報管理に関するアジア太平洋地域委員

会（UN-GGIM-AP) の下で実施される GNSSキャンペーン観測に参加し，地殻変動監視の基準と

なるアジア太平洋地域の基準座標系（APREF）の構築に貢献している。また，APREF 構築のた

めに，アジア・オセアニア VLBIグループによる測地観測に関する事業に参画している。 

海上保安庁は，国際レーザー測距事業（ILRS）に引き続き参加し，レーザー測距データの

情報共有を行った。 

大学は，地震・火山研究を行っている海外の大学や研究機関等との学術交流協定等の締結，

地震研での国際地震・火山研究推進室の活動や防災研での国際共同研究の枠組の活用などの

組織的な取り組みにより国際共同研究を推進し，外国人客員教員等による講義や国際研究集

会等を実施した。防災科学技術研究所は，16 火山で行った地震活動や地殻変動の解析結果を

国際火山データベース WOVOdat に蓄積し，国際的な学術交流に貢献している。 

大学は，根拠となる史料のデータを含んだ中国地震史料データベースを作成したほか，東

アジア地殻災害史の研究会を開催し，中国の史書記録を地震学研究の基礎データとして活用

するために留意すべき点等について検討した。 

 

４．２．今後の展望 

（１）推進体制の整備 

地震・火山防災行政，防災研究全体の中で本計画が果たす役割を明確化した上で，地震火

山部会において実施計画を策定し，計画を推進することは重要である。「新総合基本施策」と

の整合性にも留意して計画が推進されており，また，計画の基本的な考え方や進捗状況等を

地震本部の政策委員会総合部会で毎年報告し，本計画の位置付けを確認している。地震防災

行政が長期的に適切に進展していくためは，本計画で推進している，新しい観測・解析技術

の開発，多様な物理・化学素過程に基づく地震・火山噴火過程のモデルの開発，災害誘因予

測の新手法開発，また，関連研究分野との新たな連携の取り組みなどは本質的に重要である。

本計画による基礎的研究や取り組みの成果が，地震本部が実施する調査研究に活用されるよ

うに，今後，情報交換をより密にしていく必要がある。 

火山防災行政については，地震本部のように，火山防災対策の強化や火山噴火による被害

の軽減に資する火山調査研究に関連する施策を，国として一元的に推進する組織は存在しな

い。戦後最悪の火山災害となった 2014 年御嶽山噴火を受けて，地震火山部会において火山観

測研究の課題と対応策を検討し，「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測研究の課題と対応につい

て」を取りまとめたが，それを国の施策に反映させる過程は必ずしも明確ではない。国とし

て火山観測研究及び火山防災行政を総合的に検討し，自治体のハザードマップや避難計画の

作成，気象庁の火山監視業務等の火山防災施策に結びつける体制の実現が望まれる。 

現行計画は地震学・火山学と防災等の関連研究分野が連携して推進するものとなったこと

から，従来の実施機関だけでは計画の目的の達成は難しい。観測研究体制の強化と研究の加

速のために，地震火山部会において公募等により新たな実施機関について審議し，６機関の

参加を認めた。本計画は５年計画で実施しているため，できれば計画の検討段階から情報交

換し，計画の開始に合わせての参加が望ましい。次期計画以降でも，新たに参加を希望する

機関を募り，観測研究体制の強化を図ることは必要であろう。 
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予知協議会では，これまでオブザーバーであった行政機関や研究開発法人が正式参加とな

り，企画部戦略室において成果の取りまとめ作業等を行うことにより，大学，行政機関，研

究開発法人等の計画実施機関の間でより密接な意見交換ができるようになった。研究推進体

制の抜本的な見直しのために予知協議会の下に設置した「災害の軽減に貢献するための地震

火山観測研究計画推進体制検討ワーキンググループ」の活動は継続中であり，研究分野や機

関の連携の一層の強化に向けた検討を期待する。また，大学間や，大学と行政機関・研究開

発法人の間の人事交流は，互いの機関の状況等を理解し，研究推進体制強化に有効であるた

め，今後も継続することが望ましい。 

地震研と防災研による拠点間連携共同研究は，２つの異なる研究分野の共同利用・共同研

究拠点が組織的に連携して推進するユニークなものである。共同研究推進の中心となってい

る拠点間連携共同研究委員会に，地震研の予知協議会と防災研の自然災害研究協議会からの

委員が加わることによって，全国の関連研究分野の研究者が実施計画の検討などに参加して

おり，全国規模の分野連携研究が適切に運営されている。今後も両研究所の地震・火山学と

総合防災学のネットワークを通して，２つの研究コミュニティーの研究者が連携を深めてい

く必要がある。 

地震予知連絡会は，地震活動・地殻変動などに関するモニタリング結果や地震の予知・予

測のための研究成果などに関する情報交換を通じ，モニタリング手法の高度化に資する役割

を引き続き担うとともに，それらの研究の現況について，社会に適切に発信していくことが

重要である。 

火山噴火予知連絡会は，2014 年御嶽山噴火災害を受けて行った火山噴火対策の検討結果を

踏まえて，火山活動の総合評価や，噴火警報・火山情報の質の向上に係る技術的検討を通じ

て火山防災に資するとともに，研究成果・観測結果の情報交換，火山観測データの流通・共

有の促進，活発化した火山における臨時観測に関する総合的な調整，研究成果の社会への発

信などを通じて，火山噴火予知研究の推進に引き続き寄与していくことが重要である。 

 

（２）研究基盤の開発・整備 

ア．観測基盤の整備 

各機関が地震本部の方針にしたがって整備，維持している基盤的観測網は，本計画の実施

に不可欠であり，これまでに世界的に見ても極めて重要な研究成果を生み出してきた。現行

計画の実施期間中も観測網は安定的に運用され，データは流通，公開されて，地震の震源や

震度分布の即時的な把握，緊急地震速報及び津波警報などの防災情報に利用されるとともに，

世界中の地震学研究者に利用されてきた。基盤的観測網により 2011 年東北地方太平洋沖地震

の震源や震度分布の即時把握の精度が高まり災害の軽減にも寄与したと考えられ，また，基

盤的観測網がなければこの地震の解明も不十分なものになっていたであろう。現行計画の実

施期間中には，海底地震津波観測網の整備も進められており，この観測網で得られるデータ

に基づく成果が期待される。近い将来，発生が予想される南海トラフ巨大地震の発生過程を

正確に把握するためにも，このような観測網を維持，発展させることが重要である。特に，

海域における観測網は，現在のところ北海道・東北地方から関東にかけての太平洋岸と，東

海沖，東南海沖，紀伊半島・四国沖に整備されたのみであり，ほとんどが未整備である。ま

た，整備された観測網も陸域の観測網と比較して観測点密度が著しく低く今後重点的に整備

が必要である。 

火山観測網については，地震火山部会が取りまとめた「御嶽山の噴火を踏まえた火山観測

研究の課題と対応について」にしたがい整備が開始された。気象庁により火口付近の観測点

が飛躍的に拡充されることとなったものの，各火山に設置する観測点数は少ないため，火口

内の映像による状況把握や地震活動の異常検知に限られる。本計画の観測研究により，水蒸

気噴火の発生直前にも先行現象が表れることが明らかとなってきており，災害の軽減に資す

る研究成果を迅速かつ有効に取り入れられるよう，さらなる観測網の整備と各機関の連携の

あり方の検討が必要である。2016 年熊本地震では，京都大学地球熱学研究施設火山研究セン

ターが被災し，施設の利用ができなくなった。近年火山活動が活発化する阿蘇山の火山観測

と監視及び火山学研究や学生教育にも利用されている拠点の復旧は，可及的速やかに実施す
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る必要がある。 

大地震や火山活動活発時などの臨時観測のためには，一定数の観測機器を常時維持，管理

している必要がある。大学では，地震研が共同利用の枠組みで全国の研究者に観測機材を貸

し出し，機材の有効利用を図っている。今後も観測機材の更新等の整備を進めていく必要が

ある。 

イ．地震・火山現象のデータベースとデータ流通 

   現行計画の下で，地震観測・地殻変動観測等の各種の観測データの流通と一元化が継続的

に図られてきている。また，これらの基礎データや，それらから得られる各種の基礎的な情

報が継続的に蓄積されデータベース化されて，研究者に提供されるとともに広く公開されて

いる。これらは観測研究計画全体を推進するための重要な貢献となっており，今後もこれら

をさらに維持し，推進することが必要である。 

データ流通に関しては，良質な観測データを流通させ，データ共有を実施するとともに，

十分な品質が確保されたカタログやコミュニティーの合意に基づく共通構造モデルなどの情

報を一元的に提供することが，本計画全体を支える上で不可欠である。また，多項目の観測

データをリアルタイムで流通させるシステムは，モニタリング研究を推し進め，予測システ

ム研究を実現していく上で重要となる。現在運用している地震・地殻変動などのデータ流通

システムを今後も継続的に維持，拡充していく必要がある。しかしながら，火山における各

種の観測は，火山噴火時や火口近傍の観測など火山特有の厳しい条件下で行われることも多

く，定常的なデータ流通が困難となる場合もある。安定的に取得できる観測データ等につい

ては，できる範囲で着実にデータ流通が進められてきているが，観測の支援体制の整備や研

究者のインセンティブにも配慮したデータ流通のあり方について早急に検討することにより，

さらなる観測データの流通と一元化を進展させるべきである。将来的には，大容量，多項目

の観測データを即時にかつ柔軟に流通させ，また通信障害時にも耐性を持つように，最新の

ネットワーク技術に対応した次世代データ流通システムを開発していく必要がある。研究計

画全体の効率的な推進には，共用データストレージに加え，解析ソフトウエアを備えた共用

の解析基盤の開発・整備が効果的であろう。 

一方，群発地震や大地震の発生とそれに伴う余震の発生，あるいは，火山活動の活発化等

の際には，地震・火山活動の監視や推移予測，また，観測研究のために臨時観測が必要であ

る。これらの臨時観測のデータも一元化され，多面的にデータが解析されることによって，

信頼性の高い予測情報の発信技術の構築や，地震火山現象の理解の深化が大きく期待される。

しかしながら，高精度・高密度の観測網展開による良質で最先端科学を支えるこれらのデー

タ取得は観測研究の要であるものの，多大な労力を必要とするため，臨時観測等に従事する

研究者のインセンティブの確保を図ることが必須である。データ取得と流通がバランス良く

図られる観測体制の構築は，観測研究の伸展には不可欠である。 

各種観測データの基礎データベースについては，今後も各機関が継続してデータ蓄積を行

うことが求められる。現行計画は，災害科学として学際的な共同研究を実施しており，観測

データだけでなく，古文書や発掘調査報告，考古史料などのデータベース化が進められてい

るほか，大規模な地震，津波，火山噴火災害に関する情報も集約されている。そのため，そ

の分野の専門家でなくても利用できるように，可視化システムを開発するなど，ユーザーに

とって利用しやすいシステムにすることが求められる。また，災害情報に関するデータベー

スの開発やそれを用いた災害情報提供の研究も必要である。 

統合型データベースの構築に関しては，複数の基礎データベースを統合して総合的なデー

タベースを作成する試みが行われているほか，機関を横断したデータベース利用のポータル

サイトが構築され，一定の成果があった。しかし，多種多様なデータベースが有機的に結合

された統合的なデータベースは構想されているものの，具体的な開発計画が提示されるまで

には至っていない。本計画の多様な研究課題がデータベースを介して有機的に結合されるこ

とによって，研究成果へのアクセスが容易となり，新しいアウトプットを生み出すことが可

能となる。まずは，現在準備が進められている研究成果共有システムの開発を着実に実施す

ることを端緒に，長期的な視野で進めていくべきである。 

データ流通・データベースは，研究計画の基盤として位置付けられ，その重要性は今後も
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変わることはない。データ流通システムやデータベースには，地震火山研究と異なる専門的

な技能を要することから，その開発は担当の研究者にのみ依存しがちである。しかし，統合

型データベースの構築には，個々の基礎データベースの開発・運用担当者だけではなく，デ

ータベースを利用する立場の研究者も加わることが望ましく，研究へのデータベースの利用

と研究成果のデータベースへのフィードバックが円滑に行えるよう，議論を深めるべきであ

る。また，データベースの開発が研究者の単なる負担やサービスにとどまることなく，研究

上の評価につながるように，研究計画全体からの支援体制の強化が必要である。 

ウ．観測・解析技術の開発 

現行計画では，観測・解析技術の開発は観測研究の基盤として位置付けられ，地震火山現

象の解明と予測，災害軽減の研究を推進するために実施してきた。その結果，従来の観測の

高精度化，信頼性向上だけでなく，従来は観測が困難であった場所における観測データや，

新しい種類の観測データや情報が得られるようになり，重要な科学的知見をもたらしている。

今後も技術開発の位置付けや重要性は変わることなく，これをさらに推進することが必要で

ある。 

2011 年東北地方太平洋沖地震以降，プレート境界域での地震や地殻変動の観測の重要性が

あらためて強く認識され，南海トラフでの観測の必要性も重要であることから，海底におけ

る諸観測の技術開発が重点的に行われた。GPS－音響測距結合方式による海底地殻変動観測は，

近年急速に進展し，高精度化が進められている。今後は，観測点密度の向上，ブイや無人移

動体等による効率的・定常的な観測の実現によって時間分解能の向上と準リアルタイム化を

進めていく必要がある。自己浮上型観測機器による機動観測や海底間音響測距観測について

は，特に，海溝軸付近での観測が重要であることから，より大水深に対応可能な観測機器の

開発や長期間連続観測などの高度化を目指す。 

海底における長期連続観測と，リアルタイムでのデータ利用を可能にするために，海底ケ

ーブル式の各種観測機器の研究開発をさらに進める必要がある。最新の技術を用いたインテ

リジェントな次世代型のケーブル地震観測網の開発を進め，また，センサーの追加や交換が

可能なシステムの開発により展開力を高め，海底孔内観測・長期モニタリングシステムとの

結合を可能とする必要がある。一方で，我が国周辺において広域の海底観測システムを展開

するために，より安価で簡便に構築できる低コスト型システムの開発，低消費電力化，小型

化を推進しなければならない。 

衛星を利用した宇宙測地技術，航空機等を利用したリモートセンシング技術に関しては，

近年，GNSSや合成開口レーダー(SAR)の解析手法の開発が進展し，地震や火山噴火発生時に迅

速かつ正確な現象の把握に役立っている。例えば，大学と国土地理院によるリアルタイム GNSS

時系列を用いた地震断層モデルの即時解析技術は，大学の研究成果が現業部門に利用された

好例であるとともに，防災への具体的な応用が期待できる成果である。電子基準点による地

殻変動監視においては，高い時間分解能を有する地殻変動の情報を抽出する技術を開発する。

また，リアルタイム GNSS 解析の安定化，高精度化を図る。「だいち 2 号」等による衛星 SAR

データを用いた地殻変動観測・解析技術の高度化，火山活動等に際し機動的な観測が実施で

きる航空機搭載 SAR の開発，衛星赤外画像を用いた火山監視システムの開発は継続して行う

必要がある。 

地下状態のモニタリング技術は，データ同化に基づく，地下状態の時間変化予測システム

を確立するには不可欠である。宇宙線ミューオンを利用したミュオグラフィは画期的な火山

透視技術として確立しつつあり，今後は，高解像度化を図るとともに，機器の低価格化，軽

量化を進め，機動性を向上させる。また，時間分解能を高め，自動画像診断技術の開発など

により準リアルタイムでの火山内部モニタリングを目指すことが望まれる。精密制御信号シ

ステムは装置の標準化とモジュール化を進めるほか，海底観測孔等で長期安定使用が可能な

震源装置の開発を進める。 

火山近傍の各種観測は，活動監視だけでなく，噴火直前予測にも有効であることが示され

た。積雪や雷雨の影響を受ける観測困難地域ではあるが，定常観測が安定的に実施できるよ

うな技術開発やシステム構築が必要である。噴火時に各種観測を火口近傍で実施するために

は，アクセスが困難な場所での諸観測に有効である無人ヘリやドローンを用いた観測技術や，
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遠隔操作あるいは自律型の動作が可能なロボット技術を積極的に導入し，サンプル採取装置

や物理的・化学的データの観測装置の小型軽量化を進め，多項目観測システムを開発する必

要がある。 

現行計画ではあまり指向されていないが，災害時の情報発信や普及周知に有効な技術が今

後必要となると考えられる。スマートフォンなどのモバイル情報端末や通信機器，IoT技術を

利用し，情報の受け手が災害誘因を具体的にイメージして，減災・防災に繋がる行動が取れ

る技術の開発などが期待される。そのためには，情報科学，社会科学といった分野との連携

が重要であろう。また，これまで観測機器のハードウエア技術の開発が主流であったが，観

測のシステム化，解析の高度化，リアルタイム化を目指すにはソフトウエア技術の開発にも

力を入れる必要がある。 

観測・解析技術の開発は，地震火山研究者からの要請（ニーズ）がシーズとなっている。

そのため，地震火山研究者と技術開発研究者との距離を狭め，情報交換ができる体制が望ま

しい。現行計画で試行している実施体制を今後も継続して行うべきである。このような技術

開発課題は，将来の現業への技術移転に向けたパイロット的なものと位置付け，技術開発に

おける一定の進展をもって早急に実用試験を行い，開発へのフィードバックを行うことが必

要である。一方で，新技術には，その段階に応じて，このような実用前段階のもの以外に萌

芽的なものもあり，将来を見据えて地震火山分野における適用を探ることも必要であろう。 

技術開発を専門とする研究者には研究上の評価につながるように，また，必ずしも技術開

発を主としない研究者には技術開発への労力の負担を軽減できるように，技術開発を支援す

る体制の整備が望まれる。技術開発に関する情報交換の機会を設けるとともに，例えば，部

品調達や設計・開発の共同化による開発コストの低減，人的支援などの方策を検討すること

が望ましい。 

 

（３）関連研究分野との連携の強化 

現行計画からは，地震学，火山学を中核に防災に関係する人文・社会科学分野を含めた総

合的かつ学際的なものになったため，関連研究分野との連携強化は極めて重要である。地震

学・火山学以外の研究を行っている機関が新たに計画に参加し，地震研と防災研とが拠点間

連携研究を開始するなど，組織的な連携研究体制の構築には大きな進展があった。従来から

の地震，火山研究者と防災に関係する工学や人文・社会科学の研究者が，共同で進めている

研究課題も多い。地震・火山噴火に関する文献史料と考古資料の統合データベースの構築や

南海トラフ巨大地震のリスク評価研究など，具体的な進展も見られている。現行計画が開始

されてまだ３年目であり，全体的に見れば，互いの研究分野の状況等がわかってきたところ

である。今後，関連研究分野間で共同研究を継続することにより，より密接な連携が可能と

なり，共同研究の深化も期待できるであろう。 

本計画を進めてきて，歴史学・考古学，工学，人文・社会科学と地震学・火山学とでは連

携に対する考え方には違いがあることもわかってきた。現行計画は，地震学・火山学の成果

を災害軽減に役立てられるようにするという目的で，関連研究分野の研究者の意見も聞いて

策定されたが，互いの研究分野に対する理解が必ずしも十分ではなかったため，計画の項目

立てなどには改善の余地がある。現行計画での連携研究の経験を生かして，今後の計画を検

討する必要がある。 

 

（４）研究者，技術者，防災業務・防災対応に携わる人材の育成 

   大学では，博士課程進学者が少ない状況が続いている。地震学・火山学の魅力や，災害軽

減に貢献するという社会的な意義を知ってもらう活動を行うとともに，博士取得者のキャリ

アパスを確保することが重要である。大学，研究機関や地震・火山防災に関係する国の機関

等に限定することなく，地震・火山の知識が防災対策等に活用できる地方自治体等での活躍

の場を広げていく努力が必要である。同時に，現在地方自治体等で地震・火山防災に携わっ

ている職員等に地震学・火山学の現状を理解してもらうことも重要である。自治体職員への

講習等の活動はこれまでも行われているが，今後も継続が必要であり，より組織的な取り組

みを検討すべきであろう。 
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 火山研究者の確保・育成のため，平成 28年度から文部科学省が次世代火山研究・人材育成

総合プロジェクトを開始し，「火山研究人材育成コンソーシアム構築事業」を立ち上げている。

大学や研究開発法人，国の機関，地方自治体や民間企業がコンソーシアムを組んで大学院生

の研究指導を行うというものである。従来の研究教育システムの良いところを最大限有効利

用しつつ，多様化した学問や社会に対応できる研究者養成が行えるようにすることは重要で

あろう。 

 

（５）社会との共通理解の醸成と災害教育 

各機関は，地震や火山噴火の予測の現状や地震・火山噴火による災害などの研究成果を国

民にわかりやすく説明する努力を続けている。広報やアウトリーチ専任の職員を置いている

機関もあるが，機関ごとの努力には限界があり，より組織的な取り組みを検討する必要があ

る。また，地震火山研究の必要性を理解してもらうためには，研究成果だけではなく，本計

画が何を目的とし，どのような体制で推進されているかについても知ってもらうことは重要

である。 

国民や地方自治体に，地震・火山噴火に関する防災情報を適切に活用してもらうためには，

予測の不確実性などを含め，これらの情報についての理解を深めてもらうことが重要である。

また，研究成果や防災情報の知識を一般の国民によりよく理解してもらうためには，防災に

関する人文・社会科学研究者等の専門家の助力を得ることが有効である。新たな研究分野で

ある地震考古学においては，災害痕跡の認定基準の策定や，現場調査員向けのマニュアルの

作成が必要である。研究成果を地震・火山災害の軽減に活用するためには，防災情報の発信

の仕方の改善や，国民の理解を深めるための努力を継続する必要がある。 

 

（６）国際共同研究・国際協力 

   各機関では国際共同研究が活発に行われており，大学では学術交流協定等の締結などの組

織としての取り組みも増加している。また，外国人客員教員による講義の開講や研究指導が

行われることも多く，学生の視野を広げる効果などが期待できる。従来の地震学・火山学の

国際共同研究は活発化しているが，災害軽減を目的とした国際共同研究はまだ少なく，今後，

共同研究の幅を広げていく必要がある。 

地震・津波・火山噴火等の情報は，国際的にも防災等のために重要であり，国際機関への

情報提供は今後も継続する必要がある。また，我が国は，地震・火山研究や，地震学・火山

学に基づく防災への取り組みにおいて先進国であるため，地震・火山・津波災害軽減の技術

を移転する取り組みは国際貢献として今後も重要であり，継続する必要がある。 

 

Ⅵ．総括的評価 

 

１．現行計画策定までの経過 

（地震予知・火山噴火予知計画の主な成果） 

   測地学審議会の建議に基づく地震予知計画は，地震の前兆現象の観測に基づいた地震予知

を目指して昭和 40年度に開始された。地震や地殻変動などの観測網が整備された結果，地震

の起こり方とプレートなどの構造との関係が明らかになるなど，地震に関する理解は着実に

進展した。しかし，地震に先行する現象の観測結果は複雑で多様であり，多くの地震で同じ

ように観測された前兆現象は知られておらず，地震予知の実用化への道筋は明確なものには

ならなかった。そのような状況の中で 1995 年兵庫県南部地震が発生し，死者・行方不明者が

6400人以上にのぼる阪神・淡路大震災をもたらした。この地震を契機に，それまでの地震予

知計画を総括し，地震前兆現象の観測に基づいて地震を予知するという方針を見直した。そ

して，観測や実験，理論に基づき地震発生機構をモデル化し，地震発生過程全体を解明した

上で，地震発生の予測を目指すことにした。このような考え方に基づいた「地震予知のため
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の新たな観測研究計画」は平成 11年度に開始され，主にプレート境界地震のアスペリティモ

デルの発展，地震発生サイクルのモデル化に基づく数値シミュレーションの実現，多様なゆ

っくり滑りや低周波微動の発見など，国際的にも高く評価されている多くの研究成果が得ら

れた。 

   火山噴火予知計画は昭和 49年度から，各火山における観測に基づいた火山噴火予知の実用

化を目指して始まった。高密度多項目観測網の整備と実験観測を推進した結果，マグマ貫入

の時空間変化の把握，火山体の地下構造の理解が進んだ。また，各観測データの時系列をも

とに，火山活動や噴火活動の定量的記述がなされ，先行現象と噴火発生との関連性が明らか

になった。地質・岩石学的調査に基づき，火山活動の長期評価が行われ，噴火様式とマグマ

特性との関連性の理解が進み，起こりうる噴火現象を地図上に示した火山ハザードマップや

発生順を示した噴火事象系統樹として防災に役立てられた。また，有珠山や三宅島において

観測による先行現象の検知に基づく噴火発生前の情報発信が行われ，災害軽減にも役立てら

れた。これらの成果は，適切な観測体制のある火山では噴火時期をある程度予測できること

を示しており，平成 19年より気象庁は，防災機関や住民が取るべき防災対策と連動した火山

ごとに異なる噴火警戒レベルの運用を順次開始した。 

   日本列島で発生する地震と火山噴火は，プレートの沈み込みを共通の原因として発生して

おり，日本列島域の構造や応力場などの地学的環境の解明は，地震予知と火山噴火予知の両

方にとって重要である。また，地震と火山噴火が相互作用する可能性が指摘されており，地

震と火山噴火では地球物理的観測手法や現象の物理・化学モデル化でも共通点がある。この

ようなことから，平成 21年度から開始された「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」

では，それまで個別に推進されてきた地震予知と火山噴火予知の計画を統合し，地震学と火

山学の研究者が協力し，より効率的に研究を進めることになった。地震予知と火山噴火予知

の研究計画の統合の成果としては，沈み込み帯におけるスラブからの水の供給とマグマの発

生・上昇過程の解明や，伊豆半島東方沖におけるマグマの貫入による群発地震活動の解明と

予測などがある。 

 

（東日本大震災）  

「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」を実施中の平成 23年３月には東北地方太

平洋沖で M9.0 の巨大地震が発生し，津波などによる死者・行方不明者が２万人近くに上る東

日本大震災をもたらした。それまでの計画では，M9 クラスの地震の発生可能性に関する研究

は十分ではなかった。また，巨大地震による津波のような災害誘因の予測に関する研究も不

足していた。このようなことから，観測研究計画を見直し，超巨大地震に関して当面実施す

べき観測研究として，超巨大地震とそれに起因する現象の解明と予測及びそのための新技術

開発の研究を実施することになった。津波堆積物の調査に基づいた過去に発生した超巨大地

震の解明，地震発生直後にできるだけ短時間で地震の規模を正確に推定する手法の開発，沖

合の津波計のデータも活用して津波が沿岸に到達する前に正確に津波を予測する手法の開発

などで重要な成果が得られた。 

 

（現行計画の策定） 

   「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」の見直しにより，超巨大地震に関する観

測研究を強化し成果が得られたが，国民の命を守る実用科学としての地震・火山研究を推進

するために，計画を抜本的に見直す必要があった。地震・火山噴火の予知に基づいて災害軽



- 64 - 

 

減に貢献することを目標としていたそれまでの計画の方針を転換し，地震発生・火山噴火の

予測の研究に加え災害誘因の予測の研究も行い災害の軽減に貢献することを最終的な目標と

する「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」を平成 26年度から開始した。現

行計画は，地震発生・火山噴火の予測を目指す研究を継続しつつも，計画の目標を広げ，地

震・火山噴火による災害誘因の予測の研究も組織的・体系的に進め，国民の生命と暮らしを

守る災害科学の一部として推進することとなった。地震や火山現象の理解にとどまらず，地

震や火山噴火が引き起こす災害を知り，研究成果を地震，津波及び火山噴火による災害の軽

減につなげることを目指す。そのため，地震学や火山学を中核とし，災害や防災に関連する

理学，工学，人文・社会科学などの分野の研究者が参加し，協働して計画を推進する。現行

計画は，このような方向転換の最初の５か年の計画と位置付けられた。 

 

２．現計画の成果と課題 

（優先度の高い地震・火山噴火に対する総合的な取組） 

東北地方太平洋沖地震，南海トラフの巨大地震，首都直下地震，桜島火山噴火については，

本計画実施期間に災害科学の発展に着実に貢献できる見込みがあることや，発生した場合の

社会への影響の甚大さを考慮して，総合的な研究として優先して推進することになっている。

総合的な研究を推進するために，予知協議会に４つの対象それぞれについての総合研究グル

ープを設置し，関連する課題間の連携協力体制を構築した。 

東北地方太平洋沖地震については，発生から５年余りたっているが顕著な余効変動が続い

ている。余効変動の観測データなどに基づいた東北地方の粘弾性構造の解明が進められ，物

理モデルに基づいた今後の地震発生の予測シミュレーションが行われるなど，重要な科学的

成果が得られている。また，この地震で観測されたデータを利用して，津波の即時予測実験

などの災害誘因予測の研究が進められ，手法の高度化が実現したことは，地震・火山研究の

成果を災害軽減に役立てることができる重要な成果である。この地震の影響は，広域に長期

間に及ぶものと思われ，隣接域でのプレート境界大地震やアウターライズ地震発生の懸念が

なくなったわけではない。余効変動の観測も含め，この地震の影響を継続して研究する必要

がある。また，この地震による津波や地滑りなどによる災害には，土地利用の変化が関係し

ていることが指摘された。災害素因も含めて，この地震による災害の発生機構を解明するこ

とは，今後の巨大地震による災害軽減を検討する上では重要な研究である。 

南海トラフ巨大地震については，海底地殻変動観測によりプレート境界の固着の状況の地

域性がこれまで以上に詳細に解明されるなど，モニタリング技術の進展による重要な成果が

あった。南海トラフ巨大地震が発生に至るまでの過程をできるだけ詳細に観測し，その物理

的な意味を明らかにすることは，その予測可能性を検討する上でも極めて重要である。拠点

間連携共同研究では南海トラフ巨大地震のリスク評価研究を参加者募集型共同研究として実

施し，南海トラフ巨大地震の震源や地震波の伝播といった理学研究，地震動や構造物被害と

いった工学研究，災害情報の発信などの人文・社会科学研究を含む総合的な研究を進めた。

南海トラフ巨大地震を対象として，このようにリスク評価に必要な一連の要素を総合したシ

ステムが確立すれば，他の地震などにも適用できる。 

首都直下地震については，房総半島沖のゆっくり滑りの解明，地震動による地滑り発生可

能性の研究，史料に基づく江戸時代の大地震の研究，関東平野の地震波伝播特性の研究など

の成果は得られた。しかし，首都直下の構造は複雑であり，対象とする地震が多様であるた

め，地震による災害に関する研究も，やや系統性を欠くものになっており，総合的取組とし
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ての成果はまだ十分には得られていない。今後は，まず首都直下で発生する可能性のある地

震像を明確にすることが必要である。また，それら地震により引き起こされる可能性のある

災害について検討していくべきであり，長期的で計画的な取り組みが必要になる。 

桜島火山については，地震，地盤変動，電磁気，地球化学といった従来の観測に加えて，

ミューオンなどの新手法も適用しながら，火山体内部のマグマ活動の高精度な把握に基づく

火山活動の解明が進められた。特に，深部からのマグマの供給率と中長期的な噴火活動の様

式や規模に関連性が見出されたこと，2015 年８月には既存の火道近くに新たにマグマが貫入

したことが明らかとなった。また，気象レーダーやライダー観測，GNSS 観測による火山灰噴

出の把握，数値シミュレーションによる火山灰拡散予測といった災害誘因に関する研究が進

むとともに，降灰量による交通網への影響評価も行われた。加えて，噴火事象系統樹を利用

した自治体の防災訓練や大噴火時の住民の避難意向調査に基づく行動分析が行われた。以上

のように，頻発する噴火を利用した科学的研究の実施と，その成果に基づく将来起こりうる

大噴火発生への対策に関する研究が連携して行われている。近傍に鹿児島市街地を抱える桜

島は，火山災害の軽減を意識した研究を実施する良いフィールドである一方，来たる大噴火

時には，その成果を有効的に利用し，災害をできる限り防ぐためにも，今後も継続して研究

を実施する必要があろう。 

以上のように，優先度の高い地震・火山噴火である４つの対象について総合的な取り組み

を行ってきた。地震学・火山学的な現象解明・予測の研究から災害軽減に向けての取り組み

までを総合的に検討することにより，研究の取り組み方の違いや研究の不足している部分，

災害軽減に貢献する研究の成果を得る難しさの違いなどの課題が明らかになり，今後の研究

の進める上でも参考になる点があった。今後，対象とする地震・火山噴火や推進体制につい

ても見直した上で，優先度の高い地震・火山噴火の分野を横断した総合的研究を進めていく

必要がある。 

 

（拠点間連携共同研究）  

拠点間連携共同研究は，地震火山観測研究の成果を災害軽減に役立てることを目標に，「地

震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である地震研と「自然災害に関する総合防災学の

共同利用・共同研究拠点」である防災研が連携して平成 26年度に開始した。両拠点が，予知

協議会と自然災害研究協議会という，それぞれが中核となっている研究者コミュニティーが

協力して組織的に研究を推進していることは重要である。南海トラフ巨大地震のリスク評価

研究は，南海トラフ巨大地震の総合的取組にも大きく貢献している。現時点で開始から２年

あまりしか経っていないため，研究成果としては予備的なものが含まれている。しかしなが

ら，複合学術領域としての地震・火山噴火に関する災害科学を発展させるという目的の下，

理学・工学・人文・社会科学に至る幅広いテーマの研究課題が立ち上げられ，地震で損傷を

受けた建物が余震で倒壊する可能性の評価など，これまでにない新しい成果の芽が現れ始め

ている。また，異なる分野間で連携研究を進める中で，ライフラインなどのインフラ設備の

被害予測など社会が必要とする災害予測情報と，従来の研究成果とに食い違いがあるなどの

新たな発見もあった。災害対策を考える現場の視点から，災害軽減を推進するためにどのよ

うな研究があるかという観点で研究課題を再構成することも有効だと思われる。また，災害

対策に活用される災害リスク評価を実現するには，信頼性のある定量評価が必要であるが，

そのためには，災害予測の過程における研究分野の相互（依存）関係の明確化が必須である

ことも，分野間連携の課題から明らかになった。 



- 66 - 

 

 

（低頻度大規模地震・火山現象） 

2011 年東北地方太平洋沖地震に関しては，この巨大地震に先行するプレート境界の滑り過

程や，巨大地震発生後の余効変動などについて解明が進められた。巨大地震が地殻活動に及

ぼす影響は広範囲にまた長期にわたっており，観測データの解析から広域の物性値の推定な

どが可能になっている。東北地方太平洋沖地震の発生により，近代的観測データだけからは

解明できない低頻度大規模地震・火山現象の研究の重要性があらためて認識された。近代観

測以前の地震・火山現象を解明するためには，史料，考古データ，地質データを活用する必

要がある。特に，史料・考古データに基づく地震・火山現象の解明では，現行計画から歴史

学や考古学の研究者が参加し，地震学・火山学の研究者と組織的な連携研究を開始した。史

料，考古データ，地質データの収集とデータベース化は，それぞれ着実に進展している。ま

た，史料と考古データのデータベースを統合検索できるようなシステムが検討されている。

現行計画の新たな取り組みとしては，順調に進展しているといえるであろう。利用できる史

料，考古データは膨大であるため，今後も継続した取り組みが必要である。また，史料，考

古データの分析に時間がかかることを考えると，対象とする地域や時代などについての優先

順位を検討することも重要であろう。 

津波堆積物などの地質データベースは，複数の機関で作業が進められている。今後，これ

ら複数のデータベースのデータを統合的に解析できるような仕組みを構築することが重要で

ある。さらに，近代観測以前の地震・火山現象の解明のためには，史料，考古データ，地質

データを統合解析すること必要であるため，これを可能にするシステムを構築すべきである。 

史料，考古データ，地質データの収集とデータベース化と同時に，これらデータを地震発

生の長期評価の改善や大噴火発生に至る過程の理解に役立てるような手法を開発することが

重要である。これまでに，津波堆積物のデータに基づき，17 世紀に北海道太平洋沖で巨大地

震が発生した可能性の指摘や地質データ分析に基づく奥尻島山体崩壊の年代推定など，史料，

考古データ，地質データから過去の巨大地震や大規模噴火の解明の研究は進んでいる。今後，

近代観測データや理論的研究と合わせることなどにより,これらデータをより有効に使い，将

来の大規模地震・火山噴火の予測に利用するための研究も重要になってくるであろう。 

 

（内陸地震） 

   現行計画実施期間中に発生した，2014 年長野県北部の地震と 2016 年熊本地震は，どちら

も地震調査委員会で長期評価の対象とされた既知の活断層で発生した。長野県北部の地震は，

活動の評価対象よりも短い区間で断層が破壊されたものであった。このような活断層の部分

的な破壊を評価する手法を開発することは，今後の重要な課題である。また，2016年熊本地

震は，隣接する２つの断層帯が続いて活動し，複雑で比較的長期の地震活動となった。複雑

な断層系での地震活動の推移を的確に予測する手法を開発することは，災害軽減に貢献する

ためにも極めて重要である。 

2014 年長野県北部の地震については，本震の４日前から前震活動があり，本震発生前に臨

時観測点を展開していた。2016年熊本地震は，M6.5の地震の発生から約 28時間後に M7.3の

地震が発生した。これらの地震活動について，臨時観測データも利用したデータ解析による

研究が実施された。今後，前震活動や大きな地震の続発性について，近年の豊富な観測デー

タや統計モデルを利用して地震発生過程の解明や予測につながる研究を進めることが重要で

ある。 
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多くの地震の発震機構解を用いた応力場推定や，地震波速度ならびに比抵抗構造の推定な

どにより，内陸地震発生場の理解は進んできている。その成果を利用して，内陸地震発生の

物理モデルを発展させて，観測データと物理モデルに基づいた長期的な活動度評価を目指し

た研究が必要であろう。 

 

（地震と火山の相互作用） 

大地震や噴火が一旦発生すると，近隣の断層や火山の活動活発化による新たな災害が懸念

される。例えば，2011 年東北地方太平洋沖地震の発生後に，内陸地震や火山地域の地震活動

に顕著な変化が観測された。2016 年熊本地震の断層は阿蘇カルデラ内にまで延びており，阿

蘇山の火山活動への影響が懸念されている。地震・火山は，地殻内応力などを通じて相互に

何らかの影響を及ぼしていると考えられるものの，両者の関係を定量的に調べられる事象は

多くはない。少ない事象を多項目観測で漏らさず捉えて定量化するとともに，火山のような

特異な構造不均質性と断層運動との関連性に関する理論的な研究をもとに，相互作用の物理

機構を丁寧に調べることは重要である。また，過去の近代的データや史料，考古データ，地

質データの系統的な解析などを通して，相互作用の有無を網羅的に調べることも必要であろ

う。 

 

（プレート境界地震） 

海溝型のプレート境界地震については，前計画から引き続き，プレート境界における多様

なゆっくり滑り現象の解明やモデル化，海底地殻変動観測による固着域の詳細な推定などで

成果があった。測地データ等と物理モデルに基づくデータ同化手法開発の研究も進められて

おり，プレート境界における摩擦特性の推定や，滑りの推移予測実験などが行われている。

モニタリングと物理モデルによりプレート境界滑りの推移を予測する研究は，地震発生予測

を目指す本計画の柱の一つとして継続すべきである。 

プレート境界には地震性滑りが発生しやすい場所や非地震性滑りが発生しやすい場所など

が存在することから，摩擦特性は一様ではないと考えられ，このことを支持する観測結果は

現行計画でも多く得られている。プレート境界面の摩擦特性の分布を明らかにすることは，

物理モデルに基づくプレート境界地震などの数値シミュレーションでも必須のものである。

地震波速度構造と摩擦特性の関係を示唆する観測結果はあるが，両者の定量的な関係は明確

になっていない。この関係を明らかにすることは，モニタリングと物理モデルによりプレー

ト境界滑りの推移予測のためには重要である。なお，滑りが地震性になるか非地震性になる

かは，その場の摩擦特性だけで定まるものではなく，その場の弾性的特性や動的摩擦特性に

も依存することに注意すべきである。岩石の摩擦実験などにより，動的なものも含め摩擦特

性の詳細を解明することは重要である。 

 

（スラブ内地震） 

海洋プレート内で発生するスラブ内地震については，2015 年小笠原諸島西方沖の深発地震

のように，これまで災害軽減のための研究対象としてはあまり重視されていなかった深発地

震でも被害が発生することがわかった。また，海洋プレート内地震と構造不均質の関係につ

いても理解が進んだ。海洋プレート内地震の中短期予測は当面困難と思われるため，構造不

均質などから海洋プレート内地震が発生しやすい場所を明らかにし，長期予測に役立てるこ

とを当面の目標とすべきであろう。 
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（地震先行現象・地震活動評価） 

地震の中短期予測を実現するためには，地震に先行する現象を観測して適切に評価する必

要がある。複雑で多様である地震先行現象の確からしさを明らかにするために，現行計画で

は観測された先行現象の統計的な評価に重点を置いて研究が進められている。これまでに，

大地震発生前に前震活動や地震活動静穏化が現れる割合などを調査した。このような結果を，

確率的な地震発生予測に利用できるように，さらに解析を進め，予測手法の開発を進める必

要がある。また，他の先行現象についても統計的評価を進めるとともに，様々な先行現象の

発生機構を解明する必要がある。将来的には，プレート境界滑りの推移予測のためのモデル

のような物理モデルと統合することを目指すべきである。 

 

（火山現象のモデル化） 

   多様な火山現象を理解するためには，火山の性質や噴火様式を整理し，類似点や相違点を

比較しながら，各現象の相関・因果関係をまとめていくことが必要である。そこで，本計画

では，マグマ噴火の卓越する火山，熱水系が卓越し水蒸気噴火をしばしば伴う火山に分類し

研究を実施してきたが，両者ともに充実した多項目観測が実施されている火山では，地下の

現象の時空間変化や噴煙及び火山ガス放出などの定量化は着実に進んでいる。 

マグマ噴火については，2011 年霧島山（新燃岳）の一連の噴火活動に関する研究にあるよ

うに，観測データに基づく研究成果に，マグマ火道流モデルや噴出物特性の分析結果を合わ

せることにより，噴火のメカニズムや様式，またその推移について，定量的な検討も行われ

るようになった。今後も，理論，物理的観測，物質科学的分析による研究を連携して行うこ

とにより，マグマ噴火の活動特性の定量的理解にとどまらず，予測方法の構築への道筋が見

えてくると期待される。 

   一方，水蒸気噴火の発生が懸念される熱水系の卓越する火山については，現行計画から本

格的に観測・研究に取り組んだ。熱水系の卓越する火山における水蒸気噴火は,噴火の先行現

象を捉えた例が非常に少ないことから，火口近傍における多項目観測を実施し，非噴火時に

おける異常活動の発現，あるいは噴火発生に至るまでの先行現象を明らかにすることを目的

とした。そのような状況の中，2014年に口永良部島と御嶽山で相次いで水蒸気噴火やマグマ

水蒸気噴火が発生した。現行計画で新たに展開する予定であった観測点の設置は間に合わな

かったものの，これまでの観測研究計画等で整備した観測網により，貴重なデータを得るこ

とができた。特に，口永良部島では 15年ほど前から浅部火山活動が段階的に活発化している

中で噴火が発生しており，火山活動の理解には安定した長期の観測が重要であることがあら

ためて示された。また，御嶽山は噴火の約１か月前から火山性地震などの活動が活発化して

おり，水蒸気噴火の発生は，中長期的な活動活発化の中で発生することがわかった。しかし，

噴火発生までの時間スケールはその時々で大きく異なることから，火山災害を軽減するため

の危険情報をどのように発信するのか，今後解決すべき重要な課題となった。一方，高精度

の地盤変動観測を行うことにより，噴火の数時間から数分程度前から急激な山体膨張が発現

することがわかった。噴火の発生直前ではあるが，警報を山頂付近にいる観光客らに伝える

ことにより，災害を軽減できる可能性が高い。火口付近の複数観測点の設置や観測困難地域

での安定的な運用が可能なシステムを開発することにより，課題を解決することができよう。 

 

（噴火事象系統樹） 
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噴火事象系統樹は，それぞれの火山で今後起こりうる噴火の特徴を一覧することができる

ことから，防災対策を実施する担当者あるいは住民にとって，火山活動の全体像を理解し，

避難計画をはじめとした火山防災を考える上で非常に重要である。また，火山現象が網羅的

にまとめられていることから，学術的な視点からも非常に役立つ。今後も，より客観的で，

災害軽減に資する噴火事象系統樹の作成が必要である。 

浅間山や有珠山，桜島など，近代的な観測網が整備され，噴火事例がある火山では，噴火

活動の推移と観測量の関係が十分に得られることから，噴火現象の分岐の判断に観測量が取

り入れられるなど高度化が進んでいる。一方，たとえ観測網が整備されていても，噴火活動

が記録されていない火山が多く存在する。このような火山では，事象分岐に確率を付与する

ことは難しい。現行計画で試作した蔵王山のように，地質学データや史料を整理して発生の

可能性の大小を示す，また，日本に限らず世界の火山における観測成果を利用するなど，利

用できる限りのデータを活用した噴火事象系統樹の作成が必要であろう。これらに加え，マ

グマ特性や火山体構造をもとに，火山活動が分岐する条件を理論的に調べることで，火山活

動や噴火の規模や様式が変化する前に観測される特徴を明らかにし，より信頼度の高い分岐

判断の指標を用意しておくことにより，火山活動の活発化の際に有効に利用できよう。 

 

（災害誘因予測のための研究） 

 災害誘因予測のための研究は，2011 年東北地方太平洋沖地震の発生を受けて新たに本計画

で扱われるようになったが，地震発生直後に地震の規模を正確に推定する手法の開発や津波

浸水域の即時予測などで大きな進展があった。沖合津波計のデータを利用した津波の即時予

測手法は，実用化に向けた開発が進められている。火山噴火に関係するものでも，降灰の拡

散範囲の予測に必要な火山灰粒子密度の推定手法の開発等が行われた。このような研究は，

地震学・火山学の研究成果が災害軽減に直接役立つものであるため，今後も継続して行って

いく必要がある。また，このような研究の成果は，行政機関等で実用化されることに価値が

あるため，大学，研究開発法人及び行政機関が十分に連携した上で推進することが重要であ

る。 

   地震動や津波等の事前予測の研究では，2011年東北地方太平洋沖地震のようなプレート境

界巨大地震の地震波放射特性の空間的不均一性や，地震波伝播経路の構造が地震動に及ぼす

影響などについての研究に進展があり，津波に影響を及ぼす海溝軸近くの摩擦特性などの研

究も行われた。これらの研究は，地震動・津波の事前予測の高度化につながる成果である。

また，地震性地滑りの発生メカニズムに関する研究も進展している。これらの研究成果は，

構造物被害などの工学的研究や災害情報・災害対応などの人文・社会科学的研究と連携する

ことで，さらに災害の予測の分野で活用することができよう。このような観点から現行計画

では拠点間連携研究を推進した。今後も，地震学・火山学の成果を災害軽減に役立てるため

に，工学や人文・社会科学と連携することが重要である。 

 

（災害事例，災害発生機構，災害情報の研究） 

 地震や火山噴火に関する研究成果を災害軽減に役立てるためには，地震や火山噴火といっ

た自然現象の理解にとどまらず，災害素因に関する理解に基づき災害軽減に貢献するための

地震・火山研究を推進することが必要であるため，人文・社会科学研究者と連携することに

より，現行計画から新たに災害事例，災害発生機構，災害情報等の研究に取り組むことにな

った。2011年東北地方太平洋沖地震，2014 年御嶽山噴火，2016年熊本地震などの国内におけ
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る近年の地震・火山災害だけではなく，史料に基づく江戸時代の地震災害の研究や，海外の

災害事例の研究も行い，地震や火山噴火による被害の状況や復興状況の知見を集積した。地

震や火山噴火の発生を防ぐことは不可能であるため，これらが災害を引き起こす過程の理解

に基づいて，災害軽減のための方策を検討する研究は今後も重要である。また，災害誘因予

測結果などの災害情報の適切な提供の仕方も，地震学・火山学の成果を効果的に災害軽減に

役立てるためには重要であることは明らかである。 

 現行計画で地震・火山学の研究者と防災に関する人文・社会科学の研究者の連携研究が開

始され，両者の相互理解は徐々に進んできている。相互理解が進むと同時に，ともに地震・

火山災害の軽減を目指している両分野の研究者間の組織的な交流がこれまで少なすぎたこと

がわかった。これは反省すべきことである。現状では，地震学や火山学の最新の研究成果が，

防災に関する人文・社会科学に十分に活用されているとは言えない。今後，地震・火山学の

研究者と防災に関する人文・社会科学の研究者の情報交換をより活発に行うことにより，地

震学・火山学の成果をより有効に活用できるよう，研究手法を検討していく必要がある。 

 

３．計画推進体制の強化 

（地震本部との関係と火山観測研究の一元的推進体制） 

 我が国では，地震防災対策の強化を目標として，地震本部が地震に関する調査研究を一元

的に推進している。地震本部が推進する調査研究は，トップダウンで進める特定の地域や地

震を対象とした大規模なものになるのに対し，本計画では研究者の自由な発想に基づくボト

ムアップ研究を推進している。地震本部による地震に関する評価では，本計画の成果が多く

利用されていることは，2011 年東北地方太平洋沖地震や 2016年熊本地震の例からも明らかで

ある。また，本計画による地震の発生過程等の解明の成果は，地震の長期評価や強震動評価

の基礎となるものである。地震本部で推進している調査研究の多くは，本計画で開発された

観測技術や解析手法を発展させたものである。地震に関する基礎的な理解の進展や新たな観

測技術や解析手法は，多様な考え方に基づき，研究者が創意工夫することによって得られる

ことが多いため，国の地震調査研究を継続的に発展させるためには，本計画で行う基礎的な

研究は重要である。本計画の成果が国の地震調査研究に有効に活用されるためには，今後，

地震本部との連携を一層強化しなければならない。 

   火山噴火予知計画に始まる観測研究計画により得られたこれまでの火山研究の成果の一部

は，噴火警戒レベルの設定や，気象庁火山噴火予知連絡会において個々の火山の活動評価で

活かされてはいる。しかしながら，地震本部のような，火山に関する調査研究を一元的に推

進し，本計画で得られた基礎的な成果を組織的・体系的に社会に還元する仕組みが確立して

いない。また，適切な火山観測設備や監視体制，調査研究について，国全体として方向性を

議論し，社会に反映できるよう実行に移す組織がないため，最新の科学的知見を反映した火

山防災体制を効果的に実社会に展開できていない。５年前のレビューでもすでに指摘されて

いるが，火山調査研究の成果に基づく火山防災施策の高度化は必要不可欠であり，国が責任

を持って今後の研究戦略と成果の普及展開について考える火山調査研究の組織・体制を検討

する必要がある。一方，火山活動や噴火活動は多様であるため，火山噴火現象の理解や発生

を予測する技術の開発は，トップダウン的に組織だった研究だけで行えるわけではない。今

後，研究者の自由な発想に基づく本計画のようなボトムアップ型の研究も十分進めることが

不可欠である。 
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（本計画の推進体制） 

本計画は，地震火山部会において計画の進捗状況を把握し，成果の取りまとめを行ってい

る。今後も，地震火山部会において，各年度の成果を把握し，計画の方針を確認した上で，

計画を推進していくべきである。地震火山部会で各課題の進捗状況を常時把握するのは難し

いため，予知協議会企画部と拠点間連携共同研究委員会が常時活動し，計画全体として成果

があがるように，課題間連携等を図っている。平成 26 年度には予知協議会に史料編纂所など

の地震・火山学以外の関連分野の研究組織が参加することになり，平成 28年度からは，大学

のほか，行政機関や国立研究開発法人等の計画に参加する全機関が予知協議会に正式参加す

ることになったが，全機関がこれまで以上に密接な連携のもと計画を進めていく上では望ま

しい。また，企画部内に戦略室を設置し，異なる研究分野間の連携強化のため，合同研究集

会の企画等の取り組みを行っている。各年度末には成果報告シンポジウムを開催し，計画の

参加者が全体の進捗状況を理解して研究を進められるようにしている。地震学・火山学の成

果を災害軽減につなげるためには，このような活動を今後も継続して行っていくことが重要

である。また，大学等による基礎的研究の成果を行政等で活用するために，予知協議会にお

いて計画参加機関の間での情報交換を活発に行い，それぞれの機関の目的や強みを考慮して，

計画を推進していくことも重要である。 

 

（基盤的な観測の維持，発展） 

これまでの地震・火山噴火の現象解明や予測及び災害誘因予測の研究には，高感度地震観

測網などの地震や地殻変動の基盤的観測網が大きく貢献してきた。南海トラフにおける地

震・津波観測監視システムや，整備が進められている日本海溝地震津波観測網や海底地殻変

動観測によって，これまでは高精度の観測が難しかった海域の地震，地殻変動をより正確に

把握できるようになってきているため，特に，海溝型地震についての現象解明や予測及び災

害誘因予測の研究の加速が期待できる。地震・火山現象の解明と予測のためには，現象の推

移を把握することが重要であるため，長期間安定して観測データを取得することが必要であ

る。特に，発生が懸念されている南海トラフ巨大地震については，発生に至るまでの詳細な

過程を観測することは，巨大地震の予測可能性を検討する上でも極めて重要である。 

火山における多項目観測データは，火山研究だけでなく，適切な噴火警戒レベルを設定す

るためにも不可欠である。また，長い時間をかけて変化する火山活動を把握するためには継

続的な観測が不可欠であり，その観測基盤は国が責任をもって整備維持する必要がある。現

在，火山の観測は，国の機関や研究開発法人だけでなく，火山噴火予知研究計画の中核を長

年担ってきた国立大学法人に強く依存している。しかしながら，国立大学の法人化以降，定

常的な観測設備や人材に対しての予算を十分に確保することができず，過去に整備された高

精度な観測施設さえも更新ができないため，十分なデータが得られなくなりつつある。2014

年御嶽山噴火発生などを受け，火山観測点の整備や拡充も一部で進んでいるものの，一元的

推進体制がなく各省庁間での調整が十分ではない。設備だけでなく観測を維持する人的，予

算的資源の確保を含めた中長期的な視点に立った火山の基盤観測体制の整備が必要である。 

地震の発生直後には，余震や余効変動などの活発な地殻活動が発生する。また，火山活動

の活発化や噴火活動中には，火山性地震の活発化や山体膨張が起き，多様な噴出物が放出さ

れる。地震活動や火山活動の推移予測のためにも，現象のより正確な把握が必要である。そ

のため，このような時には，必要に応じて，迅速に臨時観測を行ってきた。また，定常観測

点では検出できないような詳細な構造や活動を解明するために，臨時観測を行ってきた。こ
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のような観測を行うために必要な観測機材や人的資源，機関間の連携を含めた観測体制を常

に整備しておくことも重要である。 

 

（データベース・データ流通） 

 地震・地殻変動等の定常観測データについては，多くのものが広く流通し，多くの研究者

により利用されることにより研究に役立っている。流通するデータは年々増大しているため，

データ流通システムの維持・拡充は今後も着実に行っていく必要がある。 

   本計画で得られた臨時観測等のデータや解析結果などの成果は，必ずしも多くの研究者が

使いやすいような形で公開されているわけではない。これらデータを公開し，多くの研究者

が利用できるようにして，研究を加速することを目的に，これらをデータベース化し，研究

者間で共有する仕組みの構築を目指してきた。しかしながら，このようなシステムの構築は

必ずしも順調に進んでいない。一方，これまでに蓄積されたデータは膨大であり，これらす

べてを公開することが現実的とは思えない。このようなデータベースの構築・維持のための

コストも考慮した上で，データを広く公開する方向に進めるべきであろう。 

 

（技術開発） 

 地震・火山現象の理解を進めるためには，これまで以上に精度の高い観測や，観測が困難

な場所でのデータ取得，観測データからのノイズ除去など，観測・解析技術の高度化が重要

なことは明らかである。本計画でも，これまで継続的に観測・解析技術の開発を進めてきた

が，その重要性は今後も変わらない。海底観測技術，宇宙測地技術，地下状態のモニタリン

グ技術などでは，技術開発研究者と地震・火山現象の研究者とが密接に連携を取り開発を進

めていく必要がある。また，災害軽減に資する技術の開発という点からは，地震・火山災害

発生時の災害情報発信技術などについても検討を進めていく必要がある。 

 

（教育・人材育成）  

多様な地震・火山現象や，それらによる災害の発生機構も，実社会に応用できるまで学問

が進展しているわけではない。そのため，我が国あるいは世界の地震・火山災害の軽減を図

るためには，地震・火山現象や災害を研究する人材及び高度な知識を有し防災業務に携わる

人材の育成が必要である。これらの人材の継続的な育成には大学院生の確保が不可欠である

が，昨今，大学における博士課程進学者が減少している。この問題は必ずしも地震学，火山

学分野に限ったことではなく，他分野にも共通する課題であり，大学院生に対する経済的支

援や博士号取得後の活躍の場の確保など，博士課程進学者を増やす施策を実行することが求

められる。地震学や火山学分野における人材育成については，地球のダイナミクスを追究す

る学問としての魅力，予測科学としての面白さ，災害軽減に貢献する学問としての広がりを

伝えることは当然のこととして，国や地方自治体で地震・火山防災施策を担う人材，また，

民間企業等で防災関係の業務に従事する人材の拡充を社会に強く働きかける必要がある。こ

のような取り組みが,国の防災力を高めることにつながることから，大学の教育や研究開発法

人，国や地方自治体の機関で実施されているシステムを有機的につなげ，また，改良し，効

果的な人材育成体制を作ることが必要であろう。例えば，火山学分野について，火山災害警

戒地域に設置される火山防災協議会に，関係自治体や気象庁等の国の機関の他，火山専門家

が参加することが求められている。現在，文部科学省の委託研究として火山人材育成コンソ

ーシアム事業が立ち上げられているが，次世代の研究者を育成すると共に，国/地方自治体な
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どの防災関係の組織に専門家を派遣できるような教育システムも構築していくことが求めら

れる。 

 

（社会との共通理解の醸成と災害教育） 

地震学・火山学の成果を災害軽減に役立てるためには，防災業務に携わる自治体職員や被

災地になる可能性のある地域の多くの住民に，地震学・火山学で得られる災害に関する知見

を理解し活用してもらうことは重要である。これまでも，各機関において国民や自治体の防

災関係者らを対象に，講演会等を開催し，地震・火山噴火予測の研究の現状や，地震・火山

災害などについて理解してもらうための活動を行ってきた。このような活動は，特に大学に

おいては，個々の研究者の努力に負うところが大きく，計画全体として組織的に行ってきた

ものではなかった。現行計画では，予知協議会の主催などで一般向けのシンポジウムなどを

積極的に開催するようになった。例えば，南海トラフ巨大地震対策の検討に関連して開催し

たシンポジウム「南海トラフ巨大地震の予測に向けた観測と研究」や，熊本市で開催した「熊

本地震シンポジウム」である。また，これまでは研究成果や知識の伝達方法についてのノウ

ハウの蓄積もほとんど行われなかった。必ずしもわかりやすいとはいえない地震学・火山学

の成果を理解してもらい防災のために役立ててもらうために，現行計画では人文・社会科学

研究者と共同して効果的に伝えるための取組を始め，予知協議会のパンフレットを作成した。

今後，これらの取組の成果を評価して，研究成果をより効果的に伝えるための研究を進める

必要がある。 

内閣府での南海トラフ地震対策や全国の活火山の火山防災協議会など，国や地方自治体の

地震・火山防災対策の検討には，本計画に参加する研究者が多数参加し，また，本計画の成

果が利用されている。今後も，防災対策の基礎として貢献することを意識して計画を進めて

いくべきである。 

 

４．現計画の総括的評価と今後の展望 

 現行計画は，地震発生・火山噴火の予測を目指す研究を継続しつつも，計画の目標を広げ，

地震・火山噴火による災害誘因の予測の研究も組織的・体系的に進め，国民の生命と暮らし

を守る災害科学の一部として計画を推進するという方針転換の最初の５年と位置付けられて

いる。そのため，地震学や火山学を中核とし，災害や防災に関連する理学，工学，人文・社

会科学などの分野の研究者が参加し，協働して計画を推進することになった。実際に，歴史

学，考古学，防災に関連する人文・社会科学の研究機関が計画に参加するようになったほか，

地震研と防災研の拠点間連携研究の実施により工学も含めて関連研究分野の研究者が参加す

ることになった。これらの取り組みにより，地震学や火山学の研究者と関連研究分野の研究

者の交流の機会は大幅に増加し，相互理解が大きく進んだ。しかし，両者による共同研究は

萌芽的なものが多く，今後さらなる発展を目指さなければならない。関連研究者の相互理解

が進んでいるため，地震学・火山学の成果を災害軽減に活用するための本格的な研究の準備

は整ってきている。 

研究成果の多くは国際学会や国際学術誌に発表され，高く評価されている。ニュージーラ

ンドの沈み込み域におけるプレート境界滑り過程やインドネシアの火山噴火と災害軽減に関

する総合的研究などの国際共同研究も進められている。地震・火山噴火の素過程は世界共通

であるので，世界各地の多くの事例を比較検討することは，多様で地域性のある現象の理解

のために有益である。また，大規模な地震・火山現象は，世界規模の災害をもたらすことも
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あり，今後，地震・火山現象の理解や予測の研究成果は地震・火山防災に関して国際貢献に

もなることを意識して，国際的な研究活動をいっそう推進すべきである。 

 

 

（地震・火山現象の解明と予測の研究） 

近代観測以前の地震や火山噴火を解明するために，史料，考古データ，地質データを収集・

分析し低頻度大規模地震火山現象の解明と予測の研究を重視することになった。そのために，

これまでは計画に参加していなかった歴史学や考古学の研究者が参加するようになったこと

が最も大きな変更点である。史料と考古データに基づき近代観測以前の地震と火山噴火を解

明するための研究に着手し，データベース構築に向けた取り組みは着実に進展している。膨

大なデータがあるため，今後も継続的な取り組みが必要である。また，収集したデータを低

頻度大規模地震火山現象の予測に活用するための手法開発が今後の課題である。 

内陸地震やスラブ内地震などのプレート内地震については，現行計画実施中に発生した

2014年長野県北部の地震や 2016年熊本地震などの解析を通して，現象解明に進展があった。

一方，既知の内陸活断層で発生する地震の長期的な予測については，規模の予測などの課題

が明確になった。また，2016 年熊本地震のような複雑な断層系で発生する地震活動の推移予

測も課題である。内陸地震は比較的規模が小さいものでも，局地的に大きな被害につながる

ため，その長期予測や活動の推移予測は災害軽減のためにも大変重要である。断層の深部構

造や応力場の解明などにより断層への応力集中機構をモデル化し，観測データとモデルに基

づき内陸地震の発生予測につながる成果を目指す。 

海溝型のプレート境界地震については，多様なゆっくり滑り現象の解明がさらに進み，ゆ

っくり滑り現象とプレート境界大地震発生の関係についての研究も進められた。データ同化

手法開発による，プレート境界面上の摩擦特性の推定や滑りの推移予測のための研究も着実

に行われている。学術的に重要な成果も多く得られており，この方針を継続して地震発生予

測を目指すべきである。 

前震やゆっくり滑りなどの地震に先行する様々な現象の観測事例が増え，それらの統計的

評価が進められている。近年の高精度の観測データなどにより観測事例を蓄積し，その客観

的評価を進めるとともに，地震先行現象の物理過程を解明することにより，地震発生の中短

期予測につながる成果が期待される。 

火山活動及び噴火の予測に関する研究は，噴火事象系統樹の高度化を中心に進められてき

た。過去の噴火履歴を知るために，地質データに加えて，史料，考古データの分析結果を系

統的にまとめることにより，客観性のある噴火事象系統樹の作成が着実に進められる。また，

観測データ分析や，火山現象の理論モデルとその検証は，火山活動や噴火現象に現れる事象

分岐の判断の高度化に不可欠である。今後も，噴火事象系統樹の高度化を中心に据え，研究

を進めることが有効であろう。また，噴火発生の直前予測に有効であることがわかった火口

近傍を含めた多項目多点の観測網の展開は大変重要である。 

 

 

（災害誘因予測等の研究） 

地震動・津波・火山噴火による降灰等を，地震や火山噴火の発生前に，また，最新の計測

技術を利用して発生後ただちに予測するための手法開発は，地震学や火山学の研究者により

活発に行われ大きな進展があった。今後もこのような研究を継続し，災害誘因予測の高度化
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を進めることは重要である。また，これらの研究成果を災害軽減に役立てるため，地震本部

で本計画の成果が活用されることを期待して，地震本部における課題や本計画の研究成果等

について情報交換することも有益であろう。 

同時に，このような地震学・火山学の研究成果による災害軽減を実現するには，関連研究

分野との連携が欠かせない。地震・火山災害を理解し，災害軽減を目指すためには，災害素

因との関係を視野に入れた研究が必要であろう。地震動や津波等の外力をより正確に予測す

ることにより，構造物等の被害に及ぼす影響などを評価する工学的研究に役立てたり，降灰

予測の高精度化により，交通の復旧などの災害対策立案に貢献することができる。これらを

効果的に実現するために工学研究者等と連携して地震学・火山学が貢献できる研究を推進す

ることは，本計画の重要な役割である。 

また，地震や火山噴火による災害の発生機構を解明し，地震や火山噴火に関する知識や情

報を災害軽減に役立つように発信するための方法を，人文・社会科学的手法等により研究す

ることも重要である。地震や火山噴火の発生は避けられないが，研究者と行政・関係機関・

住民等が協働することで地震・火山災害を軽減することは可能である。地震学・火山学の科

学的理解に基づき災害発生機構を解明し，人命を守るための対応に結びつける必要がある。

地震や火山噴火の発生から災害の発生までの一連の過程を解明し，適切な時期に地震や火山

噴火に関する適切な情報を行政や住民に発信する方法を研究開発して，住民や行政の対応に

影響を及ぼせるようにすることは，地震・火山研究の成果を災害軽減に活用するために重要

であり，地震・火山研究者と人文・社会科学研究者の協働が一層望まれる。 

このような関連研究分野間の連携研究は現行計画から始まり，関連研究分野の研究者間の

相互理解が深まってきたため，今後，さらなる発展が期待できる。適切な推進体制を検討し

た上で，地震・火山現象の解明や予測の成果を災害軽減につなげるための研究を継続すべき

である。  

 

（推進体制） 

現行計画は，従来からの地震学・火山学に加え，歴史学，考古学，防災に関連する工学，

人文・社会科学などが参加する，地震・火山災害の軽減を目指す総合的な計画となった。こ

れら新たな研究分野の研究者が参加するため，地震火山部会や予知協議会は適切に対応した

ほか，地震研と防災研は拠点間連携共同研究を開始した。これらにより，関連研究分野が連

携して計画を推進するための体制は整えられた。しかし，異なる分野の研究者が十分に意思

疎通し，実のある共同研究を行うことは必ずしも容易なことではない。予知協議会企画部に

戦略室を設置し，異なる研究分野間の連携強化を促す取り組みを行い，拠点間連携共同研究

委員会を設置するなどの努力を行っているが，今後も継続的な努力が必要である。 

また，地震火山部会で計画の進捗状況を常時把握することは難しいため，計画に参加する

すべての機関が予知協議会に参画することにより，これまで以上に機関間の連絡を密にして

計画全体を調和的に推進するための体制を整えた。 

 

（中長期的な展望） 

 本計画は，地震・火山噴火による災害を軽減するため，次のような取り組みを中長期的な

展望の下，体系的に実施している。 

（１）地震や火山噴火が引き起こす災害がどのようなものであるかを解明し，国民や関係機関

に広く知らせること， 
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（２）地震や火山噴火が，どこで，どのくらいの頻度・規模で発生し，それらによる地震動，

地盤変形，津波，噴火規模・様式がどのようなものかを想定して，長期的な防災・減災

対策の基礎とすること， 

（３）地震や火山噴火の発生直後に，地震動や津波，火砕流や降灰，溶岩流などを予測するこ

とにより避難に役立てること， 

（４）地震の発生や，火山噴火の発生や推移を事前に予測することにより防災・減災対応を取

ること。 

（１）については，史料，考古データ，地質データに基づき低頻度大規模地震・火山現象

の研究を強化し，災害事例研究を新たに開始するなど，研究は着実に進められている。観測

等に基づく地震・火山現象の詳細な解明が，これら研究の基礎として重要であることは言う

までもない。また，防災に関する人文・社会科学研究者の参加により，地震・火山研究の成

果を国民や関係機関に広く知らせるための効果的な方法の検討も進められた。このような研

究は，研究成果を災害軽減につなげるためには，今後ますます重要になるであろう。 

（２）については，史料，考古データ，地質データに基づく近代観測以前の地震・火山噴

火に関するデータベースの構築が進められ，長期的な地震・火山噴火の予測に必要な基礎デ

ータが集積されている。これらのデータは膨大であり，今後も継続的な取り組みが必要であ

る。また，物理モデルに基づく地震発生の長期予測や，地震動，津波，火砕流や降灰，溶岩

流の事前予測のためのシミュレーションを行うなど，新たな手法も検討された。今後，この

ような予測手法に，史料，考古データ，地質データに基づく地震や火山噴火のデータを有効

に活用することが重要な課題である。また，予測手法の改良・高精度化が必要である。 

（３）については，地震や火山噴火の発生直後に，観測データの即時処理に基づき，地震

動や津波，降灰などを予測する手法が開発・改良された。これらについては実用の段階に近

いものもあり，今後，精度や信頼性を高め，実用化を進めていくことが重要である。 

（４）については，プレート境界の摩擦特性の理解に基づく先行現象のモデル化の研究，

巨大地震に先行するゆっくり滑りの研究，多様な地震先行現象の系統的な評価，火山噴火に

先行する加速的な地盤変動と噴火強度の関係の研究など，地震や火山噴火の発生予測に関連

する重要な研究が行われた。このような地震や火山噴火に先行する現象の研究成果を災害軽

減に役立つような予測の実現につなげることが必要である。 

 

５．まとめ 

   国民の生命と暮らしを守る災害科学の一部として推進するという方針転換が行われて最初

の５年と位置付けられている現行計画では，近代観測以前の地震・火山現象の解明のため新

たに歴史学，考古学研究者が，また，地震学，火山学の成果を災害軽減につなげるために防

災に関する工学や人文・社会科学の研究者が参加するようになった。このように，新たな機

関が計画に参加したことにより観測研究計画の裾野が広がり，災害科学の一部としての計画

が推進できた。さらに，予知協議会の改革や，地震研と防災研による拠点間連携研究の実施

など，推進体制においても大きな変革を行った。新たな推進体制のもと，地震学，火山学の

成果を災害軽減につなげるための新たな取り組みが関連研究分野の連携のもと進められ，着

実に進展している。まだ大きな成果として結実してはいないが，地震・火山災害軽減を目指

す研究としての第一歩を踏み出せたと考えられる。今後も，関連研究分野の研究者間の連携

を一層強固なものとして，この方向で進めていくべきであろう。 

   現行計画実施期間中にも，2014年御嶽山噴火，2014 年長野県北部の地震，2014 年及び 2015
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年口永良部島噴火，2016年熊本地震などの地震・火山災害が発生した。これら地震や火山噴

火に関して本計画で得られた成果は，地震本部や火山噴火予知連絡会での評価に大きく貢献

した。また，内閣府での南海トラフ地震対策でも，本計画の成果が検討の基礎として利用さ

れている。地震や火山噴火への対策を検討するために，基礎的な研究成果に基づく地震や火

山噴火の科学的理解は不可欠である。このようなことも考慮した上で計画を推進することが

重要である。 

上記の地震や火山噴火は，比較的規模の小さい水蒸気噴火の予測，活断層における地震の

評価，複雑な地震活動の推移予測など，自然現象の解明・予測の面で課題を突きつけた。ま

た，2016 年熊本地震の際には，地滑りの発生により被害が拡大し，大きな地震の続発や地震

活動の長期化が災害を大きくした。本計画のように関連研究分野が連携して取り組むことに

より，地震学や火山学ができる災害軽減への貢献を考えて計画で取り上げていくことが重要

である。 
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「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」

の実施状況等のレビュー報告書 

 

【用語集】 
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［用  語 解  説］  

 

アウターライズ（地震）  

海溝から沈み込もうとする海洋プレートがたわむことによって海溝軸近傍の外側（陸と反対

側）に形成される高まりの付近（で発生する地震）。 

 

アクロス  

アクロス（ACROSS）は，Accurately Controlled, Routinely Operated Signal System

の略。日本語では「精密制御定常信号システム」と呼ばれる。アクロスには，地震波

（弾性波）を用いたものと電磁波を用いたものがある。前者の弾性波アクロスは偏心

した錘（おもり）を精密に回転させることで，数ヘルツから数十ヘルツの周波数の振

動を発生させる。観測点では，長時間のデータを足し合わせることにより，微弱な信

号を検出する。この信号の伝わり方の時間変化を調べることにより，プレート境界の

状態や断層の状態を監視しようというもの。   

 

アスペリティ  

 プレート境界や断層面の固着が特に大きい領域のこと。この領域が地震時に滑ると，

滑り量が周りよりも大きくなり，大振幅の地震波を放出する。アスペリティがどのよ

うに連動して滑るかによって地震の大きさが変化する。いろいろな大きさのアスペリ

ティが混在する場合には，それらの相互作用が地震サイクルに大きく影響すると考え

られている。  

 

アセノスフェア  

地球表面を覆う堅い層（リソスフェア）の下に存在する，上部マントル中の流動性に富む層

のこと。 

 

アレイ観測  

地震計等の観測機器を比較的狭い範囲に数多く並べて行う観測。地震計アレイ観測では，多

数の地震計の波形を重ね合わせることにより，ノイズが除去されて微弱な信号を検出したり，

観測点ごとの地震波の到着時間差から地震波の到来方向を推定したりすることができる。 

 

安山岩  

 二酸化ケイ素の含有率が 52〜63 重量％である火山岩。この中で二酸化ケイ素が 52～57 重

量％の火山岩を玄武岩質安山岩と呼ぶことがある。 

 

安定滑り  

 短周期地震波を放射しないゆっくりとした滑りのこと。非地震性滑りとも呼ばれる。 

 

異常震域  

震度が地震の規模や震源直上からの距離（震央距離）に比して著しく高くなる地域。震源の

深さが深い地震（深発地震）の際に出現することが多い。原因は主に海洋プレート内を伝わっ

てくる地震波の減衰が小さいためと考えられている。 

 

ウェッジマントル  

沈み込む海洋プレートと直上の陸側プレートに挟まれた，くさび型状のマントルの領域。 

 

衛星測位  

人工衛星から発射される信号を用いておこなう位置の決定やその場所の時刻に関する情報

の取得，またこれらに関連付けられた移動の経路等の情報を取得すること。 
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液状化（現象）  

地下水を含む地盤が地震動で揺すられることにより急激に流動化すること（その現

象）。  

 

応力  

岩盤等の物体内部に考えた仮想的な面を通して及ぼされる単位面積当たりの力。震

源域の応力が岩盤の破壊強度より高くなったときに地震が発生すると考えられてい

る。３次元の物質中の応力状態は互いに直交する３つの軸方向の圧縮と引っ張りで表

すことができるが，この３つの軸を応力の主軸と呼ぶ。  

 

海溝型地震  

 海溝付近で発生する地震。プレート境界地震，海洋プレート内地震，陸型プレート内のプレ

ート境界から派生した断層で発生する地震を含む。 

 

海底間音響測距観測  

海底において，音波を用いた距離の測定により地殻変動（相対変位）を連続的に観測するこ

と。 

 

海底津波（圧力）計  

海水位の上下変化を海底の水圧変化として捉え，津波（や上下変動）を検知するセンサー。 

 

界面動電現象  

 固体と液体，または異なる液体と液体の間で相対的な運動があるとき，その境界面に沿って

電位差が生じたり，逆に電位差をつくると相対運動が引き起こされたりする現象。 

 

海洋性地殻  

海洋性プレートの最浅部を構成する岩層。海洋性地殻の厚さは約６～ 10km で，大陸

地殻に比べて薄い。  

 

ガウジ  

断層運動にともなう破砕によって生じた細粒・未固結の物質からなる層。 

 

火口  

噴火口ともいい，地下のマグマや火山ガス，それらに運ばれた岩塊などが地表に噴出する（ま

たは過去に噴出した）場で，通常は円形に近いくぼ地である。 

 

火砕流  

 噴火によって火口から噴出した高温の火山噴出物が，高温の火山ガスや取り込んだ空気とと

もに高速で火山体斜面を流下する現象。規模や状況によって，熱雲，軽石流（浮石流），スコ

リア流，火山灰流などとも呼ばれる。 

 

火山ガス  

地下のマグマに溶けている揮発性成分が，圧力低下などにより発泡して地表に放出

されたもの。火山ガスの主成分は水蒸気であり，その他に，二酸化炭素，二酸化硫黄，

硫化水素，塩化水素，フッ化水素，水素などの成分が含まれる。  

 

火山岩 

マグマが地表及び地表近くで冷却して固まった岩石。一般には二酸化ケイ素が最も多く含ま

れる成分であり，その重量％によって玄武岩から流紋岩までに分類される。一般には細粒の鉱

物とガラスの集合体からなり，噴出前に結晶化していた結晶（斑晶と呼ぶ）を含むことが多い。 
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火山性地震  

マグマの動きや熱水の活動等に関連して，火山体の中やその周辺で発生する地震。火山が噴火

する際だけでなく，噴火していないときも発生する。 

 

火山灰  

 火山の噴出物の一種で直径２mm 以下の細かい破片のこと。  

 

火山灰雲  

火山の噴火の際に，上昇気流によって温度が下がることにより形成される火山灰を大量に含

んだ雲。 

 

火山フロント  

火山は，沈み込んだプレートの深さが 100～150km に達したところの直上の地表に，

海溝軸にほぼ平行に分布する。この帯状の火山分布の，海溝に近い側の境界を結ぶラ

イン。   

 

火山性微動  

マグマや熱水の移動等に関連して発生する地面の連続した震動。火山性地震とは異なり震動

が数十秒から数分，時には何時間も継続する。マグマ溜りや火道内でのマグマや火山ガスの振

動，マグマが亀裂の中を移動する際に起こす振動等が原因と考えられている。 

 

火山防災マップ  

 各火山の災害誘因（大きな噴石，火砕流等）の影響が及ぶおそれのある範囲を視覚的にわか

りやすく地図上に描画した火山ハザードマップに，防災上必要な情報（避難計画に基づく避難

対象地域，避難先，避難経路，避難手段等に関する情報のほか，噴火警報等の解説，住民や一

時滞在者等への情報伝達手段等）を付加して作成した地図のこと。 

 

火山礫  

 火山の噴出物の一種で直径２ mm〜 64mm の火山岩片のこと。  

 

活褶曲  

第四紀後期（数十万年前～現在）に入ってからも活動を続けている褶曲のこと。お

もに活断層の活動に伴う。  

 

活断層  

地質時代でいう第四紀後期（数十万年前～現在）に繰り返し地震を発生させ，地表

近傍まで食い違い変位を生じさせてきた断層。今後も同様の地震を発生させると考え

られる。  

 

火道  

地下のマグマ溜まりから地表へ至るまでのマグマの上昇経路のこと。  

 

火道流モデル  

 火道内におけるマグマの流れをモデル化したもの。火道内を上昇するマグマの中で，圧力低

下とともに生じる様々な現象（発泡・脱ガス・結晶化・破砕等）を考慮し，火道入口（地下の

マグマ溜まり）の圧力，流量，マグマの組成等と，火道出口の噴出挙動の関係を考察する基本

となるモデル。 

 

カルデラ  
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 火山地域における大型の凹地のことで，通常は直径２km 以上のもの。マグマ溜まり

直上の岩盤が崩落することによって形成される場合が多い。 

 

カロリーメータ  

熱量計のこと。化学反応・物理変化にともなって出入りする熱量や熱容量の測定に用いられ

る器具。 

 

間隙水圧  

土や岩石中の粒子間のすきま（間隙）に入り込んだ水などの流体の圧力。間隙流体

圧ともいう。  

 

間隙率  

 多孔質物体の孔隙性を表すもので，物体中の固体部分を差し引いた容積の物体全容積に対す

る比のこと 

 

完新世  

 地質年代区分で最も新しい時代のこと。約 10,000 年前から現在までを示す。氷期が終

わった後の温暖な時代のため後氷期とも呼ばれる。 

 

含水鉱物の脱水分解  

水を結晶構造中に含む鉱物が温度・圧力の上昇により分解して鉱物内の水を放出す

る現象のこと。  

 

岩石組織  

岩石の構成鉱物，鉱物間を埋める固形物や気泡の大きさ，形，かみ合わさりかた，

配列のこと。  

 

岩屑なだれ  

 山体の一部が火山噴火や強震動等に伴って崩壊し，ふもとに向かって一気になだれ落ちる現

象のこと。 

 

基線長  

GNSS や三辺測量などの測地観測で用いられる基準点間を結ぶ基線の距離。 

 

輝度温度  

固体は高温になると光を放射するが，ある波長の光の輝度（単位面積あたりの明るさ）と等

しい輝度の黒体（光のエネルギーを完全に放射または吸収する物体）の温度。 

 

機能的フラジリティ曲線  

 被害の発生確率を何らかの量の関数として表したもので，災害等に対する脆弱性

の評価に用いる。  

 

キネマティック GNSS 解析  

 GNSS（Global Navigation Satellite System / 全球測位衛星システム）は，GPS 等

の衛星を用いた測位システムの総称で，GNSS 観測から観測点の時々刻々の位置を高精

度に求める解析手法。 
 

基盤地図情報  

地理空間情報のうち，電子地図上における地理空間情報の位置を定めるための基準となる測

量の基準点，海岸線，公共施設の境界線，行政区画その他の位置情報であって電磁的方式によ
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り記録されたもの。 

 

基盤的火山観測網  

 防災科学技術研究所により運用されている全国の 11 火山に展開され，GPS や傾斜計，高感度

及び広帯域地震計などの観測機器により構成されている観測網 （V-net）。 

 

基盤的地震観測網  

 地震調査研究推進本部の「地震に関する基盤的調査観測計画」（平成 9 年 8 月）に

基づく地震の観測網のことで，高感度地震計（防災科学技術研究所の Hi-net），広帯

域地震計（防災科学技術研究所の F-net），強震計（防災科学技術研究所の K-NET と

KiK-net）等からなる。  

 

球状圧力源  

 火山直下のマグマ溜まり等の圧力変化に伴う地殻変動を議論する際に用いられる最も単純

な力源モデル。地下の球状の空洞の壁に作用する圧力変化による地表の変位や傾斜，ひずみが

計算される。 

 

強震動  

被害を及ぼすような強い地震動（揺れ）のこと。  

 

強震動生成域  

 断層面上で特に強い地震波（強震動）を発生させる領域。 

 

距離減衰式  

地震の揺れの強さと断層面からの距離との関係を式に表したもの。過去に発生した

数多くの地震の観測データを統計的に処理して作成された経験的な式である。地震動

予測式とも呼ばれる。  

 

緊急地震速報  

 地震の発生直後に，震源に近い地震計で捕らえた観測データを直ちに解析し，各地での主要

動の到着時刻や震度を予想し，可能な限り素早く知らせる情報のこと。 

 

空振  

 空中を音波として伝わる振動のこと。耳に聞こえない低い周波数の音波をさす場合が多い。

噴火に伴って火山ガスや噴煙が火口から大気中に放出される際に発生することがよく知られて

いるが，地震，津波，雪崩等の発生時に放出されることもある。 

 

空地避難  

災害時の安全な避難と良質な住環境の確保のため，空地や公園等に避難すること。 

 

矩形断層モデル  

震源断層の断層面を矩形（＝長方形）と仮定して地表の地殻変動等を計算するためのモデル。 

 

苦鉄質マグマ  

→ マグマの項を参照。  

 

クラスター  

一般には集団や群れのことであるが，ここでは地震がある特定の場所に数多く集ま

っている状態，またはそのような地震の集合体のことを意味する。  
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クラック  

岩石中の裂け目，ひび割れのこと。  

 

繰り返し地震  

 ほぼ同じ場所（震源）で，概ね一定の時間間隔で繰り返し発生しているマグニチュードが

ほぼ一定の地震のこと。 

 

群発地震  

本震や余震という区別がなく，ある期間に比較的狭い地域で集中的に発生する地震。 

 

傾斜計  

 地表面の勾配の変化を測定する計器。  

 

珪長質マグマ  

→ マグマの項を参照。  

 

減衰定数  

地震波の振幅などの量が時間や伝播距離とともに減少していくとき，その減少の大きさを

表わす数値。 

 

玄武岩  

 マグマが地表及び地下の浅いところで冷却・固結して生じた，二酸化ケイ素の含有率

が 45〜52 重量％である火山岩。 

 

コア   

→ ボーリング（コア）の項を参照。  

 

光学センサー  

 主に可視光などの電磁波を検出するセンサーのこと。 

 

広帯域地震観測網  

 地震等による地面の速い震動から非常にゆっくりとした震動まで，広い周波数範囲

にわたって地震動を記録できる地震計により構成される地震観測網。防災科学技術研

究所により運用されている F-net 等がある。  

 

航空レーザー測量  

航空機から地上にレーザー光を照射し，反射されて戻ってくるレーザー光の時間から得られ

る航空機と地上までの距離と，GNSS 測量機，慣性計測装置から得られる航空機の位置情報より，

地上の標高や地形の形状を調べる測量方法。 

 

工学的基盤  

 地震基盤より浅い S 波速度 300〜700m/s の地層。  

 

降水補正  

ひずみ計や傾斜計のデータにおいて，雨による影響を除去すること。 

 

後続波群  

S 波の後に到達する波のこと。  

 

広帯域震源モデル  
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 長周期から短周期に至る地震動を再現する震源モデルのこと。 

 

国土数値情報  

国土形成計画，国土利用計画の策定等の国土政策の推進に役立てるために，地形，土地利用，

公共施設などの国土に関する基礎的な情報を整備したもの。位置や空間に関する様々な情報を，

コンピュータを用いて重ね合わせ，情報の分析・解析をおこなったり，情報を視覚的に表示さ

せるシステムである GIS（Geographic Information System：地理情報システム）のデータなど

に使用される。 

 

災害素因  

 災害誘因を受けた際に生じる被害・損失の規模，様態を左右する地形・地盤などの自然環境

や構造物・人間社会の脆弱性のこと。 

 

災害誘因  

災害をもたらす原因（加害力，外力）のこと。地震や火山噴火による災害は災害誘因である

地震動，津波，火山灰や溶岩の噴出などの外力（ハザード）が災害素因に作用することで引き

起こされる。 

 

散乱  

 波動や粒子線が物体や微粒子と衝突して色々な方向に広がっていく現象。地震学で

は，地震波が不均質な地下構造を伝わる際に，均質な構造の場合とは異なり，エネル

ギーの一部が色々な方向に広がっていく現象のことを指す。  

 

時間依存インバージョン  

プレート境界固着等の物理量の空間分布が時間発展する様子を推定する解析手法。 

 

自己浮上式海底地震計  

 船上からの音響信号により，海面に浮上する仕組みを有する海底設置型の地震計の

こと。地震の活動度が相対的に高い領域（余震域）など，地震活動を継続的に把握す

る必要がある領域において，自己浮上式海底地震計を用いた観測が実施される。  

 

自己浮上式海底水圧計  

自己浮上式海底地震計と同様の機構により，一定期間の観測終了後に浮上させ，回

収可能な水圧計のこと。オンラインではないが，沖合において津波や地殻変動の高精

度な観測が可能である。  

 

事象系統樹（噴火事象系統樹）・事象分岐  

火山ごとに，可能性のある複数の噴火現象の時間的推移を網羅的に示した，噴火の

推移を示す系統樹。示された複数の噴火推移のうち，どの道筋をたどるかの分かれ目

を，事象分岐という。  

 

地震応答特性  

入力地震波に対する地盤や建物の振動特性のこと。  

 

地震基盤  

S 波速度が３km/s 秒程度以上の層で，地震波が地盤の影響を大きく受けない層の上面のこと。 

 

地震空白域  

 過去に大きな地震が発生したが，その後長い期間地震が起きていない場所のこと。 
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地震性滑り  

 地震波を励起する急激な断層の滑りのこと。  

 

地震探査  

 火薬やバイブロサイスなどの人工震源を用いて地震波を発生させ，これをいろいろ

な地点で観測して，地震波の伝播速度や減衰などを調べることにより地下の構造を明

らかにする手法。構造探査の手法の一つ。  

 

地震調査研究推進本部  

 行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制を明らかにし，この調査研究を一元

的に推進するため，地震防災対策特別措置法に基づき総理府に設置された政府の特別の機関。

現在は，文部科学省に設置されている。 

 

地震・津波観測監視システム（DONET）  

 南海トラフの地震・津波を常時観測監視するため，南海地震震源域及び東南海震源域に設置

された地震・津波をリアルタイムで常時・監視するシステム。海底に設置された地震計や水圧

計などの観測機器ネットワークによって，地殻変動，地震動，津波などを計測する。 

 

地震動の即時予測  

 地震の発生直後に，地震の揺れを感知した地震計のデータを用いて，まだ揺れの到

達していない場所での地震動を可能な限り素早く予測する技術のこと。  

 

地震波干渉法  

２つの観測点で記録された地動の波形を処理することで，それらの間を伝わる波を

抽出する手法。地震探査と違い，人工震源を使わずに地下構造を探査することができ

る。  

 

地震波低速度異常  

岩石の物性の違いなどにより，地震波の速度が小さくなること。  

 

地震発生サイクル  

地震発生後，断層面の強度が回復するとともに，プレート運動などによる広域応力

により再びひずみエネルギーが蓄積され，次の地震が発生するまでの一連の過程。  

 

地震発生長期評価  

主要な活断層で繰り返し発生する地震や海溝型地震を対象に，地震の規模や一定期

間内に地震が発生する確率を予測したもの。  

 

地震モーメント  

地震の規模を表す最も基本的な量。地震断層の面積と滑り量及び剛性率（岩盤の変

形のしにくさを表す物性値）の積で計算される。  

 

自然電位  

 地表もしくは地中・海中に自然に存在する電位のこと。  

 

地盤増幅度  

その地点での，地表付近における地震の揺れやすさを示す値。 

 

地盤モデル  

地表から工学的基盤までの浅部地盤構造及び工学的基盤から地震基盤までの深部地盤構造
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を合わせたモデルのこと。 

 

消磁  

磁鉄鉱などの磁性鉱物を含む岩石の磁化（磁性の強さ）が低下，または失われるこ

と。特に，高温化による消磁のことを熱消磁という。マグマが地表へ近づくなどの原

因により火山体内の温度が上昇することで，熱消磁が起こることがある。消磁領域の

周辺では磁場（磁界）が変化する。  

 

準静的滑り  

 →  非地震性滑りの項を参照。 

 

上部マントル  

地球の最上部である地殻の下に存在する層で，主にかんらん岩からできている。深さ 660km

に地震波不連続面があり，これより浅い部分。 

 

シル  

 地層にマグマが貫入して固まった板状岩体のうち，地層面にほぼ平行に貫入したもの。 

 

主圧力軸，主張力軸 

→ 発震機構解の項を参照。 

 

震源過程  

地震は震源域において断層面が滑ることで生じるが，この滑りの時空間発展過程の

こと。  

 

震源断層モデル  

断層面上における滑り量の分布や滑り方向を表すモデルのこと。  

 

人口衛星レーザー測距（SLR）  

 地上基地局から人工衛星に向けて発射したレーザー・パルスが反射して戻ってくる

までの時間から，地上基地局と衛星間の距離を測定する。人工衛星にはコーナーキュ

ーブとよばれる，光がやってきた方向に反射する特殊な鏡が複数取り付けられ，１ cm

以上の精度の精密な測定が可能である。 SLR は Satellite Laser Ranging の略。  

 

伸縮計  

 地面の 2 点間の伸び縮みをはかる装置。 

 

深発地震  

地下深いところで発生する地震で，明確な定義はないが，およそ 200km 以深で発生

する地震のことをいう。  

 

深部低周波微動  

 プレート境界の固着域の下端付近で発生する低周波（数 Hz）成分に富んだ地震波が長い時間

にわたって放出される現象のこと。 

 

水蒸気噴火  

マグマなどの熱によって火山体内部または地表付近の水が気化されて体積が膨張すること

で，水蒸気が急激に噴出する現象のこと。噴火口付近の岩石が砕け，火山岩塊や細粒火山灰が

飛散する。 
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数値予報モデル  

数値予報とは，物理学の方程式によりある物理量の時間変化をコンピュータで計算して将来

を予測することであり，この計算に用いる物理・化学モデルを数値予報モデルという。 

 

ストロンボリ式噴火  

→ 噴火様式の項を参照。  

 

滑り欠損  

プレート境界の変位を考えた時，プレートの収束運動から期待される量から，実際に生じて

いるずれの大きさを減じた量。欠損が大きいとはプレート間が固着していることを意味する。 

 

ステレオ画像  

景色や物などを２つの視点から撮った画像を左右に並べたもの。特別なめがねの利用などに

より立体的に見える。 

 

スメクタイト  

膨潤性（水を含むことにより膨張しやすい性質）をもつ粘土鉱物の総称。 

 

スラブ  

海洋プレートがマントル中に沈み込んだ部分。  

 

スラブ内地震  

海溝などから沈み込んだ海洋性プレート内で発生する地震のこと。 

 

（地震活動の）静穏化  

 活動が以前の活動よりも相対的に低下している現象。 

 

静岩圧  

 地層は岩石によってできており，地下のある地点においてそれより浅部にある岩石の総重量

によって生じる圧力をいう。深度が増加するほど静岩圧は上昇する。 

 

正孔  

電子が不足しているために正の電荷を持っているように見える領域。正孔が移動すると電子

の移動と逆向きの電流が流れる。 

 

脆性－塑性遷移領域  

 脆性とは，固体が外力を受けたときに，あまり非弾性変形しないうちに破壊する性質のこと

である。塑性は，固体が外力を受けたときに，外力が限界値に達すると，力がほぼ一定のまま

変形が進行し，力を除いても変形したままで元に戻らない性質のことである。岩石は低温下で

は脆性的で地震が発生しやすく，高温下では塑性を示し地震は発生しないが，この両者の境界

の領域をいう。 

 

セグメント  

断層で地震が起こる場合には，断層全体が一度に動くとは限らず，幾つかの区分に

分かれた振る舞いをすることがある。このように，まとまった振る舞いをする区分を

セグメントと呼び，それらの境界のことをセグメント境界という。  

 

石基ガラス  

 マグマは一般には結晶と液体部分から構成され，地表で冷却された場合にその液体

部分は，急冷されるために細粒の結晶と結晶化しなかったガラスの集合体となる。こ
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の集合体を石基と呼ぶ。空中で急冷された軽石や火山灰の場合，石基がほぼガラスか

ら構成されることが多く，この場合にはガラス組成は噴火時のマグマの液体部分の化学

組成を示すことになり，火山灰の対比などに利用される。 

 

絶対応力  

応力の絶対値のこと。地震のデータからは，応力変化の推定は比較的容易だが，絶対応力の

推定は難しい。 

 

絶対重力  

測定地点での重力の絶対値。絶対重力計で測定される。 

 

全球数値気象モデル  

地球大気全体を一定の格子間隔に分け，大気の状態を表す物理量の方程式を組み込んで，大

気の状態を予測するモデルのこと。 

 

先行現象  

地震や火山噴火の発生前に震源域や火山の周辺で発生するさまざまな異常現象。土

地の隆起・沈降，地震活動の変化，電磁気異常，地下水の変化などがある。前兆現象

と呼ばれることもある。  

 

全国地震カタログ  

 国内で発生した地震の発生時刻，場所及び規模（マグニチュード）を記したリスト。  

 

全磁力  

ある場所における地球磁場の大きさ。磁場の観測量として，その長期的安定性が最

も高い。磁気を帯びた鉱物の磁化（磁性の強さ）は，温度や応力によって変化するの

で，全磁力の変化は地下の温度，応力状態の変動を示唆する。  

 

前震  

本震の近傍で本震発生前に起きる地震のこと。  

 

せん断強度  

ある面に沿って両側部分を互いにずれさせるような作用に耐える限界の強度のこと。 

 

浅部地盤  

深さとして地表から工学的基盤までの地盤。 

 

相似地震  

 地震波形が良く似ている地震群のこと。ほぼ同じ断層面で同じような滑りが起きた

場合に発生すると考えられる。  

 

走時データ  

地震波が震源からある観測点に到達するまでに要した時間のデータのこと。 

 

速度応答  

 地表面の揺れによって，高層建造物等がどのように応答するかを揺れの速度で表

したもの。  

 

遡上高  

 海岸から進入してきた津波等が，陸上を這（は）い上がった最高地点の高さのこと。平常時
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の潮位を基準にして測られる。漂流物などの痕跡から確認することができる。 

 

ダイク  

岩脈ともいい，地層や岩石の割れ目にマグマが鉛直方向に貫入し固まったもの。 

 

帯磁  

磁気を帯びること。マグマが冷却し固結するときに，当時の地球磁場の方向に帯磁し，一度

帯磁した岩石は地球磁場がその後変化したとしても初めの帯磁の方向が保存されることから，

岩石の帯磁方向を調査することによって過去の地球磁場の方向の調査が可能となる。 

 

対流圏遅延  

 地表から高度約 12km までの領域（対流圏）に存在する水蒸気により，電波の到達時間が遅延

すること。GNSS 観測の誤差要因である対流圏遅延量を天頂方向の量に換算したものを天頂湿潤

大気遅延量という。 

 

脱ガス  

マグマの中に溶け込んでいる，または，気泡として存在している火山ガス成分が，マグマの

外に放出される現象のこと。 

 

地殻変動  

 地震などの断層運動や火山活動などの地下の活動によって地表に生じた変位やひずみ，傾斜

の変化。 

 

地殻流体  

 地殻の内部に含まれる水やマグマ等の流体。 

 

地下構造モデル  

地震波（P 波，S 波）速度や密度，減衰など構造パラメータの空間分布を記述した

モデルのこと。  

 

地質柱状図  

 地層の層序，層厚，岩層，含有化石等を長柱状に示した図。 

 

地電位  

 →  自然電位の項を参照。  

 

地表地震断層  

地震時に連続的に現れる地表のずれのこと。  

 

地表踏査  

 野外調査によって地形や地表に露出している地層・破砕帯や岩質，岩の割れ目，岩石の構成

物，形態，風化度，地下水などの状況を観察すること。 

 

チャート  

 主に石英からなり，放散虫の化石を多く含む岩石で，堆積岩の一種である。  

 

中央海嶺玄武岩  

 マントル対流の上昇域にあたる中央海嶺で，海底に噴出した苦鉄質マグマが固まっ

て生じた玄武岩で，海洋底を形成する。  
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（地震の）長期予測  

 地震の発生時期を数十年の単位で予測すること。 

 

長周期地震動  

規模の大きな地震が発生した場合に生じる，ゆっくりとした揺れのこと。高層ビル

は固有周期が長く長周期地震動により影響を受けやすい。  

 

長周期微動  

 活火山でしばしば発現する，周期が概ね数秒よりも長い震動のこと。 

 

超低周波地震  

 短周期成分がほとんど含まれず長周期成分が卓越する地震波を放射する地震のこ

と。ゆっくり滑りや火山活動にともなって生じる。  

 

地理空間情報（Ｇ空間情報）  

位置情報とそれに関連付けられたデータからなる情報のこと。 

 

津波浸水想定  

津波があった場合に想定される浸水の区域及び水深。  

 

津波堆積物  

津波によって運ばれた砂や礫などが堆積したもの。これを調べることにより，過去の津波の

発生年代や浸水規模を推定することができる。  

 

津波の即時予測  

地震の発生直後に，沿岸部に到達する津波の高さを可能な限り素早く予測する技術。 

 

デイサイト  

 → マグマ（珪長質マグマ）の項を参照。 

 

データ同化  

複雑な現象の高精度予測のために，数値シミュレーションの結果として得られる物

理量が観測データをなるべく再現できるように，適切な初期値や境界値，各種パラメ

ータを推定する手法。  

 

デコルマ  

 水平断層のこと。 

 

テフラ  

火山灰・軽石・スコリア・火砕流堆積物・火砕サージ堆積物などの総称。 

 

電気伝導度  

物質の電気の伝わりやすさを表す物性値。電気伝導率，導電率ともいう。  

 

電磁探査  

電磁波を利用して，電気伝導度など地下の電気的性質を調査すること。地下構造探

査の手法の一つ。  

 

天頂湿潤大気遅延量  
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→ 対流圏遅延の項を参照。  

 

電離層全電子数  

 電離層（圏）の電子密度の総数を表す量のこと。単位面積を持つ鉛直の仮想的な柱

状領域内の電子の総数を表す。 TEC（Total Electron Content）とも呼ばれる。  

 

同位体  

 同じ原子番号で質量数（＝原子核中の陽子と中性子の個数の和）が異なる元素を指す。例え

ば酸素には，質量数が 16，17，18 のものがある。一般に起源の異なる物質の同位体比は大きく

異なるため，マグマの起源や異物質の混入などを把握するために有力な指標となる。 

 

撓曲  

 地下に伏在する活断層のせん断面が地表まで達せず，地表面や地表付近の地層が緩やかに撓

んだ変形を生じること。撓曲は逆断層に多いが，正断層が伏在している場合にも形成される。 

 

統計的モデル  

過去の多数の観測データに基づき，ある現象の発生確率等を記述したモデルのこと。 

 

土石流  

 表土，砂，礫などが水と一体となって流下する現象。火山噴火によって不安定に堆積

した噴出物が崩壊し，土石流となることもある。 

 

トモグラフィ  

多数の観測点の地震波形記録等から地下の２次元または３次元構造を推定する手

法。地震波速度や減衰構造の推定によく用いられる。医学の分野において，Ｘ線や超

音波で体の２次元断面を求めるための手法が，地球物理学に応用されたもの。  

 

トレース  

地下の震源断層の平面を地表まで延長したときの出現位置を示したもの。断層が垂直に設定

されている場合は断層の真上に重なり，断層が傾いている場合は断層面の延長と地表面の交線

に現れる。 

 

トレンチ調査  

地質調査法の一つで，地表から溝状に掘り込み，地表では観測できない地層を新た

に露出させる手法。過去の断層運動の跡を調査する活断層や火山の噴火史を調査する

ために有力な方法。  

 

内部減衰  

 岩石の非弾性変形のために地震波のエネルギーが熱へと変換し，地震波のエネルギーが減衰

すること。 

 

内陸地震  

 陸側プレート内の地殻で発生する地震。  

 

難透水層  

地下水を通しにくいか，または通さない地層（不透水層）のこと。 

 

日本海溝海底地震津波観測網（S-net）  

地震計と津波計が一体となった観測装置を光海底ケーブルで接続した観測網で，防

災科学技術研究所が日本海溝沿いの海底に設置したもの。 24 時間連続で観測データ
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をリアルタイムに取得できる。観測装置は 150 カ所，ケーブル総延長は約 5,700km で

ある。  

 

熱水系  

マグマから分離上昇した高温の火山ガスが地下で凝縮したり，地下水と接触したり

して生じる熱水が分布する領域，移動経路などを指す。  

 

粘性  

 せん断応力による流動に対する物質の内部抵抗のこと。  

 

粘弾性変形  

 加えられた力の大きさに変形が比例する弾性的性質と力が加えられた時間とともに変形が

進行する粘性的性質を併せもつ性質が粘弾性である。地下深部の高温下の岩石は粘弾性的性質

をもつと考えられ，この性質による変形のこと。 

 

背弧拡大域  

大陸が伸張し，海洋底拡大が進行する領域のこと。日本海などがある。  

 

曝露性  

地震や津波といったハザードにどれくらいさらされるのかということ。 

 

ハザード評価  

地震時の揺れの強さや津波高や火山噴火などの自然現象と，その発生確率のこと。 

 

ハザードマップ  

 ある災害に対する危険な区域を示した地図。火山のハザードマップでは，噴石，火山灰，火

砕流，溶岩，泥流などの災害を引き起こす現象が波及すると予想される範囲などが図示される。 

 

発震機構解  

地震波の放射パターンなどから求められる共役な二つの断層面の走向，傾斜，滑り

角を指す。断層に働いていた力の方向を知る手がかりとなる。地震の発震機構解が断層

型で表せるとき，その震源は大きさが等しくたがいに直交する圧縮力と伸張力の組み合わせに

よって表わせる。このうち圧縮力の方向を主圧力軸，伸張力の方向を主張力軸という。 

 

波動場  

地震波等の波の状況を時間と空間座標を用いて表現すること。 

 

反射強度  

地震波や光などの波動がある面に入射した際の反射波の強さ。 

 

反射法探査  

地表の近くで人工的に発生させた振動（弾性波）が下方に進行し，速度と密度が変化する

地下境界面で反射して，再び地表へ戻ってきたところを受振器（地震計）で捉え，収録され

た記録を処理・解析することにより，地下構造を解明する手法。 

 

非地震性滑り  

→ ゆっくり滑りの項を参照。  

 

ひずみ  

岩盤（プレート）などが変形する際の，変形の大きさをひずみという。単位長さ当
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たりの変位で定義される。  

 

ひずみ集中帯  

測地観測や地形から推定された地殻ひずみが大きい領域。 

 

非弾性変形  

物体に外力が作用すると変形するが，外力を除去した場合に可逆的に原形に復帰す

る変形は弾性変形であるが，可逆的でない場合をいう。  

 

比抵抗  

単位断面積，単位長さ当たりの電気抵抗値。電気伝導度の逆数。  

 

非定常地殻変動  

プレート境界面での固着によって陸側プレートが引きずりこまれることによる定

常的な地殻変動とは異なる地殻変動のこと。  

 

表層地盤  

地表面近くに堆積した地層のこと。  

 

表面波探査  

起振機（人工震源）により，地面を上下にゆすって人工的な小さな地震を発生させ，地表面

に設置された検出器によって，表面波の伝わる速度を測定する。地面をゆする際に周波数を変

化させることによって，周波数毎に表面波が伝わる深度が決定されるという性質を利用して深

度毎の地震波速度を探査する方法。 

 

不均質地盤構造  

基盤層以浅の物性定数が，空間的に均質でない状態（構造）。例えば，組成の違いや空隙率の

分布状態，流体の含有などによって，物性定数が変化する。応力場も不均一になり，特定の場

所に応力集中が生じる可能性がある。  

 

輻射伝達理論  

地震波などの散乱の問題をエネルギーの伝播に着目して取り扱う理論のこと。 

 

プリニー式（噴火）  

→ 噴火様式の項を参照。  

 

ブルカノ式（噴火）  

→ 噴火様式の項を参照。  

 

プレート  

→ プレート境界の項を参照。  

 

プレート間滑り  

２つのプレートの境界での滑りのこと。地震時による滑りや地震波を放出しないゆっくりし

た滑りなどもある。 

 

プレート境界  

地球表面は，地殻と十分に冷却して固くなっている最上部マントルとを合わせた，厚さ 100km

程度の複数の固い岩石の層で覆われている。この岩石層がプレートとよばれ，それらの境界が

プレート境界である。プレート境界においてはしばしば大きな地震が発生する。  
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ブロック断層モデル  

ある地域を断層を境界とする多数のブロックに分割し，地殻変動などをブロックの運動で近

似するモデル。 

 

噴煙柱（モデル）  

火口から噴出した火砕物と火山ガスの混合物が，大気を取り込み浮力を得て，大気

中を上昇するものを噴煙柱という。噴煙柱の生成過程や，噴煙柱に含まれる物質の輸

送過程を，数式や物理法則に基づいて模擬的に記述したものを噴煙柱モデルという。

火山灰の量や分布を評価するために噴煙柱モデルが用いられる。  

 

（噴火の）準備過程  

 火山噴火は，火口から溶岩や火山ガスが急激に地表に放出される現象である。噴火

に至るまでには，地下深部で発生したマグマが，長い時間をかけてマントルや地殻内

を上昇し，地殻浅部にマグマ溜まりとして蓄積される。さらに，内部の圧力が高まる

等の理由で，マグマが地表へ移動できる条件が整い噴火に至る。このような噴火に至

る前の一連のプロセスを準備過程と呼ぶ。  

 

噴火警戒レベル  

 気象庁が各火山の活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や住民等の「とるべ

き防災対応」を５段階に区分して気象庁から発表される指標のこと。レベルが低いほうから，

レベル１（活火山であることに留意），レベル２（火口周辺規制），レベル３（入山規制），

レベル４（避難準備），レベル５（避難）となっている。 

 

噴火速報  

 気象庁が常時観測している 50 火山を対象に噴火の発生事実を迅速に発表する情報。 

 

噴火様式  

噴火時にマグマが地表に噴出する場合，噴火の様子はマグマの性質や破砕の程度な

どによって異なり，いくつかのタイプに識別される。その異なる噴火の様子を噴火様

式という。  

・ストロンボリ式噴火  

比較的粘性の低いマグマによる間欠的な小噴火。火口からは数分～数十分間

隔でマグマのしぶき，半ば固結した溶岩片，火山弾などが吹き上げられる。  

・ブルカノ式噴火  

やや粘性の高いマグマによる爆発的な噴火で継続時間は短い。噴煙高度が

10km 近くに達することもある。爆発によって１m 径の岩塊が数 km も飛ばされ

ることがある。火山弾はパン皮状のものが多く，火口底にあった古い岩塊も放

出される。火砕流も同時に発生することがある。桜島や浅間山などでしばしば

発生する。  

・プリニー式噴火  

比較的粘性の高いマグマによる爆発的な噴火。一般的にブルカノ式噴火より

も規模が大きく，継続時間が長い。大量の軽石や火山灰が火口から空高く噴出

され，噴煙柱を形成する。噴煙高度は 20km から 30km にまで達することがある。

しばしば規模の大きい火砕流が発生する。やや規模の小さい噴火を準プリニー

式噴火と呼ぶ。  

 

噴気  

 高温の火山ガスや水蒸気が放出されていること。 
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噴砂  

 地震による強震動に伴って砂が地下水とともに噴出する現象のこと。 

 

噴出物層序  

 層序とは，地層の重なっている順序のこと。この場合は火山噴火による噴出物が地

表に堆積し重なっている順序のことを指す。それを解析することにより，噴火の様式

や規模の変化を明らかにすることができる。  

 

噴石  

 火山の噴火の際に噴出される，溶岩または火山体を構成する溶岩塊や火山礫のことで気象庁

が用いている。その大きさや形状等によって，火山岩塊や火山礫，火山弾などに区分される。

気象庁は，風の影響を受けずに弾道を描いて飛散する「大きな噴石」と風に乗って遠くまで運

ばれる「小さな噴石」を使い分けている。 

 

分子動力学シミュレーション  

原子・分子の動きをコンピュータの中で再現するために使われるシミュレーションのこと。 

 

偏光  

進行方向と平行な単一の面内で，進行方向と垂直な一方向のみに振動する波に分かれる現象

を指す。 

 

変質作用  

岩石が熱水溶液と反応して変化すること。普通は地表あるいは地殻の比較的浅いところで起

こる。 

 

放射性炭素年代測定  

 生物遺体中の放射性炭素 14C 濃度が，生物の死後，時間とともに減少することを利用した年

代測定法。現在から数万年前までの間の年代測定法として広く利用される。 

 

放熱率  

まわりに熱を放散する効率。 

 

ボーリング（コア）  

 ボーリング掘削により柱状試料を採取する手法で，トレンチ調査に比べ深い深度まで地質試

料を入手することができ，より長い期間の地質現象を探ることが出来る。ボーリングにより採

取されたサンプルのこと。 

 

本震，余震  

比較的大きな地震が発生すると，その近くで最初の地震より小さな地震が直後から

続発する。この最初の大きな地震のことを本震，その後に続発する地震を余震という。 

 

マイクロプレート  

それ自体としては運動の原動力をもたない小さなプレート。大きなプレートの境界の力学の

調整機能を果たす。 

 

マグニチュード（M）  

地震の規模の指標。  

 

マグマ  

 岩石物質の高温溶融体。噴火によってマグマが地表に出たものを溶岩という。マグ
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マが地殻内で結晶化したり，地殻物質を溶かしこんだりして，多様な組成のマグマが

できることを，マグマの分化という。それにより，二酸化ケイ素含有量の少ない組成

のマグマから，より二酸化ケイ素含有量に富む組成のマグマが生成されていく。マグ

マの分化によって，一般に粘性が大きくなる。  

・苦鉄質マグマ  

二酸化ケイ素の含有量の少ないマグマ。玄武岩組成のマグマが相当する。  

・珪長質マグマ  

二酸化ケイ素含有量の多いマグマで，通常はデイサイトや流紋岩組成のマグ

マを指す。  

 

マグマ貫入  

 地下のマグマが岩盤に割れ目をつくりながら移動する現象。  

 

マグマ供給系・マグマシステム  

マントルから地表までのマグマの生成，分化，移動などの経路。構造的な経路も含むが，火

山活動を支配する物質科学的な過程全般に対して用いられることが多い。 

 

マグマ水蒸気噴火  

水蒸気噴火とマグマ噴火の中間的な噴火で，噴出物中にマグマ物質が含まれるもの

をいう。  

 

マグマ溜まり  

火山活動の源であるマグマが蓄積されているところ。その存在位置，形状，内部構

造，内容物の特性などの情報は，噴火現象の理解に欠かせないが，それらが明らかに

なっていない火山も多い。  

 

マグマ噴火  

噴出物のほとんどがマグマ物質からなる噴火のことで，ストロンブリ式噴火，プリ

ニー式噴火，溶岩流ノ噴火などがこれにあたる。  

 

摩擦構成則  

岩石の破壊強度や断層面上の摩擦を滑り変位や滑り速度などの関数として記述し

たもの。  

 

摩擦特性  

速度依存性やすべり量依存性などの摩擦の性質。とくに，地震性滑りになりやすい

摩擦の性質と非地震性滑りになりやすい摩擦の性質は重要。  

 

摩擦パラメータ  

岩石の破壊強度や断層面上の摩擦を滑り変位や滑り速度などの関数として記述す

る際に用いるパラメータのこと。  

 

マントル対流  

マントルを構成する物質（岩石）は固体であるが，温度が高いために流動する。マ

ントル内に温度差があるため，マントルは長い時間をかけて，ゆっくりと対流運動を

起こしていると考えられている。  

 

ミューオン  

 宇宙線が大気中の原子核と反応して生成される二次宇宙線の一つで，地上に絶え間なく降り

注いでいる素粒子。 
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鳴動  

 地震のときに起こる地面の振動と音。鳴動は地震波動の一部が空中音波となって放出される

ときに起こる。 

 

メルト包有物  

マグマ中で斑晶が晶出する際に， 斑晶中に周囲の液体（メルト）が捕獲されたもの。結晶が

できた当時のメルトの組成を記録している貴重な情報源である。 

 

モホ面  

モホロビチッチ不連続面の略称。地球の地殻とマントルとの境界であり，そこでは

地震波速度が不連続となっている。  

 

モーメントテンソル解  

地震モーメントを力が働く面と力の働く向きに数値的に表した解のこと。 

 

モーメントマグニチュード（ Mw）  

 地震モーメントの大きさから一意に算出されるマグニチュード。比較的短い周期の

地震波から簡便に決定できるマグニチュードは，大規模な地震でその値が飽和してし

まうという問題があった。この問題を解消するために導入された。  

 

モンテカルロシミュレーション  

乱数を用いたシミュレーションを多数回行うことによって，確率的な物理現象などの問題の

解を近似的に求める計算手法のこと。 

 

誘発地震  

大地震の震源域から離れていても，大地震によって誘発されて発生する地震。  

 

湯だまり  

 火山の火口内にできる池や湖のうち，水温が高いものを指す。火口に流れ込んだ雨水

が，火口底から噴き出す高温の火山ガスによって温められたり，火口底から温泉水が湧き出す

ことによって形成される。「湯だまり」の名称は，特に阿蘇山中岳の火口湖に対して使われる

ことが多く，同様のものは地域によって湯釜や湯沼と呼ばれることがある。 

 

ゆっくり滑り  

地震波を放射しない，断層面やプレート境界面でのゆっくりとした滑り。ここでは，

継続時間が数か月以上のものを長期的ゆっくりすべり，それ以下のものを短期的ゆっ

くりすべりと呼ぶ。スロースリップ，スロースリップイベント（SSE）ともいう。  

 

溶岩  

地表に出たマグマのこと。流れ出たマグマが固まったものを溶岩と呼ぶこともある。 

 

溶岩ドーム  

粘性の高い溶岩が火口の周囲に作る高まりのことで，（厚さ）/（広がり）が概ね 1/8 より大

きいものを溶岩流と区別していう。 

 

余効滑り  

地震の後に震源域あるいはその周囲の断層面で発生するゆっくり滑り。  

 

余効変動  
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 地震の後に震源域あるいはその周囲で生じる長期間に及ぶ地殻変動の総称。代表的

な例としては，断層面上で発生する余効滑りや，マントルの粘弾性緩和による変形な

どが挙げられる。  

 

余震  

→ 本震，余震の項を参照。  

 

ライダー  

 LIDAR （Light Detection and Ranging の略）。遠方の大気や物体にレーザー光を

照射してその物理的な特性を計測する装置や技術。  

 

陸域観測技術衛星２号（だいち２号）  

 災害状況把握，国土管理，資源管理等を目的とし，2014 年に打ち上げられた国産衛星。地殻

変動検出のための合成開口レーダ（SAR）を搭載する。 

 

リーディング大学院  

国際的に卓越した教育研究資源を土台に，大学の叡智を結集して，博士課程前期・後期が一

貫した学位プログラムにより，世界に通用する質の保証された博士課程教育をする大学院。 

 

リスク・コミュニケーション  

社会を取り巻くリスクに関する正確な情報を，行政，専門家，企業，市民などの利害関係者

間で共有し，相互に意思疎通を図ること。 

 

リソスフェア  

 地球の地殻とマントル最上部の固い岩盤を併せた部分の総称。地球表層部を占め，

ブロックに分かれて水平移動しているプレートに相当する。岩石圏ともいう。  

 

リモートセンシング  

遠隔観測手法の総称。様々な波長の電波や光を用いて，対象物の形状，温度，物質

などを測定する。人工衛星や航空機から測定することによって広い範囲を迅速に測定

できる。  

 

粒子軌跡  

地震動の軌跡を可視化して表示したもの。 

 

粒子フィルター  

現象を確率的に表現する際に，確率に対応する数の粒子を発生させて，それぞれの時空間発

展を計算する手法。 

 

領域移流拡散モデル（ RATM）  

降下火砕物（火山灰・火山礫）の移流（風等による移動）や拡散を考慮することによりこれ

らの予測を即時的に行うモデルのこと。 

 

レーザー測距  

光波を用いて距離を測定すること。 

 

レオロジーモデル  

物質の変形や流動について，単位面積あたりに働く力（応力）と変形の大きさや変形速度の

関係を表すモデル。 
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レシーバ関数（解析）  

一つの観測点において異なる成分で記録された地震波形を処理した関数。「レシー

バ関数解析」とは，直達 P 波と Ps 変換波（境界面で P 波から S 波に変わる波）等の

到達時刻差を用いて，波の変換が起こるような面（例えばプレート境界面）の深さを

推定する手法。  

 

連携大学院  

学外の高度な研究水準をもつ国立試験研究所等の施設・設備や人的資源を活用して大学院教

育を行う教育研究方法の一つ。 

 

連成シミュレーション手法  

複数の異なる現象をお互いの影響を考慮してシミュレーションする手法。個々の現象を別々

にシミュレーションするより精度良く現象をモデル化できる。 

 

ｂ値  

地震の規模別頻度を横軸としてマグニチュード，縦軸として地震の発生数の対数をプロット

した際の傾きのこと。通常は 0.7〜1.0 程度である。 

 

CSEP 

Collaboratory for the Study of Earthquake Predictability の略。客観的かつ

透明性のある地震予測検証実験を実行できる研究基盤環境を作り，その過程において

地震の予測可能性を探るための国際研究計画。  

 

ETAS モデル  

Epidemic Type Aftershock Sequence の略。すべての地震が余震を持つと考え，地

震活動を数個のパラメータで定量化する統計的地震活動モデル。  

 

GEONET 

 GNSS連続観測システム（GNSS Earth Observation Network System）の略称で，国土地理院

が運用している。日本全国約1300点の観測点（電子基準点等）とデータ管理・解析処理を行う

GEONET中央局からなり，地殻変動監視と測量の基準点の役割を持つ。 

 

GIS 

地理情報システム（Geographic Information System）の略語。地理的位置に関する情

報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加工し，視覚的に表示し，時間や

空間の面から分析できる技術である。  

 

GNSS 

全球測位衛星システム（Global Navigation Satellite System）の略称。位置や時

刻同期を目的とした電波を発射する人工衛星群，地上の支援システム及び電波の受信

装置の総称。利用者は，受信機で電波を受信することで自分の３次元的な地球上の位

置や正確な時刻を計測することができる。アメリカ合衆国が構築した GPS は現在最も

実用的な GNSS であるが，他にもロシアの GLONASS や，ヨーロッパ連合（EU）の Galileo

などのシステムがある。  

 

GNSS－音響測距結合方式  

海底における地殻変動を観測するための手法の一つ。海上の船舶やブイの位置を

GNSS によって精密に決定し，それらと海底に設置された基準点（観測点）との距離

を，海中音波を用いて測定することにより，海底の基準点の位置を推定する。  
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GPS-音響測距結合方式  

→ GNSS－音響測距結合方式の項を参照。  

 

ISC 

International Seismological Centre。 国際地震センター。所在地はイギリス。

世界中の地震データ等を収集し，管理している組織。  

 

Mw 

→ モーメントマグニチュードの項を参照。  

 

Ｐ波  

Primary wave（第一波）または Pressure wave（圧力波）の略。進行方向に平行に

振動する弾性波。固体・液体・気体を伝わることができる。  

 

PSI（Persistent Scatterer Interferometry） 

 反射波の位相が安定した建物等の散乱体を含む画素のみを用いて解析を行い，それらの変動

を計測する方法。標準的なInSARよりも高い精度で変動を計測できる。PS-InSARとも呼ぶ。 

 

REGMOS 

GNSS 火山変動リモート観測装置（Remote GNSS Monitoring System）の略称で，活動的な火

山において電子基準点を補間して詳細な地殻変動を捉えるために設置された装置。電力や通信

手段の無い地域でも，太陽電池パネル・衛星携帯電話などを組み合わせた自律的な観測が可能

である。 

 

S 波  

Secondary wave（第二波）または Shear wave（ねじれ波，たわみ波もしくはせん断

波）の略。進行方向と直交に振動する弾性波。固体のみを伝わることができる。  

 

SAR 

Synthetic Aperture Radar（合成開口レーダー）の略。人工衛星や航空機などに搭

載されたアンテナを移動させることにより大型アンテナと同等の高い分解能を実現

したレーダーシステム。 SAR 干渉解析（ Interferometric SAR，InSAR）は，同じ場所

を撮影した時期の異なる 2 回の画像の差をとる（干渉させる）ことにより地表面の

変動を詳細にとらえる手法である。  

 

S 波異方性  

媒質をＳ波が伝わる際に，方向によって伝播速度が異なること。地殻内部において微小なク

ラックや鉱物の配列等により，その中を通過する S 波には，伝播方向による速度の違いがおこ

る。 

 

S-P 時刻 

 ある観測点における S 波の到達時刻と P 波の到達時刻の差。 

 

VEI 

 火山爆発指数（Volcanic Explosivity Index）の略。火山灰や火山礫（れき）などの

火砕物の量や噴煙高度及び噴火挙動の特徴から決められる噴火の規模と爆発性の指標。最小は

０で最大は８。 

 

VHF（電波）  

30〜300 MHz までの周波数の電磁波のこと。VHF は，Very High Frequency の略。 
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VLBI 

 超長基線電波干渉計（Very Long Baseline Inteferometer）の略。クエーサー（準恒星状天

体）から放射される宇宙電波を数千 km 離れた複数の観測点で同時に受信し，その到達時間差か

ら観測点間の距離や位置関係を測定する。 

 

Vp/Vs 

P 波と S 波の伝播速度の比。岩石の種類や流体が含まれるかどうかによって値が変

わる。  

 

X バンド MP レーダー  

従来よりも短波長の X バンド（波長約３㎝）を用いた高分解能なレーダー。さらに，

水平偏波と垂直偏波の２種類の電波を同時に送信・受信するマルチパラメータ（MP）

方式によって精度のよい観測が実現される。  

 

WOVOdat 

 国際火山観測機構 （WOVO） のデータベースのこと。世界各地の火山観測所が持つ火山観測

データを共通フォーマットで収集し，様々な用途に利用しやすくしたもの。登録されているデ

ータは，観測施設の位置や観測装置などの観測点情報，地震，地殻変動，火山ガス，温度，噴

火などの観測情報がある。 
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元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度

気象庁 158 162 168 170 178 189 189 189 189 189

微 小 地 震 防災科学技術研究所 66 67 68 69 73 76 104 140 145 368
工業技術院地質調査所 10 11 16

国立大学等 209 220 222 233 241 257 276 282 268 276
(海底) 3 3 3 6 6 6

計 275 287 290 302 317 336 383 438 430 666
地 殻 変 動 文部科学省 15 41 41

 防災科学技術研究所 27 27 28 29 29 30 45 42 46 52
（ＧＰＳ） 12 14 16 28 28 28 19 19 19 1

工業技術院地質調査所 11 11 17
（ＧＰＳ） 11 11 14

海上保安庁水路部（ＧＰＳ） 2 4 4 14 16
（ＳＬＲ） 1 1 1 1

気象庁 33 33 33 33 33 33 33 33 34 35
国土地理院 4 4 4 4 4 4 4 5 5 5

（ＧＰＳ） 2 4 110 210 610 887 947 973
（ＶＬＢＩ） 1 1 1 2 4 4 4

通信総合研究所(VLBI） 4 4 4 4 5 4 5 5 5 5
（ＳＬＲ） 4 4 4 4

国立大学等 86 86 86 87 89 101 110 111 116 114
（ＧＰＳ） 15 23 24 25 25 50 68 59 64 60

計 181 191 197 215 324 463 905 1,211 1,322 1,342
地 下 水 防災科学技術研究所 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

工業技術院地質調査所 26 33 19 18 19 22 22 36 39 44
国立大学等 47 47 47 47 49 48 44 44 51 49

計 82 89 75 74 77 79 75 89 99 102
　地 球 防災科学技術研究所 2 4 5 5 5 10 11 11 11
　　電 磁 気

海上保安庁水路部 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
 気象庁 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

国土地理院 4 4 4 4 4 4 15 15 15 15
国立大学等 31 32 34 35 38 39 43 44 36 36

計 40 43 47 49 52 53 73 75 67 67
重　　力 国土地理院 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

国立大学等 6 6 6 6 7 7 7 7 5 5
計 7 7 7 7 8 8 8 8 6 6

験　　潮 防災科学技術研究所 2 5 5 5

海上保安庁水路部 16 16 16 16 16 16 16 27 27 28
気象庁 62 62 62 62 62 66 77 77 77 77

国土地理院 25 25 26 26 31 32 32 31 31 31
国立大学等 7 7 7 7 7 7 7 7 8 9

計 110 110 111 111 116 121 134 147 148 150

　大・中・
　　小地震

（ 第 ７ 次 計 画 ）

１ ．地震関係観測点一覧(平成元～１０年）

観測項目 関係機関名
（ 第 ６ 次 計 画 ）
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11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

防災科学技術研究所 530 626 666 751 761 763 770 783 781 785
海洋研究開発機構 5 5 5 5 5

産業技術総合研究所 12 12 13 14 14 14 14 16 16 16
気象庁 191 191 191 193 194 196 196 191 191 198

富士山科学研究所
国立大学等 285 282 281 281 281 279 244 251 247 244

　（広 帯 域） 防災科学技術研究所 19 64 66 71 73 73 73 73 73 73
海洋研究開発機構 - - - - - - - - - -

産業技術総合研究所 8 4 4 4 4 1 1 1 1 1
気象庁 - - - - - - - - - -

          国立大学等 19 36 36 36 36 32 46 41 42 46
　（機　　動） 国立大学等 46 46 46 40 40 73 73 73 73 73

計 1110 1261 1303 1390 1403 1436 1422 1434 1429 1441
地 殻 変 動 文部科学省 41 41 41 41 41 7 7 7 7 7

 防災科学技術研究所 52 56 56 58 58 60 60 60 58 49
（ＧＰＳ） 1 1 3 3 3 3 4 4 4 -

産業技術総合研究所 17 16 16 16 15 16 16 18 19 19
（ＧＰＳ） 5 5 4 4 3 3 3 5 5 5

道総研地質研究所（GPS）
海上保安庁海洋情報部（ＧＰＳ） 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35

（ＳＬＲ） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
（海底地殻変動） 1 9 11 14 16 18 18 18 18 18

気象庁 35 36 36 36 36 36 36 36 36 36
国土地理院 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
（ＧＮＳＳ） 983 992 992 1284 1314 1320 1328 1336 1350 1352
（ＶＬＢＩ） 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

情報通信研究機構(ＶＬＢＩ) 5 5 4 1 1 1 1 1 1 1
（ＳＬＲ） 4 4 3 - - - - - - -

国立大学等 109 108 105 105 104 99 101 93 93 93
（ＧＰＳ） 59 57 57 59 59 59 75 73 86 86

（海底地殻変動） 1 4 7 11 13 10 12 12
計 1,357 1,375 1,374 1,670 1,702 1,678 1,707 1,706 1,734 1,723

地 下 水 防災科学技術研究所 9 9 9 9 7 6 5 5 5 -
産業技術総合研究所 42 42 42 42 42 42 42 46 42 44

国立大学等 42 42 42 42 42 34 19 19 14 13
計 93 93 93 93 91 82 66 70 61 57

　地 球 防災科学技術研究所 11 13 15 15 15 15 - - - -
　　電 磁 気 産業技術総合研究所 22 22 20 20 6 - - - -

海上保安庁海洋情報部 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
 気象庁 4 4 4 4 4 4 4 4 6 6

国土地理院 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15
国立大学等 42 42 42 42 42 34 41 39 36 38

計 73 97 99 97 97 75 61 59 58 60
重　　力 国土地理院 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

国立大学等 5 3 3 3 3 3 3 3 2 2
計 6 4 4 4 4 4 4 4 3 3

験　　潮 防災科学技術研究所 5 5 6 6 6 5 5 5 5 5
海洋研究開発機構 4 4 4 4 4

海上保安庁海洋情報部 28 28 28 28 28 28 28 28 28 20
気象庁 77 77 77 77 80 80 80 80 82 82

国土地理院 31 31 30 30 30 27 27 27 27 27
国立大学等 11 11 5 5 5 5 5 4 4 4

計 152 152 146 146 149 149 149 148 150 142

※平成13年度より、 文部省・科学技術庁 ⇒ 文部科学省、工業技術院地質調査所 ⇒ 産業技術総合研究所、海上保安庁水路部 ⇒
       海上保安庁海洋情報部へ組織変更
※平成16年度より、 通信総合研究所 ⇒ 情報通信研究機構　へ 組織変更　　また、国立大学 は 国立大学法人 へ
※国立大学等の広帯域地震計については、高感度地震計の内数、また海上保安庁海洋情報部のGPSについては、地殻変動観測以外の目的で
       設置されたDGPS局を含む

日高
（平成11～13年度）

新潟－神戸歪集中帯
（平成16～20年度）

西南日本
(平成14～15年度)

 地　　震
　（高 感 度）

１ ．地震関係観測点一覧(平成１１～２０年）

観測項目 関係機関名
（ 第 １ 次 新 計 画 ） （ 第 ２ 次 新 計 画 ）
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21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

防災科学技術研究所 788 788 788 787 788 788 788
海洋研究開発機構 6 16 25 26 26 34 58

産業技術総合研究所 28 28 28 28 29 29 29
気象庁 208 208 208 248 257 257 257

富士山科学研究所 1
国立大学等 237 245 245 243 251 252 239

　（広 帯 域） 防災科学技術研究所 73 73 73 73 73 73 73
海洋研究開発機構 - - - 29 21 29 52

産業技術総合研究所 1 1 1 - - - -
気象庁 - - - - - 20 20

          国立大学等 50 42 50 44 44 44 44
　（機　　動） 国立大学等 - - - - - - -

計 1392 1412 1438 1478 1489 1526 1561
地 殻 変 動 文部科学省 7 - - - - - -

 防災科学技術研究所 49 47 47 47 47 47 40
（ＧＰＳ） - - - - - - -

産業技術総合研究所 28 27 27 27 27 27 27
（ＧＰＳ） 11 10 10 10 11 11 11

道総研地質研究所（GPS） 4
海上保安庁海洋情報部（ＧＰＳ） 35 35 35 35 35 35 35

（ＳＬＲ） 1 1 1 1 1 1 1
（海底地殻変動） 18 18 24 24 24 24 24

気象庁 36 42 42 42 42 42 42
国土地理院 5 4 4 3 3 3 3
（ＧＮＳＳ） 1348 1347 1347 1330 1330 1330 1335
（ＶＬＢＩ） 4 4 4 1 1 1 2

情報通信研究機構(ＶＬＢＩ) 1 1 1 - - - -
（ＳＬＲ） - - - - - - -

国立大学等 86 90 93 83 83 83 83
（ＧＰＳ） 75 127 133 99 99 106 116

（海底地殻変動） 12 11 9 35 35 35 34
計 1,716 1,764 1,777 1737 1738 1745 1757

地 下 水 防災科学技術研究所 - - - - - - -
産業技術総合研究所 49 49 51 51 48 48 48

国立大学等 12 12 14 10 10 10 10
計 61 61 65 61 58 58 58

　地 球 防災科学技術研究所 - - - - - - -
　　電 磁 気 産業技術総合研究所 - - - - - - -

海上保安庁海洋情報部 - - - - - - -
 気象庁 6 6 6 6 6 6 6

国土地理院 15 14 14 14 14 14 14
国立大学等 33 37 37 30 30 30 29

計 54 57 57 50 50 50 49
重　　力 国土地理院 1 1 1 0 0 0 0

国立大学等 2 2 3 3 3 3 3
計 3 3 4 3 3 3 3

験　　潮 防災科学技術研究所 3 3 3 3 3 3 3
海洋研究開発機構 5 15 24 32 32 32 56

海上保安庁海洋情報部 20 20 20 20 20 20 20
気象庁 71 74 97 108 109 109 109

国土地理院 27 27 27 25 25 25 25
国立大学等 4 4 4 4 4 4 4

計 130 143 151 192 193 193 217

１ ．地震関係観測点一覧(平成２１～２７年）

(災害の軽減に貢献
するための地震火山

観測研究計画)
(地震及び火山噴火予知のための観測研究計画)

 地　　震
　（高 感 度）

観測項目 関係機関名
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平成28年3月末現在

主な観測大学
知床硫黄山
羅臼岳
天頂山
摩周
アトサヌプリ 2
雄阿寒岳
雌阿寒岳 噴火：S63,H8,H10,H18,H20 3 ( 1 ) 北大理 7 3 2
丸山
大雪山 1
十勝岳 噴火：S60,S63～H1,H16 3 ( 2 ) 北大理 7 3 2
利尻山 4
樽前山 噴火：S53～S54,S56 9 ( 3 ) 北大理 6 3 5
恵庭岳 3
倶多楽 1 3
有珠山 噴火：S52～S53,H12～H13 11 ( 15 ) 北大理，東工大 4 3 2 4
羊蹄山 3
ニセコ 3
北海道駒ヶ岳 噴火：H8,H10,H12 9 ( 8 ) 北大理 6 3 5
恵山 2 4
渡島大島
恐山 4
岩木山 3 弘前大理工 1 4
八甲田山 3 5
十和田 1 東北大理 4
秋田焼山 噴火：H9 2 東北大理 1
八幡平

岩手山
地震・地殻活動活発化：
H10

5 ( 1 ) 東北大理 3 3 4

秋田駒ヶ岳 2 ( 1 ) 東北大理 3 3
鳥海山 噴火：S49 1 東北大理 1 4
栗駒山 1 5
鳴子 3
肝折 5
蔵王山 2 ( 12 ) 東北大理 1 5
吾妻山 噴火：S52 3 ( 9 ) 東北大理 5 8
安達太良山 1 東北大理 2 5
磐梯山 1 東北大理 3 3
沼沢 4
燧ヶ岳 4
那須岳 S35,S38 2 6 3
高原山 5
日光白根山 2 3
赤城山 3
榛名山 4

草津白根山
噴火：S51,S57～S58,H8
火口高温化：H20-23

34 東工大 3 3 5

浅間山
噴火：S48,S57～S58,H2～
H3,H16,H20,H21,H27

28 ( 3 ) 東大震研 7 3 6

横岳 4
新潟焼山 噴火：S49,S58 1
妙高山
弥陀ヶ原 8 1 4
焼岳 噴火：S37,S38,H7 5 ( 6 ) 1
アカンダナ山
乗鞍岳 1 4
御嶽山 噴火：S54,H3,H19,H26 12 ( 7 ) 名大環境 2 4
白山 2 3
富士山 11 ( 3 ) 東大震研 6 6 14 1
箱根山 噴火：H27 3 6

伊豆東部火山群 噴火：H1 4 3 11
定期監視
海底地殻変
動観測

伊豆大島 噴火：S49,S61,S62 32 ( 10 ) 東大震研，東大理 5 4 1 8
定期監視
GPS連続監
視観測

利島 3
新島 3 定期監視

神津島 2
定期監視
GPS連続監
視観測

三宅島 噴火：H12～H18,H20～H22 ( 4 ) 東大震研，東工大 5 4 5
定期監視
GPS連続監
視観測

御蔵島

八丈島 3
定期監視
GPS連続監
視観測

青ヶ島 2 定期監視
ベヨネーズ列岩（明
神礁を含む）

定期監視

須美寿島 定期監視
伊豆鳥島 噴火：H14 定期監視
孀婦岩 定期監視

4

5

8

3

国土
地理院

海上保安庁
富士山
科学
研究所

4

3

北海道立
総合研究
機構

3

3

４．火山関係観測点数一覧

火山名
大学

（カッコ内は臨時観測点数で，外数) 気象庁
防災科
学技術
研究所

産業技
術総合
研究所
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主な観測大学

国土
地理院

海上保安庁
富士山
科学
研究所

北海道立
総合研究
機構

火山名
大学

（カッコ内は臨時観測点数で，外数) 気象庁
防災科
学技術
研究所

産業技
術総合
研究所

西之島 噴火：S48～S49,H25～ 定期監視
海形海山 定期監視
海徳海山 噴火：S59 定期監視
噴火浅根 定期監視

硫黄島
噴火：
S53,S55,S57,H11,H13,H16,
H24,H25,H27

1 3 4 定期監視

北福徳堆 噴火：S63 定期監視

福徳岡ノ場
噴火：S48～
S49,S61,H4,H17,H22

定期監視

南日吉海山 噴火：S50～S51 定期監視
日光海山 定期監視
三瓶山 4
阿武火山群 5
鶴見岳・伽藍岳 5 ( 4 ) 京大理 2
由布岳
九重山 噴火：H7～H8 13 ( 7 ) 京大理 1 6

阿蘇山

噴火：
S49,S50,S52,S54,S55,S60,
S63,H1～H7,H15～
H17,H21,H23

33 ( 10 ) 京大理 5 4 3

雲仙岳 噴火：H2～H7 15 ( 11 ) 九大理 6 3 4
福江火山群 3
霧島山 噴火：H3,H20,H22,H23 23 ( 18 ) 東大震研ほか 11 2 7
霧島火山帯 えびの地震：S43 9 ( 19 ) 京大防災研
米丸・住吉池 4
若尊 定期監視

桜島 噴火：S30～ 20 ( 12 )
京大防災研，東工
大，鹿児島大理

6 7

池田・山川
開聞岳 2 京大防災研
薩摩硫黄島 噴火：H10～H16 1 ( 1 ) 京大防災研 2 定期監視

口永良部島
噴火：
S48,S49,S51,S55,H26～H27

1 ( 3 )
京大防災研，東工
大

9 2 定期監視

諏訪之瀬島
噴火：S32～H7,H9,H11～
H21

1 ( 7 ) 京大防災研 2 定期監視

口之島 定期監視
中之島 1 ( 1 ) 京大防災研 定期監視
硫黄鳥島 S42 定期監視
西表島北北東海底火山 定期監視
茂世路岳
散布山
指臼岳
小田萌山
択捉焼山
択捉阿登佐岳
ベルタルベ山
ルルイ岳
爺爺岳
羅臼山
泊山
注１：網掛けをしているものは，現時点で観測が行われていない火山
注２：噴火履歴等は火山噴火予知計画の始まった昭和48年から記載

4

6

4
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５．国立大学法人の常時観測項目と観測点数 
 

火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

主な 
観測大学 

備  考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 噴火活動等 

雌阿寒岳 
2 

(臨時1) 

地震，空振，地

殻 

3 
(臨時1) 

地震，空振，地

殻 
北大理 

(縦坑1本) 

昭和63年，平成8，10,18,20年

噴火 

十勝岳 3 
地震，空振，地

殻 

3 
(臨時2) 

地震，空振，地

殻，電磁気 
北大理 

(横坑1本) 

昭和63～平成元年噴火，平成16

年噴火 

樽前山 
8 

(臨時4) 

地震，空振，地

殻，カメラ，熱 

9 
(臨時3) 

地震，空振，地

殻，カメラ，熱 
北大理 

(横坑1本，縦坑1本) 

昭和53～54，56年噴火 

有珠山 
18 

(臨時8) 

地震，空振，地

殻，GPS，電磁

気，熱 

11 

(臨時15) 

地震，空振，地

殻，GPS，電磁気，

熱 

北大理 

 

昭和52～57年噴火 

平成12年噴火 

北海道駒ヶ岳 
10 

(臨時8) 

地震，空振，地

殻，GPS，カメラ，

潮位，電磁気 

9 

(臨時8) 

地震，空振，地

殻，GPS，カメラ，

潮位，電磁気 

北大理 
(縦坑2本) 

平成8，10，12年噴火 

岩木山   3 地震 3 地震 弘前大理工 
(横坑2本) 

昭和60年地震活動活発化。 

十和田       1 地震 東北大理 

(横坑1本) 

カルデラ内に時々地震活動あ

り 

秋田焼山 3 地震，地殻 2 地震，GPS 東北大理 
(横坑2本) 

平成9年噴火 

岩手山 
5 

(臨時1) 

地震，地殻，GP

S，熱 

5 
(臨時1) 

地震，地殻，GP

S，熱 
東北大理 

(横坑1本，縦坑4本) 

平成10年地震・地殻活 

動活発化。東北地方太平洋沖地

震以降,一時的に活発化 

秋田駒ヶ岳 
3 

(臨時1) 
地震，地殻 

2 

(臨時1) 

地震，地殻，GP

S 
東北大理 

(縦坑2本) 

昭和45～46年噴火 

鳥海山 1 地震，地殻 1 地震，地殻 東北大理 
(横坑1本) 

昭和49年噴火 

蔵王山 2 地震，地殻，熱 
2 

(臨時12) 

地震，地殻，GP

S,電磁気 
東北大理 

(横坑1本，縦坑2本) 

昭和15年噴火。周辺で時々地震

多発。東北地方太平洋沖地震以

降,深部低周波地震活動が活発

化。 

吾妻山 4 地震，地殻，熱 
3 

(臨時9) 

地震，地殻，GP

S,熱，重力 
東北大理 

(横坑3本，縦坑1本) 

昭和52年微噴火 

安達太良山 1 
地震，地殻，G

PS 
1 

地震，地殻，GP

S 
東北大理 (横坑1本) 

磐梯山 1 地震，地殻 1 地震，地殻 東北大理 
(横坑1本) 

平成12年地震活発化 
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火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

主な 
観測大学 

備  考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 噴火活動等 

草津白根山 39 

地震，地殻，G

PS，電磁気，化

学，熱，カメラ 

34 
 

地震，地殻，GPS，

空振，電磁気，

化学，熱，カメ

ラ 

東工大 

(縦坑3本) 

昭和57～58年噴火5回 

昭和64年，平成8年微噴火，平

成20-23年 火口高温化。平成2

6年3月から群発地震,膨張変

動,熱消磁,水温上昇及び火山

ガス組成変化等を観測 

浅間山 21 

地震，GPS，傾

斜，空振，宇

宙線ミューオ

ン，地磁気，

火山ガス 

28 
(臨時3) 

地震，GPS，傾斜，

空振，宇宙線ミ

ューオン，地磁

気，火山ガス，

カメラ，熱 

東大震研 

(縦坑1本) 

昭和57，58年噴火，平成16年,2

0年,21年,27年噴火 

弥陀ヶ原   
8 
 

火山ガス,電磁

気 
東工大 

時々地震多発。平成2年付近で

地震多発 

富士山 
8 

(臨時3) 

地震，地殻，電

磁気 

11 
(臨時3) 

地震，地殻，GP

S,電磁気 
東大震研 

(横坑1本，縦坑3本) 

東北地方太平洋沖地震以降，一

時的に活発化し，低下しながら

継続 

箱根山   0   
平成27年大涌谷でごく小規模

噴火 

伊豆東部 
火山群 

  0   平成元年噴火 

伊豆大島 
28 

(臨時26) 

地震，地殻，G

PS，電磁気 

(含むACTIVE) 

32 
(臨時10) 

地震，地殻，GP

S，電磁気 

(含むACTIVE) 

東大地震研
東大理 

(縦坑5本) 

昭和61年噴火 

潮位，熱観測は機器老朽化のた

め廃止。 

神津島 0  0  名大環境 機器老朽化のため，観測停止。 

三宅島 

 

6 
 

電磁気 (臨時4) 
電磁気，地震，G

PS 

 

九大理 
東大地震研 

平成12年～平成23年噴火。 

焼岳 0  
5 

(臨時6) 
地震,地殻,GPS 京大防災研 昭和37年噴火 

御嶽山 5 地震 
12 

(臨時7) 

地震，地殻，GP

S 
名大環境 

昭和54，平成3年,19年,26年噴

火 

鶴見岳・ 
伽藍岳 

1 地震 
5 

(臨時4) 
地震,GPS 

京大理 
九大理 

東北地方太平洋沖地震以降,一

時的に活発 

九重山 4 地震，電磁気 
13 

(臨時7) 

地震，電磁気，G

PS 

京大理 
九大理 

平成7年10月11日 

水蒸気爆発 

阿蘇山 14 
地震，空振，地

殻，電磁気 

33 

(臨時10) 

地震，空振，地

殻，電磁気，化

学 

京大理 

九大理 

(横坑1本) 

ほぼ毎年噴火 
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火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

主な 
観測大学 

備  考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 噴火活動等 

雲仙岳 
9 

(臨時11) 

地震，地殻，GPS，

電磁気，化学 

15 
(臨時11) 

地震，地殻，GPS，

電磁気，化学 
九大理 

(縦坑4本) 

平成2～7年噴火 

霧島山 

 

8 
(臨時22) 

 

地震，地殻，GP

S，電磁気，空

振，絶対重力 

23 
(臨時18) 

地震，地殻，GP

S，電磁気，化

学，空振，絶対

重力 

東大震研 
他 

(横坑1本，縦坑1本) 

平成3年微噴火，平成23年噴火 

桜島 
20 

(臨時4) 

地震，空振，地

殻，GPS，化学，

熱，潮位 

20 
(臨時12) 

地震，空振，地

殻，GPS，電磁気，

化学，熱，潮位 

京大防災研 

東工大 
鹿児島大理 

(横坑1本，縦坑12本) 

昭和30年から噴火活動継続中。 

開聞岳 2 地震，GPS 
2 
 

地震，GPS 京大防災研 
(横坑1本) 

昭和42年群発地震 

薩摩硫黄島 
1 

(臨時1) 
地震，空振，GPS 

1 
(臨時1) 

地震，空振，GPS 京大防災研 

昭和63年噴煙 

平成10年以降小噴火が頻発,最

新は平成25年 

口永良部島 
4 

(臨時9) 

地震，空振，GP

S，電磁気 

1 
(臨時3) 

地震，空振，GPS，

電磁気 

京大防災研 
東工大 

平成26年噴火。平成27年マグマ

噴火。噴火により被災。 

中之島 
1 

(臨時1) 
地震，GPS 

1 

(臨時1) 
地震，GPS 京大防災研 

東北地方太平洋沖地震以降，一

時的に活発化 

諏訪之瀬島 
1 

(臨時13) 

地震，空振，地

殻，GPS 

1 

(臨時7) 

地震，空振，地

殻，GPS 

京大防災研 

鹿児島大理 

昭和32年頃より噴火活動継続

中。 

霧島火山帯 

(広域観測網) 

9 

(臨時17) 
地震，GPS 

9 

(臨時19) 
地震，GPS 京大防災研 

(横坑6本) 

昭和43年えびの地震 

 
（注１）「観測点数」の「(臨時○)」は，臨時の観測点数で外数。 
（注２）「観測項目」の内容は，次のとおり。 

地 殻：GPSを除く地殻変動連続観測(傾斜，歪（ひずみ），光波測距等を含む)。 
電磁気：自然電位（地表のある点を基準とした各地点での電位の分布），比抵抗，地磁気等の観測を含む。 
化 学：火山ガス，地下水等の観測を含む。 

（注３）「備考」の「縦坑○本」または「横坑○本」は，平成28年3月31日現在の観測点の内数。 
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６．気象庁の常時及び定期観測項目と観測点数 
 

火山名 
平成 23 年 3月 31 日現在 平成 28 年 3月 31 日現在 

備 考 観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

雌阿寒岳 6 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

7 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力、化学 

(縦坑 1本) 

アトサ 

ヌプリ 
2 

メラ，GNSS，空振，地

殻（傾斜） 
2 

カメラ，GNSS，空振，地

殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

十勝岳 7 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜） 

7 
地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜）、化学 
(縦坑 2本) 

大雪山 1 
地震，熱，カメラ，空

振 
1 地震，熱，カメラ，空振 ― 

樽前山 6 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力，自然電

位 

6 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力，自然電位、化学 

(縦坑 2本) 

倶多楽 1 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜） 

1 
地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

有珠山 4 

地震，熱 

カメラ，GNSS，空振，

地殻（傾斜） 

4 
地震，熱、カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
(縦坑 2本) 

北海道 

駒ヶ岳 
6 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

6 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力 

(縦坑 2本) 

恵山 2 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜） 

2 
地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

八甲田山   3 地震、熱、GNSS ― 

岩手山 5 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜） 

3 
地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

岩木山 1 
地震，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
1 

地震，カメラ，GNSS，空

振，地殻（傾斜 
(縦坑 1本) 

秋田駒ヶ岳 2 
地震，熱，GNSS，空振，

地殻（傾斜） 
3 

地震，熱，GNSS，空振，

地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

秋田焼山 1 
地震，GNSS，空振，地

殻（傾斜） 
1 

地震，GNSS，空振，地殻

（傾斜） 
(縦坑 1本) 
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火山名 
平成 23 年 3月 31 日現在 平成 28 年 3月 31 日現在 

備考 
観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

鳥海山 1 
地震，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
1 

地震，カメラ，GNSS，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

栗駒山 1 
地震，カメラ，空振，

地殻（傾斜） 
1 

地震，カメラ，空振，地

殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

蔵王山 1 
地震，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
1 

地震，カメラ，GNSS，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

吾妻山 5 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

5 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力 

(縦坑 1本) 

安達太良山 2 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

2 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力 

(縦坑 1本) 

磐梯山 5 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

3 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力 

(縦坑 1本) 

那須岳 2 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜）全磁力 

2 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜）全磁

力 

(縦坑 1本) 

日光白根山 1 
地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜） 
2 

地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

草津白根山 2 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

3 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力 

(縦坑 1本) 

浅間山 7 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），化学，測距 

7 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），化学，

測距 

(縦坑 4本) 

新潟焼山 1 
地震，熱，GNSS，空振 

地殻（傾斜） 
1 

地震，熱，GNSS，空振 

地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

弥陀ヶ原   1 地震、熱、GNSS ― 

焼岳 1 
地震，熱，GNSS，空振，

地殻（傾斜） 
1 

地震，熱，GNSS，空振，

地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

乗鞍岳 1 
地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜） 
1 

地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

御嶽山 2 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，全磁力，

地殻（傾斜） 

2 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，全磁力，地殻（傾

斜）、化学 

(縦坑 1本) 
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火山名 
平成 23 年 3月 31 日現在 平成 28 年 3月 31 日現在 

備 考 観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

白山 2 
地震，熱，カメラ，空

振 
2 地震，熱，カメラ，空振 ― 

富士山 5 
地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜） 
6 

地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

箱根山 1 
地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜） 
3 

地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜）、化学 
(縦坑 1本) 

伊豆東部 

火山群 
3 

地震，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
4 

地震，カメラ，GNSS，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 2本) 

伊豆大島 4 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力，測距 

5 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力，測距 

(縦坑 3本) 

新島 1 
地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜） 
3 

地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

神津島 1 

地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜），

全磁力 

2 
地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜），全磁力 
(縦坑 1本) 

八丈島 1 
地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜） 
3 

地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

三宅島 4 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），化学，全磁力 

5 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），化学，

全磁力 

(縦坑 1本) 

青ヶ島 1 
地震，GNSS，カメラ，

空振，地殻（傾斜） 
2 

地震，GNSS，カメラ，空

振，地殻（傾斜） 
(縦坑 1本) 

硫黄島 1 地震，空振，カメラ 1 
地震，空振，カメラ、熱、

GNSS 
― 

九重山 1 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

1 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力 

(縦坑 1本) 

鶴見岳 

伽藍岳 
2 地震，熱，GNSS，空振 2 地震，熱，GNSS，空振 ― 

阿蘇山 7 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

5 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力、化学 

(縦坑 1本) 
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火山名 
平成 23 年 3月 31 日現在 平成 28 年 3月 31 日現在 

備考 
観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

雲仙岳 6 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力 

6 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力 

(縦坑 2本) 

霧島山 8 

地震，熱，カメラ，

GNSS，空振，地殻（傾

斜），全磁力，降灰計 

11 

地震，熱，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜），全磁

力，降灰計、化学 

(縦坑 10 本) 

桜島 6 
地震，カメラ，GNSS，

空振，地殻（傾斜） 
6 

地震，カメラ，GNSS，空

振，地殻（傾斜）、化学 
(縦坑 3本) 

薩摩硫黄島 2 
地震，熱，カメラ，GNSS

空振，全磁力 
2 

地震，熱，カメラ，GNSS

空振，全磁力、化学 
― 

口永良部島 5 

地震，熱，カメラ，GNSS

空振，地殻（傾斜），

全磁力 

9 

地震，熱，カメラ，GNSS

空振，地殻（傾斜），全磁

力、化学 

(縦坑 1本) 

諏訪之瀬島 2 

地震，熱，カメラ，GNSS

空振，地殻（傾斜），

全磁力 

2 

地震，熱，カメラ，GNSS

空振，地殻（傾斜），全磁

力、化学 

(縦坑 1本) 

 
（注１）「観測点数」は臨時観測点を含むテレメータされている震動観測点を示す。 
（注２）「観測項目」の内容は，次のとおり。 

地震：火山性地震・微動の連続観測 

熱：熱映像観測等による噴煙や噴気の連続又は繰り返し観測 

カメラ：高感度カメラ等による噴煙等の遠望観測 

GNSS：GNSS による地殻変動連続観測（表で示した以外に繰り返し観測を実施している火山もある） 

空振：空振計（超低周波マイクロフォン）による空気振動の連続観測 

全磁力：全磁力の連続または繰り返し観測 

地殻（傾斜）：傾斜計による地殻変動の連続観測 

化学：二酸化硫黄ガスの放出量等の繰り返し観測 

測距：光波測距儀による地殻変動連続観測（表で示した以外に繰り返し観測を実施している火山もある） 

自然電位：自然電位の繰り返し観測 

降灰計：降灰の重量を測定。 

（注３）「備考」の「縦坑○本」は，平成28年3月31日現在の観測点の内数。 
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７．国土地理院の常時観測項目と観測点数 
 

火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

備 考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

知床硫黄山 

羅臼岳 
4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

摩周 

アトサヌプリ 
7 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

雌阿寒岳 7 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

丸山 

大雪山 

十勝岳 

7 地殻変動 8 地殻変動 GNSS 8 

利尻山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

樽前山 5 地殻変動 5 地殻変動 
GNSS 4 

GNSS(REGMOS) 1 

恵庭岳 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

倶多楽 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

有珠山 4 地殻変動 4 地殻変動 
GNSS 3 

GNSS(REGMOS) 1 

羊蹄山 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

ニセコ 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

北海道駒ヶ岳 5 地殻変動 5 地殻変動 
GNSS 4 

GNSS(REGMOS) 1 

恵山 3 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

恐山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

岩木山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

八甲田山 4 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

十和田 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

秋田焼山 

八幡平 
3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

岩手山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

秋田駒ヶ岳 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

鳥海山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

栗駒山 5 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 
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火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

備 考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

鳴子 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

肘付 5 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

蔵王山 5 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

吾妻山 6 地殻変動 8 地殻変動 GNSS 8 

安達太良山 4 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

磐梯山 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

沼沢 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

燧ヶ岳 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

那須岳 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

高原山 5 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

日光白根山 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

赤城山 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

榛名山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

草津白根山 5 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

浅間山 7 地殻変動 6 地殻変動 
GNSS 4 

GNSS(REGMOS) 2 

横岳 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

新潟焼山 

3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

妙高山 

弥陀ヶ原 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

焼岳 

3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

アカンダナ 

乗鞍岳 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

御嶽山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

白山 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

- 119 -



 

火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

備 考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

富士山 14 
地殻変動， 

地磁気 
14 地殻変動 

GNSS 9 

GNSS (REGMOS) 2 

地磁気 3 

箱根山 5 地殻変動 6 地殻変動 
GNSS 5 

GNSS (REGMOS) 1 

伊豆東部 

火山群 
11 地殻変動 11 地殻変動 

GNSS 8 

GNSS (REGMOS) 1 

潮位 2 

伊豆大島 8 地殻変動 8 地殻変動 

GNSS 5 

GNSS (REGMOS) 2 

APS 1 

利島 2 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

新島 
4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

神津島 

三宅島 5 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

御蔵島 

八丈島 

青ヶ島 

3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

硫黄島 4 地殻変動 4 地殻変動 
GNSS 3 

GNSS (REGMOS) 1 

三瓶山 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

阿武火山群 5 地殻変動 5 地殻変動 GNSS 5 

鶴見岳・ 

伽藍岳 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

由布岳 

九重山 4 地殻変動 6 地殻変動 GNSS 6 

阿蘇山 4 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

雲仙岳 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

福江火山群 3 地殻変動 3 地殻変動 GNSS 3 

霧島山 6 地殻変動 7 地殻変動 
GNSS 5 

GNSS (REGMOS) 2 

米丸・住吉池 4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 

桜島 7 地殻変動 7 地殻変動 GNSS 7 

池田・山川 

開聞岳 
4 地殻変動 4 地殻変動 GNSS 4 
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火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

備 考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

薩摩硫黄島 
 

5 

 

 

地殻変動 

 

6 地殻変動 GNSS 6 口永良部島 

諏訪之瀬島 

 
（注１）「観測点数」は全国に展開しているGNSS連続観測網のうち火山活動観測に使われている観測点及び活火山地域にお

ける機動観測点等の数を示す。 
（注２）「観測項目」の「地殻変動」は，GNSS，光波測距儀等による地殻変動連続観測を示す。 
（注３）「備考」の内容は，次のとおり。 

REGMOS（GNSS火山変動リモート観測装置）：電力・通信手段のない場所でも地殻変動連続観測ができるようにGNS
S，ソーラーパネル，衛星携帯電話などを合体した観測装置 
APS（自動光波測距・測角装置）：光波測距儀（光波を用いて距離を測る機械）とセオドライト（角度を測る機械）

を組み合わせ，自動的に距離と角度を測るシステム 
（注４）平成23年度以降は，火山噴火予知連絡会で報告を行う火山とした。 
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８．海上保安庁における海域火山の監視・観測状況 

 

南方諸島 
火山名 定期監視 海域火山基礎情報図調査 航空磁気測量 ＧＰＳ連続 海底地殻変動 

伊豆大島 ○ 平成 18 年 平成 17，20 年 △  

新島 ○     

神津島 ○   △  

三宅島 ○  平成 15，19，25 年 △ （◇） 
八丈島 ○   △  

青ヶ島 ○     

須美寿島 ○     

伊豆鳥島 ○  平成 23 年   

孀婦岩 ○     

西之島 ○ 平成 22，23，27 年    

硫黄島 ○  平成 18 年   

伊豆東部 

火山群 
○    ◇ 

明神礁 

ベヨネース列岩 
○  平成 15 年   

白根 ○     

海形海山 ○ 平成 21 年    

海徳海山 ○ 平成 28 年    

海勢西ノ場 ○     

噴火浅根 ○     

北福徳堆 ○ 平成 14，15 年 平成 14 年   

福徳岡ノ場 ○ 平成 21 年 平成 17 年   

南日吉海山 ○     

日光海山 ○     

 

南西諸島 
火山名 定期監視 海域火山基礎情報図調査 航空磁気測量 ＧＰＳ連続 海底地殻変動 

薩摩硫黄島 ○ 平成 17，19，20 年 平成 17，23 年   

口永良部島 ○  平成 20 年   

口之島 ○  平成 15 年   

中之島 ○  平成 22 年   

諏訪之瀬島 ○  平成 14，21 年   

横当島 ○  平成 16 年   

硫黄鳥島 ○  平成 18，26 年   

若尊 ○ 平成 16 年    

西表島北北東 ○     

 
注）凡例 １）○印は航空機による年１回以上の定期監視（目視または熱計測） 
     ２）年月記載は調査実施年度 
     ３）△印は常時監視観測 
     ４）◇印は測量船による海底地殻変動観測の実施を示す。 

     ５）三宅島の海底地殻変動については，平成 22 年度で終了。 

 

- 122 -



９．山梨県富士山科学研究所の常時観測項目と観測点数 
 

火山名 
平成28年3月31日時点 

備 考 

観測点数 観測項目 

富士山 １ 地震， (縦坑1本) 

 
（注１）「観測項目」の内容は，次のとおり。 

地震：火山性地震・微動の連続観測 

GPS：GPSによる地殻変動連続観測 
全磁力：全磁力の連続観測 
地殻（傾斜）：傾斜計による地殻変動の連続観測 

潮位：潮位の連続観測 
（注２）「備考」の内容は，次のとおり。 

地震計と傾斜計は同一の縦坑を利用。磁力計は単独の縦坑を利用。 
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１０．防災科学技術研究所の常時観測項目と観測点数 
 

火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

備 考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

那須岳 6 地震 6 
地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑3本) 

富士山 6 
地震，地殻（傾

斜），GPS 
6 

地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑6本) 

伊豆大島 4 
地震，地殻（傾

斜），全磁力 
4 

地震，地殻（傾斜），

全磁力 
(縦坑5本) 

三宅島 4 

地震，地殻（傾

斜），全磁力，GP

S 

4 
地震，地殻（傾斜），

全磁力，GPS 
(縦坑5本) 

硫黄島 3 地震 3 地震 (地下壕2) 

有珠山 1 地震，地殻（傾

斜），GPS 
3 地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑3本) 

岩手山 1 地震，地殻（傾

斜），GPS 
3 地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑3本) 

浅間山 2 地震，地殻（傾
斜），GPS 

3 地震，地殻（傾斜），
GPS 

(縦坑3本) 

阿蘇山 2 地震，地殻（傾
斜），GPS 

4 地震，地殻（傾斜），
GPS 

(縦坑4本) 

霧島山 2 地震，地殻（傾

斜），GPS 
2 地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑2本) 

十勝岳 -  3 地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑3本) 

北海道駒ヶ岳 -  3 地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑3本) 

樽前山 -  3 地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑3本) 

草津白根山 -  3 地震，地殻（傾斜），
GPS 

(縦坑3本) 

雲仙岳 -  3 地震，地殻（傾斜），
GPS 

(縦坑3本) 

口永良部島 -  2 地震，地殻（傾斜），

GPS 
(縦坑2本) 

（注１）「観測項目」の内容は，次のとおり。 
地震：火山性地震・微動の連続観測 
GPS：GPSによる地殻変動連続観測 

全磁力：全磁力の連続観測 
地殻（傾斜）：傾斜計による地殻変動の連続観測 
潮位：潮位の連続観測 

（注２）「備考」の内容は，次のとおり。 
地震計と傾斜計は同一の縦坑を利用。磁力計は単独の縦坑を利用。硫黄島では戦時中の地下壕（ちかごう）を利
用して観測している。 
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１１．産業技術総合研究所の常時観測項目と観測点数 
 

火山名 
平成23年3月31日時点 平成28年3月31日現在 

備 考 

観測点数 観測項目 観測点数 観測項目 

富士山 0  0   

伊豆東部 

火山群 6 水位・水温 3 水位・水温 
地震観測点兼ねる。 

水温は一部観測点のみ。 

有珠山 2 水位・水温 2 水位・水温  

伊豆大島 1 自然電位 1 自然電位  

口永良部島 2 GPS 0   

 
（注１）「観測項目」の内容は，次のとおり。 

水位：地下水の水位の観測 

水温：地下水の温度の観測 

自然電位：地表のある点を基準とした各地点での電位の分布の観測 

GPS:GPSによる地殻変動連続観測 
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１２．北海道立総合研究機構の常時観測項目と観測点数 
 

火山名 
平成 28 年 3月 31 日現在 

備 考 観測点数 観測項目 

雌阿寒岳 2 熱，GPS，化学 テレメータは GPS2 点 

アトサ 

ヌプリ 
   

十勝岳 2 熱，GPS，化学 テレメータは GPS2 点 

大雪山    

樽前山 0 熱，化学  

倶多楽    

有珠山 0 熱，化学  

北海道 

駒ヶ岳 
0 熱，GPS，化学  

恵山    

 

（注１）「観測点数」は臨時観測点を含む観測点（テレメータ）の数を示す。 
（注２）「観測項目」の内容は，次のとおり。 

地震：火山性地震・微動の連続観測 
熱：熱映像観測等による噴煙や噴気の連続又は繰り返し観測 
カメラ：高感度カメラ等による噴煙等の遠望観測 

GPS：GPS による地殻変動連続観測（表で示した以外に繰り返し観測を実施している火山もある） 

空振：空振計（超低周波マイクロフォン）による空気振動の連続観測 

全磁力：全磁力の連続または繰り返し観測 

地殻（傾斜）：傾斜計による地殻変動の連続観測 

化学：二酸化硫黄ガスの放出量等の繰り返し観測 

測距：光波測距儀による地殻変動連続観測（表で示した以外に繰り返し観測を実施している火山

もある） 

自然電位：自然電位の繰り返し観測 

降灰計：降灰の重量を測定。 

（注３）「備考」の「縦坑○本」は，平成28年3月31日現在の観測点の内数。 
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気象庁
火山名 基礎調査観測（注１） 緊急機動観測（注１） 調査観測（注２）

   知床硫黄山 昭58，平4

　 羅   臼　 岳

   摩　　   　周 昭62，平3，6

○アトサヌプリ 昭55，平2，6 平18,19,20,24,25,27

○雌 阿 寒 岳 昭（40），63，平8，9 平7，10～12，13～22 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27

　 丸　　　 　山 平7

○大   雪　 山 昭57，平2，7 平23,25,26

○十   勝   岳 昭(43），平1，11，13 昭（44），60～平2,平14～23 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27

　 利   尻   山

○樽　 前　 山 昭49，56，61，平10，11，13 平11～22 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27

　 恵　 庭　 岳 平5

○倶　 多   楽 平4，9 平16～22 平16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27

○有　 珠　 山 昭（46） 昭52～53，平11～13 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,27

　 羊   蹄   山

　 ニ   セ   コ

○北海道駒ケ岳 昭（39），平8，13 平8，10～22 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,24,25,26,27

○恵　　　　 山 昭（47），54，平1，5，10 平17,18,19,20,22,24,25,26,27

   渡 島 大 島 昭59，平3

   恐         山 昭54，平1

○岩　 木　 山 昭（46），(48)，59，平10 平26

   八 甲 田 山 昭63，平6 平25～

   十　 和　 田 平5

○秋 田 焼 山 昭60，平9 平9 平23，24，27

   八 　幡　 平 昭58，平6

○岩　 手　 山 昭（45），62，平5，8，9 平7～16 平17～25，27

○秋田駒ケ岳 昭（45），（46），（48），55，平6 昭（45），（46） 平15～

○鳥　 海　 山 昭61，平4 昭49 平16，22，25

○栗　 駒　 山 昭59，平4 平18～

   鳴　　　　 子 平1 平24

   肘　　　　 折 平18

○蔵　 王　 山 昭（42），52，56，平2，7 昭（41），平4 平17，23，25～

○吾　 妻　 山 昭（40），50，平13 昭（41），52 平14～

○安達太良山 昭（40），50，平8，9，10，11，13 平15～24，27

○磐　 梯　 山 昭（40） 平13，14 平15～23，25

   沼　　　　 沢 平17

   燧    ヶ   岳

○那　 須　 岳 昭（38），平9 平14,15,16,17,18,20,23,24,26,27

   高   原   山 平15

○日光白根山 昭61，平5 平14,23,26,27

   赤　 城 　山 昭63，平6

   榛　 名　 山 平5 平14

○草津白根山 昭（42），（48），51，58 昭49～51，57～58，62,平26 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27

○浅　 間　 山 昭（40） 平16,20,21,27 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27,28

   横　　　　 岳

○新 潟 焼 山 昭55，平1，8，9，10 昭（38～39），50，59，平3，9，10 平15，17,18,20,23,24,25,28

   妙　 高　 山 平2，8 平28

 　弥 陀 ヶ 原 昭59，平4 平23,24,25,26,27

○焼　　　　 岳 昭56，平2，8 昭44 平15，18,20,23,25,27

   アカンダナ山 平15

○乗　 鞍　 岳 昭61，平5 平17,18

○御　 嶽　 山 平3，11 昭54～56，平19,26 平14，15，16，17,19,23,26,27

○白　　　　 山 昭63，平7 平16，17,20,21,22,23,24,25,27

○富　 士　 山 昭57，63，平6 昭62～ 平13,17,22,23,24,25,27

○箱　 根　 山 昭60，平6 平27 平16，18,19,20,25,27,28

○伊豆東部火山群 平1～2，5，7，8～ 平14，15，16,17,22,23

○伊 豆 大 島 昭61 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27,28

   利　　　 　島

○新　　　 　島 昭56，平4 平25,27

○神　 津　 島 昭60，平4 平25,27,28

○三　 宅　 島 昭51，58，平10～13 昭（38），58～平8，12～13,20,21,22 平14～15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27,28

   御   蔵   島

○八　 丈 　島 昭57，平7 平23,24,28

○青　 ヶ　 島 昭59，平7 平23,24,28

   伊 豆 鳥 島 昭（40），（41），（42）

１３．気象庁の火山機動観測実施状況
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火山名 基礎調査観測（注１） 緊急機動観測（注１） 調査観測（注２）

   西　 之　 島 昭（48），49 平25,26

○硫　 黄　 島 昭（43） 平20,21,22,23,24,25,26,27,28

   三　 瓶　 山 平24

   阿武火山群 平18,26

○鶴見岳・伽藍岳 昭54，61，平4，7 平17,19,24,25,27

   由   布   岳 平27

○九　 重　 山 昭57，63，平5 平7～8 平14,15,16,17,18,20,22,23,25,26,27,28

○阿　 蘇　 山 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27,28

○雲　 仙　 岳 昭（45），59，平2 昭59，平2～8 平14,15,16,17,18,19,20,22,24,25,27

   福江火山群 平19

○霧　 島　 山 昭（47） 平3～4，15～ 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27,28

   米丸・住吉池 平20

○桜　　　　 島 昭（40） 昭（43），（47），平18 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27,28

   池田・山川 平20

   開　 聞　 岳 昭56，平1，6 平20

○薩摩硫黄島 昭60，平4，9～13 昭63，平14～ 平14,15,16,17,18,19,20,22,23,24,25,26,27

○口永良部島 昭50，58，平2，8 昭55，平11～ 平14,15,16,17,18,19,20,21,22,23,24,25,26,27,28

   口　 之　 島 平19,25

   中　 之　 島 昭61，平5，11～13 平18,20,26

○諏訪之瀬島 昭55，63，平6，10～11 平12，13～ 平14,15,16,17,18,19,20,25,27

   硫 黄 鳥 島 平24,25,26,27,28

注４）複数年にまたがって地震などの連続観測を行っている場合は「平１４～」のように表示し、毎年繰り返し観測を行っている場合は「平１４，１５，１６，１
７，１８」のように表示している。

注１）平成１４年３月の火山監視・情報センター業務開始以前は、本庁及び管区気象台の火山機動観測班が基礎調査観測と緊急機動観測を実施して
おり、常時観測火山については、現地気象官署が現地観測を年数回実施していた。

注２）平成１４年３月の火山監視・情報センター業務開始以後は、従来の基礎調査観測及び現地観測を、調査観測として火山監視・情報センターが実
施している。

注３）火山名に○が付いているのは常時観測火山。実施年を括弧書きにしているものは、火山噴火予知計画発足以前の実施を示す。
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１４．御嶽山に関する火山噴火予知連絡会の活動経過 

 
2014 年（平成 26 年） 
９月 27 日 御嶽山で噴火。火砕流が南西方向に３ｋｍ以上流下。噴煙は火口上約 7,000ｍと推定。 

９月 27 日 噴火警戒レベル１

→３ 

27 日 11 時 52 分頃、御嶽山で噴火。火口から４ｋｍ程度の範囲で大きな噴石等

に警戒。 

９月 28 日 拡大幹事会 27 日 11 時 52 分頃に火砕流を伴う噴火が発生。その後も火山活動が高まった

状態。今後も噴火が発生する可能性。 

９月 28 日 噴火警戒レベル３

切替 

27 日の噴火以降、山頂火口からの噴煙活動が活発な状態。引き続き火口から

４ｋｍ程度の範囲で大きな噴石と火砕流に警戒。 

10 月 23 日 第 130 回連絡会 火山活動には低下傾向がみられるものの、今後噴気活動や地震活動等が活

発化する場合には、火口周辺に大きな噴石を飛散させ、火砕流を伴うような噴

火が発生する可能性。 

御嶽山総合観測班を設置。 

2015 年（平成 27 年） 

１月 19 日 拡大幹事会 火山活動は引き続き低下。現状で2014年９月27日と同程度ないし上回る規模

の噴火が発生する可能性は低くなっている。火口列からの噴煙活動や地震活

動は続いており、今後も小規模な噴火が発生する可能性。 

１月 19 日 噴火警戒レベル３

切替 

火山活動は低下。引き続き火口から概ね３ｋｍの範囲で大きな噴石と火砕流に

警戒。 

２月 24 日 第 131 回連絡会 火山活動は低下してきており、2014 年９月 27 日と同程度ないし上回る規模の

噴火が発生する可能性は低くなっている。火口列からの噴煙活動や地震活動

が続いており、今後も小規模な噴火が発生する可能性。 

３月 31 日 噴火警戒レベル３

切替 

火山活動は低下。火口から概ね２ｋｍの範囲では、噴火に伴う弾道を描いて飛

散する大きな噴石と火砕流に警戒。地獄谷方向では火口から概ね 2.5ｋｍまで

火砕流に警戒。 

６月 15 日 第 132 回連絡会 火山活動は低下した状態が継続。噴煙活動や地震活動は続いており、今後も

火口周辺に影響を与える小規模な噴火が発生する可能性。 

６月 26 日 噴火警戒レベル３

→２ 

火山活動は低下。火口から概ね１ｋｍの範囲では、噴火に伴う弾道を描いて飛

散する大きな噴石に警戒。 

10 月 21 日 第 133 回連絡会 火山活動が低下した状態が続いている。火口列からの噴煙活動や地震活動

は続いており、今後も小規模な噴火が発生する可能性。 

2016 年（平成 28 年） 

２月 17 日 第 134 回連絡会 火山活動は緩やかな低下傾向が続いている。火口列からの噴煙活動や地震

活動が続いていることから、今後も小規模な噴火が発生する可能性。 

６月 14 日 第 135 回連絡会 

 

火口列からの噴煙活動や地震活動が続いていることから、今後も小規模な噴

火が発生する可能性。 

10 月４日 第 136 回連絡会 火口列からの噴煙活動や地震活動が続いていることから、今後も小規模な噴

火が発生する可能性。 
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１５．口永良部島に関する火山噴火予知連絡会の活動経過 

 
2014 年（平成 26 年） 
８月３日 ３日 12 時 24 分に新岳で噴火。噴石が山頂火口から約１ｋｍの範囲に飛散し、火砕流が新岳山頂火

口の南西側から西側にかけてと東側に流下した。 

８月３日 噴火警戒レベル１

→３ 

３日 12 時 24 分頃噴火。今後、噴火活動がさらに活発となる可能性。火口から

概ね２ｋｍの範囲で大きな噴石に警戒。 

８月７日 噴火警戒レベル３

切替 

３日の噴火の火山灰分析の結果、マグマが直接関与していた可能性。今後、

マグマが関与した噴火が発生の場合、火砕流の可能性。火口から概ね２ｋｍの

範囲で大きな噴石に警戒。向江浜地区から新岳の南西にかけて、火口から海

岸までの範囲では火砕流に警戒。 

８月８日 拡大幹事会 ３日 12 時 24 分頃の噴火はマグマが関与したと考えられる。その後も火山活動

が高まった状態。今後も噴火が発生し、火砕流を伴う可能性。 

10 月 23 日 第 130 回連絡会 噴煙活動等が継続しており、今後も８月３日と同程度の噴火が発生する可能

性。 

2015 年（平成 27 年） 

２月 24 日 第 131 回連絡会 火山活動は活発な状態が継続。火山ガス観測や地殻変動観測では、今後、

火山活動がさらに高まる可能性があることを示す変化。火山活動の推移を注意

深く見守る必要。 

５月 29 日 29 日 09 時 59 分に爆発的噴火。 

５月 29 日 噴火警戒レベル３

→５ 

29 日 09 時 59 分に爆発的噴火。火砕流が向江浜付近で海岸に達する。火砕

流の到達が予想される屋久島町口永良部島居住地域では厳重な警戒（避難

等の対応）。 

５月 30 日 拡大幹事会 29 日 09 時 59 分に火砕流を伴う爆発的噴火発生。この噴火はマグマ水蒸気噴

火であったと考えられる。今後も同程度の噴火が発生する可能性。 

口永良部島総合観測班設置。 

６月 15 日 第 132 回連絡会 火山活動は活発な状態継続。今後も５月 29 日と同程度の噴火が発生する可

能性。 

６月 18 日 18 日 12 時 17 分頃、16 時 31 分頃噴火。 

６月 19 日 19 日 09 時 43 分噴火。 

８月 21 日 拡大幹事会 （第 132 回火山噴火予知連絡会の評価から変更なし） 

10 月 21 日 第 133 回連絡会 ５月 29 日と同程度の噴火が発生する可能性は低くなっているものの、引き続き

噴火の可能性があり火砕流に警戒が必要。新岳火口から概ね２ｋｍの範囲、及

び火砕流の流下による影響が及ぶと予想される新岳火口の西側の概ね 2.5ｋｍ

の範囲では、厳重な警戒（避難等の対応）。 

10 月 21 日 噴火警戒レベル５

切替 

火山活動が高まる傾向はみられないことから、５月29日と同程度の噴火が発生

する可能性は低い。火口から概ね２ｋｍの範囲及び火砕流の流下による影響

が及ぶと予想される新岳火口の西側の概ね 2.5ｋｍ範囲で、厳重な警戒（避難

等の対応）。 

2016 年（平成 28 年） 

２月 17 日 第 134 回連絡会 引き続き噴火の可能性があり、噴火に伴う大きな噴石及び火砕流に警戒。 

６月 14 日 第 135 回連絡会 2015 年５月 29 日の噴火前から続いていた島の膨張状態が収縮に転じる。 

2015 年５月 29 日と同程度の噴火が発生する可能性は更に低下。火口から概

ね２ｋｍの範囲で、大きな噴石及び火砕流に警戒。向江浜地区から新岳の南

西にかけての火口から海岸までの範囲では、火砕流に警戒。 

６月 14 日 噴火警戒レベル５

→３ 

火山活動は低下。新岳火口から概ね２ｋｍの範囲では、大きな噴石及び火砕

流に警戒。向江浜地区から新岳の南西にかけての火口から海岸までの範囲で

は、火砕流に警戒。 

10 月４日 第 136 回連絡会 2015 年５月 29 日と同程度の噴火が発生する可能性は低くなっているものの、

火山性地震や火山性微動が時々観測されており、火山ガス（二酸化硫黄）の

放出量は、2014 年８月３日の噴火前より多い状態で経過していることから、引き

続き噴火が発生する可能性。 
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１６．桜島に関する火山噴火予知連絡会の活動経過 

 
2012 年（平成 24 年） 

 ２月 29 日 第 122 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

 ３月 12 日 噴火警戒レベル３

切替 

大きな噴石２合目まで到達。火口から２ｋｍを超えた居住地域近くまで警

戒。 

 ３月 21 日 噴火警戒レベル３

切替 

その後、大きな噴石が２合目まで飛散する爆発的噴火の発生なし。警戒範

囲を火口から２ｋｍまで縮小。 

 ６月 26 日 第 123 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

10 月 24 日 第 124 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

2013 年（平成 25 年） 

 ３月 12 日 第 125 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

 ６月 18 日 第 126 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

 10 月 22 日 第 127 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

2014 年（平成 26 年） 

 ２月 25 日 第 128 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

 ６月３日 第 129 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

 10 月 23 日 第 130 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

2015 年（平成 27 年） 

 ２月 24 日 第 131 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

 ６月 15 日 第 132 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

 ８月 15 日 噴火警戒レベル３

→４ 

島内を震源とする地震多発。傾斜計及び伸縮計で山体膨張を示す急激な

地殻変動。火口から３ｋｍ以内の鹿児島市有村町および古里町で厳重な

警戒。 

 ８月 21 日 拡大幹事会 貫入したマグマがさらに火口近くまで上昇していることを示す兆候なし。現

時点では、規模の大きな噴火が発生する可能性は８月 15 日時点に比べて

低下。 

 ９月１日 噴火警戒レベル４

→３ 

南岳の地下に貫入したマグマの浅部への上昇は停止。警戒範囲を火口か

ら概ね３ｋｍ以内から、概ね２ｋｍ以内の範囲に縮小。 

 10 月 21 日 第 133 回連絡会 マグマの浅部への上昇は停止し、新たなマグマの貫入も認められない。噴

火活動は７月以降低調な活動。 

 11 月 25 日 噴火警戒レベル３

→２ 

昭和火口では、９月 17 日以降爆発的噴火は発生なく、火山活動が低下。

火口から概ね１ｋｍの範囲で大きな噴石に警戒。 

2016 年（平成 28 年） 

 ２月５日 噴火警戒レベル２

→３ 

昭和火口では、２月５日に爆発的噴火発生。火口から概ね２ｋｍの範囲で

大きな噴石及び火砕流に警戒。 

 ２月 17 日 第 134 回連絡会 時々噴火が発生。今後も活発な噴火活動が継続する可能性。 

 ６月 14 日 第 135 回連絡会 引き続き活発な噴火活動継続。 

10 月 ４日 第 136 回連絡会 昭和火口では、６月から７月にかけて噴火が時々発生したが、７月 27 日以

降はごく小規模な噴火も観測されていない。７月26日の噴火では噴煙が火

口縁上 5,000ｍに達した。 
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１７．阿蘇山に関する火山噴火予知連絡会の活動経過 

 
2013 年（平成 25 年） 

９月 25 日 噴火警戒レベル１

→２ 

中岳第一火口の火山活動は高まっており、火口から概ね１ｋｍの範囲に大

きな噴石を飛散させる噴火が発生する可能性があると判断。 

10 月 11 日 噴火警戒レベル２

→１ 

火口周辺に影響を及ぼす噴火の兆候は認められなくなったと判断。 

 10 月 22 日 第 127 回連絡会 中岳第一火口では、火口周辺に影響を及ぼす噴火の兆候は認められない

が、火口内では土砂や火山灰の噴出する可能性。 

12 月 27 日 噴火警戒レベル１

→２ 

中岳第一火口の火山活動は高まっており、火口から概ね１ｋｍの範囲に大

きな噴石を飛散させる噴火が発生する可能性があると判断。 

2014 年（平成 26 年） 

 ２月 25 日 第 128 回連絡会 １月 13 日ごく小規模な噴火が発生。中岳第一火口から概ね１ｋｍの範囲で

は、噴火に伴う弾道を描いて飛散する大きな噴石に警戒。 

３月 12 日 噴火警戒レベル２

→１ 

中岳第一火口の火山活動は低下し、火口周辺に影響を及ぼす噴火の兆

候は認められなくなったと判断。 

 ６月 ３日 第 129 回連絡会 １月 13 日から２月 19 日までごく小規模の噴火が時々発生したが、それ以降

は噴火の発生はない。 

８月 30 日 噴火警戒レベル１

→２ 

８月 30 日に噴火を確認。中岳第一火口の火山活動は高まった状態になっ

ていると判断。 

 10 月 23 日 第 130 回連絡会 ８月下旬から孤立型微動や火山性地震が次第に増加し、火口内の熱活動

も高まった状態で経過。 

2015 年（平成 27 年） 

 ２月 24 日 第 131 回連絡会 火山性微動の振幅が次第に大きくなり、中岳第一火口の熱活動も高まった

中で、2014 年 11 月 25 日からマグマ噴火が始まり、11 月 26 日以降は連続

的に噴火が発生し、火山性微動は振幅の大きな状態で継続するなど、活

発な火山活動が継続。11 月 27 日以降、ストロンボリ式噴火を時々観測。 

 ６月 15 日 第 132 回連絡会 2014 年 11 月 25 日から始まったマグマ噴火は、2015 年５月 21 日までは断

続的に続いていたことを確認。 

 ９月 14 日 噴火警戒レベル２

→３ 

９月 14 日に噴火が発生。火口から弾道を描いて飛散する大きな噴石を

確認。今後も同程度の噴火が発生する可能性があると判断。上空からの観

測で、小規模な火砕流が中岳第一火口から南東に約 1.3ｋｍ、北東に約

1.0ｋｍまで流下したのを確認。 

 10 月 21 日 第 133 回連絡会 活発な火山活動が続いており、今後も９月 14 日と同程度の噴火が発生す

る可能性。 

 11 月 24 日 噴火警戒レベル３

→２ 

火口から１ｋｍを超える範囲に影響を及ぼす噴火が発生する可能性は低く

なったと判断。 

2016 年（平成 28 年） 

 ２月 17 日 第 134 回連絡会 2015 年９月 14 日に発生した連続的な噴火は、10 月 23 日まで続いた。10

月 23 日に小規模な噴火が２回発生。火山性微動の振幅の増大は 10 月 23

日の噴火以降、概ね小さい状態となり、火山ガス（二酸化硫黄）の放出量も

減少。時々小規模な噴火が発生しており、火口周辺に影響を及ぼす噴火

が発生する可能性。 

 ６月 14 日 第 135 回連絡会 時々小規模な噴火が発生しており、火口周辺に影響を及ぼす噴火が発生

する可能性。 

10 月 ４日 第 136 回連絡会 火山性微動の振幅は概ねやや大きい状態で経過したが、９月には少し

ずつ減少。火山ガス（二酸化硫黄）放出量は多い状態が継続。火口周

辺に影響を及ぼす噴火が発生する可能性。 

10 月 ８日 噴火警戒レベル２

→３ 

中岳第一火口では、10 月８日に爆発的噴火発生。１ｋｍを超える広い範囲

に噴石が飛散。気象衛星で海抜高度 11,000ｍの噴煙を観測。 
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（研）情報通信研究機構 ０１０１ 先端リモートセンシング技術による地震及び火山の災害把握技術の開発 浦塚清峰
北海道大学 １００１ 地質および物質科学的データに基づく低頻度大規模火山現象およびその準備過程の研究 中川　光弘

１００２ 北海道沖低頻度大規模地震の総合的理解とそのモニタリングへの基礎的研究 谷岡　勇市郎
１００３ 多項目観測に基づく火山熱水系の構造の時空間変化の把握と異常現象の検知 橋本　武志
１００４ 噴火履歴及び観測事例に基づく噴火事象系統樹の試作 中川　光弘
１００５ 津波浸水域の即時予測手法開発のための研究 谷岡　勇市郎
１００６ 地理空間情報の総合的活用による災害に対する社会的脆弱性克服のための基礎研究 谷岡　勇市郎
１００７ 地殻変動等多項目観測データ全国リアルタイム流通一元化解析システムの開発 高橋　浩晃
１００８ Lバンド航空機SARによる革新的火山観測手法の開発 村上　亮
１００９ 準リアルタイム火山情報表示システムの開発 大島　弘光

弘前大学 １１０１ 地殻流体と地震活動の関係及び過去地震の災害誘因の解明 小菅正裕
東北大学 １２０１ スラブ内地震の発生メカニズムの解明 東　龍介

１２０２ 蔵王山周辺の総合観測 三浦　哲
１２０３ 地殻応答による断層への応力載荷過程の解明と予測 松澤　暢
１２０４ 地震断層すべり物理モデルの構築 松澤　暢
１２０５ 岩石組織に基づく火道浅部プロセスの推定手法の開発 中村　美千彦
１２０６ 地震活動の時空間パターンと断層および地震サイクルとの関係 遠田　晋次
１２０７ 地震に先行する大気中ラドン濃度変動に関する観測 長濱　裕幸
１２０８ 観測事例及び理論予測に基づく噴火事象系統樹の分岐条件の検討 西村　太志
１２０９ トランジェント現象リアルタイムモニタリングのための複合測地データ利用の高度化 太田　雄策
１２１０ 海溝軸近傍で観測可能な海底地殻変動観測技術の開発 木戸　元之

東京大学理学系研究科 １４０１ 地殻流体の連続化学観測にもとづいた地殻の状態評価システムの開発 角森史昭
１４０２ 地震発生場の階層性を考慮した地震活動予測 井出哲
１４０３ 噴火推移モニタリングのための火山ガス観測装置の開発 森 俊哉

東京大学地震研究所 １５０１ 地震・火山災害の関連史資料に基づく低頻度大規模災害の調査 佐竹健治
１５０２ 揮発性成分定量による活火山爆発力ポテンシャル評価とマグマ溜まり深度の再決定 安田　敦
１５０３ 日本海溝・相模トラフプレート境界で起こる多様なすべり現象の包括的モデル構築 篠原雅尚
１５０４ 内陸地震発生の理解と予測に向けて 飯高　隆
１５０５ 日本列島基本構造モデルの構築

岩﨑　貴哉
佐藤　比呂志

１５０６ 小型絶対重力計を用いた火山監視技術の開発 新谷昌人
１５０７ 次世代プレート境界地震発生モデル構築のための実験的・理論的研究 中谷正生

１５０８
地球物理・地球化学統合多項目観測および比較研究によるマグマ噴火を主体とする火山の定量
化とモデル化

大湊隆雄

１５０９ プレート境界すべり現象モニタリングに基づくプレート間カップリングの解明 小原　一成
１５１０ 相似地震再来特性の理解に基づく地殻活動モニタリング手法の構築 五十嵐俊博
１５１１ 地震活動に基づく地震発生予測検証実験 鶴岡　弘
１５１２ 地震活動ハ?ラメターと地震発生場の応力の間に成り立つ定量的関係式 波多野恭弘
１５１３ 歴史時代に発生した地震・火山などの災害に関する多角的な研究 佐竹健治
１５１４ 首都圏に被害を及ぼす地震の解明およびその被害の実像 酒井慎一
１５１５ 堆積平野・堆積盆地における地震災害発生機構の解明 三宅弘恵
１５１６ 広帯域・高解像度強震動シミュレーションに基づく大地震の強震動評価の高度化 古村孝志
１５１７ 地震動・津波誘因の長期予測情報コミュニケーション 纐纈一起
１５１８ データ流通網の高度化 鶴岡 弘
１５１９ 研究成果共有システムの構築 鶴岡　弘
１５２０ 衛星赤外画像による噴火推移の観測と類型化に関する研究 金子隆之
１５２１ 海底での地震・地殻変動観測に向けた観測技術の高度化 塩原　肇
１５２２ 光技術を利用した大深度ボアホール用地震地殻変動観測装置の開発 新谷昌人
１５２３ 素粒子ミューオンを用いた火山透視技術の可用化プロジェクト 田中宏幸
１５２４ 日・米・NZ国際協力によるスロースリップでのプレート境界面断層滑りメカニズムの解明 望月　公廣

東京工業大学 １６０１ 水蒸気爆発場の物理・化学状態の把握と火山流体の挙動 野上　健治
１６０２ 海底火山活動の評価手法開発に関する研究 野上　健治

名古屋大学 １７０１ 古文書解読による南海トラフ巨大歴史地震像の解明 山中佳子

１７０２
地表地震断層および活断層の地表形状・変位量データにもとづく直下型大地震の規模・頻度予測
手法の高度化　－LiDAR等の高解像度DEMを用いた検討

鈴木康弘

１７０３ 南海トラフ域における巨大地震断層域の力学･変形特性の把握 山岡　耕春

１７０４
地震・津波被害に対する地域社会の脆弱性測定に基づくボトムアップ型コミュニティ防災・減災に
関する文理融合的研究

黒田由彦

１７０５ 精密制御震源システムの標準化と、ボアホール・海域への設置に関する研究 山岡　耕春
１７０６ 火山災害情報およびその伝達方法のあり方 田所　敬一

京都大学理学研究科 １８０１ 地震サイクルシミュレーションの高度化 平原　和朗
１８０２ 水蒸気噴火後の火山活動推移予測のための総合的研究 ?御嶽・口永良部・阿蘇? 大倉　敬宏

１８０３
実観測データに基づく断層面の摩擦パラメータと地殻活動の状態推定のためのデータ同化
手法の構築

宮崎　真一

京都大学防災研究所 １９０１ 史料の収集・翻刻・解析による過去の大地震および自然災害の調査 加納靖之
１９０２ 近代観測以降の大噴火時の観測データの整理と低頻度大規模噴火予知に寄与する情報の抽出 中道治久
１９０３ プレート境界巨大地震の広帯域震源過程に関する研究 岩田知孝
１９０４ 南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺域の構造研究 澁谷拓郎
１９０５ 日本列島変動の基本場解明：地殻とマントルにおける物性、温度、応力、流動－変形 飯尾能久
１９０６ 注水実験による内陸地震の震源断層の詳細な構造と回復過程の研究 西上欽也
１９０７ 横ずれ型の内陸地震発生の物理モデルの構築 飯尾能久
１９０８ 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究 井口正人
１９０９ 焼岳火山の噴火準備過程の研究 大見士朗
１９１０ 短スパン伸縮計等を活用した西南日本における短期的SSEの観測解析手法の高度化 西村卓也
１９１１ プレート境界巨大地震等の広帯域強震動予測に関する研究 関口春子
１９１２ 強震動によって発生する地すべり現象の発生ポテンシャル評価と事前予測手法の高度化 千木良雅弘
１９１３ 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－火山灰拡散即時予測 井口正人

 １８．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」の個別課題一覧（機関順）

研究課題名 担当者名機　　関　　名 研究課題
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研究課題名 担当者名機　　関　　名 研究課題

１９１４ 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－地域との連携 井口正人
１９１５ 歴史記録の電子化 飯尾能久

鳥取大学 ２００１ 自治体震度計を用いた地震速報の高度化 香川　敬生
高知大学 ２１０１ 四国前弧域から中央構造線北方にかけての観測高度化による地震発生場の研究 大久保　慎人
九州大学 ２２０１ 地震・火山相互作用下の内陸地震・火山噴火発生場解明およびモデル化の研究 松本　聡

鹿児島大学 ２３０１
海域と島嶼域における地震・地殻変動観測による南西諸島北部のプレート境界域テクトニクスの
観測研究

八木原　寛

立命館大学 ２４０１ 南アフリカ金鉱山の地震発生場における応力・強度・ひずみ変化の現位置計測 小笠　原宏
２４０２ 大規模地震・破壊に先行する極微小な前震活動の発生様式の特徴の解明 川方　裕則

東海大学 ２５０１ 電磁気的地震先行現象の観測と統計評価による他種の先行現象との比較 長尾年恭
東京大学史料編纂所 ２６０１ 文献史料による歴史地震に関する情報の収集とデータベースの構築・公開 佐藤孝之
新潟大学 ２７０１ 日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火災害関連史料の収集と分析 矢田　俊文

２７０２ 過去の災害事例に基づく減災科学に係る研究 田村　圭子
東京大学大気海洋研究所 ２８０１ 津波地震を励起する浅部プレート境界断層の実態解明と物性変動モニタリング 朴進午

２８０２ 地球物理・化学的探査による海底火山および海底熱水活動の調査 佐野　有司
（研）防災科学技術研究所 ３００１ 巨大地震による潜在的ハザードの把握に関する研究 山下太

３００２ 基盤地震観測等データのモニタリングによる地殻活動の理解と予測技術の開発 松澤孝紀
３００３ 噴火予測システムの開発に関する研究 藤田英輔

３００４
基盤的地震・火山観測網の整備・維持及び超大容量の地震・火山観測データの効率的流通シス
テムの構築

松原　誠

３００５ 火山活動把握のためのリモートセンシング観測・解析技術に関する研究 小澤拓
（研）海洋研究開発機構 ４００１ 先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進 山田 泰広

４００２ 海域地震発生帯研究開発 小平　秀一
（研）産業技術総合研究所 ５００１ 津波浸水履歴情報の整備 宍倉正展

５００２ 活断層データベースの整備 吾妻　崇
５００３ 地質調査に基づく火山活動履歴調査とデータベース整備 石塚吉浩
５００４ 海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明 宍倉正展
５００５ 地震時変位量に基づく連動型古地震像復元手法の研究 近藤久雄
５００６ 火山性流体と噴出物の解析に基づく噴火推移過程のモデル化 篠原宏志
５００７ 地下水・地殻変動観測による地震予測精度の向上 松本則夫
５００８ 高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究 今西和俊
５００９ アジア太平洋地域地震・火山ハザード情報整備 宝田晋治

国土地理院 ６００１ 内陸の地殻活動の発生・準備過程の解明 矢来博司
６００２ 火山地域のマグマ供給系のモデリング 矢来博司
６００３ プレート境界面上の滑りと固着の時空間変化の広域的な把握 矢来博司
６００４ GNSSを用いた震源メカニズム即時推定技術の開発 矢来博司
６００５ GNSS連続観測（GEONET） 矢来博司
６００６ 地形地殻変動観測 矢来博司
６００７ 物理測地観測 矢来博司
６００８ 宇宙測地技術による地殻変動監視 矢来博司
６００９ 火山基本図・火山土地条件図整備 矢来博司
６０１０ 都市圏活断層図整備 矢来博司
６０１１ 地殻活動データベース整備・更新 矢来博司
６０１２ GNSS観測・解析技術の高度化 矢来博司
６０１３ SAR観測・解析技術の高度化 矢来博司

気象庁 ７００１ 火山現象に関する基礎データの蓄積と活用 中村 政道
７００２ 自己浮上式海底地震計観測による宮城県沖の地震活動 中村 浩二
７００３ 地殻変動観測による火山活動評価・予測の高度化に関する研究 山本 哲也
７００４ 火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価 木村 一洋
７００５ 地球電磁気的手法による火山活動監視の高度化 山崎 明

７００６ 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究 小林 昭夫

７００７ 陸上電磁場観測における津波生成磁場の検知 山崎 明
７００８ 緊急地震速報の予測手法の高度化に関する研究 干場 充之
７００９ 海溝沿い巨大地震の地震像の即時的把握に関する研究 勝間田 明男
７０１０ 大規模噴火時の火山現象の即時把握及び予測技術の高度化に関する研究 徳本 哲男
７０１１ 津波の予測手法の高度化に関する研究 山本 剛靖
７０１２ 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有 高橋　賢一
７０１３ 火山活動の総合判断 宮村 淳一
７０１４ 地震観測、地殻変動観測 中村 浩二
７０１５ 潮位観測 中舘 明
７０１６ 地磁気精密観測 山崎 貴之
７０１７ 全国における火山観測の強化 宮村 淳一
７０１８ 地殻活動・火山活動のための地磁気基準観測、全磁力精密観測のデータベース化 山崎　貴之
７０１９ 全国地震カタログの作成 高濱　聡
７０２０ 防災・減災に関する知識の普及啓発 高橋　賢一

海上保安庁 ８００１ 海底地殻変動観測 石川　直史
８００２ 海洋測地の推進 長岡　継
８００３ 海域火山観測 小野 智三
８００４ 地殻変動監視観測 長岡　継
８００５ 験潮 増田　貴仁
８００６ 海域における地形・活断層調査 福山　一郎

鹿児島大学 ９００１
海域と島嶼域における地震・地殻変動観測による南西諸島北部のプレート境界域テクトニクスの
観測研究

八木原　寛

立命館大学 ９１０１ 日本海沿岸域における過去最大級津波の復元 川上源太郎
９１０２ 地球科学的総合調査による火山のモニタリングと熱水系のモデル化 高橋　良

立命館大学 ９２０１ 富士山における地下水観測 内山　高
９２０２ 富士山の噴火事象系統樹の高精度化のための基礎研究 吉本　充宏
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１－（１）－ア ２６０１ 文献史料による歴史地震に関する情報の収集とデータベースの構築・公開 佐藤孝之
２７０１ 日本海沿岸地域を中心とした地震・火山噴火災害関連史料の収集と分析 矢田　俊文
１９０１ 史料の収集・翻刻・解析による過去の大地震および自然災害の調査 加納靖之
７００１ 火山現象に関する基礎データの蓄積と活用 中村 政道
１５０１ 地震・火山災害の関連史資料に基づく低頻度大規模災害の調査 佐竹健治

１－（１）－イ ９００１ 宮城県沖プレート境界の多項目・高精度モニタリングによる大地震発生過程の解明 小池伸彦
１－（１）－ウ １５０２ 東南海・南海地域および日本海溝・千島海溝周辺の地殻活動モニタリングの高度化 安田　敦

５００１ 東海地方における地殻活動モニタリングの高度化 宍倉正展
５００２ 駿河—南海トラフ周辺における多項目統合モニタリング 吾妻　崇
５００３ 南海トラフにおける巨大地震発生の予測高度化を目指した複合的モニタリング手法の開発 石塚吉浩
４００１ 四国から紀伊半島にかけての前弧域周辺の応力場の時空間変化 山田 泰広
９１０１ 日本海沿岸域における過去最大級津波の復元 川上源太郎

１－（２）－ア １００１ 地質および物質科学的データに基づく低頻度大規模火山現象およびその準備過程の研究 中川　光弘
１７０１ 古文書解読による南海トラフ巨大歴史地震像の解明 山中佳子
１９０２ 近代観測以降の大噴火時の観測データの整理と低頻度大規模噴火予知に寄与する情報の抽出 中道治久
５００４ 海溝型巨大地震の履歴とメカニズム解明 宍倉正展
５００５ 地震時変位量に基づく連動型古地震像復元手法の研究 近藤久雄

１００２ 北海道沖低頻度大規模地震の総合的理解とそのモニタリングへの基礎的研究 谷岡　勇市郎

１－（２）－イ １５０３ 日本海溝・相模トラフプレート境界で起こる多様なすべり現象の包括的モデル構築 篠原雅尚
１９０３ プレート境界巨大地震の広帯域震源過程に関する研究 岩田知孝
７００２ 自己浮上式海底地震計観測による宮城県沖の地震活動 中村 浩二
８００１ 海底地殻変動観測 石川　直史

１－（３）－ア １９０４ 南海トラフ巨大地震の予測高度化を目指したフィリピン海スラブ周辺域の構造研究 澁谷拓郎

２３０１
海域と島嶼域における地震・地殻変動観測による南西諸島北部のプレート境界域テクトニクスの
観測研究

八木原　寛

２８０１ 津波地震を励起する浅部プレート境界断層の実態解明と物性変動モニタリング 朴進午
３００１ 巨大地震による潜在的ハザードの把握に関する研究 山下太
４００２ 海域地震発生帯研究開発 小平　秀一
８００２ 海洋測地の推進 長岡　継

１－（３）－イ １２０１ スラブ内地震の発生メカニズムの解明 東　龍介
１－（３）－ウ １１０１ 地殻流体と地震活動の関係及び過去地震の災害誘因の解明 小菅　正裕

１２０２ 蔵王山周辺の総合観測 三浦　哲
１２０３ 地殻応答による断層への応力載荷過程の解明と予測 松澤　暢
１４０１ 地殻流体の連続化学観測にもとづいた地殻の状態評価システムの開発 角森史昭
１５０４ 内陸地震発生の理解と予測に向けて 飯高　隆

１５０５ 日本列島基本構造モデルの構築
岩﨑　貴哉
佐藤　比呂志

１５０６ 小型絶対重力計を用いた火山監視技術の開発 新谷昌人
１９０５ 日本列島変動の基本場解明：地殻とマントルにおける物性、温度、応力、流動－変形 飯尾能久
１９０６ 注水実験による内陸地震の震源断層の詳細な構造と回復過程の研究 西上欽也
１９０７ 横ずれ型の内陸地震発生の物理モデルの構築 飯尾能久
２１０１ 四国前弧域から中央構造線北方にかけての観測高度化による地震発生場の研究 大久保　慎人
２２０１ 地震・火山相互作用下の内陸地震・火山噴火発生場解明およびモデル化の研究 松本　聡
６００１ 内陸の地殻活動の発生・準備過程の解明 矢来博司

１－（４）－イ １２０４ 地震断層すべり物理モデルの構築 松澤　暢
１５０７ 次世代プレート境界地震発生モデル構築のための実験的・理論的研究 中谷正生
１８０１ 地震サイクルシミュレーションの高度化 平原　和朗

１－（５）－ア １２０５ 岩石組織に基づく火道浅部プロセスの推定手法の開発 中村　美千彦
１９０８ 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究 井口正人
６００２ 火山地域のマグマ供給系のモデリング 矢来博司
７００３ 地殻変動観測による火山活動評価・予測の高度化に関する研究 山本 哲也
７００４ 火山活動に伴う地殻変動の把握及び評価 木村 一洋
８００３ 海域火山観測 小野 智三
８００４ 地殻変動監視観測 長岡　継

１５０８
地球物理・地球化学統合多項目観測および比較研究によるマグマ噴火を主体とする火山の定量
化とモデル化

大湊隆雄

２８０２ 地球物理・化学的探査による海底火山および海底熱水活動の調査 佐野　有司
５００６ 火山性流体と噴出物の解析に基づく噴火推移過程のモデル化 篠原宏志
９１０２ 地球科学的総合調査による火山のモニタリングと熱水系のモデル化 高橋　良

１－（５）－イ １００３ 多項目観測に基づく火山熱水系の構造の時空間変化の把握と異常現象の検知 橋本　武志
１６０１ 水蒸気爆発場の物理・化学状態の把握と火山流体の挙動 野上　健治
１６０２ 海底火山活動の評価手法開発に関する研究 野上　健治
１８０２ 水蒸気噴火後の火山活動推移予測のための総合的研究 ?御嶽・口永良部・阿蘇? 大倉　敬宏
１９０９ 焼岳火山の噴火準備過程の研究 大見士朗
７００５ 地球電磁気的手法による火山活動監視の高度化 山崎 明

２－（１） １７０２
地表地震断層および活断層の地表形状・変位量データにもとづく直下型大地震の規模・頻度予測
手法の高度化　－LiDAR等の高解像度DEMを用いた検討

鈴木康弘

２－（２）－ア １８０３ 実観測データに基づく断層面の摩擦パラメータと地殻活動の状態推定のためのデータ同化手法の構築宮崎　真一
１５０９ プレート境界すべり現象モニタリングに基づくプレート間カップリングの解明 小原　一成
１５１０ 相似地震再来特性の理解に基づく地殻活動モニタリング手法の構築 五十嵐俊博
１７０３ 南海トラフ域における巨大地震断層域の力学･変形特性の把握 山岡　耕春
１９１０ 短スパン伸縮計等を活用した西南日本における短期的SSEの観測解析手法の高度化 西村卓也
５００７ 地下水・地殻変動観測による地震予測精度の向上 松本則夫
６００３ プレート境界面上の滑りと固着の時空間変化の広域的な把握 矢来博司
７００６ 地震活動・地殻変動監視の高度化に関する研究 小林 昭夫
３００２ 基盤地震観測等データのモニタリングによる地殻活動の理解と予測技術の開発 松澤孝紀

 １９．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」の個別課題一覧（建議項目順）

建議項目区分 研究課題 担当者名研究課題名
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建議項目区分 研究課題 担当者名研究課題名

２－（２）－イ ２４０１ 南アフリカ金鉱山の地震発生場における応力・強度・ひずみ変化の現位置計測 小笠　原宏
５００８ 高分解能地殻応力場の解明と造構造場の研究 今西和俊

２－（２）－ウ １２０６ 地震活動の時空間パターンと断層および地震サイクルとの関係 遠田　晋次
１４０２ 地震発生場の階層性を考慮した地震活動予測 井出哲
１５１２ 地震活動ハ?ラメターと地震発生場の応力の間に成り立つ定量的関係式 波多野恭弘
１５１１ 地震活動に基づく地震発生予測検証実験 鶴岡　弘

２－（３） １２０７ 地震に先行する大気中ラドン濃度変動に関する観測 長濱　裕幸
２４０２ 大規模地震・破壊に先行する極微小な前震活動の発生様式の特徴の解明 川方　裕則
２５０１ 電磁気的地震先行現象の観測と統計評価による他種の先行現象との比較 長尾年恭

２－（４） １００４ 噴火履歴及び観測事例に基づく噴火事象系統樹の試作 中川　光弘
１２０８ 観測事例及び理論予測に基づく噴火事象系統樹の分岐条件の検討 西村　太志
３００３ 噴火予測システムの開発に関する研究 藤田英輔
９２０２ 富士山の噴火事象系統樹の高精度化のための基礎研究 吉本　充宏

３－（１） １５１３ 歴史時代に発生した地震・火山などの災害に関する多角的な研究 佐竹健治
２７０２ 過去の災害事例に基づく減災科学に係る研究 田村　圭子

３－（２） １５１４ 首都圏に被害を及ぼす地震の解明およびその被害の実像 酒井慎一
１５１５ 堆積平野・堆積盆地における地震災害発生機構の解明 三宅弘恵

１７０４
地震・津波被害に対する地域社会の脆弱性測定に基づくボトムアップ型コミュニティ防災・減災に
関する文理融合的研究

黒田由彦

３－（３） １５１６ 広帯域・高解像度強震動シミュレーションに基づく大地震の強震動評価の高度化 古村孝志
１９１１ プレート境界巨大地震等の広帯域強震動予測に関する研究 関口春子
１９１２ 強震動によって発生する地すべり現象の発生ポテンシャル評価と事前予測手法の高度化 千木良雅弘

３－（４） １００５ 津波浸水域の即時予測手法開発のための研究 谷岡　勇市郎
１２０９ トランジェント現象リアルタイムモニタリングのための複合測地データ利用の高度化 太田　雄策
１９１３ 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－火山灰拡散即時予測 井口正人
２００１ 自治体震度計を用いた地震速報の高度化 香川　敬生
６００４ GNSSを用いた震源メカニズム即時推定技術の開発 矢来博司
７００７ 陸上電磁場観測における津波生成磁場の検知 山崎 明
７００８ 緊急地震速報の予測手法の高度化に関する研究 干場 充之
７００９ 海溝沿い巨大地震の地震像の即時的把握に関する研究 勝間田 明男
７０１０ 大規模噴火時の火山現象の即時把握及び予測技術の高度化に関する研究 徳本 哲男
７０１１ 津波の予測手法の高度化に関する研究 山本 剛靖

３－（５） １５１７ 地震動・津波誘因の長期予測情報コミュニケーション 纐纈一起
１００６ 地理空間情報の総合的活用による災害に対する社会的脆弱性克服のための基礎研究 谷岡　勇市郎
１９１４ 桜島火山におけるマグマ活動発展過程の研究－地域との連携 井口正人
７０１２ 地震・津波・火山防災情報の改善に係る知見・成果の共有 高橋　賢一

４－（１） ７０１３ 火山活動の総合判断 宮村 淳一
４－（２）－ア １５１８ データ流通網の高度化 鶴岡 弘

６００５ GNSS連続観測（GEONET） 矢来博司
６００６ 地形地殻変動観測 矢来博司
６００７ 物理測地観測 矢来博司
６００８ 宇宙測地技術による地殻変動監視 矢来博司
７０１４ 地震観測、地殻変動観測 中村 浩二
７０１５ 潮位観測 中舘 明
７０１６ 地磁気精密観測 山崎 貴之
７０１７ 全国における火山観測の強化 宮村 淳一
８００５ 験潮 増田　貴仁
８００６ 海域における地形・活断層調査 福山　一郎
９２０１ 富士山における地下水観測 内山　高
１００７ 地殻変動等多項目観測データ全国リアルタイム流通一元化解析システムの開発 高橋　浩晃

３００４
基盤的地震・火山観測網の整備・維持及び超大容量の地震・火山観測データの効率的流通シス
テムの構築

松原　誠

４－（２）－イ １５１９ 研究成果共有システムの構築 鶴岡　弘
１９１５ 歴史記録の電子化 飯尾能久
５００９ アジア太平洋地域地震・火山ハザード情報整備 宝田晋治
６００９ 火山基本図・火山土地条件図整備 矢来博司
６０１０ 都市圏活断層図整備 矢来博司
６０１１ 地殻活動データベース整備・更新 矢来博司
７０１８ 地殻活動・火山活動のための地磁気基準観測、全磁力精密観測のデータベース化 山崎　貴之
７０１９ 全国地震カタログの作成 高濱　聡

４－（２）－ウ ０１０１ 先端リモートセンシング技術による地震及び火山の災害把握技術の開発 浦塚清峰
１００８ Lバンド航空機SARによる革新的火山観測手法の開発 村上　亮
１２１０ 海溝軸近傍で観測可能な海底地殻変動観測技術の開発 木戸　元之
１４０３ 噴火推移モニタリングのための火山ガス観測装置の開発 森 俊哉
１５２０ 衛星赤外画像による噴火推移の観測と類型化に関する研究 金子隆之
１５２１ 海底での地震・地殻変動観測に向けた観測技術の高度化 塩原　肇
１５２２ 光技術を利用した大深度ボアホール用地震地殻変動観測装置の開発 新谷昌人
１５２３ 素粒子ミューオンを用いた火山透視技術の可用化プロジェクト 田中宏幸
１７０５ 精密制御震源システムの標準化と、ボアホール・海域への設置に関する研究 山岡　耕春
３００５ 火山活動把握のためのリモートセンシング観測・解析技術に関する研究 小澤拓
６０１２ GNSS観測・解析技術の高度化 矢来博司
６０１３ SAR観測・解析技術の高度化 矢来博司

４－（５） １００９ 準リアルタイム火山情報表示システムの開発 大島　弘光
１７０６ 火山災害情報およびその伝達方法のあり方 田所　敬一
７０２０ 防災・減災に関する知識の普及啓発 高橋　賢一

４－（６） １５２４ 日・米・NZ国際協力によるスロースリップでのプレート境界面断層滑りメカニズムの解明 望月　公廣
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２０.東京大学地震研究所（共同利用・共同研究拠点）の地震・火山噴火

の解明と予測に関する公募研究実施課題一覧 

 
年度 研 究 課 題 名 研究代表者 共同研究者数 

平成 21 地震火山現象に関する統合データベースの構築 
大見士朗 

京大防災研 
3 名 

平成 21 

～23 

３次元比抵抗構造解析による東北日本前弧ひずみ集

中帯の地殻内流体の不均質分布の解明 

小川康雄 

東工大火山流体 
4 名 

平成 21 

～23 

岩木山の噴火履歴とマグマ発達過程の解明に関する

研究 

伴 雅雄 

山形大理 
3 名 

平成 21 

～23 

衛星による地震関連電離圏擾乱の検証とメカニズム

の解明 

鴨川 仁 

学芸大物理 
2 名 

平成 21 

～23 

花崗岩のトランジェントな載荷・除荷にともなって

生成される電場・磁場の観測 

加納靖之 

京大防災研 
2 名 

平成 21 

～23 

活動火口に形成された強酸性火口湖における水温モ

ニタリングシステムの開発(3) 

寺田暁彦 

東工大火山流体 
3 名 

平成 21 

～23 

地震発生先行過程に伴うラドン放出・電磁放射と地

殻変形 

長濱裕幸 

東北大 
4 名 

平成 21 

～23 
透過弾性波を用いた岩石の破壊過程のイメージング 

川方裕則 

立命館大 
2 名 

平成 21 

～23 
マイクロアスペリティーでの力学現象の解明 

増田俊明 

静岡大理 
2 名 

平成 21 

～23 
雌阿寒岳過去 1000 年間の噴火履歴と噴火推移予測 

和田恵治 

北海道教育大 
3 名 

平成 22 
地震に関連する大気擾乱の検証と発生メカニズムの

検討 

山本 勲 

岡山理科大 
3 名 

平成 22 

～24 
火山水蒸気爆発機構解明の新展開 

植木貞人 

東北地震火山 
2 名 

平成 22 

～23 

臨界現象の概念に基づいた大地震前における臨界点

の検知 

上田誠也 

地震研（名誉） 
2 名 

平成 23 

～24 

活動的火山における火口近傍観測用自走式センサー

「ほむら」の開発 

金子克哉 

京大人間環境 
3 名 

平成 24 

～25 
那須岳のマグマ進化過程の解明に関する研究 

伴 雅雄 

山形大理 
3 名 

平成 24 

～25 
マイクロアスペリティーでの鉱物溶融現象の解明 

増田俊明 

静岡大理 
2 名 

平成 24 ライダー技術の火山噴気/噴煙観測への応用 
寺田暁彦 

東工大火山流体 
1 名 

平成 25 

～27 

十勝岳と雌阿寒岳における噴火推移の高分解能な解

析とマグマ供給系 

和田恵治 

北海道教育大 
3 名 

平成 25 模擬断層ガウジの動的破壊過程に関する実験的研究 
平内健一 

静岡大理 
3 名 

平成 25 
草津白根火山・本白根火砕丘における過去 3000 年間

の活動履歴解明 

吉本充宏 

北海道大理 
6 名 

平成 25 大規模水蒸気爆発の前駆現象の研究 
中道治久 

名古屋大環境 
2 名 

平成 26 伊豆大島テフラの自然残留磁化の基礎研究 
望月伸竜 

熊本大先導機構 
3 名 

平成 26 

～27 

火山ガス観測による箱根山の熱水系構造解明と群発

地震発生予測 

大場 武 

東海大理 
2 名 
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年度 研 究 課 題 名 研究代表者 共同研究者数 

平成 26 
那須岳、最新活動期の噴火推移詳細解析に関する研

究 

伴 雅雄 

山形大理 
3 名 

平成 26 草津白根火山の過去 5000 年間の活動履歴の解明 

吉本充宏 

山梨県富士山科

学研 

5 名 

平成 26 
史料にもとづく北海道渡島大島火山寛保噴火による

山体崩壊とマグマ活動に関する研究 

津久井雅志 

千葉大理 
1 名 

平成 26 

～27 

東北地方太平洋沿岸地域における歴史災害資料の収

集と分析 

蛯名裕一 

東北大災害科学

国際研 

5 名 

平成 26 
東アジア地震史料の研究―そのデータベース化と災

異思想の研究― 

小嶋茂稔 

東京学芸大教育 
9 名 

平成 26 
模擬断層ガウジの動的破壊過程に対する法線応力依

存性 

平内健一 

静岡大理 
3 名 

平成 26 

～27 

公的研究機関以外が所有する計測データを用いた地

下水の地震先行現象調査 

織原義明 

東京学芸大教育 
1 名 

平成 26 

～27 

臨界現象の物理を背景としたナチュラルタイム概念

による地震活動度解析 

上田誠也 

東大地震研 
3 名 

平成 27 
北海道太平洋岸の潟湖周辺の多点掘削に基づく巨大

津波による砂州形成過程の理解 

知北和久 

北海道大理 
2 名 

平成 27 
蔵王山、五色岳活動期のマグマ進化過程解明に関す

る研究 

伴 雅雄 

山形大理 
1 名 

平成 27 
サンゴからなる津波石の骨格調査に基づく南西諸島

周辺の津波履歴の解明 

渡邉 剛 

北海道大理 
2 名 

平成 27 
短波長不均質構造推定による地震動即時予測高度化

へ向けた試験的研究 

志藤あずさ 

九大理 
4 名 

平成 27 古地震のウェブを目指して 
林 晋 

京都大文 
4 名 
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２１.東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 

拠点間連携共同研究実施課題一覧 
 

課題募集型研究 
年度 研 究 課 題 名 研究代表者 担当教員 

 

平成 26 

災害ハザード情報を社会機能の強靭化につなげ

るための要件の分析―首都直下地震想定におけ

る企業セクターの災害ハザード情報の活用実態

と減災策の分析― 

田中淳 

東京大学情報学

環総合防災情報

研究センター 

矢守克也 

平田直 

 

平成 26 

青ヶ島天明噴火の推移の高分解能化と，離島の噴

火災害減災に関する研究 

津久井雅志 

千葉大学理学研

究科 

井口正人 

中田節也 

平成 26 
築堤記録が無いため池堤体構造の可視化と地震

時危険度評価に関する研究 

古谷元 

富山県立大 

王功輝 

堀宗朗 

平成 26 
高密度年代測定および地中レーダーを用いた北

海道における古津波履歴復元の高度化 

菅原大助 

東北大災害科学 
牧紀夫 

森田裕一 

平成 

26-27 

地震時土砂災害および社会的影響の発生機構と

減災に関する研究 

福岡 浩 

新潟大災害・復興

科学研究所 

林 春男 

古村 孝志 

平成 

26-27 

残存性能モニタリングと広域余震ハザードに基

づく被災建物健全性の時間変化予測 

倉田 真宏 

京大防災研 

倉田 真宏 

楠 浩一 

平成 

26-27 

地震動の空間変動特性評価のための表層地盤の

不均質構造のモデル化に関する研究 

山中 浩明 

東工大 

川瀬  博 

纐纈 一起 

平成 

26-27 
画像データによる降灰情報収集システムの開発 

常松 佳恵 

富士山研 

中田 節也 

井口 正人 

平成 

26-27 

地域の生き残りを可能にする事前復興計画策定

手法の開発 ―津波シミュレーションの利用と

復興モニタリング― 

牧 紀男 

京大防災研 

牧 紀男 

市村 強 

平成 

26-27 

先駆的研究者のオーラルヒストリーから探る地

震・火山分野の人材育成モデル 

林 能成 

関西大 

橋本 学 

栗田 敬 

平成 

26-27 

琵琶湖疏水の耐震性を考える－琵琶湖西岸断層

帯が活動した場合の地殻変動と強震動の影響－ 

飛田 哲男 

京大防災研 

飛田 哲男 

市村 強 

平成 

26-27 

活断層と建物被害の情報に基づく歴史被害地震

の断層モデル構築に関する研究 

松島 信一 

京大防災研 

松島 信一 

市村 強 

平成 27 

地理情報システムおよび地表面露出年代法を用

いた地震火山活動に伴う大規模斜面崩壊の発生

場および時空間的発生頻度の評価 

松四 雄騎 

京大防災研 

松四 雄騎 

森田 裕一 

平成 27 
地震及び津波による建物倒壊に伴う人的被害の

発生機構解明並びに評価手法の提案 

岡田 成幸 

北大 

川瀬 博 

飯高 隆 

平成 27 
絵図史料に基づく歴史地形の復元と歴史災害の

分析 

蝦名 裕一 

東北災害科学 

西山 昭仁 

加納 靖之 

平成 27 
拡散波動場理論に基づく地下構造探査手法のミ

ャンマーへの応用に関する研究 

川瀬 博 

京大防災研 

市村 強 

川瀬 博 
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参加者募集型研究 

年度 研究課題名 研究代表者 

平成 

26-27 
巨大地震のリスク評価の精度向上に関する新パ

ラダイムの構築～南海トラフ巨大地震にともな

う災害誘因・素因の相互依存性を考慮して～ 

川瀬 博 
森田 裕一 

平成 27 経時変化を考慮した地震災害リスク評価手法の

構築に関する研究 

松島 信一 
京大防災研 

平成 27 巨大地震リスク評価のための都市モデルの構築

と高分解能の災害・被害予測の試行 

堀 宗朗 
東大地震研 
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日本側機関 相手側機関（相手国） 研究課題 協定・覚書名 実施年度

北海道大学 アラスカ大学(アメリ
カ）
University of Alaska

教育研究交流．北太平洋地域の地震及
び火山活動に関する学術共同研究．

学術協力協定 平成13年～

北海道大学大学院理
学研究院

ロシア科学アカデミー本
部
Russian Academy of
Sciences

ロシア極東地域での地震及び火山噴火
研究分野での学術共同研究と防災への
利用．

覚書交換による地震火山分野の研
究・学術協力
Geodynamics Project of Far East
日露科学技術協力、日露防災プログ
ラムの一部を含む。

平成22年～30
年

北海道大学大学院理
学研究院

ロシア科学アカデミー地
球物理調査所サハリン管
区地震観測所

サハリン管区地震観測所の管轄する地
震観測点における広帯域および高感度
地震観測の実施および運用．

覚書交換によるサハリン管区管轄区
域における地震観測における研究協
力

平成22年～25
年

北海道大学大学院理
学研究院

ロシア国立極東総合大学
Far Eastern National
University

測地学・地震・火山研究分野での教育
研究協力．

覚書交換による地球科学分野の研究
学術協力

平成22年～25
年

北海道大学・東北大
学・名古屋大学・

アラスカ大学フェアバン
クス校・アラスカ火山観
測所（米国）
Alaska Vocano
Observatory,
University of Alaska
Fairbanks

「干渉SARとGPS観測網による火山体変
動の検出」
Volcano deformation detected by
InSAR and GPS network

宇宙開発事業団による国際北極圏研
究センター共同研究

平成11年10月
～14年９月

東北大学 米国地質調査所
U. S. Geological
Survey

スラブ内地震に関する共同研究 平成15年～

東北大学 アラスカ大学（米国）
University of Alaska

沈み込み帯における地震・火山活動な
らびに氷床後退に伴う地殻隆起に関す
る共同研究

大学間学術交流協定 平成15年～

東北大学 カリフォルニア大学バー
クレー校（米国）
University of
California, Berkeley

プレート境界滑りの時空間変化に関す
る共同研究

大学間学術交流協定 平成23年～

東北大学 ビクトリア大学（カナ
ダ）
University of Victoria

東北地方太平洋沖地震に関する共同研
究

平成24年～

東北大学 ヴィットヴァーターラン
ド大学（南アフリカ共和
国）
University of the
Witwatersrand

金鉱山における小地震の発生過程に関
する共同研究

部局間学術交流協定準備中 平成18年～

東北大学 地質・核科学研究所
(ニュージーランド）
Institute of
Geological and Nuclear
Sciences Limited

沈み込み帯における地震・火山テクト
ニクスに関する共同研究

部局間学術交流協定
（協定締結は平成19年度）

平成17年～

東京大学地震研究所 地震学研究連合(アメリ
カ）
Incorporated Research
Institutions for
Seismology

海底ケーブルを利用した地球物理学研
究

海底ケーブルに関する日米共同研究
の協定

平成13年～23
年

東京大学地震研究所 インドネシア気象地球物
理学庁
Bureau of Meteology
ang Geophysics,The
Republic of Indonesia

インドネシアにおける地震観測に関す
る共同研究

インドネシアにおける地球物理学観
測に関する覚書

平成14年～19
年

東京大学地震研究所 中国地震局地質研究所
Institute of Geology,
Seismological Bureau
of China

学術交流 学術協力協定 平成10年～30
年

東京大学地震研究所 ウッズホール海洋研究所
(アメリカ）
Wood Hole
Oceanographic
Institution

学術交流 学術協力協定 平成16年〜26
年

２２．国際共同研究一覧
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東京大学地震研究所 ロシア科学アカデミー応
用数学研究所
Institute of Applied
Mathematics, Russian
Academy of Science.

西太平洋及び東アジアにおける地球科
学研究の国際共同研究

学術協力協定 平成17年～26
年

東京大学地震研究所 モンゴル科学アカデミー
天文地球物理研究セン
ター
Research Center for
Astronomy and
Geophysics, Mongolian
Academy of Sciences

宇宙測地及びGPS観測に関する共同研
究

学術協力協定 平成17年～22
年

東京大学地震研究所 ロシア科学アカデミー極
東支部太平洋海洋研究所
The Pacific
Oceanological
Institute,Far Eastern
Branch of Russian
Academy of Sciences

GPS観測による地球ダイナミクス研究 ロシア科学アカデミー極東支部太平
洋海洋研究所との共同研究に関する
合意書

平成17年～22
年

東京大学地震研究所 中国科学院研究生院地球
科学学院
Gollege of Earth
Science, Graduate
University of Chinese
Academy of Sciences

学術交流 中国科学院研究生院地球科学学院と
東京大学地震研究所との間における
相互協力に関する覚書

平成16年～

東京大学地震研究所 モスクワ大学・ロシア科
学アカデミー火山地震研
究所（ロシア）
Moscow State
University, Institute
of Volcanology &
Seismology Far East
Branch,Russian Academy
of Science

火山噴火のモデリングおよびその日本
およびカムチャッカ地域の火山への応
用
Modeling of volcanic eruptions and
its application to volcanoes in
Japan and Kamchatka areas

学術協力協定 平成17年度〜
23年度

東京大学地震研究所 南カリフォルニア地震セ
ンター
Southern California
Earthquake Center

地震発生確率に関する研究 学術協力協定 平成18年～28
年

東京大学地震研究所 アイランドエコノミック
＆エンバイロメンタル社
Island Economic &
Environmental Co.

地磁気観測による地球内部構造に関す
る研究

東京大学地震研究所とアイランドエ
コノミック＆エンバイロメンタル社
の間のマジュロにおける長期地磁気
観測の実施に関する覚書

平成18年～23
年

東京大学地震研究所 ベトナム国立自然科学技
術センター地球物理研究
所
The Institute of
Geophysics,Vietnamease
Academy of Science and
Technology,Socialist
Republic of Vietnam

ベトナムにおける広帯域地震観測に関
する研究

地球物理学分野に関する覚書 平成18年～23
年

東京大学地震研究所 タイ王国マヒドール大学
理学部
Faculty of Science,
Mahidol  Universtiy,
Thailand

地磁気観測による地球内部構造研究 タイ王国マヒドール大学理学部との
カンチャナブリ地方における地磁気
観測点の設置と長期共同観測の実施
に関する協定

平成18年～23
年

東京大学地震研究所 リオデジャネイロ州立大
学科学技術センター(ブ
ラジル）
Universidado do Estado
do Rio de Janeiro
Centro de Tecnologia e
Ciencias

学術交流 学術協力協定 平成18年〜23
年

東京大学地震研究所 ロシア基礎科学財団
Russian Foundation for
Basic Research

アジア-太平洋海陸遷移地域における
地磁気変動に関する共同研究

学術協力協定 平成19～20年
度

東京大学地震研究所 インドネシア科学院
Indonesian Institute
of Sciences

ジャワ島西部並びにアチェにおける
GPSを用いた地殻変動の研究

学術協力協定 平成19～20年
度
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東京大学地震研究所 インドネシア科学院
Indonesian Institute
of Sciences

強震動シミュレーションとその地盤工
学的解釈に関する研究

平成19～20年
度

東京大学地震研究所 中国地震局地質研究所
Institute of Geology,
Seismological Bureau
of China

地球電磁気観測による 学術協力協定 平成20年～25
年

東京大学地震研究所 インド科学技術庁
Department of Science
and Technology

アンダマン諸島における古地震調査 学術協力協定 平成20年度

東京大学地震研究所 西ブルターニュ大学ヨー
ロッパ海洋研究所(フラ
ンス）
The University of
Western
Brittany,European
Institute of Marine

学術交流 学術協力協定 平成22年～
27年

東京大学地震研究所 中国地震局国際合作司 学術交流 学術協力協定 平成17年～27
年

東京大学地震研究所 国立科学研究センター
(フランス）
Centre National de la
Recherche Scientifique

非晶質系の非線形力学応答 学術協力協定 平成22年度

東京大学地震研究所 スペイン国立研究協議会
Jaume Almera地球科学研
究所
The Institute of the
Earth Sciences Jaume
Almera of the Spanish
National Research
Council

地震波構造探査とテクトニクスに関す
る研究

東京大学地震研究所とスペイン国立
研究協議会Jaume Almera地球科学研
究所間の共同研究についての包括的
基本合意

平成22年～

東京大学地震研究所 パリ地球物理研究所(フ
ランス）
Institute of physics
of earth of Paris

学術交流 学術協力協定 平成23年～
28年

東京大学地震研究所 ロシア基礎科学財団
Russian Foundation for
Basic Research

アジア大陸東北部における上部マント
ル電機伝導度に関する日露共同研究

学術協力協定 平成23年度

東京大学地震研究所 アラスカ大学フェアバン
クス校（アメリカ），
ミュンヘン大学（ドイ
ツ），台湾中央科学院
（中華民国）
University of Alaska,
Fairbanks. University
of Munich. Academia
Sinica, Taiwan

雲仙火山：科学掘削による噴火機構と
マグマ活動解明のための国際共同研究
Unzen Volcano: International
Cooperative Research with
Scientific Drilling for
Understanding Eruption Mechanisms
and Magmatic Activity

学術協力協定 平成11年度～
16年度

東京大学地震研究所 フランス外務省
Ministère des Affaires
Etrangères et Europé
ennes in France

大気・惑星の地震学：地震後の電離層
擾乱から惑星の内部構造まで

学術協力協定 平成19年度

東京大学地震研究所 バンドン工科大学
（インドネシア）

学術交流 東京大学とバンドン工科大学との間
における学術交流に関する協定書

平成18～28年
度

東京大学地震研究所 パリ第７・ディドロ大学
（フランス）

教員、研究員、学生の交換、共同研究
教育プロジェクトを行うことによっ
て、双方の研究や教育の資源を共有
し、その発展を目指す。

パリ第７・ディドロ大学（フラン
ス）との学術交流に関する協定書

平成20～30年
度

東京大学地震研究所 オーストラリア国立大学
（オーストラリア）

学術交流 東京大学とオーストラリア国立大学
との間における学術交流に関する協
定書

平成20年～30
年

東京大学地震研究所 西ブルターニュ大学ヨー
ロッパ海洋研究所(フラ
ンス）

学術交流、若手研究者育成、海域にお
ける地球科学に関する共同研究

西ブルターニュ大学ヨーロッパ海洋
研究所と東京大学地震研究所の研究
および教育における協力に関する協
定

平成21～31年
度

東京大学地震研究所 リヨン大学
（フランス）

研究交流および学生交流 リヨン大学との学術交流協定 平成24～29年
度

東京大学地震研究所 コレージュ・ド・フラン
ス（フランス）

学術交流 コレージュ・ド・フランスとの学術
交流協定

平成24～29年
度
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東京大学地震研究所 チリ大学
（チリ）

天文学、地球科学、地震学、気象学、
海洋学研究者による人的交流と共同研
究

チリ大学との学術交流協定 平成24～29年
度

東京大学地震研究所 アメリカ地質調査所
（USGS)
（アメリカ）

地球科学分野での、科学的・技術的協
力

アメリカ合衆国内務省アメリカ地質
調査所と日本国東京大学地震研究所
の地球科学についての協力協定書

平成24年度～

東京大学地震研究所 イルディス工科大学土木
工学部（トルコ）

地震工学の新しい分野である計算地震
工学において、最新の研究成果に関す
る情報交換を行うために研究者交流を
実施する。

東京大学地震研究所とイルディス工
科大学土木工学部との間における学
術交流に関する協定書

平成25～30年
度

東京大学地震研究所 マヒドン大学（タイ） 学術交流、若手研究者育成、東南アジ
アにおける地球科学に関する共同研究

東京大学地震研究所とマヒドン大学
理学部との学術交流に関する覚書

平成25～30年
度

東京大学地震研究所 フィレンツェ大学地球科
学科（イタリア）

学術交流の促進 東京大学地震研究所とフィレンツェ
大学地球科学科の地球科学における
技術・科学協力に関する覚書

平成25～30年
度

東京大学地震研究所 国立地球物理学火山研究
所（イタリア）

イタリア国立地球物理学火山研究機
構との国際交流基本合意

平成26

東京大学地震研究所 ハンガリー科学アカデ
ミーウィグナー物理学研
究所（ハンガリー）

学術交流、若手研究者育成、素粒子を
用いた地球等の透視に関する共同研究

東京大学地震研究所とハンガリー科
学アカデミーウィグナー物理学研究
所との学術交流協定

平成27～32年
度

東京大学地震研究所 ネパール科学技術院
（ネパール）

2015年のゴルカ地震の余震観測を共同
で実施することにより、構造地質学的
側面から今回の地震を理解する。

東京大学地震研究所とネパール科学
技術院との間における学術交流に関
する協定書

平成27～32年
度（自動更
新）

東京大学地震研究所 トリブヴァン大学トリ
チャンドラ校（ネパー
ル）

2015年のゴルカ地震の余震観測を共同
で実施することにより、構造地質学的
側面から今回の地震を理解する。

東京大学地震研究所とトリブヴァン
大学トリチャンドラ校との間におけ
る学術交流に関する協定書

平成27～32年
度（自動更
新）

東京大学地震研究所 イタリア国立地球物理学
火山研究所（イタリア）

地震学・火山学・素粒子を用いた地球
観測分野等における共同研究・教育の
伸展をはかる。

東京大学とイタリア国立地球物理学
火山研究所との学術交流に関する協
定書

平成28～33年
度（自動更
新）

東京大学地震研究所 ロシア科学アカデミー
P. P. P. Shirshov海洋
研究所（ロシア）

日本海及び西太平洋における地球科
学的研究の国際共同研究協定に関す
る覚書

平成6年度～

東京大学地震研究所 インド工科大学ハイデラ
バード校等（インド）

地震災害の軽減と気象観測基盤の構築
「自然災害の減災と復旧のための情報
ネットワークに関する研究」

SATREPS 地球規模課題対応国際科学
技術協力プログラム

平成22～26年
度

東京大学地震研究所 南アフリカ共和国科学産
業技術研究所評議会等
(南アフリカ）

高感度・高精度の微小破壊（AE）観測
により、被害地震の震源断層を事前に
とらえ、断層極近傍の高感度歪観測で
較正することで、採掘進行に伴う応力
変化の数値予測精度を向上する。ま
た、断層直近での動的応力計測によ
り、強震動の生成機構を解明する。

SATREPS 地球規模課題対応国際科学
技術協力プログラム

平成23～25年
度

東京大学地震研究所 国立地球物理学火山学研
究所（イタリア）

地震活動予測モデルについてイタリア
国立地球物理学火山学研究所の研究者
との議論を深め、日伊の予測モデルの
改善についての共同研究を進行。

平成22年度～

東京大学地震研究所 インドネシア科学院等
（インドネシア）

インドネシアにおける地震火山の総合
防災策

SATREPS 地球規模課題対応国際科学
技術協力プログラム

平成23～24年
度

東京大学地震研究所 GNS Science、ビクトリ
ア大学、カリフォルニア
大学（ニュージーラン
ド、アメリカ）

SAHKE プロジェクト(Seismic Array
Hikurangi Experiment )
ニュージーランド北島南部のプレー
ト・地殻構造を地震波を用いて明らか
にする国際共同プロジェクトで、
ニュージーランド・日本・米国が参加
している。

平成24～25年
度

東京大学地震研究所 南カリフォルニア大学、
パデュー大学
（アメリカ）

2011年東北地方太平洋沖地震後の地殻
変動について、3次元有限要素法を用
いた数値実験を行い、応力伝播を明ら
かにする。

平成24～25年
度

東京大学地震研究所 ボアジチ大学　カンディ
リ地震観測研究所(トル
コ）

マルマラ海域の地震・津波災害軽減と
トルコの防災教育
（研究課題3）地震特性評価及び被害
予測

SATREPS 地球規模課題対応国際科学
技術協力プログラム

平成25～27年
度
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東京大学理学系研究
科地殻化学実験施設

ITER（スペイン）
Institute of
Technology and
Renewable Energy

陸域火山活動による全地球的な二酸化
炭素の大気への拡散放出
Global diffuse carbon dioxide
emission to the atmosphere by
subaerial volcanism

学術協力協定 平成16年度～

東京大学大気海洋研
究所

テキサス大学オースティ
ン校　地球物理研究所
（アメリカ）
The University of
Texas at Austin、
Institute for
Geophysics

南海トラフ地震発生帯の構造と物性に
関する研究　（Seismic imaging and
physical property estimation along
the Nankai seismogenic zone）

平成27年～

東京工業大学火山流
体研究センター

INVOLCAN（スペイン） 海底火山活動の評価手法の開発に関す
る研究

平成26-30年度

東京工業大学火山流
体研究センター・海
洋開発機構・京都大
学

ボアジチ大学（トルコ） 科研費基盤A：北アナトリア断層西部
地震空白域における比抵抗不均質構造
と断層活動に関する研究

学術協力協定 平成19年-21年
度

東京工業大学火山流
体研究センター

GNS Scinece (ニュー
ジーランド）

ヒクランギ沈み込み帯の電気伝導度分
布はプレート間の摩擦を意味するか

JSPS二国間型交流事業共同研究 平成27-28年度

東京大学工学系研究
科・東京工業大学社
会理工学院・理学院

イスタンブール工科大
学・ボアジチ大学・中東
工科大学 (トルコ）

エネルギーシステムと都市のリジリエ
ンス工学日土協働教育システム

JSPS大学の世界展開力強化事業 平成27-31年度

東京工業大学火山流
体研究センター

ユタ大学（アメリカ） エレバス火山の溶岩湖とマグマ発生シ
ステムの解明
NSF-USAP: Unraveling the magmatic
processes responsible for
phonolitic volcanism using the
Mount Erebus lava lake and
magmatic system

アメリカ国立科学財団南極観測計画 平成27年度

東京工業大学火山流
体研究センター

GNS Scinece (ニュー
ジーランド）

エレバス火山の溶岩湖とマグマ発生シ
ステムの解明NZ Marsden Fund:
Unraveling the magmatic processes
responsible for phonolitic
volcanism using the Mount Erebus
lava lake and magmatic system

ニュージーランド王立協会マースデ
ン基金

平成26-28年度

名古屋大学 フィリピン火山・地震研
究所(フィリピン)
Philippine Institute
of Volcanology and
Seismology

フィリピン地震火山監視強化と防災情
報の利活用推進（タール火山とマヨン
火山におけるリアルタイムGPS観測)
Enhancement of Earthquake and
Volcano Monitoring and Effective
Utilization of Disaster Mitigation
Information in the Philippines

JST-JICAのODA事業であり、協定書
は本研究の代表者である防災科学技
術研究所が提携する

平成21年4月〜
平成24年

名古屋大学環境学研
究科

アラスカ大学地球物理学
研究所(アメリカ）
Geophysial Institute,
University fo Alaska

「干渉SARとGPS観測網による火山体変
動の検出」
Volcano deformation detected by
InSAR and GPS network

学術協力協定 平成14年～19
年

名古屋大学環境学研
究科

バンドン工科大学土木工
学部(インドネシア）
Faculty of Civil
Engineering and
Planning, Institut
Teknnologi Bandung

バツール火山における地震・地殻変動
の観測とそのメカニズムの解明
Seismic and ground deformation
observation and research on the
volcanic activity

学術協力協定 平成15年〜20
年

名古屋大学環境学研
究科

シアクラ大学理学部(イ
ンドネシア）
Faculty of Basic
Science, Syiah Kuala
University

2004年スマトラ沖地震津波の発生過程
とスマトラ断層における歪み蓄積過程
の解明
Research on rupture process of the
2004 Sumatra Earthquake and strain
accumulation process of Sumatra
Fault

学術協力協定 平成17年～22
年

名古屋大学環境学研
究科

フィリピン大学ディリマ
ン校
University of the
Philippinea, Diliman

フィリピン断層における巨大地震発生
ポテンシャルの解明
Research on potential of
earthquake occurrence along
Philippine Fault

学術協力協定 平成18年～23
年
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名古屋大学 バンドン工科大学・イン
ドネシア鉱山エネルギー
省地質鉱物資源総局（イ
ンドネシア）
Institute Technology
Bandung,・
Volcanological Survey
of Indonesia

バツール火山における地震・地殻変動
の観測とそのメカニズムの解明
Seismic and ground deformation
observation and research on the
volcanic activity

協定書なし 平成16年４月
～18年３月

名古屋大学環境学研
究科

モンゴル国立大学
National University of
Mongolia
モンゴル危機管理庁
National Emergency
Management Agency

レジリエンス共同研究センターを拠点
としたモンゴルの活断層および地震防
災に関する研究
Research on active faults and
disaster reduction in Mongolia,
based on Cooperative Center of
Resilience Research.

学術協力協定 平成２７年度
〜３２年度

京都大学防災研究所 南カリフォルニア地震セ
ンター
Southern California
Earthquake Center

地震の発生過程の解明 学術協力協定 平成18年～23
年

京都大学防災研究所 エネルギー鉱物資源省地
質学院（インドネシア）
Geology Agency,
Ministry of Mines and
Energy The Republic of
Indonesia

インドネシアの火山物理学とテクトニ
クスに関する研究
Research on Physical Volcanology
and Tectonics of Indonesia

学術協力協定 平成５年～

京都大学防災研究所 エネルギー鉱物資源省地
質学院（インドネシア）
Geology Agency,
Ministry of Mines and
Energy The Republic of
Indonesia

火山噴出物の放出に伴う災害の軽減に
関する総合的研究
Integrated study on mitigation of
multimodal disasters caused by
ejection of volcanic products

SATREPS 平成25年度～
30年度

京都大学理学研究科 米国地質調査所（アメリ
カ）
U.S. Geological Survey

火山活動に伴う電磁場の発生機構－－
阿蘇とロングバレーの比較研究－－
Transient Electromagnetic Field
Generation on Active Volcanoes
Geneva
-- A Comparative Study of Long
Valley and Aso Volcanic Calderas -
-

平成13年度～
15年度

京都大学理学研究科 地質・核科学研究所
（ニュージーランド）
Institute of
Geological & Nuclear
Sciences (New Zealand)

空中磁気測量による火山性磁場変動の
検出- ホワイトアイランドと日本の火
山との比較研究 -
Detection of volcano-magnetic
change by aeromagnetic survey
-- A comparative study of White
Island and Japanese volcanoes

平成15年度～
17年度

京都大学理学研究科 台湾中央研究院地球化学
研究所（台湾）

台湾大屯火山群と九州の火山活動の比
較研究
Comparative study on volcanic
activity of Tatun Volcanic Group
and Kyushu Volcanoes

協定書なし（科研費、国際） 平成21年度～
26年度

京都大学理学研究科 国立台湾大学（台湾） 台湾と九州の火山・地熱活動に関する
比較研究と教育
Comparative study and education on
volcanic and geothermal activity
of Taiwan and Kyushu

大学間学術交流協定 平成26年度～

京都大学理学研究科 フィリピン火山・地震研
究所(フィリピン)
Philippine Institute
of Volcanology and
Seismology

フィリピン地震火山監視強化と防災情
報の利活用推進（タール火山とマヨン
火山におけるリアルタイムGPS観測)
Enhancement of Earthquake and
Volcano Monitoring and Effective
Utilization of Disaster Mitigation
Information in the Philippines

JST-JICAのODA事業(SATREPS)であ
り、協定書は本研究の代表者である
防災科学技術研究所が提携する

平成24年度〜
平成26年度

京都大学理学研究科 フィリピン火山・地震研
究所(フィリピン)
Philippine Institute
of Volcanology and
Seismology

フィリピン地震火山監視強化と防災情
報の利活用推進（地震ポテンシャル評
価)
Enhancement of Earthquake and
Volcano Monitoring and Effective
Utilization of Disaster Mitigation
Information in the Philippines

JST-JICAのODA事業(SATREPS)であ
り、協定書は本研究の代表者である
防災科学技術研究所が提携する

平成24年度〜
平成26年度
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立命館大学 科学産業研究所（南アフ
リカ）Council for
Scientific and
Industrial Research

鉱山での地震被害低減のための観測研
究

研究協力協定
（JST-JICA地球規模課題対応国際科
学技術協力のJICA-南ア政府間の覚
え書きの下での日本と南アフリカの
代表研究機関の間で交わしたもの）
Collaborative Research Agreement

平成22年～27
年

立命館大学 地球科学研究所（南アフ
リカ）
Council for Geoscience

ICDP 南アフリカ大深度金鉱山での地
震発生場（M2.0-5.5)の掘削計画の推
進のための観測地震学的研究協力

研究協力に関する機関間の覚え書き
（CGSが所有する国立地表強震観測
網のデータをICDP震源掘削計画のた
めに使用し，共同研究を行うための
もの）

平成27年～

立命館大学総合科学
技術研究機構

ウィットワータースラン
ド大学地球科学部（南ア
フリカ）
University of the
Witwatersrand

ICDP 南アフリカ大深度金鉱山での地
震発生場（M2.0-5.5)の掘削計画の推
進

研究協力協定
(ICDP震源掘削計画推進のためのも
の)

平成27年～

防災科学技術研究所 米国スクリップス海洋研
究所
Scripps Inst. of
Oceanography,
University of
California San Diego

地殻活動・プレート運動の研究
Study on crustal deformation and
plate motion

日米地球環境リエゾン会合 平成10年～

防災科学技術研究所 米国地質調査所
U. S. Geological
Survey

掘削による活断層の水力学的調査研究
Hydro-Mechanical Investigation of
Active Faults through Drilling

日米地球環境リエゾン会合 平成10年～

防災科学技術研究所 イタリア国立地球物理学
研究所
National Inst. of
Geophysics(Istituto
Nazionale di Geofisica
e Vulanologia)

経験則に基づく地震予知手法の開発研
究
Earthquake Warning Algorithms
based on Empirical Formulas

日伊科技協定 平成10年～

防災科学技術研究所 ドイツ、ポツダム地球科
学研究センター
GeoForschungs Zentrum
Potsdam

深層ボーリングを利用した地殻の研究
Study on the Earth's Crust using
Deep Boreholes

日独科技協定 平成10年～

防災科学技術研究所 インドネシア気象地球物
理庁
Bureau of Meteorology
and Geophysics,
Indonesia

地震観測網の運用とデータ交換
Joint Seismic Network Operation
and Data Exchange

覚書交換による研究協力 平成13年～

防災科学技術研究所 韓国気象庁
Korea Meteorological
Administration

地震観測データ交換
Arrangement on Seismological Data
Exchange Between KMA and NIED

覚書交換による研究協力 平成15年～18
年

防災科学技術研究所 カナダ地質調査所
Pacific Geoscience
Centre, Geological
Survey of Canada

沈み込み帯に発生する深部低周波微動
及びスロースリップに関する比較研究
Research for deep low-frequency
tremor and slow slip in subduction
zones

日加環境パネル 平成16年～

防災科学技術研究所 アメリカ地震学連合
Incorporated Research
Institutions for
Seismology (IRIS)

地震観測データ交換
Collaboration in seismology and
geoscience

覚書交換による研究協力 平成16年～23
年

防災科学技術研究所 イタリア国立地球物理学
火山学研究所
Istituto Nazionale di
Geofisica e
Vulanologia

地震危険度評価手法と南イタリア　シ
シリーへの適用
Methods for seisimic hazard
estimates and applications to
Sicily, South Italy

日伊科技協定（エグゼクティブプロ
グラム）

平成17年～20
年

防災科学技術研究所 韓国地質資源研究院
Korea Institute of
Geoscience and Mineral
Resources

韓国地質資源研究院と防災科学技術研
究所とのMOU
Memorandum of Understanding
between Korea Institute of
Geoscience and Mineral Resources
and National Research Institute
for Earth Science and Disaster
Prevention

覚書交換による研究協力 平成18年～
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防災科学技術研究所 フィリピン火山地震研究
所（フィリピン）
Philippine Institute
of Volcanology and
Seismology

フィリピン地震火山監視能力強化と防
災情報の利活用推進
Enhancement of Earthquake and
Volcano Monitoring and Effective
Utilization of Disaster Mitigation
Information in the Philippines

覚書交換による研究協力 平成21年
～

防災科学技術研究所 エクアドル地球物理研究
所(エクアドル）
Instituto Geofisico,
Escuela Politecnica
Nacional

火山災害軽減共同研究
The mitigation of volcanic hazards

覚書交換による研究協力 平成15年度～

防災科学技術研究所 イタリア国立地球物理学
火山学研究所（イタリ
ア）
Istituto Nazionale di
Geofisica e
Vulcanologia

火山溶岩流災害軽減手法の開発
Development of the Hazard
Mitigation Methods for Volcanic
Lava Flow

日伊科技協定（エグゼクティブプロ
グラム）

平成17年度～
平成22年度

防災科学技術研究所 米国地質調査所（米国）
U.S. Geological Survey

カルデラ火山の活動についての研究
Unrest at caldera volcanoes

日米地球環境リエゾン会合 平成12年度～

防災科学技術研究所 GEM Foundation (イタリ
ア)

日本におけるハザード評価手法につい
ての技術協力

協定書なし 平成24年度～

防災科学技術研究所 イタリア国立地球物理学
火山学研究所(イタリア)
Instituto Ntionale di
Geofisica e
Vulcanologia of Italy
(INGV)

データ・知見交換等による連携強化
Promoting research cooperation on
seismological study, including
data exchange,labolatory
experiments and hazard mitigation.
・Promotiong research　coopration
on  volcanological study,
including data exchange,
laboratory experiments and hasard
mitigation.
・Promoting research cooperation
on environment study, 　including
data exchange,and labolatory
experiments and hazard motigation.
・Promoting personnel exchanges
and cooperated staff-training

覚書交換による研究協力 平成25年度～
平成28年度

防災科学技術研究所 バジリカータ大学、イタ
リア
Università　degli
Studi della
Basilicata, (UNIBAS )

１）高精度なレーダ等の観測データを
用いた洪水・浸水予測モデルの開発、
２）水文・水力学的研究における研究
協力の推進（データ交換、実験、及び
モデルの共有を含む）、
３）洪水警戒システムを進展させるた
めの新しいイニシアティブの推進、
４）人材交流の推進とスタッフトレー
ニングに関する協力、　及び５）　リ
スクコミュニケーションにおける研究
協力の推進等について相互に協力する

覚書交換による研究協力 平成27年度～
平成29年度

防災科学技術研究所 ネバダ大学リノ校(アメ
リカ)　University of
Nevada

日米共同研究による免震技術評価実験 覚書交換による研究協力 平成23年度～
平成24年度

防災科学技術研究所 カリフォルニア大学ロサ
ンゼルス校（UCLA）
(アメリカ)

E-ディフェンスによるコンクリート系
建物実験のブランド解析

覚書交換による研究協力 平成23年度

防災科学技術研究所 マレーシア理科大学
Universiti Sains
Malaysia(USM)　(マレー
シア)

マレーシアにおける地すべり災害およ
び水害による被災低減に関する研究

覚書交換による研究協力 平成23年度～

防災科学技術研究所 ブリストル大学(イギリ
ス）

波形再現性の定量的評価手法と高再現
性実現のための実験手法の研究
Experimental methodologies for
high-accuracy reproduction of
random seismic waves and their
quantitative evaluation

（共同研究）
CollaborativeResearch Proposal
Between NIED and Professor  D P
Stoten, ACTLab, University of
Bristol,UK

平成26年度～
平成27年度

防災科学技術研究所 ブータン ブータンヒマラヤのサイスモテクトニ
クスの研究

協定書なし 平成26年度～
平成30年度

防災科学技術研究所 ブータン 開発途上国のニーズに踏まえた防災に
関する研究

協定書なし 平成26年度～
平成30年度

- 148 -



日本側機関 相手側機関（相手国） 研究課題 協定・覚書名 実施年度

防災科学技術研究所 フランス 2011年東北地方太平洋沖地震による東
日本の地殻構造の地震波速速度変化と
地殻変動

協定書なし 平成26年度～
平成30年度

海洋研究開発機構 パリ地球物理研究所
(IPGP)(フランス）
Institut de Physique
du Globe de Paris

仏領ポリネシア地域における海底火山
活動の地質学的・地球化学的研究に係
る調査プロジェクト

IPGPとの間の研究協力に関する実施
取り決め
Implementing Arrangement
concerning Research Project of
Geological and Geochemical Study
of The Submarine Volcanism in
French Polynesia between The
Institute for Research on Earth
Evolution of JAMSTEC and The
Institut de Physique du Globe de
Paris, on behalf of the UMR 6538
Universite de Bretagne
Occidentale-CNRS

平成18年～

海洋研究開発機構 フランス原子力庁パマタ
イ測候所他

仏領ポリネシア・ホットスポット周辺
における海底地球物理学的観測プロ
ジェクト

仏領ポリネシア・ホットスポット周
辺における海底地球物理学的観測プ
ロジェクトに関する実施取決め
Inplementing Arrangement
concerning Research Project of
Seafloor Geophysical Observation
nea th Socienty Hot Spot Region
in French Polynesia

平成20年～

海洋研究開発機構 ベトナム国立自然科学技
術センター地球物理研究
所(IGP)
Institute of
Geophysics, Vietnamese
Academy of Science and
Technology, Socialist
Republic of Vietnam

西太平洋地球物理ネットワークに関す
る研究協力

IGPとの間の地球物理観測に関する
実施取決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and  on Joint
Geophysical Observation in
Vietnam

平成20年～平
成25年

海洋研究開発機構 ベトナム社会主義国ベト
ナム科学技術アカデミー
地球物理研究所
Institute of
Geophysics, Vietnamese
Academy of Science and
Technology, Socialist
Republic of Vietnam

地球物理観測に関する共同研究 独立行政法人海洋研究開発機構地球
内部ダイナミクス領域とベトナム社
会主義共和国 ベトナム科学技術ア
カデミー地球物理研究所との間のベ
トナムにおける共同地球物理観測に
関する実施取り決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, Japan Agency for
Marine-Earth Science and
Technology, Japan and Institute
of Geophysics, Vietnamese
Academy of Science and
Technology, Socialist Republic
of Vietnam on Joint Geophysical
Observation in Vietnam

平成25年～平
成28年

海洋研究開発機構 イタリア国立地質火山研
究所(INGV/RM2)
ISTITUTO NAZIONALE DI
GEOFISICA E
VULCANOLOGIA

海洋及び海底観測の研究開発にかかる
研究協力

INGV/RM2 との研究協力に関する覚
書
MEMORANDUM OF UNDERSTANDING
(MOU)
BETWEEN ISTITUTO NAZIONALE DI
GEOFISICA E VULCANOLOGIA
(INGV/RM2)
and JAMSTEC/DONET

平成20年～平
成26年

海洋研究開発機構 フィリピン火山地震研究
所 (PHIVOLCS)
Philippine Institute
of Volcanology and
Seismology, Department
of Science and
Technology, Republic
of the Philippines

西太平洋地球物理ネットワークに関す
る研究協力

PHIVOLCSとの間の地球物理観測に関
する実施取決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and
Philippine Institute of
Volcanology and Seismology,
Department of Science and
Technology, Republic of the
Philippines on Joint Geophysical
Observation in the Philippines

平成21年～平
成24年

海洋研究開発機構 中国国家地震局・地震科
学研究所(IES/CEA)

地震観測、地震学マッピング、データ
分析、震源構造、地殻変動、対流モデ
リング、マントル進化等に関する研究
協力

IES/CEAとの研究協力に関する実施
取決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and
Institute of Earthquake Science,
China Earthquake Administration

平成21年～平
成24年
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海洋研究開発機構 マヒドン大学　理学部
（タイ）
Faculty of Science,
Mahidol University,
Kingdom of Thailand

西太平洋地球物理ネットワークに関す
る研究協力

タイ王国マヒドン大学理学部との間
の地球物理観測に関する実施取決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and Faculty
of Science, Mahidol University,
Kingdom of Thailand on Joint
Geophysical Observation in
Thailand

平成21年～平
成25年

海洋研究開発機構 マヒドン大学　理学部
（タイ）
Faculty of Science,
Mahidol University,
Kingdom of Thailand

地球物理観測に関する国際共同研究 独立行政法人海洋研究開発機構地球
内部ダイナミクス領域とタイ王国
マヒドン大学理学部のタイにおける
共同地球物理観測に関する実施取り
決め
Implementing Agreement Between
Institute for Research on Earth
Evolution, Japan Agency for
Marine-Earth Science and
Technology, Japan And Faculty of
Science, Mahidol University,
Kingdom of Thailand
On Joint Geophysical Observation
in Thailand

平成25年～平
成30年

海洋研究開発機構 トンガ王国　国土調査天
然資源省(MLSNRE)
Ministry of Lands,
Survey, Natural
Resources and
Environment, Kingdom
of Tonga

西太平洋地球物理ネットワークに関す
る研究協力

MLSNREとの間の地球物理観測に関す
る実施取決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and Ministry
of Lands, Survey, Natural
Resources and Environment,
Kingdom of Tonga on Joint
Geophysical Observation in Tonga

平成21年～平
成25年

海洋研究開発機構 トンガ王国 国土環境気
候変動資源省
Ministry of Lands,
Environment, Climate
Change and Natural
Resources, Kingdom of
Tonga

地球物理観測に関する国際共同研究 独立行政法人海洋研究開発機構地球
内部ダイナミクス領域とトンガ王国
国土環境気候変動資源省のトンガに
おける共同地球物理観測に関する実
施取り決め
Implementing Agreement Between
Institute for Research on Earth
Evolution, Japan Agency for
Marine-Earth Science and
Technology, Japan And Ministry
of Lands, Environment, Climate
Change and Natural Resources,
Kingdom of Tonga On Joint
Geophysical Observation in Tonga

平成25年～平
成30年

海洋研究開発機構 インドネシア気象気候地
球物理庁（BMKG）
Meteorological
Climatological and
Geophysical Agency

西太平洋地球物理ネットワークに関す
る研究協力

BMKGとの間の地球物理観測に関する
実施取り決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and
Meteorological Climatological
and Geophysical Agency, Republic
of Indonesia on Joint
Geophysical Observation in
Indonesia

平成21年～平
成26年

海洋研究開発機構 台湾中央気象局
(CWB/MACHO)
CENTRAL WEATHER
BUREAU, Taiwan

海洋及び海底観測の研究開発にかかる
研究協力

CWB/MACHOとの研究協力に関する覚
書
MEMORANDUM OF UNDERSTANDING
(MOU) BETWEEN CENTRAL WEATHER
BUREAU, Taiwan (CWB/MACHO) AND
JAPAN AGENCY FOR MARINE-EARTH
SCIENCE AND TECHNOLOGY
(JAMSTEC/DONET), Japan

平成21年～平
成26年

海洋研究開発機構 パラオ共和国
パラオ・コミュニティカ
レッジ(PCC)
Palau Community
College

西太平洋地球物理ネットワークに関す
る研究協力

PCCとの間の地球物理観測に関する
実施取決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and Palau
Community College (PCC), the
Republic of Palau on Joint
Geophysical Observation in Palau

平成22年～平
成27年
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海洋研究開発機構 パラオ短期大学
Palau Community
College, the Republic
of Palau

地球物理観測に関する国際共同研究 国立研究開発法人海洋研究開発機構
とパラオ共和国パラオ短期大学との
間のパラオ共和国における共同地球
物理観測に関する実施取決め
Implementing Agreement between
Japan Agency for Marine-Earth
Science and Technology, Japan
and Palau Community College, the
Republic of Palau on Joint
Geophysical Observation in Palau

平成27年～平
成32年

海洋研究開発機構 インドネシア科学研究所
ジオテクノロジー研究セ
ンター(RCG/LIPI)
Research Center for
Geotechnology of the
Indonesian Institute
of Sciences

サンギヘ弧における地殻進化に関する
研究協力

RCG/LIPIとの間の研究協力に関する
実施取り決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and Research
Center for Geotechnology,
Indonesian Institute of Sciences
on reseach collaboration on the
evolution of Sangihe arc

平成22年～平
成26年

海洋研究開発機構 パリ地球物理研究所
(IPGP)
Institut de Physique
du Globe de Paris

地球内部の構造、ダイナミクス、岩
石、地球化学などの分野についての研
究協力

IPGPとの間の研究協力に関する実施
取り決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, Independent
Administrative Institution,
JAMSTEC and Institut de Physique
du Globe de Paris

平成23年～平
成24年

海洋研究開発機構 韓国資源研究所　地震研
究センター（KIGAM）
Korea Earthquake
Research Center, Korea
Institute of
Geoscience and Mineral
Resources

西太平洋地球物理ネットワークに関す
る研究協力

KIGAMとの間の地球物理観測に関す
る実施取決め
Implementing Agreement between
Institute for Research on Earth
Evolution, JAMSTEC and Korea
Earthquake Research Center,
Korea Institute of Geoscience
and Mineral Resources, Republic
of Korea on Joint Geophysical
Observation in Korea

平成21年～平
成22年

海洋研究開発機構 韓国地質資源研究院
Korea Earthquake
Research Center, Korea
Institute of
Geoscience and Mineral
Resources, Republic of
Korea

地球物理観測に関する国際共同研究 独立行政法人海洋研究開発機構地震
津波観測研究開発センターと韓国地
質資源研究院地震研究センターとの
間の地球物理観測に関する共同研究
契約の締結について
Cooperative Research Agreement
between Research and Development
Center for Earthquake and
Tsunami, Japan Agency for
Marine-Earth Science and
Technology, Japan and Korea
Earthquake Research Center,
Korea Institute of Geoscience
and Mineral Resources, Republic
of Korea on Joint Geophysical
Observation in Korea

平成26年～平
成31年

海洋研究開発機構 カナダ地質調査所 太平
洋地球科学センター
(PGC/GSC)
the Pacific Geoscience
Center, the Geological
Survey of Canada

日本とカナダ・カスカディアの地震発
生帯比較研究にかかる共同研究

PGC/GSCとの間の研究協力に関する
実施取り決め
Collaborative Research Agreement
between the Institute for
Research on Earth Evolution,
JAMSTEC and the Pacific
Geoscience Center, the
Geological Survey of Canada on
Comparative Studies of the Japan
and Cascadia Subduction Zones

平成22年～平
成27年

- 151 -



日本側機関 相手側機関（相手国） 研究課題 協定・覚書名 実施年度

海洋研究開発機構 カナダ天然資源省 地球
科学統括部
THE EARTH SCIENCES
SECTOR OF THE
DEPARTMENT OF NATURAL
RESOURCES OF CANADA

カナダ・北部カスカディア沈み込み帯
の地震活動と構造に関する共同プロ
ジェクト

カナダ天然資源省地球科学統括部と
海洋研究開発機構との間のカナダ北
部カスカディア沈み込み帯の地震活
動と構造に関する共同プロジェクト
の実施取り決め
IMPLEMENTING ARRANGEMENT BETWEEN
THE EARTH SCIENCES SECTOR OF THE
DEPARTMENT OF NATURAL RESOURCES
OF CANADA AND THE JAPAN AGENCY
FOR MARINE-EARTH SCIENCE AND
TECHNOLOGY CONCERNING A
COOPERATIVE PROJECT ON
SEISMICITY AND STRUCTURE OF THE
NORTHERN CASCADIA SUBDUCTION
ZONE

平成25年～平
成29年

海洋研究開発機構 ボアジチ大学カンデリ地
震観測研究所(トルコ）
Earthquake Engineering
Bogazici Univ.,
Kandilli Observatory
and Earthquake
Research Institute

マルマラ海域の地震・津波災害軽減と
トルコの防災教育

海洋研究開発機構（JAMSTEC）とカ
ンディリ地震観測所（KOERI）との
間の「マルマラ海域の地震・津波災
害軽減とトルコの防災教育」に関す
る共同研究に関わる合意文書
COLLABORATIVE RESEARCH AGREEMENT
FOR EARTHQUAKE AND TSUNAMI
DISASTER MITIGATION IN THE
MARMARA REGION AND DISASTER
EDUCATION IN TURKEY BETWEEN
JAPAN AGENCY FOR MARINE – EARTH
SCIENCE AND TECHNOLOGY (JAMSTEC)
AND KANDILLI OBSERVATORY AND
EARTHQUAKE RESEARCH INSTITUTE
(KOERI)

平成25年～平
成30年

海洋研究開発機構 GEOMARヘルムホルツセン
ターキール海洋研究所
GEOMAR Helmholtz
Centre for Ocean
Research Kiel

超深海 OBS を用いた海洋プレート構
造研究

GEOMARヘルムホルツセンターキール
海洋研究所と海洋研究開発機構の共
同研究契約
Cooperative Research Agreement
between GEOMAR Helmholtz Centre
for Ocean Research Kiel of
Germany and Japan Agency for
Marine-Earth Science and
Technology of Japan

平成26年～平
成29年

海洋研究開発機構 ジョセフ・フーリエ大学
(フランス）
University Joseph
Fourier (UJF)

波形インバージョン解析による地殻構
造研究の高度化

フランスのジョセフ・フーリエ大学
グルノーブル第 I 大学および日本
の海洋研究開発機構との間の共同研
究契約書
Cooperative Research Agreement
between University Joseph
Fourier Grenoble 1 of France and
Japan Agency for Marine-Earth
Science and Technology of Japan

平成26年～平
成29年

海洋研究開発機構 ノルウェー国立科学技術
大学
Norwegian University
of Science

東北沖地震発生前後のタイムラプス地
震探査的な解析による地殻構造研究

ノルウェー科学技術大学と海洋研究
開発機構の共同研究契約
Cooperative Research Agreement
between Norwegian University of
Science and Technology and Japan
Agency for Marine-Earth Science
and Technology

平成26年～平
成29年

海洋研究開発機構 ハワイ大学（アメリカ） 環太平洋域の沈み込み帯、リソスフェ
ア形成およびプレートダイナミクス
に関する共同研究

独立行政法人海洋研究開発機構とハ
ワイ大学マノア校との間の覚書
(MOU)
Memorandum of Understanding
between the Japan Agency for
Marine-Earth Science and
Technology and the University of
Hawaiʻi at Mānoa

平成27年～平
成31年

海洋研究開発機構 オーストラリア国立大学
地球科学研究所

オーストラリア国立大学地球科学研究
所との覚書

オーストラリア国立大学地球科学研
究所との覚書

平成6年～

産業技術総合研究所 米国地質調査所（アメリ
カ）
United States
Geological Survey

地震に関する共同研究 米国地質調査所と産総研地質調査総
合センターとの間の地球科学に関す
る研究協力協定

平成23年度～

産業技術総合研究所 ニュージーランド地質・
核科学研究所
New Zealand Institute
of Geological and
Nuclear Sciences

沈み込み帯の地震および活断層に関す
る研究

ニュージーランド地質・核科学研究
所と産総研地質調査総合センターと
の間の地球科学に関する研究協力に
ついての覚書

平成23年度～
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産業技術総合研究所 トルコ鉱物資源調査総局
The General
Directorate of Mineral
Research and
Exploration of the
Republic of Turkey

北アナトリア断層系東部および東アナ
トリア断層系の古地震学的研究に関す
る研究

産総研地質調査総合センターとトル
コ鉱物資源開発調査総局（MTA）と
の研究協力覚書

平成27年度～

産業技術総合研究所 国立成功大学防災研究セ
ンター（台湾）
Disaster Prevention
Research Center,
National Cheng Kung
University

台湾において地下水・地球化学観測を
行ない、そのデータと地震・地殻変動
とを比較することで地震予知研究を行
なう。

国立成功大学防災研究センター（台
湾）と産総研活断層・地震研究セン
ターとの間の台湾における水文学
的・地球化学的手法による地震予知
研究についての研究協力覚書

平成27年度～

産業技術総合研究所 国立地球物理火山研究所
（イタリア）INGV

イタリアおよび日本において火山噴煙
の合同観測を行い、観測手法の高度化
およびマグマ脱ガス過程に関する研究
を行う。

イタリア地球物理火山研究所と産総
研地質調査総合センターとの研究協
力覚書

平成26年度～

国土地理院 IVS(International VLBI
Service for Geodesy
and Astrometry／国際
VLBI事業）

地球回転監視、地球基準座標系
(ITRF)、プレート運動決定等を目的と
して国際VLBI観測、相関処理、解析を
実施。

国際VLBI事業設立規約
International VLBI Service for
Geodesy and Astrometry（IVS）
Terms of Reference

平成10年～

国土地理院 キリバス共和国、ニュー
ジーランド領クック諸島

アジア太平洋地域の地殻変動の監視お
よび測地基準座標系の構築を進めるた
め現地機関との協定に基づきGNSSの観
測を実施。

アジア太平洋地域の地殻変動監視
（国際共同観測事業）

平成18年～

国土地理院 IGS(International GNSS
Service／国際GNSS事
業）

衛星測位システムに関する観測情報の
共有や精密な軌道情報の決定等のた
め、観測データの提供や地域データセ
ンター・準解析センターとしての業務
を実施。

国際GNSS事業設立規約
International GNSS Service
（IGS） Terms of Referrence

平成６年～

国土地理院 アジア太平洋地域56カ国 共同キャンペーン観測（GPS等）によ
る測地網の結合やプレート運動等の監
視のための基礎的情報を交換を実施。

PCGIAP（Permanent Committee on
GIS Infrastructure for Asia and
Pacific
／アジア太平洋GIS基盤常置委員会)

平成７年～

国土地理院 パリ地球物理学研究所
（フランス）
Institut de Physique
du Globe de Paris

覚書交換による包括的研究協力の中に
火山分野における協力も含め実施。

包括的研究協力
The GSI-IPGP COOPERATION SCHEME

平成18年度～
27年度

気象庁 国際地震センター
ISC

気象庁データの提供
ＩＳＣカタログの受領
国外地震の解析、資料作成への活用

気象庁長官からISC評議会議長への
参加表明

昭和47年度～

気象庁 （外務省を介して）
包括的核実験禁止条約機
構
CTBTO

地震観測への協力
ＮＤＣ－１の地震観測に関する指導
防災業務への地震観測データの活用

（外務書との文書）
CTBT国内運用体制の立ち上げに際す
る協力依頼

平成14年度～

気象庁 中国地震局
China Earthquake
Administration of
People’s Republic of
China
韓国気象庁
Korea Meteorological
Administration

地震災害軽減に関する協力
地震波形データの交換（韓国）

地震災害軽減に関する中国地震局、
気象庁、韓国気象庁による第1回長
官会合覚書
Minutes of the First Tripartite
Meeting on Earthquake Disaster
Mitigation among China
Earthquake Administration of
People’s Republic of China,
Japan Meteorological Agency of
Japan and Korea Meteorological
Administration of the Republic
of Korea

平成16年度～

気象庁 米国地質調査所とIRIS連
合
USGS、IRIS

地震観測データの交換
地震データの防災業務への活用

米国地質調査所とIRISとの権利証明
Department of the Interior,
Geological Survey and The IRIS
Consortium: Certificate of Title

平成２年度～

気象庁 ナポリ大学を始めとする
全23機関

早期警報と地震ダメージ・ポテンシャ
ルの迅速評価に関する研究
意志決定のための戦略と手段に関する
研究

欧州緊急地震速報プロジェクト
（REAKT）
Real Time Earthquake Risk
Reduction

平成23年～25
年
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海上保安庁海洋情報
部

国際レーザー測距事業
International Laser
Ranging Service

地球回転パラメータの決定、地球基準
座標系（ITRF）特に地球重心の決定、
地球観測衛星等種々の衛星の精密軌道
決定、重力場モデル構築に係るデータ
を得るため、世界各国のレーザー局と
共同で人工衛星によるレーザー測距観
測を行う。

国際レーザー測距事業設立規約
International Laser Ranging
Service（ILRS） Terms of
Referrence

平成10年度～

山梨県富士山科学研
究所

ガジャマダ大学（インド
ネシア）Universitas
Gadjah Mada

学術交流 包括連携協定 平成26年〜
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2
）

3
,
9
3
8

9
4
6

8
,
2
5
3

1
6
,
2
4
2

運
営
費
交
付
金
の
内
数

機 構 定 員

〔
改
組
〕

観
測
・
予
測
研
究
領
域

地
震
・
火
山
防
災
研
究

ユ
ニ
ッ
ト

〔
整
備
〕

基
盤
的
な
高
精
度
地
震

火
山
観
測
研
究

地
殻
活
動
の
観
測
予
測

技
術
開
発

火
山
活
動
の
観
測
予
測

技
術
開
発

（
平
成
2
3
年
度
）

・
地
震
津
波
・
防
災
研

究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

・
地
球
内
部
ダ
イ
ナ
ミ

ク
ス
領
域
地
球
内
部
ダ

イ
ナ
ミ
ク
ス
基
盤
研
究

プ
ロ
グ
ラ
ム

・
地
球
深
部
探
査
セ
ン

タ
ー

・
地
球
内
部
ダ
イ
ナ
ミ

ク
ス
領
域
固
体
地
球
動

的
過
程
研
究
プ
ロ
グ
ラ

ム （
平
成
2
5
年
度
）

〔
新
設
〕

東
京

高
エ
ネ
ル
ギ
ー
素

粒
子
地
球
物
理
学

セ
ン
タ
ー

（
H
2
2
）

巨
大
地
震
津
波
災

害
予
測
セ
ン
タ
ー

（
H
2
4
）

〔
改
組
〕

名
古
屋

環
境
学
研
究
科
附

属
地
震
火
山
研
究

セ
ン
タ
ー

（
H
2
4
）

〔
新
設
〕

活
断
層
・
地
震
研
究

セ
ン
タ
ー

〔
新
設
〕

海
洋
防
災
調
査
室

（
平
成
2
5
年
度
）

〔
新
設
〕

火
山
防
災
情
報
企
画
官

火
山
防
災
情
報
調
整
官
（
札
幌
，
仙
台
，
福

岡
）

地
震
津
波
防
災
対
策
室

地
震
津
波
監
視
シ
ス
テ
ム
企
画
調
整
官

地
震
動
予
測
モ
デ
ル
開
発
推
進
官

地
震
津
波
火
山
防
災
情
報
調
整
官
（
東
京
、

沖
縄
、
新
潟
、
名
古
屋
、
広
島
、
高
松
、
鹿

児
島
）

〔
整
備
〕

東
南
海
・
南
海
地
震
監
視
・
評
価

Ｇ
Ｐ
Ｓ
波
浪
計
活
用

歪
観
測
施
設
強
化

遠
地
津
波
と
津
波
防
災
対
策
支
援

（
本
庁
，
札
幌
，
仙
台
，
大
阪
，
福
岡
，
沖

縄
）

長
周
期
地
震
動

大
深
度
地
震
計
活
用

火
山
活
動
監
視
（
本
庁
，
札
幌
，
仙
台
，
福

岡
）

陸
域
観
測
技
術
衛
星
監
視
・
解
析

火
山
灰
予
測
情
報

〔
新
設
〕

防
災
推
進
室

防
災
管
理
係

地
殻
情
報
調
査
係

機
動
観
測
係

〔
廃
止
〕

地
殻
活
動
調
査
係

特
定
観
測
係

〔
改
組
〕

電
磁
波
計
測
研
究
所

セ
ン
シ
ン
グ
シ
ス
テ

ム
研
究
室

注
１

注
２

２
３
．
地
震
及
び
火
山
噴
火
予
知
の
た
め
の
観
測
研
究
計
画
に
お
け
る
予
算
及
び
機
構
定
員
整
備
状
況
（
平
成
2
1
～
2
5
年
度
）

〔
単
位
：
百
万
円
〕

文
　
　
部
　
　
科
　
　
学
　
　
省

防
災
科
学
技
術
研
究
所
は
本
計
画
を
推
進
す
る
た
め
以
外
の
地
震
・
火
山
研
究
を
含
む
。

国
　
　
土
　
　
交
　
　
通
　
　
省

国
立
大
学
法
人
等
は
，
直
接
的
に
本
計
画
を
推
進
す
る
た
め
に
使
わ
れ
る
特
別
経
費
（
特
別
研
究
経
費
）
と
補
正
予
算
を
計
上
し
た
。
（
従
来
は
，
施
設
整
備
費
や
装
置
維
持
費
の
間
接
的
な
経
費
も
含
ま
れ
て
い
た
が
，
法

人
化
以
降
は
こ
れ
ら
の
経
費
は
他
の
経
費
と
一
括
し
て
運
営
費
交
付
金
と
し
て
配
分
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
，
そ
の
使
途
は
大
学
独
自
の
判
断
で
で
き
る
こ
と
と
な
っ
た
た
め
，
本
計
画
に
関
連
す
る
経
費
の
み
を
正
確
に
算
出

す
る
こ
と
が
不
可
能
で
あ
る
。
）
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経
　
済
　
産
　
業
　
省

総
　
務
　
省

研
究
開
発
局

防
災
科
学
技
術
研
究
所

（
注
2
）

海
洋
研
究
開
発
機
構

国
立
大
学
法
人
等

産
業
技
術
総
合
研
究
所

海
上
保
安
庁

気
象
庁

国
土
地
理
院

情
報
通
信
研
究

機
構

山
梨
県
富
士
山
科
学

研
究
所

道
総
研
地
質

研
究
所

予
算

7
,
3
8
9

1
6
,
4
0
7

1
5
,
3
7
6

2
,
0
7
0

（
注
3
）

1
,
5
1
1

1
8
7

1
2
,
9
4
7

3
,
1
0
5

2
1
(
平
成
2
7
年
の
み
)

4
9

機 構 定 員

・
地
震
津
波
海
域
観

測
研
究
開
発
セ
ン

タ
ー

・
海
洋
掘
削
科
学
研

究
開
発
セ
ン
タ
ー

[
新
設
]

活
断
層
・
火
山
研
究
部

門

〔
新
設
〕

火
山
防
災
情
報
調
整
室

地
震
津
波
研
究
部

火
山
研
究
部

地
殻
活
動
監
視
技
術
開

発
推
進
官

火
山
機
動
観
測
管
理
官

火
山
監
視
・
警
報
セ
ン

タ
ー

〔
廃
止
〕

地
震
火
山
研
究
部

〔
整
備
〕

緊
急
地
震
速
報
・
津
波

観
測
情
報
の
高
度
化

（
地
震
活
動
等
総
合
監

視
シ
ス
テ
ム
ほ
か
更

新
）

火
山
観
測
施
設
の
更
新

〔
新
設
〕

火
山
情
報
活
用
推
進

官 電
子
基
準
点
課

〔
廃
止
〕

機
動
観
測
課

注
１

注
２

注
３
国
立
大
学
法
人
等
は
，
直
接
的
に
本
計
画
を
推
進
す
る
た
め
に
使
わ
れ
る
特
別
経
費
（
特
別
研
究
経
費
）
と
補
正
予
算
を
計
上
し
た
。
（
従
来
は
，
施
設
整
備
費
や
装
置
維
持
費
の
間
接
的
な
経
費
も
含
ま
れ
て
い
た
が
，
法
人
化
以
降
は

こ
れ
ら
の
経
費
は
他
の
経
費
と
一
括
し
て
運
営
費
交
付
金
と
し
て
配
分
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
，
そ
の
使
途
は
大
学
独
自
の
判
断
で
で
き
る
こ
と
と
な
っ
た
た
め
，
本
計
画
に
関
連
す
る
経
費
の
み
を
正
確
に
算
出
す
る
こ
と
が
不
可
能
で
あ

る
。
）

〔
単
位
：
百
万
円
〕

２
３
．
災
害
の
軽
減
に
貢
献
す
る
た
め
の
地
震
火
山
観
測
研
究
計
画
に
お
け
る
予
算
及
び
機
構
定
員
整
備
状
況
（
平
成
2
6
～
2
8
年
）
（
注
1
）

文
　
　
部
　
　
科
　
　
学
　
　
省

国
　
　
土
　
　
交
　
　
通
　
　
省

防
災
科
学
技
術
研
究
所
は
本
計
画
を
推
進
す
る
た
め
以
外
の
地
震
・
火
山
研
究
を
含
む
。

予
算
は
平
成
2
7
年
度
分
ま
で
。
機
構
定
員
は
平
成
2
8
年
4
月
1
日
ま
で
記
載
。
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建　設　省 郵　政　省

研究開発局
防災科学技術
研究所（注1）

工業技術院
地質調査所

工業技術院
計量研究所

海上保安庁 気象庁 国土地理院 通信総合研究所

予算 - - 4 - 49 344 307 -

予算 - 572 84 - 61 1,487 937 -

文　部　省 建　設　省 郵　政　省

研究開発局
防災科学技術
研究所（注1）

海洋技術
センター

国立大学等
工業技術院
地質調査所

工業技術院
計量研究所

海上保安庁 気象庁 国土地理院 通信総合研究所

予算 9 1,882 - 3,023 288 46 55 4,255 3,274 -

867

〔新設〕
北海道
（襟裳岬地殻変動観測所，札幌地震観測
所）
東北
（北上地震観測所）
東京
（富士川地殻変動観測所，八ヶ岳地磁気
観測所）
名古屋
（高山地震観測所，三河地殻変動観測
所）
京都
（逢坂山地殻変動観測所，北陸微小地震
観測所，徳島地震観測所，防災科学資料
センター，地震予知観測地域センター，
微小地震研究部門）

〔整備〕
北海道
（浦河極微小地震移動観測班）
東北
（青葉山地震観測所）
東京
（地球物理研究施設極微小地震移動班）
名古屋
（犬山地震観測所）
京都
（鳥取微小地震観測所）
高知
（高知地震観測所）

〔新設〕
地殻調査部
地殻変動解析室

〔整備〕
特定観測係
機器開発係

〔新設〕
北海道
（地震予知観測地域セン
ター）
東北
（地震予知観測センター）
東京
（地殻化学実験施設）
名古屋
（地震予知観測地域セン
ター）
京都
（宮崎地殻変動観測所）

〔整備〕
北海道
（札幌地震観測所）
東北
（地震予知観測センター）
名古屋
（地震予知観測地域セン
ター）

〔新設〕
地震地質課
地震物性課
地震化学課

昭
和
4
9
～

5
3
年
度

機
構
定
員

〔新設〕
第２研究部
（首都圏地震
予知研究室，
地震地下水研
究室，地震活
動研究室，地
殻変動研究
室）

〔改組〕
第２研究部
（総合地震予
知研究室）

通　商　産　業　省 運　輸　省科　学　技　術　庁

〔新設〕
地震予知情報室

〔整備〕
地震活動検測センター
地殻岩石歪観測網
地震常時監視
地震防災業務

文　部　省

国立大学等

444

〔新設〕
北海道
（浦河地震観測所）
東北
（秋田地殻変動観測所，本荘地震観測
所，三陸地殻変動観測所）
東京
（弥彦地殻変動観測所，地震活動研究部
門，地震予知観測センター，柏崎微小地
震観測所，白木微小地震観測所，強震計
観測センター，地盤動力学研究部門）
名古屋
（犬山微小地震観測所，犬山地殻変動観
測所）
京都
（上宝地殻変動観測所，地震予知計測研
究部門，逢坂山地震観測所，耐震基礎研
究部門，屯鶴峰地殻変動観測所）
高知
（高知地震観測所）

〔整備〕
東北
（青葉山地震観測所）
東京
（筑波地震観測所，津波高潮研究部門，
堂平微小地震観測所，岩石学研究部門，
地震予知観測センター）
名古屋
（犬山地震観測所）
京都
（阿武山地震観測所）

昭
和
４
４
～

４
８
年
度

機
構
定
員

機
構
定
員

２３－１．予算及び機構定員整備状況の推移（地震）
〔単位：百万円〕

〔整備〕
地震観測施設
（札幌，仙台，父島，福
岡，沖縄）

〔新設〕
地殻活動調査室

〔整備〕
計算係
解析係
計測係

昭
和
４
０
～

４
３
年
度

科　学　技　術　庁 通　商　産　業　省 運　輸　省

〔整備〕
地震観測
（大阪）

〔新設〕
水沢測地観測所

〔改組〕
地質情報研究部
門地質調査情報
センター

〔整備〕
第２研究部
（地震防災研
究室）
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文　部　省 建　設　省 郵　政　省

研究開発局
防災科学技術
研究所（注1）

海洋技術セン
ター

国立大学等
工業技術院
地質調査所

工業技術院
計量研究所

海上保安庁 気象庁 国土地理院 通信総合研究所

予算 29 6,258 130 8,574 840 20 379 5,327 8,443 1,098

通商産業省 建　設　省 郵　政　省

研究開発局
工業技術院
地質調査所

海上保安庁 気象庁 国土地理院
通信総合
研究所

予算 25 732 126 5,186 8,071 3,072

予算 25 620 129 6,947 8,115 2,063

平
成
元
～

５
年
度

9,177 9,502

機
構
定
員

〔新設〕
地震予知研究センター
（直下型地震予知研究室，海
溝型地震予知研究室）

〔改組〕
地圏地球科学技術研究部
（地震・噴火予知研究調査
官，地球化学研究室）

〔整備〕
第２研究部
（地殻変動研究室）

〔新設〕
東京
（地球ダイナミクス研究部門）

〔改組〕
東北
（日本海地域地震火山観測所，三陸地域地
震火山観測所）
名古屋
（地震火山観測地域センター）
京都
（地震予知研究センター）
鹿児島
（南西島弧地震火山観測所）

〔整備〕
北海道
（地震予知観測地域センター）
東京
（地殻化学実験施設，地震予知観測情報セ
ンター）
名古屋
（地震火山観測地域センター）
九州
（島原地震火山観測所）

運　輸　省

国立大学等

文　部　省

〔新設〕
地震火山部

〔整備〕
地震業務
直下型地震予知研究
（気象研）
地震津波監視
（札幌，仙台，大阪，福
岡，沖縄）
地震常時監視
海底地震観測
（勝浦）
全国地震津波業務
地震火山管理業務
国際地震津波業務
地震総合監視
地震測器機能標準化
地震機動観測
府県地震業務
（釧路，盛岡，秋田，山
形，新潟，彦根，奈良，
京都，神戸，松江，下
関，松山，大分，宮崎）

〔新設〕
地震火山課（福岡）

〔整備〕
強震計データ解析
地震予知資料解析
震度計計測
地震予知技術
地震津波業務
発震機構解析
地殻活動調査
地震津波監視
（札幌，大阪，福岡，沖
縄）
府県地震業務
（旭川，函館，青森，富
山，金沢，福井，鳥取，
佐賀，長崎，熊本，石垣
島）

〔整備〕
連続監視係

科　学　技　術　庁

防災科学技術研究所（注1）

〔新設〕
東京
（信越地震観測所）

〔改組〕
東北
（地震予知・噴火予知観測センター）
九州
（島原地震火山観測所）

〔整備〕
北海道
（海底地震観測施設）
東京
（地殻化学実験施設）
名古屋
（地震予知観測地域センター）

〔新設〕
第２研究部
（地震前兆解析研究室）

〔整備〕
第２研究部
（地震活動研究室）

8,5404,503

昭
和
５
９
～

６
３
年
度

機
構
定
員

科　学　技　術　庁 通商産業省 運　輸　省

〔新設〕
地震予知情報課

〔整備〕
地殻岩石歪観測網
海底地震常時監視
（本庁，御前崎，気象
研）
地震予知研究
（気象研）
地震防災業務
（津，甲府，長野，熊
谷，水戸，岐阜）
東海地震予知のための常
時監視
群列地震観測
地震津波監視
（仙台，札幌，大阪）
地震業務全国中枢強化
直下型地震予知研究
（気象研）
府県地震業務
（室蘭，福島，長野）

昭
和
5
4
～

5
8
年
度

機
構
定
員

〔新設〕
第２研究部
（地殻力学研
究室）

〔整備〕
第２研究部
（地殻変動研
究室，地震活
動研究室，地
表力学研究
室）

〔新設〕
北海道
（海底地震観測施設）
弘前
（地震火山観測所）
東京
（地震予知観測情報セン
ター，地球テクトニクス研究
部門）

〔整備〕
北海道
（地震予知観測地域セン
ター）
東北
（地震予知観測センター）
東京
（地殻化学実験施設，地震
予知観測情報センター）
京都
（地震予知観測センター，上
宝地殻変動観測所，鳥取微
小地震観測所）
高知
（高知地震観測所）

〔整備〕
海岸昇降情報係
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通商産業省 建設省 郵　政　省

研究開発局
工業技術院
地質調査所

海上保安庁 気象庁 国土地理院
通信総合
研究所

予算 22,884 1,725 502 10,747 9,186 7,756

予算
6,921

（注2）
2,358 1,470 12,201 14,283

304
（注4）

経済産業省 総　務　省

研究開発局
産業技術総合
研究所※

海上保安庁 気象庁 国土地理院
通信総合
研究所※

研究開発局
防災科学技術
研究所

海洋研究開発
機構（注5）

産業技術総合
研究所

海上保安庁 気象庁 国土地理院
情報通信研究
機構（注6）

予算 21,250 20,824
運営費交付
金の内数

7,098 360 17,294 13,270
運営費交付金

の内数

注１

注２

注３

注４

注５

注６

注７

防災科学技術研究所は本計画を推進するため以外の地震研究予算額を含む。

〔新設〕
地殻活動調査係
地殻活動監視係
海岸昇降監視係
火山活動監視係
地球変動観測係
地殻情報管理官
（中国）
防災情報管理官
（北海道，東北，
北陸，中部，近
畿，中国，四国，
九州）
防災課（関東）
防災企画係（関
東）
防災情報係（関
東）
活断層情報係

〔廃止〕
地殻情報管理官
（北海道，東北，
中部，近畿，中
国，四国，九州）

〔新設〕
電磁波計測研究
センター電波計
測グループ

国立大学法人では，平成16年の法人化以降は，直接的に本計画を推進するために使われる特別経費（特別研究経費）のみを計上した。（従来は，施設整備費や装置維持
費の間接的な経費も含まれていたが，法人化以降はこれらの経費は他の経費と一括して運営費交付金として配分されるようになり，その使途は大学独自の判断でできる
こととなったため，本計画に関連する経費のみを正確に算出することが不可能である。）

平成13年１月６日に省庁再編が行われ，また，同年４月１日には一部機関（※）が独立行政法人化した。

情報通信研究機構は，独立行政法人化により予算額が「運営交付金の一部」として支給されたため，平成12年度までの額。

海洋研究開発機構については，平成16年度から参加。

平成16年度から，国立大学については法人化し，通信総合研究所については情報通信研究機構へ組織変更。

〔整備〕
第二，三，四
管区海洋調査
官

〔新設〕
即時地震情報調整官
国際地震津波情報調整官
津波予測モデル開発推進
官

〔整備〕
危機管理に即応した地震
情報提供
北西太平洋津波情報セン
ター
東南海・南海地震津波予
報
東海地震危機管理（名古
屋・静岡）
緊急地震速報提供管区地
震津波防災業務（仙台，
大阪，福岡，沖縄）
日本海溝・千島海溝地震
観測
国際地震津波情報
震源破壊過程解析
東海地震予知強化
首都圏大規模地震防災
震度情報提供（本庁，札
幌，福岡）

〔新設〕
精密測位技術グ
ループ
宇宙電波応用グ
ループ

〔改組〕
第六研究チーム
宇宙電波応用研
究室

1,829
（注7）

〔改組〕
地質情報研究部
門地質調査情報
センター

平
成
1
6
～

2
0
年
度

機
構
定
員

〔改組〕
地震研究部
地震観測デー
タセンター

平
成
1
1
～

1
5
年
度

国　　土　　交　　通　　省
（注3）

〔新設〕
活断層研究ｾﾝﾀｰ
地球科学情報研
究部門
海洋資源環境研
究部門
成果普及部門地
質調査情報部

〔改組〕
海洋情報部

〔整備〕
海底地殻変動
観測担当

〔整備〕
関係機関データ集中・監
視
（本庁）
府県地震業務
（高知）
長期評価情報の管理
面的震度分布情報提供体
制の強化
東南海・南海地震観測体
制の整備

〔新設〕
地殻情報管理官
（九州，四国）
防災調整係

機
構
定
員

研究開発局は，平成10年以前は本計画に関係する事業の経費も計上していたのだが，平成11度以降から集計方法を変更し，本計画に関係する事業のみを計上した。

〔新設〕
地震情報企画官
地震情報官
（札幌，仙台，大阪，福
岡）
地震火山課
（札幌，仙台，大阪，沖
縄）

〔整備〕
津波波高予測
地震機動観測
全国地震活動情報
関係機関データ集中・監
視
（本庁，札幌，仙台，大
阪，福岡）
府県地震業務
（網走，稚内，徳島）
管区地震防災
（札幌）
震度情報提供
（本庁，札幌，仙台，大
阪，福岡，沖縄）
量的津波予報提供
（本庁，札幌，仙台，大
阪，福岡，沖縄）
東海地震予知業務

〔新設〕
測地観測センター
地理地殻活動研究
センター
地殻情報管理官
（東北，中部，近
畿）

〔整備〕
地震調査官
情報管理係

〔新設〕
時空技術研究室
第六研究チーム

〔改組〕
時空計測研究室
時空技術研究室

〔新設〕
防災研究データセンター
（基盤的地震観測データ室）

〔改組〕
名古屋
（地震火山観測研究センター）
九州
（地震火山観測研究センター）

〔改組〕
地震・防災研
究課

〔新設〕
防災研究情報センター
固体地球研究部門
防災基盤科学技術研究部門
特定プロジェクトセンター
地震防災フロンティア研究セ
ンター

〔改組〕
名古屋
（地震火山・防災研究センター）

機
構
定
員

防災科学技術研究所（注1）※ 国立大学等

国立大学法人等
(注6）

機
構
定
員

〔新設〕
地震調査研究
課

文　　部　　科　　学　　省

科　学　技　術　庁 文　部　省 運　輸　省

防災科学技術研究所（注1） 国立大学等

平
成
６
～

1
0
年
度

13,868 11,983

〔新設〕
地震調査研究センター
（第２地震前兆解析研究室）

〔改組〕
地震調査研究センター
（直下型地震調査研究室，海
溝型地震調査研究室，第１地
震前兆解析研究室）

〔改組〕
東北
（地震・噴火予知研究観測センター）
東京
（地震研究所　共同利用研究所への改組）
京都
（防災研究所　共同利用研究所への改組）
北海道
（地震火山研究観測センター）

〔整備〕
弘前
（地震火山観測所）
東京
（地殻化学実験施設）

24,796 9,517

〔整備〕
海洋調査研究
地殻変動監視
精密海底反射
強度観測・解
析

〔新設〕
評価解析官

〔整備〕
量的津波予報提供
（札幌，仙台，大阪，福
岡，沖縄）
関係機関データ集中・監
視
（札幌，仙台，大阪，福
岡）
東海地震予知業務
府県地震業務
（鹿児島）

〔新設〕
地殻情報管理官
（北海道）

〔新設〕
活断層・地震予
知特別研究室
地震地質部
（活断層研究
室，地震物性研
究室，変動解析
研究室）

〔整備〕
海洋調査研究
地殻変動監視
精密海底反射
強度観測・解
析
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通 商 産 業 省 建　設　省 郵　政　省

工業技術院
地質調査所

海上保安庁 気象庁 国土地理院 通信総合研究所

予算 22 63 647 - -

予算 147 5 883 121 -

予算 86 5 725 101 152

予算 96 7 1,049 157 176

運　　輸　　省文　　部　　省

国立大学等

〔新設〕
北海道
（地震予知観測地域センター，有珠火山
観測所）
東京
（地殻化学実験施設）

〔整備〕
北海道
（札幌地震観測所）
東北
（地震予知観測センター）
京都
（桜島火山観測所）
九州
（島原火山観測所）

98 1,716

〔整備〕
地震防災研究室

〔新設〕
弘前
（地震火山観測所）

〔整備〕
北海道
（有珠火山観測所）
東北
（地震予知観測センター）
東京
（浅間山火山観測所，地殻化学実験施
設）
京都
（火山活動研究センター，桜島火山観測
所）

-

〔整備〕
地震防災研究室

〔新設〕
東京工業大学
（草津白根地震火山観測所）

〔改組〕
東北
（地震予知・噴火予知観測センター）
東京
（伊豆大島火山観測所）
九州
（島原火山観測所）

〔整備〕
北海道
（有珠火山観測所）
東京
（地殻化学実験施設）

890

２３－２．予算及び機構定員整備状況の推移（火山）
〔単位：百万円〕

防災科学技術研究所（注1）

科　学　技　術　庁

昭
和
4
9
～

5
3
年
度

機
構
定
員

1,993349

〔新設〕
火山室

〔整備〕
火山活動解析
火山研究
（気象研）
常時火山観測

〔新設〕
鹿児島
（南西島弧地震火山観測所）

〔改組〕
東北
（日本海地域地震火山観測所，三陸地
域地震火山観測所）
名古屋
（地震火山観測地域センター）

〔整備〕
東京
（地殻化学実験施設）
東京工業
（草津白根地震火山観測所）
名古屋
（地震火山観測地域センター）
九州
（島原地震火山観測所）

昭
和
5
4
～

5
8
年
度

〔整備〕
地域火山機動観測
（札幌，福岡）
地域火山機動観測
（仙台）
精密火山観測
（鹿児島，阿蘇山，
軽井沢）
火山研究
（気象庁）

機
構
定
員

〔新設〕
火山噴火予知研究室

〔新設〕
火山地質課

166 1,754

〔新設〕
地震火山部

〔整備〕
火山防災業務
火山観測施設保守
精密火山観測
（伊豆大島）
地域火山機動観測
（仙台，福岡）
常時火山観測
（松本）

昭
和
5
9
～

6
3
年
度

機
構
定
員

平
成
元
～

５
年
度

機
構
定
員

〔整備〕
火山噴火予知解
析

〔新設〕
火山対策官
火山対策室
地震火山課
（福岡）

〔整備〕
地域火山機動観測
（札幌）
火山解析
火山遠隔観測
火山業務
雲仙岳火山業務
（雲仙岳，福岡）
火山機動観測
震動データ管区テレ
メータ
（札幌，仙台）

〔新設〕
火山基本図係
火山解析係
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通 商 産 業 省 建　設　省 郵　政　省

工業技術院
地質調査所

海上保安庁 気象庁 国土地理院 通信総合研究所

予算 110 11 1,967 116 357

予算 596 517 4,134 228
276

（注3）

経　済　産　業　省 総　務　省

産業技術総合
研究所※

海上保安庁 気象庁 国土地理院
通信総合
研究所※

防災科学技術
研究所（注1）

海洋研究開発
機構（注4）

産業技術総合
研究所

海上保安庁 気象庁 国土地理院
情報通信研究
機構（注5）

予算 1,195
運営費交付金

の内数
205 9 2,962 261

運営費交付金
の内数

注１

注２

注３

注４

注５

注６

運　　輸　　省

〔整備〕
火山地質課

1,005

科　学　技　術　庁 文　　部　　省

防災科学技術研究所（注1） 国立大学等

〔新設〕
火山課
地震火山課
（札幌，仙台，大
阪，沖縄）

〔整備〕
雲仙岳火山業務
（雲仙岳）
九重山火山業務
（大分）
航空路火山灰情報セ
ンター
（東京航空地方気象
台）

機
構
定
員

1,063

国　　土　　交　　通　　省

1,365

平
成
1
1
～

1
5
年
度

文　　部　　科　　学　　省

〔改組〕
東京工業
（火山流体研究センター）
名古屋
（地震火山観測研究センター）
九州
（地震火山観測研究センター）

〔新設〕
火山調査係
測地観測センター
地理地殻活動研究セ
ンター

〔廃止〕
火山基本図係

〔整備〕
地質調査総合セ
ンター
（火山関連２研究
グループを整備
拡充）

〔整備〕
プロジェクト研究
（「火山噴火予知に関する研究」
グループ）

平
成
６
～

1
0
年
度

機
構
定
員

〔改組〕
北海道
（地震火山研究観測センター）
東北
（地震・噴火予知研究観測センター）
東京
（地震研究所　共同利用研究所への改
組）
京都
（防災研究所　共同利用研究所への改
組）

〔整備〕
弘前
（地震火山観測所）
東京
（地殻化学実験施設）
東京工業
（草津白根地震火山観測所）
鹿児島
（南西島弧地震火山観測所）

2,710

〔整備〕
火山噴火調査研究室

防災科学技術研究所は本計画を推進するため以外の火山研究予算額を含む。

平
成
1
6
～

2
0
年
度

機
構
定
員

〔整備〕
プロジェクト研
究
（「火山噴火予
知と火山防災に
関する研究」グ
ループ（平成18
年度））
火山防災研究部
（平成18年度）

〔新設〕
地殻活動調査係
地殻活動監視係
海岸昇降監視係
火山活動監視係
地球変動観測係
地殻情報管理官（中
国）
防災情報管理官（北
海道，東北，北陸，
中部，近畿，中国，
四国，九州）
防災課（関東）
防災企画係（関東）
防災情報係（関東）
活断層情報係

〔廃止〕
地殻情報管理官（北
海道，東北，中部，
近畿，中国，四国，
九州）

国立大学法人では，平成16年の法人化以降は，直接的に本計画を推進するために使われる特別経費（特別研究経費）のみを計上した。（従来は，施設整備費や装置維
持費の間接的な経費も含まれていたが，法人化以降はこれらの経費は他の経費と一括して運営費交付金として配分されるようになり，その使途は大学独自の判断でで
きることとなったため，本計画に関連する経費のみを正確に算出することが不可能である。）

平成13年１月６日に省庁再編が行われ，また，同年４月１日には一部機関（※）が独立行政法人化した。

（注2）

〔新設〕
火山調査官

〔新設〕
火山対策官

〔整備〕
火山監視・情報セン
ター
（本庁，札幌，仙
台，福岡）

〔新設〕
防災企画官
地殻情報管理官
（九州，四国）
火山観測係機

構
定
員

308(注6)

〔新設〕
火山活動評価解析官

〔整備〕
即時的被害予測
三宅島火山防災
管区火山防災（本
庁，札幌，仙台，福
岡）
火山噴火予知強化
（本庁，札幌）

情報通信研究機構は，独立行政法人化により予算額が「運営交付金の一部」として支給されたため，平成12年度までの額。

海洋研究開発機構については，平成16年度から参加。

平成16年度から，国立大学については法人化し，通信総合研究所については情報通信研究機構へ組織変更。

国立大学法人等
(注5）

防災科学技術研究所（注1）※ 国立大学等

〔改組〕
北海道
（地震火山研究観測センター）
名古屋
（地震火山・防災研究センター）
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２６.関連分野の研究者数 

 

○関連分野の研究者総数 

 

 

※実施機関における、観測研究計

画に関連した、新規の分野融合に

よる研究者数 
（大学院生を含む）。 
その他、実施機関以外の公募研究

参加者が 23 名。 

 

 

 

 

○分野別の研究者数 

0

5

10

15

20

歴史学・考古学分野 地質・岩石学分野 人文・社会科学分野 工学分野

（人）  

82人※  
25**  

実施機関に所属する関連分野の研究者 
＋公募研究に参加している実施機関の研究者 の総数 

49*  

27**  

63*  69*  

13**  

88 人  
76 人  

＊実施機関に所属する関連分野の研究者 
＊＊公募研究に参加している研究者 

実施機関に所属する関連分野の研究者 69 人の分野別研究者 

（人）  

18  16  18  17  

- 182 -



２７．「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」に 

関連した主なシンポジウム，セミナー等の開催状況 
 
【平成 28 年度】 
○熊本地震シンポジウム 
日時：平成 28 年 10 月 26 日（水） 9:45～16:45  
場所：熊本市国際交流会館６F ホール 
主催：東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会 
共催：熊本大学大学院自然科学研究科附属減災型社会研究教育センター 
参加人数：97 名 

 
○シンポジウム「南海トラフ巨大地震の予測に向けた観測と研究」 
日時：平成 28 年 9 月 30 日（金）10:20～18:00  
場所：東京大学武田先端知ビル内・武田ホール 
主催：東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会 
共催：日本地震学会 
参加人数：188 名 
 
【平成 27 年度】 
○「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」平成 27 年度成果報告シンポジウム 
日時：平成 28 年 3 月 14 日（月）10：30～3 月 16 日（水）12：00 
場所：東京大学 武田先端知ビル 5F 武田ホール・ホワイエ  
主催：「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」成果報告シンポジウム実行委員会 
共催：東京大学地震研究所，京都大学防災研究所，地震・火山噴火予知研究協議会 
後援：文部科学省，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構，産業技術総合研究所地質調査総

合センター，国土地理院，気象庁，海上保安庁，日本地震学会，日本火山学会，日本測地

学会  
参加人数：288 名 
 
○シンポジウム「災害の歴史から何を学ぶか？(1) 検証！天明浅間山噴火」 
日時：平成 27 年 11 月 21 日（土）13:30～17:30 
場所：東京大学地震研究所 第 1 会議室 
主催：東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会企画部 
 
【平成 26 年度】 
○「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」平成 26 年度成果報告シンポジウム 
日時：平成 27 年 3 月 2 日（月）10:20～3 月 3 日（火）17:40 
場所：東京大学武田先端知ビル 5F 武田ホール・ホワイエ 
主催：「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画」成果報告シンポジウム実行委員会 

- 183 -



共催：地震研究所，防災研究所，地震・火山噴火予知研究協議会 
後援：文部科学省，防災科学技術研究所，海洋研究開発機構，産業技術総合研究所地質調査総

合センター，国土地理院，気象庁，海上保安庁，日本地震学会，日本火山学会，日本測地

学会 
参加人数：272 名 
 
○特別セミナー「1914 年桜島噴火災害に学ぶ ～地震学・火山学が減災に貢献できること～」 
日時：平成 27 年 1 月 30 日（土）13:30～15:30 
場所：東京大学地震研究所 第 1 会議室 
主催：東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会 
参加人数：72 名 
 
○緊急研究集会「水蒸気爆発の準備過程およびマグマ噴火への移行プロセスの解明」 
日時：平成 26 年 10 月 29 日（水）10:30～17:00 
場所：名古屋大学環境総合館 3F 講義室 2 
主催：東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会企画部 
 
○地震・火山科学と総合防災学の両共同研究拠点主催研究集会 「南海トラフ巨大地震の災害

リスク評価 －社会の影響から地震発生まで振り返り，評価の不確実性と影響について考

える－ 」 
日時：平成 26 年 10 月 6 日（月）～10 月 7 日（火） 
場所：東京大学地震研究所第 1 会議室 
主催：東京大学地震研究所・京都大学防災研究所 
共催：地震･火山噴火予知研究協議会，自然災害研究協議会 
参加人数：91 名 
 
○研究集会「史料・考古・地質データ等に基づく地震・火山噴火現象の解明」 
日時：平成 26 年 9 月 6 日（土）10:00～17:30 
場所：東京大学地震研究所 1 号館 2 階セミナー室 
主催：東京大学地震研究所地震・火山噴火予知研究協議会企画部 
 
【平成 25 年度】 
○平成 25 年度「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」成果報告シンポジウム 
日時：平成 26 年 3 月 12 日（水）10：10～3 月 14 日（金）13：00 
場所：東京大学武田先端知ビル 5F 武田ホール・ホワイエ 
主催：「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」成果報告シンポジウム実行委員会 
共催：地震・火山噴火予知研究協議会 
後援：文部科学省 
参加人数：253名 
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【平成24年度】 
○平成24年度「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」成果報告シンポジウム 
日時：平成 25 年 3 月 6 日（木）19：45～3 月 8 日（金）13：00 
場所：東京大学武田先端知ビル 5F 武田ホール・ホワイエ 
主催：「地震及び火山噴火予知のための観測研究計画」成果報告シンポジウム実行委員会 
共催：地震・火山噴火予知研究協議会 
後援：文部科学省 
参加人数：267名 
 
○地震及び火山噴火研究の将来構想シンポジウム 
日時：平成 24 年 7 月 5 日（木）～7 月 6 日（金） 
場所：東京大学鉄門記念講堂 
主催：地震及び火山噴火研究の将来構想シンポジウム実行委員会 
共催：地震・火山噴火予知研究協議会 
参加人数：259名 
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２８．災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画 実施機関 

   

総務省 国立研究開発法人情報通信研究機構 

文部科学省 国立大学法人等 

   北海道大学大学院理学研究院 

   弘前大学大学院理工学研究科 

   東北大学大学院理学研究科 

   秋田大学大学院工学資源学研究科 

   東京大学大学院理学系研究科 

   東京大学地震研究所（共同利用・共同研究拠点） 

  東京大学大気海洋研究所 

   東京大学史料編纂所 

   東京工業大学火山流体研究センター 

  新潟大学災害・復興科学研究所 

   名古屋大学大学院環境学研究科 

   京都大学大学院理学研究科 

   京都大学防災研究所（共同利用・共同研究拠点） 

   鳥取大学大学院工学研究科 

   高知大学理学部 

   九州大学大学院理学研究院 

   鹿児島大学大学院理工学研究科 

   立命館大学総合科学技術研究機構 

   東海大学海洋研究所 

  国立研究開発法人防災科学技術研究所 

  国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 独立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所 

経済産業省 国立研究開発法人産業技術総合研究所地質調査総合センター 

国土交通省 国土地理院 

  気象庁 

  海上保安庁 

都道府県 
地方独立行政法人北海道立総合研究機構環境・地質研究本部

地質研究所 

 山梨県富士山科学研究所 
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２９．第８期科学技術・学術審議会 測地学分科会 委員名簿 

 

（５０音順） 

 

（委  員）２名 

○清 水  洋    九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター長 教授 

◎平 田  直    東京大学地震研究所地震予知研究センター長 教授 

 

（臨時委員）１０名 

今給黎 哲 郎  国土地理院 地理空間情報国際標準分析官 

榎 原 雅 治  東京大学史料編纂所 教授 

久 家 慶 子  京都大学大学院理学研究科 准教授 

上垣内  修   気象庁地震火山部 部長 

棚 田 俊 收  国立研究開発法人防災科学技術研究所 火山防災研究部門長 

田 村 圭 子  新潟大学危機管理室 教授 

中 田 節 也  東京大学地震研究所 教授 

仲 西 理 子  海洋研究開発機構 地震津波海域観測研究開発センター 技術研究員 

日 置 幸 介  北海道大学大学院理学研究院 教授 

松 澤  暢   東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センター 

                  センター長・教授 

 

◎：分科会長 ○：分科会長代理 
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３０．第８期科学技術・学術審議会 測地学分科会 

地震火山部会 委員名簿 

 

（５０音順） 

 

（委  員） ２名 

◎ 清 水  洋   九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター長 教授 

○ 平 田  直   東京大学地震研究所地震予知研究センター長 教授 
 

（臨時委員）１１名 

井 口 正 人  京都大学防災研究所附属火山活動研究センター長 教授 

石 川 直 史  海上保安庁 海洋情報部 技術・国際課 火山調査官 

浦 塚 清 峰  国立研究開発法人情報通信研究機構電磁波研究所 統括 

小 原 一 成  東京大学地震研究所所長 教授 

関 口 渉 次  国立研究開発法人防災科学技術研究所地震津波防災研究部門 

総括主任研究員 

仲 西 理 子  国立研究開発法人海洋研究開発機構地震津波海域観測研究開発センター 

技術研究員 

中 村 浩 二  気象庁地震火山部管理課 地震情報企画官 

松 澤  暢   東北大学大学院理学研究科附属地震・噴火予知研究観測センター 

                  センター長・教授 

山 岡 耕 春  名古屋大学大学院環境学研究科 教授 

山 元 孝 広  国立研究開発法人産業技術総合研究所活断層・火山研究部門 総括研究主幹 

矢 来 博 司  国土地理院地理地殻活動研究センター 地殻変動研究室長 

 

（専門委員） ８名 

市 原 美 恵  東京大学地震研究所 准教授 

加 藤 尚 之  東京大学地震研究所 教授 

関 口 春 子  京都大学防災研究所 准教授 

西 村 太 志  東北大学大学院理学研究科 教授 

三 宅 弘 恵  東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター 准教授 

宮 澤 理 稔  京都大学防災研究所 准教授 

森 岡 千 穗  松山大学人文学部社会学科 准教授 

山 中 佳 子  名古屋大学大学院環境学研究科 准教授 

 

◎：部会長 ○：部会長代理 
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３１．第８期科学技術・学術審議会 測地学分科会 地震火山部会 

地震火山観測研究レビュー委員会 委員名簿 

 

（５０音順） 

 

（委  員）２名 

清 水  洋   九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測研究センター長 教授 

平 田  直   東京大学地震研究所地震予知研究センター長 教授 
 

（臨時委員）６名 

榎 原 雅 治  東京大学史料編纂所 教授 

棚 田 俊 收  国立研究開発法人防災科学技術研究所 火山防災研究部門長 

田 村 圭 子  新潟大学危機管理室 教授 

仲 西 理 子  国立研究開発法人海洋研究開発機構 地震津波海域観測研究開発センター 

         技術研究員 

中 村 浩 二  気象庁地震火山部管理課 地震情報企画官 

矢 来 博 司  国土地理院地理地殻活動研究センター 地殻変動研究室長 

 
（専門委員）１１名 

市 原 美 恵  東京大学地震研究所 准教授 

◎ 加 藤 尚 之  東京大学地震研究所 教授 

木 村 玲 欧  兵庫県立大学環境人間学科 准教授 

宍 倉 正 展  国立研究開発法人産業技術総合研究所 活断層・火山研究部門  

海溝型地震履歴研究グループ グループ長 

関 口 春 子  京都大学防災研究所 准教授 

中 川 光 弘  北海道大学大学院理学研究院 教授 

西 澤 あずさ  海上保安庁海洋情報部技術・国際課 海洋研究室長 

○ 西 村 太 志  東北大学大学院理学研究科 教授 

橋 本 武 志  北海道大学大学院理学研究院 教授 

三 宅 弘 恵  東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター 准教授 

山 中 佳 子  名古屋大学大学院環境学研究科 准教授 

 

◎：主査 ○主査代理 
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３２．災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の 

実施状況等のレビューに関する審議状況 
 

 

平成２７年 

１０月２２日 地震火山部会（第２３回） 

 

平成２８年 

２月１６日 地震火山観測研究レビュー委員会（第１回） 

３月３０日 地震火山観測研究レビュー委員会（第２回） 

４月１８日 地震火山部会（第２４回） 

８月 ５日 地震火山観測研究レビュー委員会（第３回） 

９月 ７日  地震火山部会（第２５回） 

１０月２１日 地震火山観測研究レビュー委員会（第４回） 

１２月１９日 地震火山観測研究レビュー委員会（第５回） 

 

平成２９年 

１月１６日 測地学分科会（第３５回）／地震火山部会（第２６回） 
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